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序 に 代 え て

コンピュー タに よる情報処理は,社 会,経 済 の発展に ともない各種情動の蓄積 ・加

工 ・供給 を最も有機的,効 果的に進 める担い手 として,最 近 とくにその役割 の重要性

が認識 されてきてお ります。

また,情 報処理そのものも,第3世 代 コンピ ュータの登場以来,そ の利用分野 の拡

大 とともに経営 の意思決定 システム,コ ンピュー タの不特定多数による共同利用 とい

った高度化 の方向が検討 されっっあ り,従 来の事後処理的な利用か ら見 ると,現 在 の

情報処理は大きな発展期 を迎えているともいえます。

このよ うな情勢において,情 報処理および情報処理産業の前途には解決 を要す る幾

多の課題 があ ります。す なわち,情 報処理産業発展 の要件およびそれが他産業に与え

る影響 とい ったわが国経済社会の動向に関連する諸問題 をは じめ,情 報処理方式,ハ

ー ドウエアお よび ソフ トウエア等の技術開発,各 種 の標準化,情 報処理技術者の養成

などであ ります 。

当財団は,情 報処理に関するこれ らの諸問題解決 のため,各 種の事業を実施 してお

りますが,こ の調査報告書は,日 本自転車振興会の機械工業振興資金による 「昭和43

年度情報処理に関する調査研究補助事業 」の うち,「 情報処理および情報処理産業 の

動向 と影響調査 」の一環 として,経 営情報調査小委員会 を設け,経 営情報の種類,確

保の手段,お よび充足度等経営情報 システム形成 における情報 の実態につ き7業 種 の

モデルを採 りあげ ケーススタデーとして調査 し,そ の結果 をとりまとめたもので ある。

ここに,本 調査実施 に際 しご協力 いただいた経営情報調査小委員会各位,お よび ご

支援 を賜 わった関係各位に心 より感謝 の意 を表 します とともに,本 報告が各方面 に利

用 され,わ が国情報処理産業発展の一助 として寄与できますよ う念願いたす次第であ

ります。

昭和44年6月

財団法人 日本情報処理開発センター

会長 難 波 捷 吾
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調査の 目的 と内容
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1 調査の 目的 と内容

情報化 社会 を指 向す る,わ が 国 の経済社 会 に お いて,企 業 や官 公庁 では コン ピ ュー

タの利 用に よる経 営 情報 システ ムの形成 が必然的 な もの とな っている。

とくに,わ が国 の場 合,諸 外 国 に比 べ高 い経済成 長 を続 ける と ともに,人 口や産 業

の特 定地域 集 中 に よる,い わゆ る高密 度社 会 を形 成 し,産 業 の専 門家,細 分化 の傾 向

は一段 と進展 す る動 き をみせ てい る。加 え て,政 治経 済 は 国際化 時代 を迎 え,政 府 や

産 業 界は 目ま ぐる しく変動 す る状 況 に敏速 に適応 す る必要 に迫 られ てい る。

こ うした状況 に対 応 して,産 業 界や政府機 関 にお い ては時宜 を得 た意思 決定 を行 な

うため,情 報 の有 機 的 な管 理運 用体制 を確立 す る必 要 が生 じてきて い る。経営 情報 シ

ステ ムは,高 度 に コン ピ ュー タを利 用 した有機 的 な管理 運 用体制 としての情報 処理 シ

ステ ムで あ って,機 能 と しては,有 効適 切 な情報 を適宜 に処理提供 す る ことが要 求 さ

れ る。 と くに,従 来 コン ピュー タに対 しては,こ れ を ど う使 いこなす か とい うこ とが

問題 で あ ったが,今 後 は,経 営 に コンピ ュー タを如何 に活 用す るか とい う点 に焦 点 が

むけ られ(す なわ ち経 営 情報 シ ステ ムへ の指 向),こ れ に向 ってのア プロー チが な さ

れ るだ ろ う。

本調 査 は,こ の よ うな ア プ ローチ のた めの一 つの手段 と して,経 営 の ニーズ(計 画

や業務)に 対 して いかな る情報 が あ り,そ れ が いか に して集 め られ,い か に利用 され

て いるか 。 また,情 報 の ニー ズ(必 要度)に 対 し現実 の充 足度 が十 分 で な い場 合 に は

どの よ うに対 処 され てい るか等 につ い ての現状把 握 をね らい と した もので ある。

昨年,当 財団 が ま とめ た報 告書(42-ROO1)「 情 報 処理需要 の現状 と将来 」に

お い ては,経 営情 報 シス テム は,プ ランニ ング とオペ レー シ ョナル の2っ のサ ブシス

テ ムに大 別 され,さ らに これ らのサ ブシステ ムの も とに,こ れ と有機 的 に結合 した複

数 の情 報 処理 システ ムを含 む 一 つの結合 システ ムで あ る と され ている。

した が って,本 調査 は,長 期 計画 立案 の ための プ ランニング情報 と,生 産 ・販 売 等 の

～3～



業務 管理 のた めのオペ レー シ ョナ ル情報 に大 別 して進 める こ とと した。 また,調 査 モ

デ ル と してはそ の情報 処理 の形態 か ら,計 画型 の情報 処理(す なわ ち長期 的見 通 し,

需要 予測,設 備投 資等 の計 画 に おけ る情報 が経営 に最 も大 きな ウ ェイ トを占め て いる

もの),の 範 ち ゐうに入 る もの と して鉄鋼業 が,総 合型 の情 報 処理(す なわ ち,需 要

動向 の敏速 な把 握,こ れ}ご適 .した製 品 の開発 お よび生産,な らびに各種 部 品 の供給等

の 同期化 が強 く要 求 され る もの)に 属 す る もの と して自動 車工 業 が,さ らに販 売 型 の情

報 処理 を要す る もの と して総 合 商社 お よび繊維 問屋 が それぞ れ選定 され,こ れ らにっ

き別個 に担 当作業 グルー プを設 置 の うえ調査 が実施 され た もの であ る。 ま た,農 協,

病院,ス ーパ ー ・マー ケ ッ トにっ い ては,日 本EDP㈱ に委託 して調 査 した。 以下 に

各 調査 モデル ご とに その内容 の概 容 を略述 す る。

1.1鉄 鋼 業

近年,鉄 鋼業においては,急 増す る需要に対処 し併せて生産性 の向上,コ ス トの低

減 等のため大規模 な臨海製鉄所 を建 設す る傾 向にあるが,装 置産業の一つである鉄鋼

業に とって,設 備 と販売 を中心 とした長期 計画 の策定は企業経営 に最 も重要である。

すなわ ち,鉄 鋼業における設備投 資額は,高 炉1基 の建設に1,000億 円を要 し,経

済的な操業条件である高炉2基 体制 をとる と1,800億 円 とい う巨額 に達する。 この

ため金利,償 却費等が企業財務へ及 ぼす影響 を考慮 し,ま た経済状勢 の変化に対応 し

た投資効果 の向上 の観点 が企業の将来の方向付けを適確 に打 ち出さなければな らない。

以上 の理由か ら鉄鋼業 においては,長 期計画策定 に関する諸情報,す なわ ちプラン

ニング情報 として長期販売計画 にもとつ く設備計画,生 産計画 ,要 員計画,財 務計画,

における情報 を採 り上げた。
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1・2自 動 車 工 業

自動車工業は,従 来見込 ・少種 ・多量生産 の形態 を持 ち,装 置産業的傾向が強か っ

たが,最 近 の需要の多様化は多種 ・少量生産 の傾向にあ り,長 期利益計画 を推進す る

うえで最 も重要な ことは需要動向,お よび市場動向の変化 を的確に予測 し,製 品(自

動車)の 企画に結びつけ,さ らに需要 を喚起 し,大 量生産,大 量販売 を実現すること

である。

ここでは,プ ランニング情報 として需要予測 のための情報 と,こ れにもとつ く製品

企画 のための情報 を,ま たオペ レー シ ・ナル情報 としては,組 立工場 における販売計

画か ら生産管理 までの一連 の業務 に必要 とされる情報 を調査 した。

1.5総 合 商 社

開放経済化 において総合商社 は,取 扱い品 目および取扱 い高の増加等 のために,経 済

社会の中でますますその果 た す 役 割 が拡大 してきている。すなわち,従 来の商社機

能のほかに,企 業間の調整,取 扱 い品 目の全体的バ ランス とマ クロ的調整,流 通機構

の整備 にともな う生産,在 庫等 の調整,お よび企業経営 のコンサル タン ト等の面で,

ますます重要化の一途 をた どっている。

従来 のように,情 報源 をメーカ とユーザ とがおのおの単独に持 っていたのでは的確

な意思決定 をす ることができず,こ のため総合商社 が両者の中間に位置 し,共 通情報

の供給源 としてこれを総合的に把 握す る必要が生 じてきている。

このよ うな事 情 か ら,プ ランニング情報 として化学品部門 をとりあげその長期,

短期 の需給予測お よび計画 を,ま たオペ レー シ・ナル情報 として鉄鋼製品歯内 をとり

あげ,そ の引合発生か ら成約段階 をへて代金決済にいたるまでの情報 の種 類 と利用に

つ いて調査 を実施 した。
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1.4繊 維 問 屋

繊維 問屋 は,主 に織物 問屋 をは じめ縫 製 品加工 をほ どこ した繊維 二 次製 品 な どを扱

う加工 流通 の一分野 を担 ってお り,そ の ため商 品開発,商 品構成,得 意先 指導,集 荷

配送,情 報 活動 な どの機 能 を強化 す べ く努 力中 で ある。

繊維流 通 の特質 が,こ の よ うに加工流 通 に集中 してい る点 か ら商 品企画 が問屋 業 の

成 否 を決定 す る とい っても過 言 では な い。 そ,こで プラ ン ニン グ情 報 と して商品 開発 を

主柱 とす る マーチ ャンダイ ジ ング機 能 につ い て,ま たオベ レー シ ・ナ ル情報 と して商

品管理,得 意先管 理,仕 入先 管理,セ ール ス マ ン管 理,お よび資金管 理 ・財務管 理 な

どについ て調査 を実 施 した 。

以上 の4業 種 の調査 結 果か ら総 合的 にみ て い くっか の点 が指適 で きる。

第1に,オ ペ レー シ ・ナル ・システ ムにお い ては,情 報 の収 集,利 用 ともにニーズ に対

し充足度 は高 く,こ れ はむ しろ当面 必要 とす るもの と して力 が注 がれ てお り,ま た収

集 しや す い内部 情 報 が その主体 とな っている こ とか ら くる もの といえ よ う。

第2に,プ ランニ ン グ情報 と しての諸長期 計画 のた めの情報 に ついては,そ の範 囲 が広

く,か つ その内 容 も多種 多様 にわ た っているが,現 在収 集 可能 な情報 にっ いては,そ

のほ とん どが収 集 され て いるか,も し くは収集 の ために努 力 が払 われ てい る。 しか し

そ の内 容 につ い てみ る と情 報 のきめ の細 か さ,分 類 の不統 一,統 計 の前提 条件 の あい

まい さ等 が あ り,具 体 的 に 利用す る場合 に当 た って不 十分 な ものが多 い。

第3に,プ ランニ ン グ ・システ ムに おけ る コン ピ ューータ利 用 の程 度 は きわ めて低 くプ

ランニ ン グの ため の情 報 が コン ピ ュー タに直 接利 用 で きる形態 にな ってい ない こ とが

大 きな要因 で ある。

～6～



－
t.5農 協

農協は,農 民によ って全国的 に組織 されている大規模な団体であ り,農 業に関す る

あらゆる物資や情報 を扱 う総合的事業体でもある。さ らに農協は,わ が国 の農業の方

向付けに非常 に大きな役割 を果た している。

現在,わ が国の農業は保守的 といわれなが らも,生 産性 の向上,流 通機構 の改善,

米の管理体制の問題等近代化 に力を注 いでいる。 したがって,農 協の経営 は・組合員農

家 の所得や生活 の向上 を目的 として,各 種事業が営 まれるが,こ れはまた,わ が国農

業 の近代化 につながっているのである。

このような背景か ら,農 協におけるプランニング情報 として,営 農長期計画 を,ま

たオペ レーシ ・ナル情報 として農産物の生産,販 売管理等の調査 を実施 した。

1.6病 院

わ が国 の病院 は,約7,000あ る。 この うち一般 病院 は約6,000あ る が,病 床 数

300以 上 の大 規模 病院 は約600に 過 ぎず,大 部 分 は小 規模 の部 類 に属 してい る。

病院 にお ける コン ピュー タの利用 は,診 療 費請 求業 務 を主 体 と した事務 処 理が主 と

な ってい るが,こ れ とても一部 の病院 で行 なわ れ てい るに過 ぎな い。 しか も患者 の診

断 用,経 営 面 へ の利 用 とな る と実験段階 の域 を出 てい ない のが実情 で ある。 しか し,

緊急 サ ー ビス,診 療 サー ビス,血 液 等 の所在 案 内等 のた め,今 後 情報 ネ ッ トワー クの

形成 や病 院 の情報 シ ステ ムの形成 は必 然的 な もの とな って きている。

病院 におけ る プラ ンニ ング情報 としては,診 療 科 目,施 設 等 の拡 張計画,資 金計 画,

要 員計画 な どに関す る ものが あ り,オ ペ レーシ ・ナル情 報 と しては,患 者,カ ル テの

管 理,薬 剤,器 材,ベ ッド等 の管 理,人 員管 理,各 種 請 求業務,購 売管理 な どに関 す

るものが あ る。 こ こでは,こ れ らを総合 的 な情報 の流 れ と して とらえる と ともに,今
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後 の コン ピ ュー タ利 用に おけ る諸 問 題 を調査 した。

1.7ス ー パ ー ・マ ー ケ ッ ト

わ が国 の スーパ ー ・マーケ ットは,消 費社会 の動 向 に対 処 し,流 通機 構 を形 成 す る一

大 産業 とな りつ っ ある。昭 和43年 度 総 売上 げは,1兆5,000億 円に達 し,小 売業

で の占拠 率lO.5%と,百 貨 店 の9.4%を 追 い越 す までに な り飛躍 的 な発展 を とげ た。

しか も,昭 和47年 には20%台 へ,昭 和50年 には30%台 以上 へ と大 き く成 長す

る もの と推定 され ている。

この よ うに一大成長 を とげ てい るス ーパ ー ・マ ー ケ ッ トの弱点 は ,商 品 の物 的流 通

経 費 が 最小 小 売価格 対比 の経費 率 で25%を 占め て いる ところに あ り,こ れ を改善 す

るため コン ピ ュー タ を導 入 し,そ の物的 流通 シ ステ ムの確立 を図 る必 要 が生 じてい る。

ここでは,こ の物的流 通 を中心 に プラ ンニ ング情 報 としては,長 期 販 売 計画 ,出 店

計 画 を,ま たオペ レー シ ・ナ ル情 報 と しては集配送 セ ンター在庫管 理,配 送 ス ケ ジ ュ

ー リン グに焦点 をあて て調査 を実施 した
。
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1.調 査 の ね らい

1.1調 査対 象選 択 の理 由

鉄 鋼 業 は,広 大 な敷 地 に聾 えたっ熔 鉱炉 に象徴 される よ うに,そ の生 産設備 は きわ

め て巨 大 であ る。鉄鋼 製 品 を生産す る ため には,熔 鉱 炉(高 炉)以 下鋼 材圧延 機 に至

るま での一 貫 した設備 を要 し,設 備 の ス ケール は巨 大 な もの とな らざるを得 ず,こ の

ため多額 の設備 投資 を行 なわ な けれ ばな らない 。 これゆ えに装置 産業 と して格付 け さ

れて いる。 と くに,こ こ数年 来 建設 が進 行 して いる新鋭 臨海製 鉄所 は,敷 地 は600

万 ㎡ を超 え,最 終 的 な 能力 も粗 鋼年 産1,000万 トンの規 模 を目標 と して いる。

高 度経 済成 長 を背景 に急 増 す る鉄 鋼需 要 を賄 な うた めに,あ る いは生 産性 を向上 さ

せ,コ ス トダ ウンをは か り,競 争 力の強 化 を 目指 して新 しい立 地 に大 規模 な臨海 製 鉄

所 を こぞ って建 設 して い る。 した が って,当 然 の ことなが ら生産 設備 のユ ニ ッ トも巨

大化 しつつ ある。昭和40年 の初め に,炉 内容積2,000mSの マ ンモス高炉 が出現 した

が,数 年 を経 ず してい まや3,000㎡ の高 炉 の稼動 をみ て いる。転 炉 に して も400㎡

級 に,ホ ットス トリ ップ ミル も ロー ル幅80イ ンチ以上,年 産 能 力450万 トン と大

型化 してい る。

設備 の大 型化,総 合 能 力の 巨大 化 に伴 って,設 備 投 資 は巨 額 とな って いる 。高炉1

基 段階 す なわ ち高炉,LD転 炉2基,分 塊圧 延機,鋼 材 圧 延機 な らび に原 料 ヤー ド,

発 電所,厚 生施設,さ らに土 地購 入費 を含 め,お よそ1,000億 円 を要す る 。 しか も

製鉄 工 場 の場 合 は,鉄 鋼,圧 延の バ ラ ンス(素 材 設備 と製 品設備 をアイ ドル のな いよ

うに稼 動 させる 。)で み る と高炉2基 体 制 で経済 的 な操 業条件 とな る。 この段 階 での

投資額 は800億 円程 度で あるか ら,高 炉1基 段階 か らの通 算投 資額 は1,800億 円

とい う尾 大 な額 に達 す る 。粗 鋼年 産1,000万 トンの新鋭 製 鉄所 の最終 規模,高 炉4基

体制 まで に要 す る総投 資額 は3,000億 円 を超 える もの と想定 され る 。
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当社 の福 山製鉄所 は瀬戸 内 海 に面 す る福 山市 に所 在 する新鋭 製鉄所 で ある 。昭和39

年 度 か ら設備 の着工 を開始 し,41年8月 に高炉1基 段階(第1高 炉,LD転 炉2基,

分塊,ホ ・トス トリ ップ ミル)が 完 成 し,43年2月 に高炉2基 体制(第2高 炉,L

D転 炉1基,厚 板 ミル)の 完成 をみ た 。着 工 以来 お よ そ4年 と1,800億 円 の 建設費

をか けて,粗 鋼年 産450万 トンの新 しい製 鉄 所が 生 まれ た 。

尾 大な 投資額,そ の金利,償 却費 を通 じて企 業財 務へ お よぼす影 響,激 増 す る生 産,

販売 量 な ど経 営 条 件の変 化 が当然予 想 され る と ころで あるか ら,投 資 の成果 が あ らゆ

る面 にお い て十分 にあ が る よ うに,事 前 に将 来 に対す る企 業 の進路 を明確 に しな けれ

ばな らな い。 装 置 産業 に と っては設備 と販 売 を中心 とした長期的 な プラ ンニ ン グ,

す な わ ち長期 計画 が企業経 営 に と って必要 不 可 欠 のゆ えんで ある。 たまた ま ここ に

福山計 画 の場合 をあげ たが,当 社 の長 期計 画 は福 山製 鉄所 を建設 す る に際 しては じめ

て行 なわ れ た訳 では な く,京 浜地 区 の3製 鉄 所 を合 理化 す る につ いて,戦 後の 復興 か

ら拡 大期 に かけて の時期 か ら策定 されてい た の であ る 。事 業 の規模 が大 き くな る に し

たが って長期 計 画 の役割 りは,ま す ます重 要 な もの とな って いる 。

以 上 の よ うに,当 社 にお いて は長期 計画 の立 案,策 定 は企業 を運 営 す る に当 っての

根幹 をなす もので ある 。 これ 故 にWG-1に お ける情 報 の調査 は,長 期 計画 の 策定 に関

連す る諸情 報,す なわ ちプ ラ ンニ ン グ情報 を採 りあげ た。

当社 の長期 計 画 は,設 備 計 画,販 売計画,生 産計 画,要 員計 画,原 料計 画,財 務計

画 等の部門 計画 か ら構 成 され ている 。 した が って プラ ンニ ン グ情 報 の調 査 も,設 備計

画,販 売計 画,生 産計 画,要 員計 画,財 務 計 画 に関す る プラ ンニ ング情 報 を対 象 と し

た 。

設 備,販 売,生 産 等 の短期 計画 は,年 間,四 半 期,月 次 とあ るが,い ず れ も長期計

画 の当 面の実 施計 画で ある 。業 務の 内容,手 順 は長期 計画 とほ とん ど変 らな いか,乃

至 は簡約 に したもの であ り,情 報 の類 は長期 計 画 策定 の際 と同 様 であ る。

オペ レーシ ・ナ ル業 務 とい えば各事業所 にお ける生 産 ライ ンに関係 した 月次 あ る い

は週間 乃至 は 日々の管理業 務 を称 した万が適 当 と思 わ れ る。前述 した本社機 構 の各 短

期 計画 とは全 く趣 を異 に して いる。 この業務 に関 連す る情 報 を オペ レーシ ・ナル情報
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と理 解す べき であ ろ う。す なわ ち,事 業所 にお ける生産 ライ ンの生 産 計画,工 程 管理,

在 庫管理,原 料受払 等 現実 に製 品を作 るに 当 っての管 理運 用 に必 要 な情 報が オペ レー

シ ・ナ ルな情 報 で ある 。業 務 の内 容 か らオ ペ レー シ ・ナル情 報 はほ とん ど内 部情 報 に

よ ってお り,外 部情 報 の ウエイ トは きわ めて低 い。

この よ うにオペ レーシ ・ナ ル情 報 に関 して は,内 部情報 が 中心 で あ る ところか ら今

回 は調 査対 象外 と しWG-1に お いて は,プ ラ ンニ ング情 報 の み を対象 と して調査 を行

な った。

1.2コ ン ピ ュー タ 関 係

当社 の使 用 して いる コン ピ ュータの内容,費 用,処 理業 務 の概 要 は別表1の 通 りで

ある 。
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別表1コ ン ピ ュ ー タ 関 係 一 覧 表

(1)当 社 の使 用 してい る コ ンピ ュー タの機 種,附 属機 器,費 用(レ ン タル)

～

一
(
～

設 置 場 所 機 種 附 属 機 器 レンタル費 用
(1月 当 り)

工BM360/50(256KB)
ライ ン プ リン タ 。2,磁 気 テ_プ 鑓.13

磁気 デ ィス ク装 置(2311>×4,カ ー ド読 取穿 孔 装置

(千 円)
13,700

計 算 セ ンター

(京 浜地 区)
IBM360/40(256KB)

ラ イ ン プ リン タ ー,磁 気 テ ー プ装 置 ×8,磁 気 デ ィス ク装
、

置(2311)×6,カ ー ド読取 穿孔装 置

10,000

京 浜 地 区

IBM360/20(16KB)
ライ ン プ リンタ,磁 気 テ ープ装 置 ×4,カ ー ド読取 装 置,

カー ド穿 孔装 置

1,850

IBM360/20(16KB)
ライ ン プ リ ン タ,磁 気 チ ー フ装 置 ×2,磁 気 デ ィス ク装 置

(2311)×2,カ ー ド読 取 装 置,カ ー ド穿 孔 装 置

2,440

福 山 地 区 IBM360/40(128KB)

ライ ンプ リンタ装 置,磁 気 テ ー プ装置 ×8,磁 気 デ ィス ク

装 置(2311)×6,紙 テ ー プ読取装 置,カ ー ド読 取穿

孔装 置

8,400

本 社 FACOM270/20(32KW)
ラ イ ン プ リン タ,磁 気 テ ー プ装 置 ×2,カ ー ド読 取 装 置,

カ ー ド穿 孔 装 置,X-Yプ ロ ッタ

1,700

計 38,000



(た だ し44年6月 よ り計 算 セ ンター(京 浜地 区)の36〔)/40を360/50に 置 換予

定,10月 よ り本社 に360/40増 強予 定)

なお 外注費 は約200万 円/月(た だ し計 算機 使用費 用の み,外 注パ ンチ費 は除

く)

② コ ン ピ ュー タ費 用の売上 高 に占 める比 率

O.13%

・㈲ 処理業 務(ア)販 売管理 業 務 一…一 売 掛 金管理,販 売諸 統計 等

θ 購 買在 庫管理 業務 …一・・…購売事 務,倉 庫 事務,買 掛金 管 理,入 出

庫実 績統計 等

(ウ)人 事関 係業 務 ……・…・給 与計算,人 事統 計,人 事 考課 等

←→ 経 理関 係業 務・……・…仕 訳業務,会 計諸 記帳業 務,財 務諸 表,原 価

計 算,固 定 資産 会計,償 却計 算,資 金 管理等

囲 工 程管理 業 務 …一・一圧 延計 画,素 材 請求,進 捗 管理,生 産出 荷 実

績,検 査実 績 等

(カ)・運輸 管理業 務 ……・…運 輸実 績,運 輸 費 用管理等

㈲ 外注管 理 業務 …・・……・外 注加工実 績,外 注 加工費 把握,残 材管 理等

(ク)技 術計算
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2.企 業経営のため に必要 な情報

2.1長 期販 売 計 画

2.1.1概 要

長期 営 業政 策 を決定 す る ことを 目的 と して,品 種 別,国 内(地 域 別,需 要 部門 別),

輸出 別に長期 販 売 計 画が作 成 され る。

この計 画の立 案 過 程は概 略 っ ぎの4段 階 に分 か れる 。(別 表2長 期販 売計 画 フ ロ

ー チ ャー`ト'(概 要)参 照)

(1)長 期 鉄 鋼需 要 の 予測

② 長期販 売基 本方 針 の決定

(3)長 期販売 計 画第 一次案(CASE1)の 作成

(4)長 期 設備 計 画,生 産 計画 等 との調整 を図 った上 で の長期販 売計 画(CASE2)

の決定

この4段 階 の内,(1)は 需 要予 測 であ るか ら,企 業 外の外部情 報 を中心 に作 業 が進

め られ,(2)～(4)は,(1)を 基 礎 に して社 内各部 署 か らの 設備,生 産,技 術,資 金,要

員計画 等の綜合 調 整 の 上 に進 め られる作業 で あ るか ら内部情 報 が中心 とな る。

この4段 階 の立 案 過程 を フローチ ・一一トに沿 って詳述 しよ う。

(1)長 期需 要 予 測(別 表3長 期 販売計 画 フローチ ャー ト(そ の1:長 期 需 要予測 参

照))。

当社 で は,予 測方 法 と して"積 上 げ方 式"(各 鉄 鋼需 要部 門 の生産見 通 しや 設

備 計画 お よび技 術動 向 を基 礎 に,手 作業 に よ って鉄鋼 需要部 門 別,年 度 別 に需 要

見 通 しを積 上 げて い く方法)と"産 業連 関 分 析方式"(産 業連関 表 を利 用 し,コ

ンピ ュー タを使 用 して予 測計 算 を行な う方法)の 二 方法 を併 用 し,相 互 調整 の 上,

品種別,需 要部門別,地 域別 の需要見通 しを決定 して いる。 しか し,方 法の相違
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はあ って も,基 礎 になる情報源 は同一である。

まず,長 期需要予測の場合,基 準年度の需要量(一 生産量 ±在庫増減量)を 確

定す ることが前提条件である。この場合,需 要部門別品種別需要量の展開 にあた

って は,鉄 鋼業界団体で発表 している受注,生 産,出 荷,在 庫の統計な らびに鋼

材消費 パター ンを基礎データに し,そ の他官庁統計や各工業 会作成 の資料 を参考

に して,各 需要部門 ごとの活動水準,鉄 鋼使 用の原単位 を推 定 し,基 準年度の需

要を決定する。さ らに地域別の需要展開は,鉄 鋼業界団体作成 に よる地域別の受

注統計 や官公庁発行の地域別の鉄工業生産統計,建 設統計等によ って地域別に需

要全体 を分解 して いる。

つぎに予測のために必要な要素 として

(ア)国 内の経済見通 し

←d)輸 出の見通 し

(ウ)鉄 鋼需要部門の見通 し

←}鉄 鋼需要部門 お よび鉄鋼業の技術動向.

の4要 素 を考慮 に入れねばな らない。

(ア)国 内の経済見通 しは,需 要予測上非常 に重要 な要素である。 したが って,政

府,金 融機関,民 間経 済研究団体等の資料 を参考 に しつつ,当 社独 自にコンピ

ュータを使 用 して経済見通 しを立てている。この経済見通 しのメ ・シ ュは,

GNP項 目と しては民 間設備投資,政 府の財 貨サー ビス経常購入,政 府総固

定資 本形成,住 宅投資,個 人消費,在 庫投資,輸 出,輸 入であ り,そ の他鉱工

業生産指数や物価指数等も算出 している。

この計算作業 に利用 している情報は別表8～12掲 載の通 り,す べて外部情

報である。現状の情報 では分類方法,カ バ ー リッジでの不十分 な点はあるが,

これの解決 には数個の統計 によって,綜 合判断する ことで不可能ではない。た

だ し,公 表時期 が遅 い点で最 も困難 に逢着 して いる。

(d)輸 出の見通 し

日本の鋼材輸 出は生産の20～25%を 占めているので,輸 出の見通 しも重
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別表2長 期販 売 計 画 フ ローーチ ャー ト(概 要)

鋼 材需要

見 通

鋼材需要

見 通

(2)長期 販売

基本方 針

各営業所

長期販売見通 し

{31長期販売'計画

CASE1



～

H
q⊃

～

別表3 長期販 売計画 フn－ チ ャー ト(そ の1:長 期 需 要予 測)'

各種 原材料統計

建 設 統

鉱工業生産統計

主要需要家資料

準

.

水
位

別
動
単

門
活
原

部

基準年度

科

需用部門別品種別

鋼 材 需 要 量

OK

鋼材品種別生産統計

出荷統計

在庫統計

鋼 材品種su.

品種別用途別

鋼材需要量

建設統

その他
地 別諸統

基準年度

地域別
需要部門別
鋼材需要構成

基準年度

地域別,需 要部門別
品 種 別
鋼 材 需 要 量

用途別受注統計

基準年度

腰 帯 の)

当社経済見通し

銀行等経済見通し

政府経済見通 し

主要企業工場別
設備計画

需要部門別
鋼材需要構成
の見通し

日本経済の

◎

各 国貿易政策

各国経済 見通 し

国連,政 府,銀 行
世界経済の見通し

出価格見通し

EDP

産業連関 分布

長期需要 予測

国内輸出別,地 域別
品種別,需 要部門別

各工業界の見通し

鯖 男1膿℃

需要部門別活動水準
の

見 通 し

◎

需要家技術動向

単位見通し
,他

需要部F明IL品 種別

鋼材需要見通し

設備計画

設備能力の
見 通 し

'
・



大な要素 となる。

当社 では,品 種別,向 先国別に鋼材輸出予測 を行 な っているが,情 報源 とし

では・国連・政府等作成の世界経済の見通 し,各 国別 について は,国 連,世 銀,

各国政府公表の経済見通 しや貿 易政策 を基礎に し,鉄 鋼の需給事情に関 しては,

国連・EEC,業 界団体・当社海外事務所,輸 出担 当部署等の調査結果 を勘案

しっつ,積 み上 げ作業 を行な い,か つ,産 業連関分析 作業 によ って品種別に輸

出量 をチェ ックして いる。

輸出見通 しは,世 界各国の政治情勢 の分析も必要で,調 査範囲が広 く,か っ

情報 も断片的であ り,ま た鉄鋼業 自体の供給能力,需 要見通 しの情報 が少 く,

需要予測作業の中でも,最 も予測の困難な部門の三 つである。

(ウ)鉄 鋼需要部門の見通 し

鉄鋼需要部門 の見通 しは,官 公庁(経 済企画庁,通 産省,建 設省,運 輸省等),

各工業界,各 界経 済研究団体,鉄 鋼業 々界団体等の諸見通 しを基礎に,当 社 で

分析検討を加 え,各 部門の活動水準の見通 しを立てている。この場合,当 社で

は鋼材 にっいて は品種,需 要部門 ともに細か く分 類 して調査 を実施 しているが,

このメ ・シ ュにマ ッチ した情報の入手が極めて困難である。例えば,建 設関係

や産業鰍 関係の資料 が不+分 であ り・ま嬬 要部門の頒 品質 ・ ・シ ・が

統計 によって異 る等統計利 用上不便な点 が多 々ある。 しか し,こ の需要部門の

予測 こそ鉄鋼需要 の見通 しに決定的影響 を与 えるので,現 状では各種の情報の

綜 合化,統 合化 を図 って解決 している。 しか し予測精度 の向上 のためには,需

要 部門の分類やデー タ面での精度向上 が図 られる ことが前提条 件である。

←)鉄 鋼需要部門お よび鉄鋼業 の技術動向

鉄鋼需要部門の技術動 向によ って,鉄 鋼消費原単位 の変化 を予測す ることも

重要な問題である。

近時 ・技術革新 の激 しい時 代 に・競合品,代 替品の動 向を把握 し,量 的,時

期的な影響度 を予測すること・あるいは鉄鋼原単位の変化 を予測する ことは鉄

鋼需要予測上不可欠の ことではあるが,現 在 はそのためのデータは皆無 に近 い
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状 態 であ る とい って も過 言 では な い。現 在の と ころ,需 要 家 よ りの ヒヤ リン グ,

各種 研 究 機関 の公 表資料 等 を中心 にデ ー タ収 集 を行 な って いるが ・ いずれ も定

性的 範 囲 をで な い ものが多 く,こ れ を定 量化 す る こ とはは な はだ困難 であ る。

なお,需 要 部 門 の技 術動 向 に対応 し,鉄 鋼 業 の技 術 も当然 変 化 して ゆ く訳 で

あ るが,こ れの把 握 につい て も,業 界各社の 公 表デー タに よ り可能 な限 り収 集

して いるが,こ れ とて もち ろん十分 な もので はな い。

以 上4要 素 にっ いて,予 測 を行 な えば,基 準年度 に対 し,経 済見通 し・各 需

要 部門 別活動 水準 お よび原単 位 によ り,品 種 別 に各需 要部 門 別需 要予測 を積 上

げ 方式 によ って行な うこ とは 容易 で ある。 しか し,こ の手 作業 に よる鉄鋼需 要

見 通 しが,結 果的 に経 済 全体す なわ ち の伸 びや各 種産業 部門 の 伸 び と斉 合

性 が とれ て い るのか ど うかの 保証 は必 ず しもない。 したが って,当 社 では さ ら

に産 業連 関 分析 方法 によ って コ ン ピ ュータ を使 用 し,経 済見通 しな り需 要部 門

動 向な りのデ ー タを投 入 し,鉄 鋼需 要 を計算 して い る。そ の結果 と積 み上 げ方

式 の結 果 とを比較 し,相 異が あれば,再 度分 析 検討 を加 え,調 整 を図 って い る。

以 上 の予測 結果 を,地 域 別 に分 解す る に当 って は,地 域 別開発 計 画(官 公 庁

作成)な り,主 要企 業 の工 場 別 設備 計 画等 を参考 に しつつ予 測す るが ・ この面

での デ ー タも非 常 に不足 して いる。

② 長期 販 売基 本方針 の決 定(別 表4長 期 販 売計 画 フ ローチ ャー ト(そ の2:長 期

販 売 基 本 方針)参 照)

(1)によ って業 界全体 の需 要が 判明 したが,し か らば当社 と して は業 界 全体 の需

要 の 内何%の シ ェ アを確 保 してゆ くか,品 種 別 に,地 域別 に,あ るいは需要 部 門

別 に どれだ け販 売 してゆ くか,と い った企 業 ベースで の販売 戦 略 をつ ぎ に決 定 し

なけれ ば な らな い。 これ を長期 販 売基 本方 針 と称 して い る。 この方 針決 定 の過 程

は概 略 つ ぎの通 りで ある。

(ア)鉄 鋼 業全体 の需 給バ ラ ンスの見 通 し

←()当 社 の設備能 力見通 しを中心'と した当社 の 品種 別販 売見通 し(数 量,シ エ ァ

の見 通 し)
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別表4長 期 販売 計 画 フ ローチ ャー ト(そ の2:長 期 販売基 本方 針)

地域別.霜 融5門 別
品種別,国 内輸出別
長期需要予測

鉄鋼各社 当社
　　 　セカ

鉄㌶ 晶 識
計画

鋼材晶種別生産統計
/

その他社内資料

当社
生産,受 注統計 設備璽 薔

品種別

需要見通 し

品種別

供給能力見通し

社設備 ・江ア

,見 通し

品種別
需給 バランス
見 通 し

当社販売見通し(品種別)

数量,シ ェア拡大可
の検討

国内価格見通し
輸出 〃
製造コスト見通 し

技術的制約の

有無

ー ↓
採算性検討 生 産可 能 性

の検 討

生産販 売 の

適 否検 討

i 1

品 種 選 択

数 量 〃

長期販売基本方針

国内輸出別,地 域別
品種別,需 要部門別
に展開

(ウ)採 算性,生 産の可能性 を検討 した後 に,国 内輸 出別,地 域別,品 種 別,需 要

部門別に展開 した長期販売基本方針の決定

以上の3過 程 についてつぎに付言 しよ う。

(ア)業 界全体の需 給バ ランスの見通 し

これは,需 給バ ランスが鋼材 の販売価格 に影 響 し,ひ いては販売対 策にもイ

ンパ クトを与えるので,や は り看過 できない問題である。需要は前述(1)に より

推定 したが,供 給の方は,各 鉄鋼 メー カの現有能力 に公表 され た設備計 画を上

乗せすることによ り推定 して いる。なお他 メーカの設備能力,と くに年度 ごと

の生産能力の細部 にっいては公表 されて いる訳 ではないので,業 界紙等 により

推定 している。

e)当 社 の販売見通 し

まず・当社 の現在 の設備能力お よび長期 設備計画(原 案)に より,当 社の品
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種別生産可能量 お よび設備能力よ りみたシェアを算出 し,(ア)の需給バ ランス,

当社 の生産,受 注統計,主 要需要家の設備計 画を勘案 し,品 種 別に販売数量拡

大(あ るいは縮 小)の 可能性 を検討 し,見 通 しを立 てる。

(ウ)採 算性,生 産可能性の検討 を加えた販売基 本方針 の決定

つぎに,販 売価格(国 内輸出別,品 種別)お よび品種別製造 コス トの見通 し

によ り採算性の検討 を加 え,ま た技術的制約 を加味 した生産可能性の検討 を行

ない,前 述(イ)の販売数量拡大の可能性 と合わせて総合検討 し,品 種選択,数 量

選択 を行ない,長 期販売基本方 針 と してオー ソライズする 。

以上の過程 の情報は,他 メーカ(需 要部門,鉄 鋼メーカ共)の 設備計画 を除

外すれば,ほ とんど内部情報であ り,情 報の充足 度の程度は高い。ただ し,販

売価格の見通 しは,価 格決定の メカニズムが単純 でないだ けに推定が困難 であ

る。

(3)長 期販売計画第1次 案(CASE1)の 作成(別 表5長 期販売計画 フローチ ャー ト

(そ の3:長 期販売計画)参 照)

つぎの段階 と して,個 別需要家ごとに需 要見通 しをブレー クダウン し,'地域別

(営 業所別),品 種別,需 要部門別,需 要家別需要見通 しまで掘 り下げている。

この場合,(1)の 長期需要予測,② の長 期販売基 本方針 との調整は もちろん と られ

る。 この過程 はつぎの通 りである。

(ア)個 別需要家 ご との需要見通 し(各 営 業所)

需要家別の購 買動 向,需 要家別の当社 のシェア等 によ って,個 別需要家単位

での鋼材需要見通 しを推定 し,こ れ と地 域別,品 種別,需 要部門別の長期需要

予測 とチエ ・クする。

(i)各 営業所の販売見通 し

各営業所 は,(1)の 長期需要予測,② の長期販売基本方針 に基 づき,管 轄区域

の販売見通 しを需要部門 別,需 要家別,品 種別に予測 する。

(ウ)長 期販売計画第一次案(CASE1)の 作成

上述 の(アXイ)および前述の長期販売基 本方針 を調整 し,長期販売計画(CASE1)
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別表5 長 期販 売計 画 フ ローチ ・一 ト(そ の3:長 期販 売計 画)

長 期需要 予測

国内輸出別,地 域別
品種別,需 要部門別

長期販売基本方針

国内輸出別,地 域別
品種別,需 要部門別

～

N
膳
～

需要家の販売動向

需要家別当社シェア

個別需要家単位での

鋼材需要見通 し

品種別,需 要部門別

販売基本方針の検討

当該地区開発計画

「 緬 ・
一

↓
≡一・

一一

地域別,品 種別

鋼材需要見通 し

個別需要家ごとに

積上げ検討

需要予測と販売基本方針に基づき

各営業所での詳細検討指示

「

1

ー

ー

I

I

-

1

-

1

」

各営業所長期販売見通 し

需要部門別.品 種別
(需 要家 別)

葡蜜

長期 販 売計画

CASE1

「 一 ー ー ー ー ー ー 一 一 ー 一 一 一 一 ー ー 一 一 一 一 ー ー ー ー ー ー 一 一 一

1

当社設 備計 画

チ ェ ック

|
1
-
l
l
l
l
l
l
l
l

設備検討要望

長期 設備計画

ロ
L___」

長期 生産 計画

長 期 販売計 画

CASE2



L －

を作成する。

ここで,品 種 別,需 要部門別,地 域別需要量(全 国お よび当社 の数量,な ら

びに当社のシェア)の 第一次案 が集大成 される。

(4)長 期販売計画(CASE2)の 決定

CASE1と 長期 設備計 画立案部署の立案 した長期設備計画案 とのす り合せ を行

ない,過 不足調整 の上,設 備 の新設,改 廃等の要望 を販 売計画立案部署か ら設備

計画立案部署に提示 し,調 整 を図 る。

設備計画立案 部署では,生 産計画,財 務計画,要 員計画等の諸計画 との綜合 調

整 を図 った上 で長期設備計画を策定する。そ して この長期設備計画に もとつ いて,

生産計画立案部 署において長期販売計画(CASE1)と の調整 を とりなが ら長期 生

産計画を作成す る。販売部門 ではこの長期生産計 画 との最終調整 をはか り,長 期

販売計画(CASE2)を 決定する 。

この最終段階 での情報 は,す でに(3)までに摂取 され た諸情報が十分 に加工整理

されたもので,と くにあ らためて情報収集 の必要はない。む しろ諸情報 を基礎に

全体的販売戦略 の立場 か ら・綜合的 に判断 して決定するとい うPolicyMaking

の段階 である。'

2.1.2情 報確保の現状

長期需要予測,長 期販売基 本方針,さ らに長期販売計画(CASE1)を 通 じて質量

ともに大きなウエイ トを占める情報は外部情報である。内部情報 は,長 期販売計画

(CASE2)策 定時に主 に必要 とされる。 それは設備 計画案,生 産計画案 の二つであ

る。

そ して設備計画案 と生産計画立案は,販 売計画立案 のための情報 とい うより販売

計画を制約する条 件であ り,ま た逆 に販 売計画か ら制 約 される条件でもあるとい う

意味では,長 期経営基 本計画の中で販売計画 とパ ラレルな立場にある計画である。

しか らば,こ の よ うな外部情報 はどの程度確保 されて いるであろ うか。現状 では,

情報の質,量 において逐次 体制を整えつつある とはいえ,い まだ満足すべき段

階 には程遠 いといわざるを得 ない。不十分な情報 を列挙すればっぎの通 りである。
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(1)鉄 鋼業界の情報

(ア)需 要家在庫 の数量が把握 できない。現状ではメーカ在庫,問 屋在庫の把握は

なされているが,エ ンドユーザの在庫 が不明(資 料 として発表 されていない)

であ り,し たが って需要予測の基準年度の需要想定 も正確 を期 し難 い。

{f)特 殊鋼の統計の品種分類が普通鋼統計 と異 り,ま た精度 も低 い。

(ウ)鉄 鋼二次製品(例 えば,線 材,棒 鋼等の二 次加工製 品)の 統計が不備 で,基

準年度の需要部門 別需要量 の推 定 も正確な数字 を把握 し難い。

② 鉄鋼需要部門の情報, ＼、

(ア)鉄 鋼需要部門で最 も大 きな ウエイ トを占めている建設業 界の需要量 が正確に

把握 されていな いことが最大の問題点である。民間土木関係 の情報は皆無に等

しく,建 設着工統計の カバ ー率は低 い。

ω 産業機械,電 気機 械にっ いて も範囲が広 いために,需 要量の把握,需 要予測

のための情報が不十分 である。

(ウ)鉄 鋼原単位の変化 に対 する情報は,数 量化 したものはきわめて少ない。

←}需 要部門の分類が統 計の種 類によ り異 る。

(3)地 域別鋼材需要の情報

地域 別需要部門別資料 にっいては,鉄 鋼業界団体で作成 している 「鋼材品種別

地域別用途別受注統計 」の他 には,政 府,地 方公共団体の経済計画 と,主 要企業

の工場別設備計画程度の情報が得 られるに過ぎず・情報の程 度は低い。

(4)経 済見通 し

政府は じめ各種経済研 究団体でも経済見通 しを公表 しているが,各 種経済研究

団体の見通 しも発表時期 が遅 れ,外 生変数の見通 しの相異等があ り,鉄 鋼需要

予測用にそのまま利用する訳 にはゆかない。 したが って当社 でも独 自に予測 を行

なっているが,そ の際 にも外生変数決定 のための諸情報の入手が可成 り難 しい。

㈲ 輸 出見通 し

外国の経済見通 しな り貿易政策,鉄 鋼の需給バ ランスを調査 しなければな らな

いが,こ れの情報収集 はきわめて困難 である。
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{6)鋼 材 価格 の見 通 し.

品種別採算性の検討を行な うには価格見通 しが必要であるが・価格形成 の要因

は多 く,か つ価格決定のメカニズムは複雑であるので・情報の収集 ・加工 は・技

術的 に困難な問題の一つである。

m各 種統計資料の発表の時期

国民経済計算の資料 は半年遅れ,鋼 船起工量の発表 は9ヵ 月遅 れとい うふ うに

デ ータの発表時期が遅 い。海外デー タについて は入手可能時期は もっと遅 れる。

2工3必 要 とする情報の種 類,形 態,必 要度,充 足度等 の一覧表

別表6～12の 通 りである。
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別表6長 期販売計画上必要 とする情報 の

情 報 の 種 類 情報の形態 情報の頻度

部門別活動水準および原単 各 種 原 材 料 統 計 文 書 1/年

位(基 準年度)

建 設 統 計 〃 〃

鉱 工 業 生 産 統 計 〃 〃

主 要 需 要 家 統 計 資 料 ・口述 随 時

各 工 業 会 資 料 文 書 1/年'

鉄 連,鋼 材 消 費 パ タ ー ン 〃 〃

品種別用途別鋼材需要量 鋼 材 品 種 別 生 産 統 計 文 書 1/年

(基 準年 度) 鋼 材 品 種 別 出 荷 統 計 〃 〃

鋼 材 品 種 別 在 庫 統 計 〃 〃

鋼 材 品 種 別 輸 出 統 計 〃 〃

鋼材品種別用途別受注統計 〃 〃

地域別需要部門別 地 域 別 鋼 材 生 産 統 計 文 書 1/年

鋼材需要構成(基 準年度) 地 域 別 建 設 統 計 〃 〃

そ の 他 地 域 別 諸 統 計 〃 〃

品種 別,地 域 別,用 途 別, 鋼材品種別,地 域別,用 途別 文 書 1/年

鋼材需要量(基 準年度) 受注統計

日 本 経 済 の 見 通 し 当 社 経 済 見 通 し 文 書 1/年

(当 社経済見通 しのための情

報 は別表8～12に 示 す)

銀 行 経 済 見 通 し 〃 〃

政 府 経 済 見 通 し 〃 〃
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種 類,形 態,必 要 度,充 足 度 等 の一覧 表

利 用 必 充
情 報 源 要 足 不充足情報の内容 とその理由

部 門 階 層 度 度

通 商 産 業 省 調 査 Mid-Low A C (D統 計のない業種がある

(自 動車等)

② 品 種 メ ・シ ュが粗 い

建 設 省 そ の 他 〃 〃 A C (1)民 間土木着工 の ベース がな い
o

② カバ ー率 が低 い。

通 商 産 業 省 〃 〃 A B

社 内,新 聞,雑 誌 〃 〃 B B

各 工 業 会 〃 〃 B A

鉄 連 〃 〃 A B

鉄連,鋼 材倶楽部 〃 Mid-Low A A

鉄連,通 商産業省 〃 〃 A B

〃 〃 〃 A B 需要家在庫の統計がない。

鉄 鋼 輸 出 組 合,
大 蔵 省

〃 〃 A A

鉄 連 〃 〃 A B 一 部品種 のカバ ー率 が低 い

(棒 鋼軽量形鋼等)

通 商 産 業 省 〃 Mid-Low A B

建 設 省 〃 〃 A C (1)民 間土木 着工 のベースがな い。

② カバ ー率 が低 い。

官 公 庁,刊 行 物 〃 〃 C C

鉄 連 〃 Mid-Low A B 一 部 品 種 カ バ ー 率 が 低 い 。

(棒 鋼,軽 量 形 鋼)

社 内 〃 TOP-Low A B .

各'銀 行 〃 〃 B B

政 府 〃 〃 B B
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別表7長 期販売計画上 必要 とす る情報の

情 報 の 種 類 情報の形態 情報の頻度

輸 出 見 通 し 地 域 別 鋼 材 需 給(海 外) 文 書 1/年

各 国 貿 易 政 策 〃 〃

各 国 経 済 発 展 見 通 し 〃 〃

地域別鉄鋼 流 通 見 通 し 〃 〃

世 界 経 済 見 通 し 〃 〃

部門別活動水準の見通 し 各 部 門 設 備 計 画 文 書 1/年

各 工 業 会 見 通 し 〃 〃

各 省 部 門 別 見 通 し 〃 〃

原単位,価 格見通 し 需 要 家 技 術 動 向 文 書 1/年

ぐ

鉄 鋼 メ ー カ 技 術 動 向 〃 〃

白 膚 、

鉄 鋼 各 社 設 備'計 画 〃 〃

地域別,需 要部門別鉄鋼需 地 域 別 国 土 開 発 計 画 文 書 1/年

要構成見通 し 地方公共団体開発計画,経 済 〃 〃

計画

主要企業工場別設備計画 〃 〃

品種別供給能力見通 し 鉄 鋼 各社 現 状 設 備能力 文 書 1/年

鉄 鋼 各 社 設 備 計 画 〃 〃

当社設備 シェアの現状 と見 当 社 現 状 設 備 能 力 〃 〃

通 し 当 社 設 備 計 画 〃 〃

当 社 販 売 見 通 し 当 社 生 産 受 注 統 計 文 書 1/年

主 要 需 要 家 設 備 計 画 〃 〃

そ の 他 の 社 内 資 料 〃 〃
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種 類,形 態,必 要 度,充 足 度等 の一 覧表

利 用 必 充
情.報 源 要 足 不充足情報の内容 とその理由

部 門 階 層 度 度

社 内 調 査 TOP-Low B B

、 〃 〃 〃 A B

国連 世銀洛国社内 〃 〃 B B

国連,政 府 各銀行 〃 〃 A B

〃 〃 〃 B B

各業界,各 省,刊 行物 〃
TOP-1・ow A B

各 工 業 界 〃 〃 A B

各 省 〃 〃 A B

刊 行 物,社 内 〃 Mid-]二 〇w A B

〃 〃 〃 A B

刊 行 物 〃 〃 A B

政 府 〃 Mid-Low B C 改訂が遅れ実態 に即 しな い。

地 方 公 共 団 体 〃 〃 C C (Dビ ジ・ン程 度 しかな い県があ奄

セ

② 一体 性が な い 。

刊 行 物 ・ 社 内 〃 〃 B B

社内,通 産省,干拓 物 販売計画 Top-1・ow A A

刊 行 物 〃 〃 A B

社 内 〃 〃 A A

〃 〃 〃 A A

社 内 〃 LOW A A

〃 〃 Mid-Low A B

〃 〃 〃 B' B
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別表8日 本経済見通 し上必要 とす る情報の

情 報 の 種 類 情報の形態 情報の頻度

産 業 活 動

⌒

、
、

「

警鐘}生 産指数
文 書 1/月

生 産 者 出 荷 指 数 〃 〃

生産者製 品

販売業者製品 在 庫 指 数

原 材 料

〃 〃

〃

〃 在 庫 率 指 数

〃

〃 〃

生 産 能 力 指 数 〃 〃

稼 働 率 指 数 〃 〃

機 械 受 注 状 況 報 告 〃 〃

建 築 着 工 統 計 〃 〃

建 設 工 事 受 注 調 査 〃 〃

機 械 受 注 見 通 し 〃 〃

法 人 企 業 投 資 予 測

統 計 調 査
〃 1/4半 期

銀行,新 聞社 による年度別設

備投資計画調査

(ア ンケー ト調査)

〃 2～3/年

主 要 物 資 生 産 〃 1/月
●

貨 物 輸 送 状 況 〃 〃
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種 類,形 態,必 要度,充 足 度等 の一覧 表

情 報 源
利 用 必

要
度

充
足
度
不充足情報の内容とその理由

部 門 階 層

通 産 省 調 査 Mid-Low A B 建設業 が含 まれて いな い。

〃 〃 〃 A A

〃 〃 〃 A A

、

〃 〃 〃 A A

〃 〃 〃 A B

① 業種別分類のメッシュが粗い。

② 生産能力の算定が技術的 に問

題多い。

〃 〃 〃 A B

① 業種 別 分類 の メ ッシュが粗 い。

② 稼 働 率 の適 正 水準 が は っき り

しな い 。

経 済 企 画 庁 〃 〃 A B

調査対象が127社 で中小メーカ

が含 まれていな いため全体の動向

把握 にやや欠ける。

建 設 省 〃 〃 A A

〃 〃 〃 A B
大手建設業者(43社)が 対象 で,

中小建設業者が含まれていない。

調査対象が127社 で中小メーカ

経 済 企 画 庁 〃 〃 A B が含 まれていないため全体の動向

把握 にやや欠ける。

〃 〃 〃 A ・B

w

資 本金1億 円未 満 の企業 は含 まれ

て いな いため国民 所 得 べLス のIP

に占め るカバ レッジは55～60%程 度

各 銀 行

各 新 聞 社
〃 〃 A B

とくに大企業が中心で,中 堅企業

以下が含 まれていない場合が多パ

通 産 省 〃 〃 C A

運 輸 省

国 鉄
〃 〃 C A
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別表9日 本経済見通 し上必要 とする情報の

情 報 の 種 類 情報の形態 情報の頻度

財.政 亀鵠 ぱ 籍 財投計画・
文 書 1/年

財 政 資 金 対 民 間 収 支 〃 1/月

租 税 お よび 印 紙 収 入 実 績
〃 〃

資 金 運 用 部 資 金 状 況 〃 〃

物 価

1

卸 売 り 物 価 指 数 文 書 1/月

消 費 者 物 価 指 数 〃 〃

東 京 小 売 り 物 価 指 数 〃 〃

工業製品生産 者物価 指数 〃 〃

輸 出 入 物 価 指 数 〃 〃

消 費 百 貨 店 販 売 統 計 文 書 1/月

消 費 者 動 向 予 測 調 査 〃 1/4半 期

消 費 水 準 〃 1/月

勤労者世帯可 処 分 所 得 〃 〃

〃 〃 消 費 支 出 〃 〃

農 家 可 処 分 所 得 〃 〃

〃 消 費 支 出 〃 〃
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種 類,形 態,必 要度,充 足 度等 の 一一覧 表

情 報 源
利 用 必

要
度

充
足
度
不充足情報 の内容 とその理由

部 門 階 層

大 蔵 省 他 調 査TOP-Low A A

日 銀 〃 〃 B A

大 蔵 省 〃1、ow C A

〃 〃 〃 C A

'

日 銀 "TOP-Low A A

総 理 府 〃 〃 A A

東京 商工会議所 〃 〃 C A

日 銀 〃Mid-Low A A

〃 "〃 B A

通 産 省 〃 〃 A A

経 済 企 画 庁 〃 〃 B A

総 理 府 ・

農 林 省
〃 〃 B A

総 理 府 〃 〃 A

今

〃 〃 〃 A A

農 林 省 〃 〃 A A

〃 〃 〃 A A
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別表10日 本経済見通 し上必要 とす る情報の

情 報 の 種 類 情報の形態 情報の頻度

金 融 . 総合資金需給見通 し調査 文 書 1/年

産業資金供給見通 し調査 〃 〃

日 銀 券 月 中 平 均 発 行 高 〃 1/月

日 銀 券 貸 し 出 し 残 高 〃 〃

国 際 残 高 〃 〃

全 国 銀 行 主 要 勘 定 〃 〃

手 形 交 換 高 〃 〃

～

全国銀行貸出約定平均金利 〃 〃

コー ル 市 場 資 金 残 高 レー ト 〃 〃

公 社 債 利 回 り 〃 〃

産 業 資 金 供 給(増 減)状 況 〃 〃

産業設備資金新規 供給状況 〃 〃

設備資金業種別新規貸 し付け 〃 〃

消 費 者 信 用,住 宅 信 用

供 与 状 況
〃 〃

金 融 機 関 別 貯蓄実績 〃 〃
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種 類,形 態,必 要度,充 足 度等 の一覧 表

情 報 源
利 用 必

要
度

充
足
度
不充足情報の内容 とその理 由

部 門 階 層

経 済 企 画 庁 調 査 LOW A A

〃 〃 〃 A A

日 銀 〃 〃 B A

〃 〃 〃 B A

〃 〃 〃 C A

〃 〃 〃 C A

東京手形交換所 〃 〃 C A

日 銀 〃 〃 B A

〃 〃 〃 C A

東京証券 取引所 〃 〃 C A

日 銀 〃 〃 B A

〃 〃 〃 A B

運 転資金 に使 用 され る ケース,

も考 え られる。

〃 〃 〃 A B

① 返済 分 が入 って いない の で貸

し出 し絶 対額 の増 加 とは限 ら

な い。

② 運 転資金 に使 用 される ケース

も考 え られる。

〃 〃 〃 A B

たとえば住宅信用についてみ ると

勤務先融 資な どが含 まれて いなパ

〃 〃 〃 B B 勤務先 預金の実体 が不明
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別表11日 本経済見通 し上 必要 とする情報の

情 報 の 種 類 情報の形態 情報の頻度

貿 易

輸出入信用状接受開設 高 文 書 1/月

「

・`

叫

輸 出 認 証 統 計 〃

`

輪「

∫"鵬
.,

〃

輸 入 承 認 統 計

'

〃
'

〃

輸 出 入 通 関 統 計 〃 〃

世 界 貿 易 量 〃 〃

特 需 収 入

〃 契 約 高
〃 1～2/年

世 界 経 済 貿 易 見 通 し 〃 1/月

国際収支,外 国為替 IMF方 式 国 際 収 支 〃 、ン 月

外 貨'準 備 高 〃 "な 、

練熟墓鐸 債籍 〃
←

〃

外 資 導 入 認 可 状 況 〃 〃

外 国 為 替 相 場 〃 〃
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種 類,形 態,必 要 度,充 足 度等 の一覧表

情 報 源
利 用 必

要
度

充
足
度
不充足情報の内容 とその理由

部 門 階 層

日 銀 ・ 大 蔵 省 調 査 Mid-Low

●

B C

① 信用状な しの輸出が増加傾向

にある。

② 為替収支 に対する先行度がま

ちま ち

通 産 省 〃 〃 B B

延払 い輸出が総額 で当該月に現 わ

れて しま う。

〃 〃 〃 B B
実際の輸 入の何 ヵ月前か定かでな

いo

大 蔵 省 〃 〃 A A

日 銀

通 産 省

〃 〃

C

C

A

A

各 方 面 〃 Top-Low A A

大 蔵 省 〃 Mid-Low B A

杏 蔵 墓
〃 TOP-1・ow A A

大 蔵 省 〃 Mid-Low A A

日 銀 〃 〃 C A

大 蔵 省 〃 〃 B A

日 銀 〃 〃 C A

〆
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別表12日 本経済見通 し上 必要 とする情報の

情 報 の 種 類 情報 の形態 情報の頻度

企 業 経 営 全産業主要企業経営分析 文 書 1/半 期

主 要 企 業 短 期 経済観測 〃 1/4半 期

企 業 倒 産 件 数 〃 1/月

企 業 経 営 者 の 見 通 し 〃 1/4半 期

日本経済新聞上場会社決算予想 〃 1/半 期

国民所得,国 民総生産 国 民 総 支 出 文 書 4/年

分 配 国 民 所 得 〃 〃

一 般 経 済 動 向 景 気 動 向指 数(25系 列) 文 書 1/月

銀 行 ・各 機 関経 済 見 通 し 〃 1～2/年

政 府 経 済 見 通 し 〃 〃
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種 類,形 態,必 要 度,充 足 度等 の一覧表

情 報 源
利 用 必

要
度

充
足
度
不充足情報の内容 とその内訳

部 門 階 層

日 銀 調 査 Mid-Low C B 発表時期 が遅 い(約6ヵ 月後)

〃 〃 〃 B B

資 本金10億 円 以下 の企業 が対 象

とな って いる 。

東京 商工興信所 〃 〃 C B

経 済 企 画 庁 〃 〃 B A

日本経済新聞社 〃 〃 A A

経 済 企 画 庁 〃 TOP-Low A B 発表時期が遅 い(約6カ 月後)

〃 〃 〃 A B 〃(〃)

〃 〃 〃 B A

銀 行 ・各 機 関 〃 〃 A B

名 目ベ ース,実 績 ベー ス双方発 表

の もの少 い・

政 府 〃 〃 A B

①GNP各 項 目が名 目,実 質 両

ベースで発 表 されて いない 。

② 政 策配 慮 がお り込 まれて い在
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21.4充 足度の悪 い情報の問題点 とその対 策

長期販売計画に使 用する諸情報 は,前 述の如 くす こぶる広範囲にわた り,か っ種

類 も多 い。 しか しこの情 報 には不備 な点 が多 く,そ の まま使 用で きる ことはむ しろ

稀 であ る。

このため,情 報 を使 用 目的 に分類 し,同 一 目的 に使 用す る情 報 を選別 し,そ の 個

々の情報 を比較 検 討 の上,メ ・シ ュ,単 位の 統 一等 の整理 を行 な い ,補 足的 な調査,

修正 を施 して使 用 して いる場 合が普 通 で ある。

したが って,諸 情報 間 の分 類,メ ・シ ュの相 異 に基 づ く補 正,カ バ ー率の 修正,

数量 の調 整,統 計使 用 上の前提 条 件 の確認 等 々に相 当 の時 間 を費 して いる とい うの

が実情 であ る 。

しか も,こ の よ うな補 正か ら得 られ た二 次情 報 の精度 も依然 と して満 足 な もの と

はい えな い が,現 段 階 で は これ に優 るもの がな い ため割 り切 って使 用せ ざる を得 な

い。今 後,企 業経 営資 料 の タ イ ム リーな入 手 が ます ます 要 請 され,こ の ため にEDP

の活 用が期 待 される が,EDPの 効 果 を上 げ るた めに は,情 報 の整備 を図 る ことが

先 決 問題 であ る。

2.2設 備 計 画

2.2.1概 要

設備 計 画 は,四 段 階 を経 て作 成 される 。

すなわ ち,(1)ま ず 設備計 画 に関 す る基 本的 な 骨子 とも い うべ き大綱立案 方針 が作

成 され,(2)っ い で,こ の方 針 に基 づ いて 設備 計 画原案 が 作 られ る。(3)設備 計 画原案

を長 期販売 計画,長 期 生 産計 画 とす り合 わせ,そ れぞ れが調 整 され る。(4)ざ らに,

長期 財 務 計画 と調整 が行 な われ,総 合的 に検討 を行 な った上 で長期 設備 計画 の決定

をみ る。

つぎ に設備 計 画 の立 案過程 にお い て,業 務 に必要 とす る情 報 を関 連 づけて眺 めて
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み よう。(別 表13長 期 設備計 画フPt-一チ ャーート参照)

(1)大 綱立案方針の決定

大綱立案方針は,今 後の設備投資 を行な うに際 しては,当 社の綜合的な 目標規

模 をどの位 においていくか,そ の裏付 け として,如 何なる種類の設備 を何時 どの

程度の規模 で何処 にっ くるか,ま たその設備 を当社 で持 つのか,あ るいは系列 会

社にお くのか等,設 備計画 を立案するにあた り,骨 子 となる基 本的方針 を示す も

のであ る。

大綱立案方針作成 に当 っては,内 外経済の動 向,海 外および国内鉄鋼需給 の動

向,あ るいは同業他社の動向等,企 業 をめ ぐる広 い視野か らの検討が必要 であ り,

さらに鉄鋼生 産に直接関連する原料,技 術,労 働,土 地,動 力源条件,輸 送条件

等の一般的 な事情 をふ まえての検討 も必要 である。

この業務 において必要 とされる情報 は,海 外経済見通 し,日 本経済見通 し,海

外お よび日本の鉄鋼需給見通 し,あ るいは原料,技 術,労 働等の動向である。こ

れ らの情報は内部情報の他 に,外 部情報が必要 とされるが,外 部情報 は直接使 用

される場合 と,内 部情報の中に吸収 された形 で利 用 される場合 とがある。

(2)設 備計 画原 案 の作成

大綱立 案方 針 に もとづき,設 備計画 原案 が作成 される 。 これ は今後,具 体的 な

個 々の設備,施 設 とい うレベ ルで,今 後 新 設乃至 増 設 ま たは休止 され る設備 は何

か,何 処 にお くの か,そ の工 期,工 程 は ど うか,能 力は どの位 で,所 要 工 事費 は

幾 らか等 を詳 細 に決 め た もので あ る。 この段階 にお いて は,前 段 階 にお いて大 枠

と方 向 が決 ま って い る もの をさ らに具 体 化す るの で あ る 。

この段 階 で利 用 される情報 は,主 と して 内部情 報 に限 られ る 。す なわ ち,総 量

お よび個 々の 品種 につ いての販売見 通 し,設 備 の現状,新 増 設 を計画 して い る諸

設備 の技 術情 報,要 員見 通 し,採 算 性諸 元 等が これ で ある。

(3)設 備 計 画案 の作 成,

上述 の設備 計画 原案 によ り,年 度別 品種 別生産 量 の算 定 が可 能 とな るので,こ

れ に よ りまず 設備 一 生 産 一 販 売の綜合的 調 整 を行 な う。す なわ ち長 期生 産計
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別表13長 期 設 備 計画 フ ローチ ャ'一ト

～

凸
(
～

内 外 経 済 動 向

国内鉄鋼需給見通し

主要原料需給見通し

同 業 他 社 動 向

関 連 産 業 動 向

ω大綱立案方針

生産規模,生 産品種
経営形態の大綱

新設 備々の技術的諸元

改造 更新の要 否と内容

㈲ 設備計画原案

新設,増 強,休 止設備の
項目,工期,工 費,能 力

③設備 計画案

(4}長 期 設 備 目t画

長期販売計画

CASE1

長期販売計画

)A8E2

爵齢藁

長期生産
計 画

設備投資支
出計画 騨輪

長期財務計画

(鵠 讃)

員断面



画原案を作成 し,こ れ と長期販売計画CASE1と をチエ ブク し,製 品の生産量,

品種 および時期 につ いて最経済的 な形 となるよう調整する。この手直 しにより設

備計画案が作成 される。(調 整が広範 囲にわたる場合 には,前 段階に戻 って設備

計画原案が再検討 される こともあ りうる。)こ の際の必要情報 は,前 記長期販売

計画CASE1と 長期生産計画原案である。

(4)長 期設備計画の決定

設備計画案が決 まると,こ れによる生産計画 →販売計画→損益予想の流れ と,

設備資金計画面 とが計算できることにな り,綜 合的に長期財務計画 とのチエ ・クが

可能 となるので,こ のす り合わせを行 ない,利 益採 算,資 金調達の点での適否 を

検討 し,も っとも効率的 な設備投資 となるよ うに投資時期その他 を調整する。こ

の調整 の後,長 期設備計 画が最終的に経営計画の中に位 置付 け され決定 される。

この過程での必要情報は長期財務計画 である。

これ を要す るに長期設備計画の立案過程において必 要 とされる情報 は内部情報

にウエイ トが置 かれ,外 部情報の多 くは内部情報の中 に吸収 されて間接的 に利用

されてお り,直 接用 いられる ものは少 ない。

22.2情 報確 保の現状

設備計画の作成 に当 って必要度の高い情報 は,鉄 鋼長期需給見通 し,販 売見通 し,

設備,技 術に関 する諸元,要 員見通 し,採 算性諸元,立 地 条件,同 業他社動向,関

連産業動向な どがあげ られる。 この うち後二者は外部情報 にその多 くを依存 してい

るが,他 は主 と して内部情報 を用 いている。

これ らの内部情報は大部分充足 されて いる。これに反 し必要度の高 い外部情報 は,

同業他社動向に して も,関 連産業動向に して も充足の程度 は満足 し得る状態にはな

いo

必要 度がBCに ランクされ る情報 は,内 外経済動 向,海 外鉄鋼需給見通 し,国 内

鉄鋼需給見通 しの一部,主 要原料需給見通 し,技 術,労 働,立 地 に関す る「般情報

等大綱立案方針 の作成時 に使 用す る外部情報である。
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22.3必 要 とす る情 報 の種 類,形 態,必 要 度,充 足度 等 の一 覧表

別表14～16の 通 りで あ る。

2.2. ,4充 足 度 の悪 い情 報の 問題点 とその対 策

前述 の よ うに必要 度 の高 い内部 情報 は 大部 分が満 足 に充 足 されて いる。

例 外的 に充 足が満 た され な いの は,技 術動 向 の うちの特 定品種 別の技 術調査 資料,

視 察 報告 であ る 。

これ らの情 報 は技 術 関係 者 が特定 の 目的 の も とに技 術調 査 を した り,あ る いは海

外出 張 した報 告書 で あ り,狭 い分野 につ いて深 く追 求 して いる 。そ れだ け に この報

告 は,調 査 目的 に対 して は所期 の 目的 を達 してい るが,設 備計 画 の立案 に利 用す る

場合 に は,所 要 の設 備 に関 す る資 料 が事前 に整 え られて いる こ とは少 な い等,当 該

資料 に対 す るニーズが 必ず しも一 致す る とは限 らず,結 果 的 に満 足 が 得 られな いの

で ある。 また技 術情 報 にっ いて は企 業機密 保持 の壁 があ り,常 に100%情 報 が得

られ る とい うこ とは期 待 薄 であ る。

外部 情報 で必 要度 が 高 いに もか かわ らず 充足度 が十 分 で な いの は,同 業 他社 動 向

お よび重要 関連産業 動向 に関 す る情 報 であ る。競争 会社 の実 態 を常 によ く掴 む こ と

の重 要性 は,今 更云 々す る必要 はないが,と りわ け設備 計画 の立案 に当 っては,他

社 の設備投 資動 向 に つ いて強 い関心 を持 って いる 。 これ らの必 要情 報 は今 の と ころ

や や不備 の状態 にあ る。公 刊 されて いる刊 行物 は も とよ り,有 価証 券報告 書 等各社

が公表 してい る資 料 を収 集 して いるが,得 られ る情 報は公 表 して い る範 囲 に限 られ,

さ らに一歩 突 っ込 ん だ事 項,意 図 を知 る ことが で きな い の が現 状 で ある。企業 ベ ー

スで の情 報は,公 表 の限 界 に制約 され て十 分に満 足 を得 る ことは不可能 で あ る。

重 要関連 産業動 向 は,鉄 鋼需 要産 業お よびア ル ミニウム,プ ラス チ ・ク等の鉄 鋼

競 合産 業 に関 す る動 向 を知 る ための情 報類 であ る 。同 業他 社 動 向 と同様 に公表 され

てい る資料 か ら情報 を得て いるが,業 界分野 の違 い,あ る いは 企業 ベ ース での公表

の限 界等の理 由 によ って,必 要 な情 報 のす べてが 満足 に得 られ て いる訳 で はな い。

これ らの必要 度 が高 い割 に充足 度 の満 足 が え られ な い情 報 は,情 報源 に対 して当

方 の欲 す る内容 に改 め る よ う要 望 す る こ とが困難 な もの であ り,不 備 な 部分 を補 な
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うため に ヒア リン グ等 に よる情 報 の補完,他 の類似 情 報 との つき合 わ せ に よる推 定

等 によ り,充 足 度 を高 め る よ うに努 め る必要 が あ る。
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一別表14長 期設備計画上必要 とす る情報 の

情 報 の 種 類 情報の形態 情報の頻度

内外経済動向 世界経済動向 刊 行 物 随 時

各国経済見通 し 文 書 〃

海外鉄鋼需給見通 し 鉄鋼需給動向 刊 行 物 〃

各国鉄鋼業設備投資動向 〃 〃

海外鉄鋼業動向調査 〃 〃

国内鉄鋼需給見通 し 政府業界団体等の需要予測 刊行物 ・資料 〃

政府鉄鋼政策 〃 〃

建 設 統 計 刊 行 物 1/月

鉱工業生産統計 〃 〃

各工業会資料 刊行物資料 1/月,随 時

業界団体の資料類,統 計類 〃 レ/月,レ年 随時

新 聞,雑 誌,論 文 類 刊 行 物 ン 日,レ週,レ/月随
時

長期需給予測 文 書 1/年

長期需給見通 し 〃 〃

主要原料需給見通 し 新聞,雑 誌類の見通 し 刊 行 物 レ/日,1/週 ン 月

鉄連資料 類,統 計類 刊行物 ・資料 随 時
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種 類,形 態,必 要 度,充 足 度等 の一覧 表

利 用 必 充
情 報 源 要 足 不充足情報の内容とその理由

部 門 階 層 度 度

国 連,各 国 政 府 設備計画 Top-Low C C 予 測 が不確 実 で ある,

各国経済研究機関

社 内 〃 〃 C B 金 上

国 連,各 国 政 府 〃 〃 C C 内 容,時 点 次 元 が一 致 してな い

鉄 連,各 国 鉄 連
,

OECD,EEC,鉄 連 〃 〃 C C

社 内 〃 〃 C A

政 府,鉄 連,
鋼 材 倶 楽 部

〃 〃 A A

政 府 〃 〃 A A「

建 設 省,そ の 他 〃 Mid-Low B B

通 産 省 〃 〃 B B

各 工 業 会 〃 〃 B B

鉄連,鋼 材倶楽部 〃 〃 B B

各 新 聞,雑 誌 社 〃 〃 B B

社 内 〃 TOP-Low A A

〃 〃 〃 A A
一

各 新 聞,雑 誌 社 〃
頑d-Low C B

鉄 連 〃 〃 C B
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別表15長 期 設備計画上必要 とする情報の

情 報 の 種 類 情報 の形態 情報の頻度

技 術 動 向 新聞,雑 誌類の調査 刊 行 物 レ伯,1/週,ン 月

鉄連,各 社技術報告
〃 随 時

メ ー カ,ユ ー ザ の カ タ ロ グ, 資 料 〃

レ ポ ー ト類

技 術 週 報 〃 1/週

特定品種別技術調査費料報 〃 随 時

告等

視察報 告(技 術動向) 文 書 ・口述 〃

労 働 事 情 新聞,雑 誌類の調査 刊 行 物 ン 日,レ週 レ/月

社 内 調 査 資料 ・口述 随 時

同業他社動 向 一 般 動 向 刊 行 物 レ日,レ 週]M月

各社有価証券報告書 資 料 1/6月

各社営業報告書 〃 〃

各社その他公表資料 〃 随 時

各社設備投資動向 刊 行 物 〃

口述 ・資 料 〃

重要関連産業動向 新聞,雑 誌類の調査 刊 行 物 γ 日,レ 週,レ/月

各社有価証券報告書 資 料 1/6月

各社営業報告 〃 〃

各社,業 界団体公表資料 〃 随 時

工場立地 に関す る情報 政府,各 都市,銀 行,研 究機 関 資料 ・口述 〃

民間団体等資料 刊行物 他 〃
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種 類,形 熊,必 要度,充 足度 等 の一覧 表

利 用 必 充
情 報 源 要 足 不充足情報 の内容 とその理由

部 門 階 層 度 度

各 新 聞,雑 誌 社 設備計画Mid-Low B C メ ッシ ュ,正 確 さで 不 十 分

鉄連,鉄 鋼 各 社 '〃 B C メ ・シ ュで不 十分

鉄鋼 各社,ユ ーザ 〃 〃 C A

社 内 〃 〃 B B

社 内 〃 〃 A B

社 内 〃 〃 A B

各新 聞,雑 誌社 "〃 C B

社 内 〃 〃 A A

各 新 聞,雑 誌 社 〃 〃 A C メ ッ シ ュ,正 確 さで 不 十 分

鉄 鋼 各 社 〃 〃 A C

〃 〃 〃 A C

〃 〃 〃 A C

各 新 聞,雑 誌 社 〃 〃 A B

社 内 〃 〃 A B

各 新 聞,雑 誌 社 〃 〃 A B
v

⑨

重要関連産業各社 〃 〃 A C

〃 〃 〃 A C

重要関連産業各社 〃 〃 A C

お よ び業 界 団 体

各 官 庁,銀 行, 〃 〃 A C 特定地 の情報 に限定 されている
研 究機 関,民 間
団体等
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一ー一別表16長 期 設備計画上必要 とする情報の

情 報 の 種 類 情報の形態 情報の頻度

販 売 見 通 し 販売計画実績類

輸出事情資料類

特定品種販売計画販売事情

文 書

文書 ・口述

〃

ン四半期,1/年

随 時

〃

現状設備諸元 生産計画,能 力,実 績類 文 書 擁 ・レ四糊
新設 々備の技術的諸元 設備 仕 様,工 期,工 費 に関

す る見積 り実績

設備 仕様,他 社,海 外,メ

ーカの情 報 等

口述 ・文書

資 料

随 時

〃

改造更新の要否 と内容 設備検討要望 文書 ・口述 1/年 随 時

立 地 条 件 工場立地 に関する情報 口述 ・文書

資 料

随 時

要 員 見 通 し 要 員,塾 員,採 用計画 文 書 1席 随 時

原 料 事 情 主要原料需給計画

主要原材料事情

文 書

資料 ・口述

1/年

随 時

採 算 性 諸 元 財務予算計画実績類

特定品種,計 画に関す る採

算計画

文 書

〃

1/月4/四 半期

随 時
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種 類,形 態,必 要 度,充 足 度等 の一覧 表

、

情 報 源
利 用 必

要
度

充
足
度
不充足情報の内容 とその理由

部 門 階 層

社 内

〃

〃

設備計画
■

〃

〃

Top-1・ow

〃

〃

A

A

A

A

A

A

〃 〃 〃 A A

〃

〃

〃

〃

〃

〃

A

A

A

B

'

〃 〃 〃 A A

〃 〃 〃

、

A A
き

〃 〃 〃 A A

〃

〃

〃

〃

〃

〃

A

A

A

A

〃

〃

〃

〃

〃

〃

A

A

A

A
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2.5生 産 計 画

2.3.1概 要

長期 生産 計画 は長期 設備 計 画 の大綱 と長期 販 売見 通 しを基 に,生 産 諸 元,採 産 性

諸 元等 を勘 案 して,銑 鉄,粗 鋼,半 成 品,圧 延鋼 材等 の 生産量 を策定す る こ とを 自

的 に して立 案 され る。

生 産 計画作成 の手 順 は つ ぎの とお りで ある。

(1)生 産計 画原案 の 作成

(2)長 期販 売計 画CASE1お よび長期 設備 計画 案 とのす り合 せ 調整 後,長 期 生産 計

画 の決定

つ ぎ に長 期生 産計 画の作 成過程 にお いて必要 とされ る情報 にっ いて,フ ローチ ャ

ー ト(別 表17参 照)に した が6て 述 べ よ う
。

別表17長 期 生産 計画 フ ローチ ャー ト

1期 販観 通 し

い 産 諸 元

1採 算 性 諸 元1

技 術 情 報

1原 料 事 情

1要 員 見 通 、

1系 列 会 社 情 報

同 業 他 社 情 報

設 備 計 画

大綱 立案方 針

1,
1

ω蜘 生産緬原 案 長期 販売 計画

CASE1
長期 設備 計画案

1

・イム㌣ η「、

●

働長期生産計画一 長期 販売 計画

CASE2
長 期設備 計画
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(1)長 期 生産計 画原 案 の作成

長期生産 計画 策定 の最初 の段階 は生 産計画 原 案 の作 成 であ る。生産 計画 原案 は,

設備 の稼動 と販 売 見通 しの双 方 を両立 させ る とい う見 地 か ら検 討 され る。す なわ

ち設備 計画 によ って 与 え られ る高炉,転 炉,圧 延機等 の諸設備 か ら生産諸 元 を基

準 に して,採 算 性 と販 売見 通 しに適合 す るよ うに生産 量 を算 出 す る。

この場 合 に必 要 な情 報 は,設 備 と販売 に関 す る情 報,お よび生産諸 元,採 算性

諸 元,な らび に技 術,要 員,系 列 会 社,同 業 他社 の動 向等 の情 報 であ る。

まず,設 備 に関 して は,設 備 計画 大綱立案 方針 に よ って,現 在 か ら将 来 にか け

て稼 動す る設備 につ いての諸 元(新 規,更 新,休 止設 備 の項 目,工 期,能 力)が

得 られる。長期販 売見 通 しか ら今 後の鉄鋼 製 品販 売量 に関 す る大筋 の情 報(品 種

別,鋼 種 別販売 量)が 得 られ る 。生産量 を算 出す るに は さ らに,ア.能 率,歩 留,

原単 位,修 理 の時 期,内 容,稼 動 体制,イ.品 種 ごとの採算 性,ウ.鉄 鉱 石,原

料 炭等 主 要原材 料 の需 給 見通 し,エ.要 員見通 し,オ ・系 列会 社 への半成 品供給

量等 を勘案 しな けれ ばな らな い。

この ための情 報 と して,ア.生 産 諸元,技 術情 報,イ.採 算性諸 元,ウ.原 料

事情,エ.要 員見通 し,オ.系 列会社 情報 を必要 とす る。

これ らの情 報 はす べ て 内部情 報 であ る。 いず れ も必 要度 は高 く十分 に確 保 され

て いる。

外部情 報 は同 業 他社 動 向 のみ である 。 この情 報 か らは 他社 の諸 設備 の稼動 状 況

や,能 率,歩 留,原 単 位 を知 る ことが できる 。 しか し,当 社 と同 一仕様 の設備,

同一条 件で の操 業 はほ とん どな い こと,あ る いは資料 の メ ッシ ュの粗 さ等 の理 由

によ って,こ の情 報 は生産 諸 元 の参考 とす る に止 ま って いる 。利 用価値 は低 く,

必要 度 も低 い。

② 長期 生産 計画 の 決定

長期 生産 計画 原 案 は長期 販売 計画CASE1お よび長 期 設備計 画案 とチ エ ・クさ

れる 。販 売計画 に よ る販売量 が,設 備 計 画 に よる諸設 備 で効 率的 に生産 され る よ

うに調 整 され,修 正 後長期 生産 計画 が決 ま る。 この場 合 の情報 は,長 期 販 売計 画
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CASE1と 長期 設備 計 画案 であ る。いず れ も内部 情報 で あ り,二 次情報 であ る。

2.3.2情 報確 保 の現 状

前 項で述 べ た よ うに,生 産計画 策定 のため に必要 とす る情 報類 は,内 部情 報 が大

部分 であ る。

この内 部情 報 の うち,長 期販 売 計画CASE1,長 期 設備 計画 案 とい った二 次情 報 の

ウエ イ トが高 いのが特 徴 とな って い る。内 部情報 は,一 次情 報,二 次情報 を問 わず,

いず れも必 要 な情 報 は十 分 に確 保 されて いる。

外部情報 と して は同業 他社動 向 に関 す る情 報が幾 つ かあ るが,こ れ らの充足 度 は

満足 すべ き もの では な い。

2.3.3必 要 とす る情 報の種 類,形 態,必 要 度,充 足 度等 の一覧 表

別表18の 通 りで ある 。
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別表18長 期 生産計画上必要 とする情 報の種類,形 態,必 要度,充 足度等 の一覧表

～

O

∨

～

情 報 の 種 類 情報の形態 情報の頻度 情 報 源
利 用 必

要
度

充
足
度

不充足情報の内容

と そ の 理 由部 門 階 層

設備計画諸元 設備計画大綱立案方針

(新 設,更 新,休 止設備 の項

目,工 期,能 力)

文書 ・口述 1/年 社 内 生産計画Top-Low A A

長期販売見通 し 品種別,鋼 種別販売量 〃 〃 〃 〃 〃 A A

生 産 諸 元 工場別操業実績報告

工場別生産計画

〃

〃

1/月

レ四半期,1/月

〃

〃

〃 〃

〃 〃

A

A

A

A

採 算性 諸元 品種別原価検討報告 〃 1/年 〃 〃 〃 A A

技 術 情 報 技 術 週 報

特定品種別技術調査資料報告

資 料

資料 ・口述

1/週

随 時

〃

〃

〃Mid-Low

"〃

B

B

B

B

原 料 事 情 長期主要原料購入見通 し

主要原料需給計画

文書 ・口述

〃

1/年

〃

〃

〃

〃TOP-Low

〃 〃

A

A

A

A

要員見通 し 要員,塾 員,採 用計画 〃 1/年 随 時 〃 〃 〃

ぶ
A A

系列会社情報 長期設備,生 産計画 〃 1/年 各 系 列 会 社 "〃 A A

同業他社動向 一 般 動 向

業界団体の資料類,統 計類

各社交換資料類(設 備別作業

月報)

刊 行 物

資 料

〃

ン日,ン週 γ月

1/月,レ 年,随 時

1/月

各新聞,雑 誌社

鉄道,鋼 材倶楽部

鉄 鋼 各 社

〃 〃

〃 〃

'

〃 工、OW

B

B

B

B

B

B



2・3・4充 足 度 の悪 い情 報 の問 題 点 とその対 策

生産 計 画 策定 に要 す る情 報 は,大 部 分 が必要 度 の高 い もの であ るが,す べてが 満

足 に確 保 され てお り問題 は な い。

充 足 度の比 較的悪 い情報 と して は,同 業 他社 動向 が あ る。 しか しこれ は有 用な参

考資 料 で はあ るが,不 可欠 の もの で はな い。

したが って充足度 が子分 に満 足 され な い もの であ って も,そ れ程 決定 的 に問題 と

な る こ とは な い。仮 に充足 度 を高め よ うと して も,こ の情報 は企業 ベースの ものが

多 いため に詳細 な情 報 を得 る こ とは難 か しい。

現 状 では,必 要 度 が高 くて充 足度 の悪 い情報 はな く,し たが って問題 はな い とい

って も過 言 では な い。

2.4長 期要 員計 画

2.4.1概 要

当社 の要 員計 画 は,設 備 計画 な り生産計 画 な りの 原案 が作成 され た後 に,こ れ ら

の先 行 計画 に もとつ いて おおむ ね立 案 され る。近 い将 来 に労 働 力不足 の深 刻化 が一

段 と高 ま り,要 員計 画が設備 計画 や生産 計 画 を規 制 す る とい った時期 が到 来す るか

も しれ な いが,当 社 は現 在 の ところ設備,生 産 に対 応 した要 員配 置 を計画 す る とい

うシス テ ムを採 って いる 。

したが って,要 員計画 の立案 過程 は,概 略っ ぎの6段 階 を経 て策定 され る。(別

表19長 期 要 員計画 フ ローチ ャ一一ト(概 要)参 照)

(1)先 行 計画(設 備 計画,生 産 計画)の 入 手

② 要 員計 画基 本方針 の決定

(3)事 業 所 にお け る要 員計 画立案

(4)全 社要 員計画 の決 定

(5}全 社塾 員計 画 の決 定
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1別 表19長 期 要 員計 画 フ ローチ ャー ト(概 要)
i

・ 十
事業所1本 社

要員見通 し画

要員計画②

基本方針



(6)全 社採用計画の決定

要員計画および塾員計画 の策定 においては内部情報の ウエイ トが高 くな っている

が,同 業他社お よび諸外国の要員情報 も極 力収集 し,参 考 に して いる。

なお,こ の要員計画では,作 業系社 員の要員計画に限 って調査 したが,鉄 鋼業 に

お いては,事 務技術系社 員に比べ作業系社 員の数 が圧倒的 に多 いため,作 業系社 員

の要 員計画を対象に選 んだもの である。 しか し事務技術系社 員の要 員計画にっいて

も,考 え方な り,手 順 についてはおおむね同様 であると考 えてよい。

では上述の6段 階の立案過程 をフローチ ・一 トに沿 って詳述 しよう。(別 表20

～21要 員計画 フローチ ャー ト(1)一(2)参照)

(1)先 行計画の入手

本社の要員計画立案部署は,全 社の設備計画,生 産計画の原案 を入手するが,

ここで工場新設,閉 鎖,設 備増 強,縮 小,省 力化工事等の区分別 に項 目,工 期,

能力 を把握す るとともに生産計画,稼 働体制にっいての情報 も把握する。

この段階での情報は全て内部情報 であ り,要 員計画立案のための情 報が十分 に

与え られているか といえばメ ッシ ュの点で不十分な点が残 されて いるが,こ れは

先行計画 自体未だ原案の段階 の情報であるので,こ れが解決 には要員計画立案部

署の方で,現 状の要 員配置状 況か ら判断 してカバ ーす るとい う方法 をとって いる。

(2)要 員計画基 本方針 の決定

(1)の先行計画 を基 礎 に した概略の要 員見通 し,労 務費の上 昇見込み,労 働生産

性や労働分配率の見込み等 を勘案 し,長 期要 員計画の基本方 針 を定め,次 段階以

降の要員計画の指針 と している。ここでは労務費の予測計算等の情報が必要であ

る。基礎データは内部情報 と して蓄積 されている分野 もあるが,今 後外部情報も

含め基礎データと して整備すべき課題が残 されている。

(3)事 業所単位の要 員計画立案

要員計画は対象が人間であるか ら,② の万法(す なわ ち,経 営 目的的な観点か

ら全社的に上か ら下への分析方法)だ けでは不十分であり,事 業所単位 に,職 場

ごとの要員計画までブ レークダウン した段階か ら積み上 げて分析する方法が採用
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別 表20要 員 計 画 フ ロ ー トチ ャーート(1)

一
事業所1本 社

1,工場 新設,閉 鎖 『

設備増 強,縮 小

省 力化 工事

要 員 計画

基 本方針

.工 場 新 設」閉鎖'設備 増強』縮 小

省 力化 工事
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別 表21'要 員 計 画 フ ロ ーチ ャー ト ②

〔労働力供給 について 〕

関係会社

要員計画

全社採用方針

(職 種,採 用時 期)

全 社

塾員計画(案)



されなければな らない。 したが って,本 社より事業所 の要員担当部署 に上記(1),

(2)の情報 を流 し,事 業所ベ ースで要員計画 を検討する。 この際の情報 と しては,

設備計画,生 産計画の情報 の他 に,外 注化な らび に要 員見直 し(要 員改訂)の 情

報が中心 で,さ らに他事業所,国 内同業他社,海 外同業他社 の要員配置の情報 も

参考にされる。内 部情報 は十分に確保 されて いるが,同 業他社の情報 は業界団体

で調査 した資料が入手 できる程度で,下 請の人 員および海外鉄鋼 メーカの要 員配

置の情報 はほとん ど入手不可能 とい って も過言ではない。

ともあれ この段階 で,事 業所単位の要 員計画が基 本方針 に沿 って立案 され,本

社 に報告 される。

(4)全 社要 員計画の決定

本社では上述(3)の事 業所別要員を(2)の要員計画基本方針 とチェ ックした上 で全

社 の事業所 別要員計画 を決定する。

(5)全 社塾員計画の決定

全社要 員計画および事業所単位の要員計画が決定す ると,本 社 においては所間

配転および関係会社 への派遣等 を勘案 し,全 社塾 員方針 を策定す る。各事業所 で

は・この塾 員方針 にそ って具体的な塾 員計画の立案に着手する。作業手順 として

は・職種別の在籍人 員の把握,定 年退職,自 己都合退職等の減耗人員数の予測,

余剰人員または不足人 員の算出,余 剰人員または不足人 員の対策(配 置転換,関

係会社への派遣,採 用措置)の 順序をへて,対 策別,職 場別,時 期別塾員計画原

案が立案 される。 この際,採 用に関する会社採用方針 が,必 要 に応 じて本社 より

事業所に流 される。

この段階 は具体的計算作業の過程 で,情 報 と しては内部情報,し か もほとん ど

が事業所の整 員担 当部署に存在す る情報である。

っぎにこの事業所 ご との塾 員計画 は,そ れぞれ本社 に報告 され,本 社 はこれを

集計 し,全 社的立場か らチエ プクを行ない(例 えば,採 用の可能性,所 間配置転

換の問題点の検討),全 社長期塾 員計画 を決定す る。
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(6)全 社採用計画の決定

全社の塾 員計画で,年 度別採用必要数は決定 されて いるが,採 用時期 と配置時

期 のズレ,あ るいは職種別必要数,定 期採用で措置するか不定期採用で措置する

か とい った諸問題 もあるので,全 社的な採用計画 を本社 で策定 している。

この場合の情報 として,労 働力需要側(す なわ ち事業所側)か らの情報 と して,

職種別,配 置時期 別採用数の要望があ り,労 働 力供給側の情報 と してはつぎの三

種類のものがある。

(ア)当 社駐在 員(本 社採用担 当部 署の所属員が各地域に駐在 し,採 用情報の収集,

採 用業務 に従事 している)か らの各地域別労働力需給 の情報

(イ)労 働省,職 業安定所,高 等学校等か らの ヒヤ リング情報な らびに刊行物 によ

る情報

(ウ)民 間労働研究機関の刊行物,資 料

この内事業所か らの情報は内部情報であ り,十 分に入手できるが,労 働 力供給

源の情報は,労 働力の供給数 は ともか く,労 働力の質的面まで加味 した情報は十

分 とはいえない。そこで当社 では駐在 員を各地域 に派遣 して労働 力の質的面 まで

掘 り下げて調査を進めて いる。このよ うな諸情報 を基 に,最 終的 に採 用 区 分 別

(定 期採用,不 定期 採用別),職 種別,採 用時期 別の全社採 用計画が決定 される。

長期要員計画の立案過程 はおおむね上 記の通 りである。この計画 は,設 備計画,

生産計画,あ るいは財務計画担 当部 署へ通知 され,そ れぞれの計画立案のデ ータ

として利 用される。

2.4.2情 報確保の現 状

前述 の通 り,要 員計画に関する情報 は内部情報が多 いが これは必要度に応 じて確

保 されている。外部情報 としては労働力需 給の情報 ・同業他社の要 員配置に関 する

情報の二種 類が重要であるが,現 在では得 られる限 りの情報 を収集 して いる段階 で,

これ以上のものを求 めるには,情 報源が公表 体制に踏み切 るというところまで進 ま

ねばな らない。

なお,要 員計画に関する情報 は,販 売計画の需要予測に関す る情報の ように,加
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工 し,補 正 して利 用す る とい うこ とはな く,直 接的 に利 用 して い る。

2.4.3必 要 とす る情 報の 種類,形 態,必 要 度,充 足度 等 の一覧 表

別表22の 通 りであ る 。

2.4.4充 足 度 の悪 い情報 の問 題点 とその対 策

要 員計画立案 時 の内部 情報 の充 足 度 はお お むね高 い。強 いて いえ ば,設 備 計 画原

案 な り生産計 画原案 な りの メ ・シ ュがも っと細分 化 され ていれば,そ れ に対 応 した

要 員計画 の立案 が技 術的 に容 易 で あ るとい う程 度 であ る 。 しか七,こ れ とて未 だ原

案 の段 階 であ り,細 部 の明確 な メ ・シ ュま で要 望す る こと自体 が無 理 であ るか ら,

止 む を得 な いもの と して割 り切 らざ るを得 な い 。

つぎ に外部情 報 であ るが,労 働 力供給 源 の情報 は,一 般 に公表 されて いる官 庁統

計や 民間 労働研 究機 関 の資 料 は,企 業 ベ ースでの採 用計 画立案 の情報 と して十分 と

はい えな い。当社 で は,先 般,要 員対 策部 を組織 し,従 来 の事業所単 位の採 用方 式

を改 め,全 社一 本 の採 用方式 に変 更 した が,こ れ に よ って情報収 集 の一元化 をはか

り,か つ駐 在 員 を地 域 別 に駐 在 させ,き め の細 い情 報収 集 を行 なえる よ うに体制整

備 を行 な った。

しか し,こ うい った企 業 ベ ー スのみ の対 策 では不十分 であ るか ら,労 働 力供給 の

逼迫 の度合 が ます ます強 くな って き てい る現 在,全 国的 な労働 力需 給 情 報 のEDP

化 が進 み,労 働 力供 給情 報 を企 業 が簡 単 に入 手で きるよ うなシス テ ムが確 立 され る

こ とを期 待 して いる 。

ちなみ に鉄 鋼業 界 と しては,昭 和48年 度の鉄 鋼需 要 を1億1千 万 トンに見込 ん

で い る。 しか し,こ の際 に も,原 料 問題 と労働 力確 保 の問 題が ネ ックにな る ので は

な いか との観 点 か ら,今 後5年 間 の鉄鋼 業 界の下 請 まで含 めた労働 力の需 給 見通 し

と鉄鋼 の需 要 産業 で ある 自動 車,運 輸,建 設 業等 各業 界 の労働 力見通 しを立 て るべ

く,目 下,鉄 鋼連盟 雇 用 委 員会 で取 り組 ん でい る。 この よ うな調査 結果 が公 表 され

れ ば,個 々の企業 に と って長期 要 員計 画 策定上 大 いに参 考 にな るで あろ う。
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別表22長 期要 員計画上必要 とする情報の

情 報 の 種 類 情報の形態 情報の頻度

設 備 計 画 設備 計 画原 案(新 設 ・更新 ・休止 設

備 の項 目,工 期,能 力)

文 書 ・口述 レ年1/四 半期

生 産 計 画 生産計画原案(生 産量,稼 働 体制) 〃 〃

外 注 化 外注化計画 〃 レ 年,随 時

要員見通 し計画 要員改訂調査結果

他社要員表

〃

文 書

随 時

〃

塾 員 計 画 事業 所単位塾 員計画

派遣 に関する関係会社の要 員計画

同業他社塾員計画

〃

〃

刊 行 物

1/年

〃

1/日,レ 週 レ/月

労 働 力需 給 労 働 力 人 口

雇 用 指 数

入職数(率),求 人数(率)

産業別,地 域 別労働 力需給

〃

〃

〃

〃

s

1/月

〃

〃

ン 日 ～1/年

一

採 用 計 画 採 用に関する要望

地域別採用見通 し

文 書 ・口述

〃

▲/四半期,1/年

1/年,随 時
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種類,形 態,必 要度,充 足 度 等 の一 覧表

情 報 源
利 用 必

要
度

充
足
度
不充足情報 の内容 とその理由

部 門 階 層

社 内 要員計画 Top-1・ow A A

〃 〃 〃 A A

〃 ノノ 〃 A A

〃

同 業 他 社,鉄 連

〃

〃

〃

〃

A

A

A

B

社 内

関 係 会 社

各 新 聞,雑 誌 社

〃

〃

〃

〃

〃

〃

A

A

B

A

A

B

総 理 府,労 働 省

労 働 省

〃

r

労 働 省,職 安,

・学 校,新 聞 雑 誌

社,民 間団 体
＼

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

A

A

A

A

A

A

A

A

社 内

〃

〃

〃

〃

〃

A

A

A

A
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2.5長 期 財 務 計 画

2.5.1概 要

企業 の内 外に あ るチ ャンス と脅威 とを明 らか に し,基 本的 な企業 戦略 を立 て,経

営革 新 の 目標 へ 全社 を結 集 しよ うとい う長期 経 営計 画 の中 で,長 期財 務 計画 はそ れ

独 自の性 格 をも って い る。 したが って,財 務計画 にお け る情報 もま た この財 務計画

の性 格 に よ って規 定 され る 。

す な わ ち,総 合計画 と しての長期 経 営計 画 にお い て,財 務計画 は総合 調整 の重 要

な手 段 であ る 。第 一 に財務 計画 は,利 益 計 画 お よび資 金計画 の二 本の柱 よ り成 る が,

ここでは全 ての収益 と費 用,全 て の収 入 と支 出が 網羅 的 に と らえ られ る か ら,計 画

の経 済性 の評 価 が財 務計画 にお いて初 めて総 合的 に正 しく把握 され る。第二 に ゴー

イ ン グ コンサ ー ンと しての企 業経 営 にお い ては,仮 に一一時 の経 営 破綻 も許 されな い

が,長 期 にわ たる継 続的 な行為 と しての諸 計画 か ら予想 され る企業 財 務構 造,す な

わ ち企業 体 力 の面 か ら,全 体 と しての計画 遂 行の 可能性 のチ ェ ックが財 務 計画 に よ

って な され得 る。

このよ うな役割 りを果 たす ため の長期 財 務 計画 の立案 過程 の概 要 と,必 要 とされ

る内外 の情報 は,概 略 つ ぎの よ うな もので あ る。(別 表23長 期財 務 計画 フローチ

ャー ト,別 表24利 益資 金計画 明細 参照)

(1)利 益計 画 の編成

ア・純 利 益 の算 定

の 売上高 は長期 販 売計 画の 品種 別販 売量 お よ び品種 別 販売価 格 によ り算 出 す

る。需要見 通 しにも とつ く設 備計 画,価 格見通 し,鉄 源 の運 用 は,長 期 利益

計画 の立 案 の ための基 本的情 報 で あ る。

←()売 上 原 価 は生産 計画 にお ける諸基 準(例 えば,操 業 度,主 原 料比,コ ー ク

ス比,重 油原 単位,良 塊歩 留,溶 銑 配 合此 等)に もとつ く原材 料等 の使 用計

'画 に
,こ れ に リン ク した購 買計 画 か らもた らされ る原 材料 価格 を乗 じて算 出
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別表23長 期財 務計画 フ ローチ ・一 ト

系列会社に関する情報

同業他社に関する情報

関連業界に関する情報

財 政に関す る情報

経 済 見 通 し

同業他社 に関す る情報

金融証券市場に関する情報

財 政に関す る情報

経 済 見 通 し

～

O
O
～

長期設備計画 長期販売計画 長期生産計画 長期要員計画 投融 資計画 期購買計画

一ぐ一 一 ー ー ー ー 一 一 一 一 「

　

1

|
　

|
1 ,

資金調達計画

1
1
1
1

1
1

(1)利 益 計 画 決算資金 所要資金 調整 (2)資 金 計 画

経営 分 析

L__________________________」
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O
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別表24利 益,資 金 計 画 明 細

(利 益 計 画)

≡)

(資 金 計 画)

損 益 計 画 表 資 金 運 用 計 画 表

設 備 計 画売 上 高

製 造 原 価

製品半製品在庫増減

純 利 益

減 価 償 却 費
一

r
l

j

,

財 源 計

設 備 工 事 費

投 融 資

決 算 資 金

増 加運 転 資 金

(受 取債権)

(支 払 債務)

(棚 卸 資金)

販 売 計 画 ξ

.売 上 原 価

販 売 費 及 管 理 費

1
|
1
1

}
'
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一

一
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配 当 金
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される材料費,要 員計画 に も とつ く労務 費,設 備 計 画 に も とづ き算 定 される

減価償 却費 等変 動費,固 定 費 の計 画 か ら操業 度 との関 連 にお いて 原価水準 が

計画 され る。

(ウ)販 売 費お よび管理 費 は,販 売計 画 乃至設備 計画 の一 環 と して の流 通過 程 に

つ いて の計画 お よび企業 成長 に リン クす る管 理費 所要 額等 に よ り算 定 され る。

(⇒ 営 業 外損 益 は.後 述 の資 金調達 計画 に リンクす る支払 金 利見 込額 等 か ら成

る。

上 記(ア)～←)によ りいわ ゆ る経 常利 益 と しての純利 益 が算 定 され る。 この過 程

で の情 報 は上 述 の よ うに二次 情報 と しての各部門計 画,す なわ ち,内 部情 報 が

主体 であ るが,部 門計 画 の基 礎 にあ る,販 売価 格,購 入価 格 等 の価格 水準,労

務費,外 注費 等 の 水準,金 利 水準等 が総合計 画 の中 で斉 一性 を も った もの であ

るか を確 認 す る意 味か ら,・広 く経 済見 通 し等 について の認 識の た めの情報 も必

要 であ る。

イ.利 益 の社 内留 保 と社 外流 出 の見積 り

利益 の 内,各 種 の準 備 金 等 に よる社 内留保お よび税法 に許 される範 囲 で の準

備 金 を控 除 したの ちの利 益 に課 される税金,配 当政 策 に もとつ く配 当 金等 の社

外流 出の見積 りが行 なわ れ る。 した が って この段階 で は法人 税,お よ び租税特

別措 置等 に関す る情報 に留 意 の要 があ る。

ウ.目 標 利益 の チ エ ・ク乃至経 営 分析

配 当政 策,内 部資 金財 源等 の観点 か ら,計 画 利益の 水準 は 目標(所 要)利 益

とチエ ・ク され,必 要 に応 じ部門 計画段 階 にま でフ ィー ドバ ックされ る。 この

検討段 階 にお いて は,過 去 の実 績お よび当該長 期計 画 案 を含め た経営 分 析(財

務分 析)を 伴 う。配 当政 策等 のか らむ 目標 利益 の問 題 は,高 度 のポ リシ ーの問

題 であ り,そ の決 定 にあ た って は同 業他社 あ る いは他産業 も含 め た企業経 営動

向 につ いて十 分把 握 してお く必要 があ り,そ の ため の情 報 が要 請 され る。

(2)資 金 計画 の編成

ア.所 要資 金 の算定
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(ア)設 備 工 事 費 は設備計 画 に も とづき算 出 され る。継 続工 事 にっ いて は所与 の

契 約条 件 に もとづ き,ま た新 規工 事 にっ いて は長 期 の資 金バ ラ ンス を配慮 し

っつ工事 費 の支 出 ベ ースを検 討す る。

θ 投融 資は,販 売計 画,関 連 会社政 策,金 融 情勢,従 業 員福祉政 策等 に リン

ク した各部 門 の投融資 計画 による 。 したが って関連 会社 の企業 計画 等 にっ い

ての情 報,金 融 情勢 について の情 報 等が 必要 であ る。

(ウ)決 算資 金 は,利 益 計画 と結 びつ けて税 金,配 当金 等 決算資 金支 出額 を予 想

す る。

←→ 増加運 転 資 金 は,各 部 門計 画 に も とつ いて資産,資 本の回 転 を配 慮 しな が

ら,所 要増 加運 転 資金 を算 出す る。設備 工 事 につ いて も同様 であ るが,売 掛

回収,買 掛 支払 の基 本条 件 をど うす るか は企 業 の急 速な成 長段階 にお いて は,

所要資 金 は常 に増 大 化傾 向 を とる ことが一般 的 で あ り,資 金面 の大 きな問題

で あ る と と もに,価 格面 に も影 響 をお よ ぼす もの であ るか ら,関 連 す る業 界

の適確 な情 報 を得 る ことに よ って,実 行段 階 にお い て,全 体 と して最 も有 利

な回 収支 払 の条件 の設定 をはかる こ とが重 視 され る。

囲 手元流 動性 につ いて は,所 要資 金 の規 模 か らみ て適 当 な現 預金 の残 高 を予

想す る。

イ.資 金調達 計画

所 要資 金 の内,利 益 計 画 に も とつ く自己資 金 財 源 でまか な えな い部分 は,外

部 資金 の導 入 を はか る こ とにな る。外 部資 金 調 達源 を どこ に求 め るか,ま た各

調 達源 か らどれ程 導 入 すべ きか は,自 社 の財 務 バ ラ ンスにつ い ての判断 に よる

とともに,経 済 動 向,金 融市 場 の動 向,金 利動 向,企 業 体 力か ら信 用度等 によ

る もの であ る 。 した が って この面 では外部情 報 の ウエイ トは比 較的 高 い。

これ らの情 報 の情 報源 と して は,一 般 の刊行 物,金 融機 関 や 自社 の調査部 門

の調 査結 果 もあ るが,し か し,よ り重 要 な情報 としては,資 金 調達部 署が 日常

金融 関係 諸 機関 との接触 で得 て いる ヒア リング情報 が あげ られ る。
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ウ.所 要 資 金 と資 金調達 計 画 の適 合 チ エ ・ク と経営 分析

所要 資 金 と資 金調 達 計画 とのチ ェ ックは資金 計画の 中 で行 な われ るが,利 益

ヒ

計画 にお ける収 益性 分 析 と同様 に自己資 金財 源 お よび外部 資金 調 達の バ ラン ス

か らよ って来 る と ころの 自社 の財 務構造 にっ いての分 析(財 務比 率 の健 全性 分

析 お よ び他社 との比 較分 析 等)を 通 して,問 題 点の よ り精密 な把 握 を行 な い,

必要 に応 じ部門 計画 にま で さかの ぼ って調整 が行な われ る。収 益性 お よ び財 務

構 造の 健全性 の分析 は,利 益 計画,資 金 計画 を総 合 した長期財 務 計画 の 一 環 と

して きわ めて重 要 な位置 を占め るもの であ り,ま たそ の適 性判 定 は多 分 に相対

的 な もの をもつだ け に,自 社 の財 務 の分析 に止 ま る ことな く,他 社 との比 較 分

析,あ るい は時 系列分 析 が重要 で ある ので,そ のた めに他社 の財 務 資料 の入 手

が必 要 で あ る。

2.5.2情 報確 保 の現 状

以上 の よ うな財 務 計画 の性 格か ら,そ の ため に必 要な情報 は,第 一 に自社 の条 件

乃 至事情 に も とつ いた各部 門 計画 に よる内部情 報 が きわ めて大 きな ウエ イ トを占 め

る のは当然 で ある 。その意 味 では内 部情 報 の必 要 度,充 足 度 とも にきわ めて 高 い と

い うこ とが いえ る。

第 二 に,企 業 体力 の最 大限 の ところで勝 負す る とい う積極 的経 営 の方 向 か らすれ

ば,今 後 の長 期景 気動 向 が ど うな るか,金 融 界,関 係業 界 ある い は,競 争 企業 が,

どこま でそ の体質 や経 営基 盤 を変 化 させ て い くか等 の見通 しにっ いて の外部情 報 が

入手 でき る こ とが望 ま しい。 しか し,こ の よ うな問 題 は予 測 の困難 もある し,ま た,

予想 が あ る と して も,例 えば,各 企業 の将 来 の財 務的 予想 等 は企業 秘 に属 する こ と

であ り,こ れ らを直接的 に得 られ る情 報 は極 め て乏 しい といわ ざる を得 な い。

そ こで,現 状 乃至過 去 の時 系列 デ ー タの分析 を主 体 とす る経 営分 析 が主 要な手 段

とな り,そ のた め の情 報入 手 とそ の加 工 が よ り現 実的課題 とな って来 る 。

2.5.3必 要 とす る情 報 の種 類,形 態,必 要 度,充 足 度等 の一覧 表

別表25の 通 りであ る。
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別表25長 期財務計画上必要 とす る情報の

情 報 の 種 類 情報の形態 情報の頻度

系列会社に関す 営 業 報 告 文 書 決 算 期 他

る情報 資 金 繰 状 況 〃 月 次 他

企 業 計 画 〃 1/年,随 時

同業他社 に関す 営 業 報 告 文 書 決 算 期

る情報 増資,配 当政策等 に関す る情報 刊 行 物等 1/日,レ 週 ン/月

起債,借 入等資金調達状況 〃

関連業 界に関す 関連 業界の財 務状況 に関す る情報 刊 行 物 等 〃

る情報

金融証券市場に 新 たな資金調達方法 に関す る情報 刊行 物等 〃

関す る情報 増資起債市場動向に関する情報 〃 〃

金融市場市中金利に関す る情報 〃 〃

外資及び外国為替に関する情報 〃 〃

財政に関する情 国家及び地方公共団体等の予算 刊 行 物等 〃

報 法人税及び租税特別措置等に関する 〃 〃

情報

経済見通 し 国内経済見通 し 文 書 1/年

世界経済見通 し 〃 〃

各部門計画 に関 社内の各部門計画に附帯 している一 文 書 随 時

す る情報 次情報
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種 類,形 態,必 要度,充 足 度等 の 一覧 表

利 用 必 充
情 報 源 要 足 不充足情報の内容 とその理由

部 門 階 層 度 度

系 列 会 社 財務計画 TOP-1・ow A A

〃 〃 〃 A A

●

〃 〃 〃 A A

同 業 他 社 〃 〃 A B フ ォーマ ルな決 算書 以上 の詳 細

各 新 聞,雑 誌 社 〃 〃 A B な情 報 は得 難 い ・

〃 〃 〃 A B

〃 〃 〃 C C

〃 〃 〃 A C

〃 〃 〃 A B

〃 〃 〃 A B

〃 〃 〃 A B

政府,新 聞,雑 誌社 〃 〃 C A

〃 〃 〃 A A

政 府,銀 行 〃 〃 B B

社 内 他 〃 〃 B B

社 内 〃 〃 A A
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2.5.4充 足度 の悪 い情 報 の問 題 点 とその対 策

上述 の通 り長期財 務計画 の重 要 な情報 は各 部門 計画 お よびそ れ らの一次情 報 であ

る。 そ して これ らの内 部情報 は,必 要 な ものは収 集 せ ざるを得な い ので十 分 に充足

され て いる。

他方,充 足 度 の低 い外部情 報 と して(1)同業 他社 に関す る情 報,(2)関 連業 界 に関 す

る情報,(3)経 済見 通 し,(4)金 融証 券 市場 に関す る情 報が あ るが,(2)と(3}は 必要 度 も

比 較 的 低 いので1不 満 足 な まま 処理 してい る。

(1)について は,公 表 されて いる情 報 を利 用す る他 にな く,ま た(4)に つ いて は,前

述 の通 り社 内の資 金 調達 部 署 を通 して間接 的 に情 報 を入 手 す る ことで解 決 して いる。

以上 綜合す る と,内 部情 報 につ いて は全 く問題 な い とい って よ く,外 部情報 にっ

いて も必 要 の程 度 に応 じて情報 は入 手 できて いる。
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3.む す び

WG-1は,日 本鋼管 をケ ースス タデ ィの対 象 と して,長 期 計画 策定 に必 要 な プ ラン

ニ ン グ情 報 を調査 した。

この結果 に よれば,長 期計 画 の各 部門 計 画,す な わ ち販売計画,設 備 計 画 等の 策定

過 程 の各 段階 にお いて,必 要 な情報 類の うち,外 部情 報 と内部情 報 とで は,各 部 門計

画 に よ って利 用の程度 が著 しく偏 って いる。す な わ ち,長 期販 売計画 の立 案 過程 のな

か で,尾 大な 外部情 報が 利用 されて いるほ か は,各 部 門 とも長期 計 画 の策定 に当 って

は,質 的 に も量的 に も内 部情 報が 大 きな ウエイ トを持 って いる。

外 部 情報 は,長 期 販売 計画 の前提 となる需 要 予測 の段 階 で,膨 大 な もの が 利 用 され

て いる 。販売 計画 以外 の 他の 部 門長 期 計画 を立 案す る過程 で は,外 部情 報 はそ れ程 多

くは利 用 されて い ない。 しか も,こ れ らの外部情 報 は需 要 予測 用の詳 細 な統 計資料 を

除 外す れ ば,同 一情 報 が ある部 門計 画 の立 案段階 では直接的 に利 用 され,他 の部 門計

画 の立 案段階 で は内部 情 報の なか に吸収 された形 で間接的 に利 用 され る とい うよ うに

重 複 して利 用 され て いる。例 えば,経 済見 通 しや,鉄 鋼の需要 見通 し等 の外 部情 報 は,

販 売 計画 や,設 備 計画 立案 時 に直接 的 に利 用 されて いるほ か,生 産計画,要 員計 画,

財 務 計画 等 を立案 す る場 合 には,「 鉄 鋼長 期需 要 予測 」とい う内 部資 料 で間接的 に利

用 され て い る訳で あ る。

内部情 報 は,業 務 運 営 に必要不 可 欠の資料 が要 求 されるの でプ必 要 度 も高 く,か っ,

必要 な もの はほ とん ど充足 されて い る といえ る。

しか し,外 部情 報 にな る と,必 要 度 は高 いが充足 しえな い ものがか な り多 い ことが

判 っ た 。 建 設関 係 の情報や,鉄 鋼 の需 要 家 在庫 の よ うに・必 要 度 が きわ めて高 い に

もか かわ らず統 計数字 がな い ものが ある。

この よ うな情報 不足 が,計 画立 案 に際 して,不 足 情報 を推定 す る余 計 な仕 事や,充

足 し得 な い ことによ る精度 低下等 少 なか らざる影 響 をお よぼ して い る。
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また,外 部 情報 を利 用す る場 合 は,直 接利 用で きる もの もあ るが,何 らか の加工,

修 正,補 正 を して使 って い るもの も少 な くな い。

こ う した情 報 の加 工 には,相 当 な知識,技 術 と努 力 を要 し,業 務の 円滑 な進 行 を阻

害 して いる こと も否 めな い。

この よ うに,必 要 度 が高 く充足 度 の低 い外部情 報 につ いて は,企 業 内で加 工等 の対

策 を講 じて利 用 を高 め るよ う努 力 して いる。

しか し,企 業 で利 用す る外 部情 報の中 に は,先 に述 べ た建 設統計 や,鉄 鋼 需 要家在

庫 の よ うに,本 来政 府 が常 時整備 してお くべ き筋 合 の もの も多 い。外 部情 報 の充足 度

を高 め る対 策 の一 つ と して,少 な くと も基 礎的 な統 計類 につ いて は,政 府 自 らの努 力

に よ って充 実整 備 す る よ うこの機 会 を通 じて要請 す る。

外部情 報 の うち,鉄 鋼業 に関 す る外 部情 報 は,関 係 官庁,業 界団 体,需 要 家,メ ー

カ等 の努 力 によ り徐 々 にではあ るが精 度 が高 め られ て いる。一方,公 表時期 の遅 れ,

統計 分 類の 方法,カ バ ー リッジの問 題等改善 すべ き問 題 も多 い。今後 は情 報 利 用側 の

メ リ ・・トと情 報提供 側 のデ メ リ・ トとの兼 合 いの うえ で,各 界の協 力援助 を得て,必

要 情報 が 入手 でき る よ うに 日本鉄 鋼連 盟等 の業 界団 体 を通 じて働 きか け たい。

これ を要す る に,当 社 の プラ ンニ ン グ情 報 の うち内 部情 報 は必要 な もの がほ とん ど

充 足 され て いる が,外 部情 報 の充足 について は問題 が 多い。今後,外 部情 報 は 加工 の

労 を要 せず,し か も必 要な ものが容 易 に,か つ タ イム リー に入手 でき る よ うな体制 を

早急 に整備 される よ う,本 調 査の結 び と して提 言す る次第 で ある。
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1.調 査 の ね らい

1.1自 動車工業の特質一産業界における自動車工業の位置づけ一

わが国 におけ る昭和43年 の 自動 車 生産 台数 は,408万6千 台(乗 用 車205万6

千 台,バ ス ・トラ ック203万 台)と 米国 に次 ぎ世界第2位 とな って い る 。最近 では・

所得 水準 の上昇 お よび車 の価格低 下 に よ り乗 用車 を中心 と した自動車 の普 及は著 しく・

昭 和43年 におけ る保有 台数 は1,300万 台 に達 している。今後 も個人 の乗 用 車需要

を中心 に 自動 車 の需要 は相 当程 度 増 加す る と思われ る。

自動 車 に は,バ ス,ト ラックの よ うな資 本財的 性格 の もの と,自 家 用車 にみ られ る よ

うな耐 久 消費財的 な性格 をも った もの とが ある 。 また自動 車産業 を他産 業 と比 較 す る

と ①総合 工業 であ る こ と ② 関連 産業 が 広範囲 で多岐 にわ た ってい る こ とに よ り国

民 経済 上 に 占め る地位 が極 めて大 きい とい うこ とが指摘 で きよ う。 これは 欧米 自動 車

生 産 国で も同様 にい える ことであ り,第1図 に み るよ うに 自動車 の生産 段階 にお いて

は,鉄 鋼.ゴ ムな どの各種 資材供 給 工業 か ら自動 車部 品工業,自 動 車 車体 工業 な どを

すそ 野 と して ピラミッドを形 成 した総合 工業 で あ る。

また,販 売流 通段階 では 自動 車販 売 業,部 品 販売業,さ らに保 有,利 用 段階 で は石

油販売 業,自 動 車整 備業,道 路運 送 業 な どの諸産業 が存在 し,自 動車 を め ぐる関連 産

業 を形成 してい る。

自動 車工業 の資材 消 費 の割 合は,冷 延薄 鋼板30%,ば ね67%,ゴ ム54%と な っ

てい る。

昭 和42年 度 の総生産 額 は2兆9,434億 円,昭 和43年 の 従 業 者 数 は14万 人,

輸 出台数 は61万2千 台で,そ の金額 は7億8,400万 ドルに およぴ 鉄 鋼,船 舶 に っ

ぎ,わ が 国策3位 の輸 出品 目 とな って いる 。 この数字 か ら察 して も,自 動 車 工業 が国

民経 済 に果 す役割 は大 き く,わ が国 の経済 動向 にお よぼす影響 は極 めて重 大 であ る。
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第1図 自 動 車 関 連 産 業
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また第1図 で関連 産業 を含 めて考 えてみ る と,事 業所 数 が84,653カ 所,従 業 者

数が1,261,981人,出 荷 額 な どの合計 が6兆4,929億 円(39年 度)で あ る こ

とか らもそ の重 要性 が うかが え る。 自動車 工業 は一般 の機 械工業 と比 べ て,極 め て装

置産業 的傾 向 が強 く,見 込 み,少 種,多 量生 産 の様 相 を呈 して い る。 またその反面,需

要 の多様化 に対 処 して,い か に効率的 に多種 少量 生 産 を行 な うか とい った課 題 もか か

えてお り,生 産 面 で も著 しい特徴 を も って い る 。

っぎに;自 動車 工業 におけ る企業 活動 および 市場 活動 を行 な う際 の情報 活動 に つ いて

考 えてみ る と,総 合 工業 で あ るこ とに よ り生 産段階 にお い ては,部 品工 場 の活動 を含

めた総 合的 な生 産管理 の た めの情 報活 動が必 要 で あ り,ま た販売段階 では販 売組 織 の

活 動 を含 めた販 売業 務,市 場把握 のた めの情 報活 動,新 車種 開発 の ための技 術情 報 活

動 な どが必 要 とされ る。そ して,こ れ らを取 り扱 う情 報 活動 は複雑 多岐 に わ た って展

開 されて お り,自 動 車工 業 におい ては効率的 企業 内活動 お よび市場 活動 を行 な うこ と

を 目的 と した効率 的 な情 報処理方 法 の確立 が極 め て重要 な課題 とな って くる 。

1.2調 査 対 象

自動 車工業 に お ける企業 活動を,コ ンピュー タに よる情報 処理 に焦 点 を合 わせ,概 念

的 に図示 す れば第2図 の ように表 現 できよ う。

各 ア クテ ィビ ィテ ィの相互 関係 は複雑 で ・簡単 な図 で表 現しつくすことは 不可 能 で あ

るが,今 回対 象 と して と りあげた プラ ンニ ン グ情 報 とオ ペ レー シ ・ナル情 報 の企業 活

動 にお け る位置 づ けは,こ の図 か ら一応掴 む こ とが で き よ う。

現 在 の 自動車 工 業 に とって もっ ともニー ズの高 い もの は,将 来 の需要動 向,市 場動

向の変化 を適 確 に予測 し,こ れ に タイ ミン グよ く応 じられ る製 品企画 を行 ない,ユ ー

ザに対す るサー ビス の向上 を通 じて需 要 を換起 し,大 量生 産,大 量販売 を実 現す る こ

とであ る 。

その意味 で,す べ ての計 画 の基 本 となる需 要予 測 のた めの情報 確保 の現 状 と問 題点
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を解明 す る こ とは,企 業 として今 後 ます ます 力 を注 ぐべ き分野 で あ る。

一方 ,企 業 の成 否 を左 右す る とい われ る新 車開発,す なわ ち製 品企 画 は経営 計 画中

も っとも重要 なも のの一つ で ある 。

も ちろん,企 業 におけ る計画 は,そ れぞれが 重要 であ り,相 互 に有機 的 な関連 が あ る

の で,ど の計画が よ り重要 とい うべ き性格 の もので はないが,上 に述 べ た よ うな理 由

か らプ ランニ ン グ情報 と して,需 要予 測 お よ び製 品企画 を と りあげ た 。

っ ぎに,ナ ペ レー シ ・ナ ル情 報 と して組 立 工場 の生産 活動 を と りあげ た理 由は,自

動 車 工業 に おけ る数あ る生 産活動 の うち,そ の中心 を なす もので あ り,ま た販 売活動,

す な わ ち,ユ ー ザ とも っとも密 着 した生 産 活動 だ か らで ある 。

自動車 は確 か に見込 多量 生産 の代 表 的 な ものであ るが,市 場 におい て は量 の要求 に

加 え て,多 様化 の要 求が漸 く増 大 し.ユ ーザ にで きるだけ直 結 した生 産活 動 を行 な う

こ とが今 後 は ます ます強 く要求 され る であ ろ う。い いか えれば,大 量生 産 に よる生産

の合 理化 を阻害す る要 因 をでき るか ぎ り,い か に組み込 ん でゆ くかが 重要 な課 題 にな

るの であ り,そ のた めには コン ピ ュー タの活 用が是非 とも必 要 であ る。組 立 工場 は内

外製 の多 様 な部 品,ユ ニ ットを集 め車 に組 立 て る。 しか も ユーザ の要 求 に あ った もの

を タ イ ム リーに生 産 しなけ れば な らぬ使 命 をも ってお り,自 動車 工業 に お ける生 産活

動 の幹 で あ る とい えよ う。

なお,企 業 内に おけ る情報 処理 に 対す る コ ンピ ュータの役 割 の 全 ぼ うを述 べ る こ

とは紙 面が 許 さない ので,経 営 情報 の ケー ス ・ス タデ ィーを行 な うなか で,そ れぞれ

の情 報 処理 に対 す る コン ピ ュータの 活用概 況 を記 す こ とに した。
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第2図 企 業 活 動 関 連 図
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2.プ ラニ ング情報

2.1需 要 予 測

21.1経 営計画 と需要予測

経営情報 のなかで,需 要予測に関する情報は大 きな部分 を占めてお り,需 要予測

自体 もそれぞれの 目的に応 じて複雑多岐にわた っている。 したが って経営計画 と需

要予測 の関係,需 要予測 の体系,需 要予測の業務の流 れをまず明 らかに し,そ れぞ

れの需要予測の各過程 で必要 とされる情報 を述べることにする。

経営計画の中では,生 産計画,販 売計画,利 益計画が,そ れぞれ三つ どもえの関

係にあD,い ずれ も需要予測が前提 とな っている。(第3図 参照)

一般 に需要予測 とは
,売 手市場から買手市場へ移行する過程での需要構造 メカニ

ズムを明 らかに し,「 需要創造 」を行 なうことであ り,単 に台数 として取 り出 し得

ない ものがある。

今回,一 連 の予測作業 の結果として位置づけた長期販売計画 を中心に,そ の流れを

追 うことにす る。
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第3図 広義の需要予測の範囲

下図は,経 営計画 の中で需 要予測が適用 される領域 を明示 した もので,厳 密 にい

えば利益計画 まで入 る。

トー 経営計画 におけ る需 要予測の含まれる領域 →
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第4図 経営計画 と需要予測の関係

(下 図は第3図 を更に詳細に具体的経営計画の流れ と需要予測 との関連 を図に現わ したものである。)

～
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21.2自 動車工業における需要予測の特質

自動車の需要予測 に関す る一般的考 え方 は,購 入単位である世帯 もしくは人口との

変化量 を測定 し,そ れに伴 う属性別保有水準 を予測す ることが中心になる。

それには価格に対する所得水準 の問題 と,産 業構造 の変化 に伴 う職業別世帯数分

布 の動 きの問題がある。

それ ら大 ざ っぱな概念 を第5図 に示 してみる。

第5図 予測の一般

人 口

職業別世帯数

所得別
世帯普及度

による部分

帯 加による

所得水準 の に
よる部分

済主体 における普及

2台以上保有 による普及

拡散効果 による普及

所得効果 による普及

廃車 に伴 う補

保有台数 の純増分

(保 有台数)の 予測

}
(新 車 台 数)の 予測

(注1)拡 散効 果 とは,所 得増,世 帯 増

に よ って説 明 され ない増 分 を示

す 。

(注2)経 済主体 数 とは,農 家世 帯 と事

業 世帯 を示 し,一 般 勤労世 帯 を

除 い たも の。

自動車の需要 を分析する場合 ・その商品的性格 を把握 し.そ の商品の需要 を換起

す る要因 を選択す ることがまず重要なポイン トである。このような観点か ら,ま ず

は じめに一般的な自動車 の需要予測の特質 を列記 してみ る。
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ア 乗 用 車は耐 久 消費 財,ト ラ プクは生 産財,パ ン ・ピ プク型 は中間的存 在 な ど,

用途 が 異 なる ことか らそ れぞれ需 要規定 要 因が 異 って くる。

イ.事 業世 帯,農 家 世帯 と一般 世 帯 で は,車 の効用 に対 する考 え方 に か な りの相違

が あ る。

ウ モー タ リゼー シ ・ン普 及が急速 に進 み つつ あ る現 在 では,従 来 の よ うに単 にぜ

いた く品 または実 用 品的 イ メー ジのみでは 説明 しに く くな った 。

(43年 度 末 の 全国保有 では全 車種計391台/1,000世 帯,乗 用 車152

台/1,000世 帯)

エ 経済 的 お よび嗜 好 的 な観点 か ら一般 にユ ーザ の代 替性 向が 強 く,中 古 車 市況 が

か な りの ウエイ トで きい て くる。す なわ ち低所 得者 の需要 を充足 して い る。

オ.各 種 規制(車 検等)が あ り,ほ ぼ平 均 的 に耐 用年 数 が決 って くるが,比 較的 流

行的要 素が 強 いた め(メ ー カの政 策 に よ り,代 替 促進 をモデ ルチ ェンジ,マ イナ

ー チ ェンジを通 じて行 な う)2世 代 ,3世 代 の車 が生 じる。

カ.高 額 な商 品 で あるか ら,所 得効果 と拡 散 効果 に分 けて考 え る と,従 来 は前 者 が

大 半 で あ ったが,現 在 は後者 に含 ま れる社 会経済的 変 化 およ び消費者 の商 品に対

す る価値観 の変 化等 によ る効果 が増 えてい る。

キ.厳 密 に言 えば,毎 年 消費 され る もの(新 車需要)は,ス トックとしての保有 が

もた らす 用役 の一部 とも いえる。す なわ ち,不 況期 に は比較 的少 なく,好況期 には

中古 車 市場 も含 めて活発 化す る。

ク.保 有 台 数 の純 増 分 と しての新規 需要,ま た 買換 えも し くは廃 車 に伴 う代 替補填

は,い ずれ もそ の ス ト ブク量 に影響 される 。

ケ.自 動車 は道路 事情,そ の他 に よ り,効 用,能 率が 影響 され,諸 法規,税 金,さ

らに各種 規 制 も需 要抑 制要 因 と して作 用す る 。

コ.そ の他 の特 色 と してつ ぎの こ とも考 え られる 。

① 自動 車に対 す る支 出 と しての維持 費 の 負担 が大 き く,継 続 的所 得 が必要 で あ

る こ と。 したが って家計 特性 による 。

② 代 価 の支 払 方法等 に よ り,購 入 行動 が か な り変 って くる 。
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③ 免 許条 件が不 可欠 で あ る 。

④ 社 会的 要 因 として安全 対策 が かな りの ウエイ トを持 って心 理 的 に影響 をお よ

ぼす 。

⑤ 高価商 品 と しての嗜 好 性 が高 いた め,か な りの ロ イヤ リテ ィを示 す ・

⑥ 非価格 的 要素 と して,大 量 生産 に よる経済 的追求 の要 求が あ る一方,モ デ ル

チ ェンジや車種 多様化 に よ る需 要の 換起 が行 なわ れ る。

2工3需 要予 測 の体系

第6図1は,比 較的 長期 の需 要予 測 のフローチャー トであ り,そ れぞ れ のサ ブモデル

が各部 署,各 目的 に応 じて作 られ,統 合 され て最終的 な予測 台数 を求 め るモデ ルが

作 られ る。

これ らを需 要予 測 とい うシス テ ムで とらえ,何 らか の形 ですべての ファクター を計 量

化 して イ ンプ プトす る こ とに なる 。 したが って販売計 画 の段階 で は,企 業 と して の

思 惑や トププの意思決 定 等計量 化 されない ものも入 り得 るが,予 測 段階 では その よ

うなこ とは ない 。

な お,長 期予 測 は約5年 間,中 期 予測 は約3年 間,短 期 予測 は1年 間 の予 測期 間

であ り,半 年 毎 に行 なわれ る短 期 予測 を除 い て原 則 として年1同 ず つ フ ォP-一 され

る。

第7図 は,そ れ ら予 測 シス テムの流 れ を ま とめ たもので ある 。
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第6図 長期需要予測の各要因 とその予測体系
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第7・図 需 要予 測 のモデ ル体系 とそ のプ ロセス につい て
'
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21.4自 動 車需 要 を決定 す る要因 と情報 確保 の現 状

まず 需要 予測 に用 い られる諸情報 を要 因 と して別 に分類 す る と,① 経済的 要 因,

② 人 口的要 因,③ 社 会的 要 因,④ 心理 的 要 因,⑤ 自然 的要 因,⑥ 自動 車関係 要 因 と

なる。しか しゾー・般 に予測 目的 とそ の対象 に よ って各 要 因の選 び方 はか な り異 って く

る。今 回 は,通 常 の需 要予 測 に用 い られ る要 因 を しめす こ とにす る。

なお,後 記 の 「情報 確 保 の現状 」に しめす情報 は,主 として企業 内 におい て 自動

車 の需 要 予測 を行 な う場 合に収集 され る情 報 を網羅 したも ので ある 。要 因 と各情 報

の対応 は必 ず しも一致 しない点 もあ るが,こ れは企 業 として販売 関係情報 を盛 り込

み,フ ィー ドバ ックシステ ム を と ってい るか らで あ る。

(1)経 済的 要 因

① 所 得

② 資 産

③ 割賦信用

④GNP

鉱工指数

物価指数

設備投資額

純利益

〔国民所得,世 帯 当可処分所得,一 人当実質所得 〕

〔流動資産(貯 蓄,証 券),耐 久消費財,家 屋,土 地 〕

〔割賦頭金,金 利,割 賦 月数 〕

〔経済統計一般 を含む 〕

(2)自 動車関係要因

① 自動車価格

② 自動車保有台数

③ 平均耐用年数

④ 自動車減価償却率

⑤ 保有車 の履歴

(31人 口関係要因

① 人 口

② 世帯数 および世 帯類型
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③ 世帯人 員,有 業者数

④ 世 帯主年令

⑤ 配偶関係

(4)社 会的要因

① 世帯主 の技能,職 能,就 業上の地位身分

② 世 帯主 の職業,所 属業種

③ 居住地域,都 市規模

④ 道路状況

⑤ 教育水準,文 化社会水準

⑥ 住宅形態

㈲ 心理的要因

① 購入計画 および購買者行動

② 経済状態 の主観的判断

③ パー ソナ リテ ィ
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〈情 報 確 保 の 現 状〉

(注1)

(注2)

(注3)

(注4)

(注5)

(利 用 サイクル)に ついては予測時点 と同一であ る。

(情 報形態)は ①パ ンフレッ ト② リス ト③新聞雑誌切抜 き④印刷物⑤出版物 と

し②④⑤は定期的刊行物 とな ってい る。

(必 要度)は 予測 に関 しての重要度で示す。

(充 足度)は ⑧十分確保 されてい る⑬一応足 りている◎不十 分であるに分けた。

(情 報源)は 代表的な もの をあげた。それ により充足度の ランクが決 められた。

情 報 の 種 類 区 分 形 態 情 報 量 情 報 源 必要度 充足度 摘 要

国内経済見通 し 経済的要因 リ ス ト 月 次

1)当 社 経済見通 し 当社経済モデル A A

2)各 銀 行 〃 主要銀行,経 済企画庁,

通 産 省,日 経 セ ン タ ー,

3)政 府機関 〃 野村総研,他 各団体
(調査課)

4)民 間 団体"レ

内外企業経営者見通 し 〃 パ ン フ レ ッ ト 不 定 期 企画庁,経 団連(〃) C C 情報の性格上困難
また前提が明 らか
でないため利用 し

に く い 。

企業経営実態資料 〃 新 聞 期 間 通産省,日 銀(〃) C B

雑 誌
切 り 抜 き
印 刷 物

産業設備投資見通 し 〃 〃 〃 通産省,各 銀行(〃) C B

中小企業景気動向 〃 〃 〃 中小企業庁,商 工会議所 C C トラ ック需要 を分

他 析するための資料

(購買部調査部)

海外経済見通 し 〃 パ ン フ レ ッ ト 不 定 期 通産省,最 高輸出会議 B B

各銀行(調 査課)
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情 報 の 種 類 区 分 形 態 情 報 量 情 報 源 必要度 充足度 摘 要

海外経済実態資料 経済的要因 雑 誌
印 刷 物

月 次 各銀行,通 産 省'
(調 査 課)

C B

輸出環境見通し 〃 〃 不 定 期 ジェ トロ,最 高輸出会議

(〃)

C B

貿易統計 〃 印 刷 物 年 間 ジ ェ ト ロ,通 産 省
(〃)

C B

自由化見通し 〃 〃 不 定 期 公取委,通 産省
(総 務課)

B B

運輸経済統計 〃 雑 誌 年 間 運輸省(調 査課) B B

陸運統計(貨 物輸送他) 〃 〃 〃 〃(〃) B A

都市交通統計 〃 〃 〃 〃(〃) C C 予測情報 としては

利用度は少 ない

地域民力指数 地域経済的要因 レ ポ ー ト 〃 新聞社,電 通他

(〃)

B A

地域経済統計 〃 雑 誌 〃 企画庁,日 銀他

(〃)

A B

・

地区別経済統計 〃 出 版 物 〃 各県統計協会(〃) B B

国土開発計画 〃 雑 誌 〃 建設省道路公団(〃). C C 地域 開発 と結びつ

けて考える

道路関係統計 〃 〃 〃 〃(〃) B C

地域開発関係資料
、

〃 〃 不 定 期 各地方公共団体,地 域 開
発 センター(〃)

C C

都市開発関係資料 〃 印 刷 物 " 各府県庁,企 画庁

('〃)1

C C

ノ
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情 報 の 種 類 区 分 形 態 情 報 量 情 報 源 必要度 充足度 摘 要
》

観光 レジ ャー統計 社会的要因 印 刷 物 年 間 日本観光協会,厚 生省
(調 査課)

B C 計量化 された統計

資料はほとん どな
い

一般世帯家計調査統計 〃 〃 〃 総理府,厚 生省

(〃)

A B

国民生活実態統計
(各種所得統計を含む)

〃 出 版 物 〃 厚生省,国 民生活研究所,
経済企画庁(〃)

A B

消費実態調査 〃 〃 〃

(月次 を含む)

総理府(〃) A B

賃金水準関係統計 ・ 〃 〃 〃 労働省(") B B

求人,求 職 〃 〃 月 次 〃.(〃) B. B

税制関係資料 〃 〃 年 間 運輸省,建 設省,自 工会
経済審議会 、
(調 査課,業 務 本部)

A B

自動車諸税の動き 〃 印 刷 物 不 定 期 〃 〃 〃

〃

(〃 〃)

A B

行政,法 令関係資料 〃 〃 〃 〃 〃 〃

(調 査 課)

B B

各種規制資料 〃 新 聞 他 〃 公安委員会(〃) B C 情報の性 格上 メモ,
口述等である

損保業界の動き 〃 印 刷 物
雑 誌

〃 損保協会(〃) C C

石油,業 界の動 き 〃 〃 〃 石油協会,通 産省

(〃)

G C

.

交通事故統計 〃 〃 年 間 警察庁(.〃) C C
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情 報 の 種 類 区 分 形 態 情 報 量 情 報 源 必要度 充足度
)
摘 要

運転免許統計 社会的要因 印 刷 物

雑 誌

年 間 公安委員会(調 査課) A C 分類方法が悪 く予

測に使いにくい。

(次 項参照)

自動車工業需要見通 し 自動車関係要因 〃 〃 自動車工業会
(調査課,業 務本部)

A B
'
.

業 界 動 向 〃 新 聞
雑 誌
切 り抜き

不 定 期

(月 次)

(当社調査課) B B

自動車各企業設備投資計画 〃 〃 年 間 (〃) B B

小型自動車需要動向 〃 〃 〃 自工会(調 査課,業 務

本部)

B B

小型自動車業界動向 〃 新 聞
雑 誌
切 り抜き

〃 (当社調査課) B C

輸出実績及び見通 し

1)仕 向地別

2)メ ー カ別

3)車 種 別

π 印 刷 物 月 次 自工会
(調 査課,海 外部)

B B

自動車市場調査一般 〃 〃 不 定 期 日機運(業 務本部) A B

保有状況調査 〃 〃 〃 調査機関,新 聞社 等
(〃)

A B

使用実態調査 〃 〃 〃 自社調査機関

(〃)

'

A C 当社における情報

処理の確立が望ま
れる。組織上各部

署で行なわれ情報

が場 当 り的で継続

性 がない。
F
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情 報 の 種 類 区 分 形 態 情 報 量 情 報 源 必要度 充足度 摘 要

需要動向調査 自動車関係要因 印 刷 物 不 定 期 自社調査機関,自 工会 A B

(業務本部)

1)個 人

2)法 人

3)事 業 所
.

4)農 家世帯

商業事業所保有統計 〃 〃 年 間 通産省(〃) A B

各種自動車統計(含 輸送業者実態,品 目 〃 〃 〃 日本自動車会議所 B B

別輸送量) (〃)

耐久消費財保有状況 〃 レ ポ ー ト 期 間 中央調査社他(〃) B B

パ ンフ レ ット

産業別自動車保有統計 〃 印 刷 物 月 次 日本自動車会議所 A B

(〃)

地区別年式別保有統計 〃 〃 年 間 運輸省 ・(〃) A B

営業用車関係資料 〃 〃 不 定 期 運 輸 省,パ ス,ハ イ タ ク B C ウ エ イ ト と して 営

業界(〃) 業車の占める割合
が小 さくな ってき

ているので比較的

, 重要性は少 ない。

レンタカーJAF他 資料 〃 パ ン フ レ ッ ト 〃 各 々の機関(広 報部) C C
.

ラリー,行 事関係情報 〃 〃 〃 〃(〃) C C

各種保=有台数統計 〃 出 版 物 年 一 回 陸運局(調 査課,業 務本 A B

期 間 部)運 輸省,自 工会

月 次

1)ナ ンバ ー 別
・
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情 報 の 種 類 区 分 形 態 情 報 量 情 報 源 必要度 充足度 摘 要

2)年 式 別

3)燃 料 別

4)メ ー カ 別

5)草 名 別

6)積 載 量 別

各種新車登録台数統計 自動車関係要因 出 版 物 年 一 回 陸運局(調 査課,業 務本 A A

期 間 部),運 輸 省,自 工会
月 次

1)自 営 別 〃

2)ナ ンバ ー 別 〃

3)新 代 増 別 〃

4)燃 料 別 "

5)メ ー カ 別 陸運局＼欝
欝)

6)車 名 別 〃

移転,抹 消,名 儀変更登録統計 〃 リ ス ト 月 次 陸運局一 販売店 B B

(業 務本部)

各種中古車登録統計 " 〃 〃 〃(〃) A B

府県別車種別保有統計 〃 印 刷 物 〃

舗 晋麗「当社
A B

(〃)

〃 〃 新車登録統計 〃 〃 〃 〃 一 一 〃 ー ー一一 〃 A A

(〃)
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情 報 の 種 類 区 分 形 態 情 報 量 情 報 源 必要度 充足度 摘 要

市区郡別車種別保有統計 自動車関係要因 リ ス ト 年 次 陸運局→販売店(販 売部) B C 販売店での意識が
一般 に低いため

〃 〃 新車統計 〃 〃 〃 〃(〃) B B

類別新規登録統計 〃 〃 月 次 陸運局→ 自販連 →当社
(業 務本部)

A B

販売店別契約達成状況(自 社分のみ) 〃 〃 〃 販売店→販売部 B A

メーカ別生産,出 荷実績 〃 印 刷 物 〃 自工会(調 査課) B B

販売店別引取,販 売,在 庫状況 〃 〃 〃 (当社車両部) C A

車種別価格表 〃 リ ス ト 不 定 期 (業務本部) A A

販売店別仕切価格表 〃 〃 〃 (販 売 部) C A

中古車市場価格表 〃 雑 誌 月 次 オ ー トガ イ ド社 モ ー タ フ

ア ン

G B

販売実勢価格統計 〃 リ ス ト 〃 販売店→(業 務本部) B A(B) 他社不明

契 約 調 書

1)設 備計画

2)人 員 〃

3)資 金 〃

〃 印 刷 物 期 間 販売店→販売部 G A

'

販売金額統計 〃 リ ス ト 月 次 自工会(各 社)
(業 務 本部)

販売店(自 社)

(販 売 部)

C B 他社詳細不明

販売店経営実態 〃 雑 誌 期 間 自販連(各 社)(販 売 部)
〃(自 社)(管 理 部)

C B
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情 報 の 種 類 区 分 形 態 情 報 量 情 報 源 必要度 充足度 摘 要

販売関係資料 自動車関係要因 パンフレ ット 不 定 期 C C

(報告様式)

1)販 売 チ ャン ネ ル

2)販 売店新増設 自工会(販 売部)

3)拠 点,テ リ ト リ ー 自販連(販 売店課)

4)販 売 政策 査定協会

5)中 古車 及査定 整備振興会

6)サ ー ビス 保 証 全購連

7)部 品共販 GS関 係

8)配 車 セ ン タ ー 各社販売部門.

9)販 売補助網

10)割 賦 制度

各社製品開発の動き 〃
メ モ

切 り 抜 き

各社 広報 部 調 査 課
業務本部

A C 情報の性格上不明

広 報 部

各社製品開発状況 〃 新聞,雑 誌 不 定 期 〃(設 計部) A C 情報の性格上不明

1)車 種

2)仕 様,バ リ エー シ ・ン

3)価 格

4)生 産規模

5)特 色,セ ー ル ス ポ イ ン ト



情 報 の 種 類 区 分 形 態 情 報 量 情 報 源 必要度 充足度 摘 要

各社生産体制の動き 自動車関係要因 新聞,雑 誌 不 定 期 各社広報部(設 計部) B C 情報の性格上不明

1)設 備 能力

2)設 備投資額

3)部 品内外製

4)下 請強化策

5)輸 送手段,輸 送力
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21.5情 報 確保 に つい ての問題 点

自動 車 工業 の需 要予測 に用 い られる諸 情報 は,自 動 車 その ものが 人間 を対 象 とす

る商社 特 有 の複 雑 さゆ えに,対 象 が広 く莫大 な量 に な る 。ち なみに 当社 で収集 して

い るものだけ でも数百種 類 にな る。

近年.と くに需 要構造 変 化が 大 き く,自 動 車産 業 と して過 渡期 に あ る ため,需 要

予測 の重要 度 は ます ます高 ま っエ いる 。その結果,情 報 過多的 色彩 も多少感 じられ,

今後 は情報 を整 理 し体系 づ ける こ とが必 要 であ ろ う。

現状 におけ る情報 確 保 の基 本的 問題 と考 え られ る ものは,つ ぎの通 りで ある 。

(1)情 報 形態 が 分 析方法 に結び つ きに くい 。

(2)分 類方 法 お よび内 容 の ウエ イ トのお き方 な どか らみ て,マ ク ロデ ー タが 一般 に

企業 内予測 の性格 に合 わ ない 。

㈲ 情 報 レベ ル の考 え方 が統 一 され てい ない 。

(4)各 種 情 報間 の結 びつ けが重 要 であ るのに,個 別情 報 が多 い 。

㈲ 情報 収集 もさ るこ となが ら,活 用面 を も っと考 える必 要が あ る。

では,需 要予 測 に必 要 な情 報 の確保 に関 す る問 題点 を,や や詳 細 に述 べ てみ たい。

1)政 府関係 デ ー タは,一一般 にマ ク ロ情 報 に片寄 りす ぎてい て,単 な る集計 に終 っ

て いる 。

(例)○ 景気見 通 し(経 済 企画庁)

デ ィフ ィジ ・ンイ ンデ ックス等25系 列,先 行系列 では9指 標 しか な

い6

0免 許 デ ー タ等 も男 女 別,年 令別 ぐらいは欲 しい 。

○保有 台 数 の分類 が大 きす ぎ る。

2)各 種 統 計,資 料 の発表 が遅 い。

(例)各 セ ンサ スお よび所 得 関係資料

○民 間給与 実態(国 税庁)… …・・8ヵ 月遅 れ

O国 民生 活 実態 調査40年 分 が,43年2月 発表

3)必 要情報 が一 部分 しか取 り出 されて い ない。 また,集 計 され て も公表 され ない
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情報 が多く,何 らかの方 法 で,未 公表 情報 を提 供 して も らい たい 。

(例)調 査 デー タについ て,ク ロス分析 が一面的 であ る。

○家計 調査 報告

○国 民生活 実態 調査

○賃金実態 報告

OBBR等

4)各 情報 にっい て,基 本 アイ テ ムの分 類方 法 が統"的 で ない 。

(例)○ 世帯,普 通 世帯,他

O住 宅形態,産 業区 分 な ど 「BBR」 と 「国勢 調査 」で異 な る 。

○所 得 に関す る考 え方 が ま ちま ちであ る。

年 収,月 収,家 計 支 出,個 人 単位,世 帯 単位 な ど分類方 法 の違 い もあ

る。

5)消 費動 向に関 す るものが少 ない 。

(例)消 費実態 調 査(総 理 府)家 計 実態 調査 以外 に大規模 な ものは見 当 らな

いo

なお,一 般 に普 及率 に関 す る ものが少 ない 。

2L6需 要 予測 にお け るEDPの 役 割 と今後 の方 向

EDPの 需 要 予測 にお け る 役 割 は,莫 大 な もの であ り,今 後 ます ます大 き くな

るもの と思 われ る。確 かにEDPを 除 い ては需 要予 測 は考 え られ ない とい えよ う。

しか し情 報処理 に限 ってい えば,ま だ まだ の感 が ある。す な わ ち,手 法面 とデ ー タ

処理 面 では十分 活用 されてい るが,比 較 的単 発的 であ り,各 々の関連 が 十分 図 られ

てい ない 。

具体的 に当社 の需 要予 測 にお け るEDPの 役 割 を述 べ る と,

(1)EDPを 前提 として,各 予 測 の モデ ル化 に は計 量経済 モデ ルを始 め と しでbR

的手 法 を用い てい る。

(2)イ ンプット情報 が大量,多 岐 にわ た るため,収 集,加 工,選 別,保 管 お よび 修正

補 完 にはEDPを 用 い てい る 。
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㈲ ま た・アウトプット情報 を グラフ化 した り,取 捨選 択 した り,判 断 の幅 を決 める

のにEDPを 活 用 してい る。

(4)し か し,企 画 的業 務 お よび,意 思決 定 の場 へ の活用 には未 だ十分活 用 され てい

る とはい えな い 。

さらに,今 後 の使 わ れ方 お よび当分野 に おけ る今 後 の役 割 を述 べ る と,

1)オ ン ライ ン化 が進 めば,必 要情報が 適宜 取捨 選択 され,意 思 決定 の場 に もEDP

の入 り込む 余地 が あ る。

2)そ の ため に は情報 を対 象 ご とにい かに整 理 し,分 類 してイ ンプ ッ トす るか が重

要 で あ り,高 度 な技 術が必 要 とな って くる。

3)情 報 レベル の設定 お よび,そ の分類 方法 を統 一す るた めに大 がか りな基 本 ア イ

テ ムの設 定 とそ れに伴 うコー ド設 定が 行 な われ る必 要 が ある 。

4)そ れ には企 業 のみ では困難 であ り,官 民 一体 とな った国家的規模 での十 分 な検

討 が必 要 で あ る。

5)主 要 デ ー タは ・磁 気 テー プな どEDPで 処理 で きる形 でのサ ー ビスが 今後 必 要

となろう。今 後,各 部 署,各 企 業 で多 目的 な情 報 活 用 をは かる ために は,こ のよ う

なダ イ レク トなサ ー ビスが要 求 され る 。

〔当社 の現在 の問 題点 〕

ω プ ラ ンニ ン グ情 報 は,一 般 に コー ド化 は困 難 であ り,業 務 に応 じて機動 力 を発

揮 す る関係 上,目 先 の業 務に追 われてEDP化 が遅 れ ている 。

(2}EDP化 され た業 務 か ら コー ド設定 が され て きたた め,コ ー ドの重複 や,内 容

に一貫性 が な く,混 乱 を来 た している 。

(3、 同一 情報 を分類方 法 の違 い のみ で,何 種 類 も持 ってい る。細 小区分 で保管 し,

逐 次 必 要 ア イテ ムの み取 り出せ ば よいが,費 用,工 数,タ イ ミングの点 か ら,重

要度,必 要度 に応 じて情報 確保 の レベ ルが決 って くるか ら多少 はや む を得 ない。

(付 記)需 要 予測 に使用 してい る コン ピ ュー タ

(機 種)日 立HITAC8400

(264KB)
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(使 用時 間)年 間 定常 業務60H

非 定常業 務100～150H

(フ ァイル数)磁 気 テー プ(2,400フ ィー ト)30巻

2.2製 品 企 画

自動 車産業 は,見 込大量 生産 を行 な う代表 的 なもので・製 品企画 の良否 が 企業 の成否

を決 す る。

この よ うな,自 動 車工業 の製 品 企画 の概 要 とそ のために必 要 な情報確 保 の現 状 につ

き述 べ る。

22.1自 動 車工業 の製 品企画 の特質

製 品企画 に必 要 な情報 を述 べ る前 に,ま ず,自 動 車工業 におけ る製 品企画 の業 務

につ い て概 観 してみる 。

(1}主 要製 品 であ る自動 車 に限 れば,自 動社 会社 に は純 粋 な意 味 での新製 品 はない

とい うこ とが でき る。

す なわ ち,形,大 き さ,用 途 な どが 異 な り,一 般 に新 車 と呼 ばれ る もの も,厳

密 な意味 で の新製 品で はな く,あ くま で も自動車 の新型 車 な ので ある 。電機 メー

カが ラジオ か らテ レ ビに進出 した場 合 な どは 本質的 に異 なる ところ で あ る.

(2)自 動車 におい ては革新 的 な新 技術 の導入 は ほ とん どない,一 方,小 さな新技 術

の導 入 は無数 ともい えるほ ど多 い 。

電子計 算機 が真 空管,ト ランジ ス タ,ICと 進 んで きたの とは大 い に異 なる。

ま た,最 近 話題 にな ってい る ロー タ リー エ ンジ ン,ガ ス ター ビン,電 気 自動 車 な

ども研 究 または実 用 テス トの段階 で あ る とい えよ う。

(3、 自動車 に おけ るいわゆ る製 品企 画 は,新 車 種 とモデルチェンジで あ り,車 の衣 替

えで ある 。モ デルチ ェンジは後 述 の通 り大,中,小 各 舌デル チ ェン ジの3種 類 に

分 け られ る 。
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(4)新 車 や大 モデ ル チ ェン ジに は長 い準 備期 間が必 要 であ る。一方,ス タイル な ど

は,多 分 に流 行的色 彩 を強 めて きてお り,数 年後 に どのよ うな車 が売 れ るか を決

定 す る ことは困難 な仕事 であ る。

㈲ 新 車 の場 合 には,必 ず近 接す る自社 製 品 と関係 が生ず る。 した がって,一 車 種 の

製 品企画 の前 に,必 ず 全製 品系列 に関 す る製 品企 画が確 立 されなけ れば な らない。

(6)慾 望 の多様 化 につ れ,顧 客 の好 みは さま ざまに分 化 して きてい る。 したが って,

製 品企 画に 当 たっては基 本 車種 のほか に ヴァリエ ーシ ョンを考 えなけ れ ば な らない

(セ ダン と クーペ,ス ポー ツ ・タ イプな ど)。

ヴ ァリエーシ ョンが可 能 なよ うに基 本車種 を作 る こ とか ら,し だい に ヴ ァ リエ

ー シ ・ンを含 め た製 品企 画 が行 な われ るよ うに な って きてい る。

また,耐 久消費 財で あ る自動 車 には,ア フター ・サ ー ビスが必 ず発 生 す る。 ア

フ ター ・サ ー ビス が容易 なよ うな配 慮 もな され なけれ ば な らない 。

(7)上 記 とは多少性 格 を異 にす るが,現 在 自動車 工 業に お いて は,各 種 の安全対策 ・

公害 対策 が当 面の急 務 に な ってお り,製 品企 画 にお い ても大 きな比 重 を 占めて き

てい る。

(8)自 動車 工業 は マ ス プロ,マ ス セー ルスの ため にぼ う大 な投 資 が必要 であ る。 と

くに,新 車種 の発 売 は,新 工業,新 販 売系 列 を必要 とす る ことが多 く,発 売 に数

年 も遡 って投 資 が行 なわ れなけ れば な らない。 したが って,単 に製 品が売 れ るか

どうか とい うだけ で はな く,製 品企 画 の良否 が企業 に与 える影響 はそ の浮沈 を決

す る もので あ る とい え る。

以 上が 自動 車 工業 の製 品 企画 の特質 と考 え られ る もので あ る。

22.2自 動 車工 業の製 品企画 業務 の概要

前 述 の通 り,自 動 車 工業 の製 品企画 はつ ぎの四 つ をい う。
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1新 車 種 基本的性格の異なる車 開発に5年 以上 を要する。

2大 モ デ ル ・チ ェ ン ジ 基本的性格 を変えず,大

半 を変 えるもの

開発 に3年 以上を要する。

3中 モ デ ル ・チ ェ ン ジ 車体の半分程度の変更,

または大きなユニ ヅトの

薮

開発に2年 以上 を要す る。

4小 モ デ ル ・チ ェ ン ジ 車体 の 局所,ま たは小 ユ

ニ ッ トの変更

開発 に1年 以上 を要す る。

上記 の うち,新 車種 の展 開 につ いて業務 の概 略 を説 明 し,そ の た めに必要 とされ

る情報 を明 らかにす る こ とにす る。 なお,大 モデ ルチ ェン ジ以下 の もの につい て も

基 本的 に は業務 の性 格 は新 車種 と同 一で あ り,と くに製 品企画 に必 要 な情報 の質 お

よび量 は 最終 的 には新 車種 に よ って規定 される と考 え られ るの で省略 す る 。

新 車種 展開 のステ ップ

業 務 の ステ ップ 業 務 内 容

1.初 期 計 画 長期製品企画 の決定(全 車種)

2第 一次基本計画 車種 ご との基 本構想,レ イ ア ウ トの決 定

3第 二次基 本計画 タイ トルの決定

4第 一 次 設 計 試作設計

5.第 二 次 設 計 正規設計

6第 一次生産準備 型,治 工具準備

7第 二次 生産準備 生産準備,発 売準備

新車種 展開 のステ ップは上 記 の通 りで あるが,厳 密 な意味 で製 品 企画 と呼 ぶべ き

ものは,初 期 計画 お よび第 一次基 本計 画 の段 階 であ り,3以 下 はそ の展開 プ ロセ ス

といえよ う。

なお,実 際 には上記 の各 ステ ップ,各 業 務 には,多 くの並 行処理 が発 生す る。逆

に いかに うま く並 行処理 を行 な うかが,期 間短 縮 の きめて に な ってお り,後 述 の 日

程 計 画が重 要 に なる所 以 で ある 。
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(1)初 期計 画

長期 需要予 測 情報,各 種長期 計 画 との関係 の中 で,全 製 品系列 について どの時

期 に どの ユーザ層 を対象 に どの ような性 格 の車 を出 すか,ラ フな仕 様 を含 めてそ

の大綱 が決定 される。研 究 ・開発 業務 の展 開 は,長 期製 品企 画 との関連 で進 め られ

るが,こ の段階 か ら,と くに重 要 なユ ニ ット(エ ンジ ン,ミ ッシ ・ソな ど機 能 部

品1)に っい ては研 究 が始 め られ る。

(2煽 一次基本緬

車種 ご とに車 の基 本構 想 が ま とめ られ,主 要 仕様(寸 法,性 能),品 質 目標,

日程計 画,第 一次設 計 目標 原価 が決 ま る。

これ らにっ き上層 部 の承 認 を得 たの ち.ス タイ リン グ(造 型)の 命令 が出 され

る。

(31第 二次基 本 計画

縮尺 ク レイ(粘 土 の モデ ル)が 作 られ,ス タイル,基 本的 な車体構 造 と主要 ユ

ニ ットの概略 が きま る。 これに よ り原 価見 積 が可能 とな る 。

(4)第 一次設 計

フルサ イ ズ クレイや プ ロ トタイプ(木 や プラスチ プクの実 物 大模型,内 部構 造

につい て も実物通 りに作 られる)が 作成 され,試 作設計 を経 て第 一次 試作車 が完

成 す る。

同時 に原 価 の検討 と価値 分 析(VA)が 行 なわ れ・必 要 な図面修正 が な され る。

最終的 には,ス タイ ルは完成 してい るが動 か な い車 と,動 くが スタイ ルは最終

案 では ない車 とが 作製 され,生 産販 売 を行 な うか どうかの決 定 がな され る。

㈲ 第二 次設計

第一 次試 作車 に よ る実 験結 果 が フ ィー ドバ ックされ,必 要 な修 正 がな され,正

規 設計 を経 て 第二次 試作 車 が で きる。

これ と並 行 して,外 注工場 に対 して も仕様書 や 仕様図 によ り設 計依頼 が な され,

設 計 図やサ ンプルが提 出 され る 。

(6)第 一次お よび第二 次生 産準 備
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第二次設計 と並行 して,生 産技術部門 では工程計画や設備計画が行なわれ,設

備や型 ・治工具の製作や発注が行 なわれる。

次いで,工 場で実 際の生産テス トが行 なわれ,最 後の図面修正がなされ る。ま

たこの頃 より発売準備が進め られる。

2.2.3情 報確保 の現状

新車種 の展開過程 において多数の社 内情報(展 開 プロセス自体 の中で)が 発生す

るが,そ の全ぼ うを述 べることは非常 に困難な作業である。

したが って,こ こでは初期計画 および第一次基本計画に必要 な情報について,と

くに外部情報に焦点をあてて述べ ることにす る。

2.2.3.1製 品企画に必要 な情報

製品企画に必要 な情報はぼ う大な数にのぼるが,大 ざ っぱに分類 してみ ると

(1)長 期経営計画 の体系内の情報

(2)長 期経営計画 の体系外の情報

となる。

(1)長 期経営計画の体系内の情報

需要予測 との関連 において決定される長期経営計画(利 益計画)の 一構成要

素である長期経営製品企画 と,長 期 生産計画,販 売計画な どの他 の個別経営計

画 との間には,活 溌 な情報 の交換が当然行なわれる。

そ して,こ れは常務会な ど上層部 の会議や話 し合いによ ってなされている。

(2)長 期経営計画 の体系外の情報

1)社 内情報

ア.生 産情報

生産能力,製 造技術 の水準な どの推移についての情報はつぎの販売情報

とともに,担 当部門の上層部間 の話 し合いによ り得 られる。

イ.販 売情報

販売能力(設 備,セ ールスマ ンな ど),販 売 チ ャネルに関する情報

ウ.品 質情報
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VA情 報,製 品の市場価値(評 価),ク レームな どに関する情報

工.R&D情 報

研究,開 発部門 の活動 に関す る情報

オ.実 験情報

力.コ ス ト情報

2)社 外情報(国 内,国 外)

ア,市 場動向

登録台数,保 有台数および他社 の製品に関する情報

イ.業 界動向

設備投資な ど他社 の企業活動に関する情報

ウ.技 術情報

自動車に関連する技術 の動向,特 許な ど工業所有権に関す る情報。

特許な どにっいては,専 門担当部門 との話 し合いによ り得 られる。また,

技術にっいては学者,学 会 な どか ら直接得られるものも多い。

エ.法 規,安 全公害規制

オ.税 制

力。仕 様

他社製品の仕様に関する情報

キ.社 会環境

生活形態 の変化,そ れに伴う人間心理の変化,道 路事情 の変化 な どに関

す る情報

製品企画業務の概要,情 報の種類お よび両者の結びつきを図示すれば第7図 の

通 りである。

また,使 用情報の概要は第8表 に記す通 りである。
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第8図 製品企画 と情報群 との関係
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一 一
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一 一
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命令書,業 務報告,実 験 報告 一
など

一

な ど

研究情報 R&D情 報 報 告 書 研 究 部 門 A A

一
一

テ クニ カル イ ン フ ォー メ ー シ ョ な ど
●

`
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ン(機 関誌)報 告書,連 絡会,

業務報告,実 験報告
一

一

経理情報 コス ト情報 報 告 書 経 理 部 門 A A



224情 報 確保 の問 題点

(1)海 外 の情報 が集 めに くい 。

海外 法規 ・ とくに主要 国 以外 の法規 を体 系 的 に集 め る ことに は大 きな困難 が あ

り,ま た各社 が それ ぞれ行 な うこ とは効率的 でな く,自 動 車 工業会 な どの活躍 に

まつ とこ ろ大 な る ものが あ る。海 外 の カタ ロ グ収 集 な どにつ いて も同様 の ことが

い え る。

(2)情 報 の磁気 テー プによ る供給

登録実 績 は よ うや く磁気 テー プに よ って供給 され るよ うに な ったが,こ の他 の

保有 台 数,生 産 台 数 な どや国産 自動 車諸元表 な ど自動 車 工業 会 よ り供給 をうけて

いる情報 の磁気 テ ープ化 を実 現 して もらい たい。 外国 の情 報 につ いて も同様 であ

るe

㈲ 自動車 各社 の共 同デ ー タバ ン クの設置

新聞,雑 誌,カ タ ログな ど公刊 され た資料 よ り得 られ る情 報 に つい ては,各 社

共 同 のデ ー タバ ン クを作 り,IRを 行 な うことが必 要 で ある 。

(4)官 庁 な .どか らの原始 デ ー タの供給

現 在公表 され てい る諸 統 計,白 書 な どは必 ず しも企業 が使 い易い 形に ま とめ ら

れてい ない 。企業 は さらに細部 の情 報 を必 要 とす る場合 が多 く,原 始 デー タをで

き るか ぎ り磁気 テ ー プに よ って提 供 して も らいたい 。

2・2・5製 品企画 に お け るEDPの 役割

製 品企画に は一 定 の理 論 や方式 は確立 されていな い よ うで あ る。製 品企画 こそは

企業 にお ける諸 活動 のなか で もも っとも創 造的業 務 の一 つ であ り,人 間 の思考 力や

創造 力 が中心 とな って い る業務 で あ る。

したが って製 品 企画 におけ るEDPの 役 割 は,比 較 的 定 型 化 ,標 準 化 の進 んだ

業務,た とえば生 産管 理業 務 にお け るそ れ とは 多少 性 格 を異 に し,あ くまで も脇役

的 であ る。

この よ うな特 色 は あ るが,製 品 企画 にお い てもっ ぎの2つ を中心 に,EDPの 活

用 は今後 もます ます 増 大す るで あろ う。
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(1)ぼ う大 な デー タを収集,分 析 し,タ イ ム リー な情 報提供 を行 な うため 。

(2)開 発期 間短縮 のた めの各種 テ クノ ロジー と結 び つ いたEDPの 活 用 の ため 。

では,今 後 の方 向の概略 を簡 単 に述 べ てみ る 。

ア 調 査,統 計資 料 の集計,分 析

す でに 相 当に活用 され てい るが,今 後 もさ らに増 大す るで あろ う。EDPで 処

理 す る ことに よ り集 計,分 析 の た めの時 間 の短縮 と,OR手 法 を使 った高度 な解

析 を行 な うこ とによ り,さ らに迅 速 適確 な情 報 の提 供 を実現 す る 。

.イ デ ータ ・バ ン クとIR

製 品企画 の ために は,製 品 企画 に関 す る情 報 のパ ン クIRをEDPで 行 な うこ

とが是 非 とも必 要 であ る。

車 の仕様 を例に考 え てみて も,世 界 に は数百種 類 の 自動車 が あ り,一 台 の 自動

車 は 一万 点 以上 の部 品 によ って構成 され てい る。 しか も,外 観 は変 わ らな くても

個 々の部 品 は常 に変化 してい る。.エ ンジンに つい て も排気 量 でみ た り,馬 力 でみ

た り,多 角的 な情 報 検索 が必 要 で ある 。 この ためには,人 手 に よる処理 は不 可能

で あ り,EDPの 活 用 が是 非 とも必要 で ある 。

ま た,実 験 室 や実験 機器 とEDPを ナ ン ライ ンで結 び,実 験 デ ー タな どの有 効

活 用 を図 るこ とが ます ます 必 要 にな ろ う。

な お,数 値 化 で きない情 報 につ い て はマ イ クロフ ィル ムの活 用 を考 え る必 要 が
4

あ り,と くに,マ イ クロフ ィルム とEDPの 結 び つ きに ついては十 分研 究 をす る

必要 が あろ う。

ウ 技 術計 算

製 品企 画 に は技術計 算 が つ きもの であ り,す でに各 設計者 は プ ログラム を自分

で組 み,セ ンターのEDPを 自由に使 って技 術計 算 を行 ない大 きな効果 をお さめて

い る。

今 後 は端末機 を設計 者 の横 にお き,EDPと 対話 しなが ら設計 をす る よ うにな

るで あ ろ う。

エ シ ミ ュレー シ ョン
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東 名高 速道路 の道路 状 況 をEDPに おぼ え させ,実 験 室の なか に再現 して走 行

状態 の テ ス トを行 な う。 この よ うな シ ミュレーシ ・ンによ って,実 験 の精度 向上

を図 る こ とも ます ます重 要 にな ろ う。

オ 自動 設計 とグラフ ィック'デ ィス プ レイ

三 次元 の世界 で ある クレイ ・モデ ルか らそ の投 影 図(線 図)を 書 き,こ れ をも

とに図面 を書 いて きた。 また線図 か らマ ス ターモ デル を作 り,人 間 の経験 と勘 に

よ って型 を作ってきた。従 来 は,こ れ らの業 務 の ために多 大 の工 数 と時 間 が必要 と

され た 。

今後 はAI)Tな どを利用 し,自 動設計 手 法 に よ りク レイ ・モ デル を計 測 して数

値 をEDPに おぼ え こませ,こ の数値 を も とに 自動製 図機 や自動型彫 機 に よ って

自動的 に図面 や型 を作 る。

ま た,グ ラフ ィ ック ・デ ィス プ レイ を用 い,デ ザイ ンの多角的 検討 を行 な う。

これ らに よ って開 発期 間の大 幅 な短 縮 が図 ちれ るこ と}こな ろ う。

力 日産計 画 と

開発期 間 を短 縮 し,同 時 に要 員の有 効活用 を図 るた め ・EDPを 用 いたPERT

な どに よ り日程計 画 と日程管理 を徹 底 して行 な う必 要 が ある。

キ 設計 手配

設計 が 行 なわれ図面 が 作成 される。 同時 に管理 資 料 として部 品表(Partslist,

Unitsheet)な ど)が 作成 され,こ れ らは一緒 にな って必 要部署 に配 布 さ れる。

しか し,す でに当社 にお け る部 品の管 理点 数 は20万 点 を超 えて お り,部 品変

更 が行 なわ れた場合,そ の都 度 メ ンテナ ンス しな けれ ばな らない 。 これ ら一連 の

設計 手配 業務 を人 手 で行 な うこ とは不 可能 であ り,EDPに よ る処理 が是 非 とも

必 要 で ある。

ク 設計 原価 追求 システ ム

車 の原 価 は部 品 の原価 の累積 で あ り,車 の原価低 減 は部 品 の原価低減 を通 じて

な され る。 このた め の活 動は製 品企画 の初期 の段階 か ら行 な うこ とが必要 で ある。

車 の 目標 原価 を ブレイ クダウ ン して部 品の 目標原 価 を設定 し,設 計 が終 わ る ご
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とに個 々の部 品 の見 積原価 を集 め て車 の見 積 原価 を作成 し,目 標原価 とチ ェ ック

す る。 この フ ィー ドバ ックを通 じて車 の 目標 原価 を達成 す る。 このた めには

EDPを 活用 す るこ とが 有効 で ある。

な お,こ れ と同時 に、 同様の考 え方,方 法 に よ って価値 分析 も行 な う。

(付)現 在 製 品企画 のた めに使 わ れて い るEDpは 下記 の通 りで あ る。

IBM18001セ ヅト

IB]M360/651セ ッ ト
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3.オ ペ レー シ ョナ ル 情 報

5.1組 立 工 場

3.1.1自 動 車産 業 にお ける生産 形態 の概 要

自動 車 産業 にお いて直接,物,金 に結 びつ い たオペ レー シ ・ナ ルな面 で の企 業活

動 は1ヵ 月あ るい はそ れ以内 のサ イ クルでほ ぼ安 定 に繰 返 えされ る。

一般的 な製 造工 業 の場 合 と同様
,販 売,技 術,生 産,購 買,財 務 経理 等 に大 別 さ

れ,そ れ ぞれ数 多 くの機 能 別業務 に分 類 され る。各業務 の遂 行に 伴 って,無 数 の情

報 が発生 し,伝 達 され る。現実 の業務 に伴?て 生 ず る個 々の情報 は複雑 多岐 にわ た

って お り全体 にわ た って詳細 な調 査 を行 な うこ とは量 的な困 難性 だけ で な く,必 ず

しも全体 像 の把握 に適 した方 法 とは い えな い 。 ここでは オペ レー シ ・ナ ルな業務 と

して典 型 的 であ り,ま た 自動 車工 業 の特徴 を端的 に示 してい る生産 面,と くに車 の

組立 工場 に 焦点を合 わせ,そ こにお け る各業 務の性 質 とそれ に関 連す る情 報 を調査

す る。

自動車 工 業は,一 般 に見 込生 産 形態 を とるといわれ る。製 品 お よび設 備 は,需 要予

測,市 場 動 向調 査等 によ り,予 め計 画 され設 定 されるが,実 際 の生 産 活動 は販売 あ

るい は顧 客 か らの注文 に よる場 合 が大 半 で,そ の意味 では純粋 な見込 生 産 とは いえ

ない 。

生産 形態 は,ベ ル トコンベ アー を中心 とした流 れ作業 に よる組立 生産 と,機 械加 工

や プ レスの よ うに断続 的 な ロ ット生 産 とが混 在 して い る。当社 の生産 分担 では車 の

組 立 工場 は前者 に属 し,ユ ニ ットお よび粗 材 工場 は 後者 の部 分 が多 い 。(図1)

各工 場 ・各 ライ ンは最終製 品 であ る車 の生 産に つなが って お り,ス ムー ズな同期

化 され た流 れ に よる大 量生 産 効果 に よ る生 産効率 の向上 をめ ざ してい る。

1つ の車 は約3,000点 の部 品 か らな って お り,部 品 の生 産,調 達,お よび ライ
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ンへ の適時,適 量 の供給 が生 産管 理 活動 の ポイ ン トに な る。

と くに外注 メー カか らの供給 は,点 数で約8割 、 コス ト面 で も6,7割 を占 め,

外注管 理 は原価管理 的 にも生 産管 理 上 か らも重 要性 が高 い 。

図1

CAR

1
粗

材

工

場

ユ ニ ッ ト工 場1

(エ ン ジ ン)

組

立

工

場

=
一

に ユ ニ ッ ト工場2

(車 軸)

●

　

に
ユ ニ ッ ト工 場3

己謬:∴ ン)
白

1 1

外 注 メ ー カ 群

近年,と くに乗用車において,需 要の多様化に対応 して多品種 の車 の短い納期で

の市場 への供給が要請 ざれてお り,大 量生産効果 を損なわず,在 庫の急増 をさけつ

っ,こ の相矛盾 した命題の調和が設計部門 を含めた生産管理活動の大きなテーマに

な っている。

乗 用車組立 工場 の生 産 工程 は一般 に図2の よ うな流 れ を もっ。 プ レス工程 は鋼板

か らボデ ィ等 のた めの パ ネ ル類 を打抜 く作業 で,典 型的 な ロ ッ ト生 産 形態 を とる。
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メ タル以降 は,コ ンベアー ライン を中心 と した流れ組 立生 産 が続 く。 メタ ル ライ ンは,

パ ネル類 か ら車 の ボデ ィを 溶接 し,構 成 す る作業 で,ド アー,フ ロアー等 のサ ブア

セ ンブ リーラ イ ンをも ってい る 。塗装 ライ ンは水 とぎ,下 塗 りをへて外部 塗色 を行

な う。塗装 工程 は,化 学 的 処理 で あ るた め,不 良等 に よ リライ ンの乱 れの原因 にな

りやす く,ま た投入 順 序 を工程 の条件 に合 わせ るた め,そ の前 後 に若 干 の ボデ ィプ

ー ルをもつ。塗装 を出 たボデ ィは,内 部 ぎ装,シ ャシー工程 をへ て,各 種 部品 を装

着 させ,車 と して完成 す る 。そ の後 テ ス トライ ンに おい て各種 テス トをへた後,営

業部門 に渡 され る。

図2組 立工場 の工程 の流 れ

営業部門

3.1.2業 務 の流 れ と情 報

当社 の 日常 の業務 の流 れ を,車 の組立 工 場 を中心 に眺 め る と2つ の流 れに大 別 さ

れ る。1つ は生 産準 備に 関 す る もので,1つ は実 際 の生 産活 動 に関す るもの であ る。

前 者は,自 動 車工 業 の製 品が予 め予 測 にも とづ き,企 画,設 定 され,そ れ を生産

す るた めの諸条 件 を準 備 す る。広 義 にい えば1つ の定常 的 な計画 業務 であ る。(図

3)

プ ラン ニン グ業 務 との関連 でみ る と,製 品企 画か らの製 品仕 様が,設 備計 画 に も

とつ く設備 条件 の中 で具体 的 な基 準 と して展 開 され る業 務 で あ る。 自動 車工業 にお

い て は,新 製 品 の展 開 だけ で な く,ほ とん ど日々相 当数 の製 品改善 のため の設計 変

更 が生 じてお り,そ れ に伴 う図2に 提示 した業 務 は オペ レー シ ョナ ルな もの と して,

ラ イン部署 で行 なわ れてい る 。

これ らの業務 は,情 報 の 設定,通 知が主 要 な機 能 であり,各 々の業務 の アウトプ ット
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図3生 産準備に関する業務の流れ と主要情報
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は基 準 値,原 単 位等 の形 で実 際 の生産 活動 の ベース として使 用 され る。情報 の設定

に あた って は,製 造技 術,生 産管 理技 術等 の諸知 識 が採 用 される 。

実 際の 生産 活動 に関す る情報 は,大 す し として は中期 の生産計 画 を基 準 と し,月

別 に販売 店 か らの受 注 で確定 し,こ れが生 産 の要素 で ある資材(部 品,原 材 料,工

具)お よび要 員の 調達計 画 とな って展 開 し,実 施 面 を通 して,納 期,数 量,品 質,

原 価の面 か ら チ ェ ック されて い く。

まず販売 店 か らの受 注に 当社 の短期 予測,お よび製 品在 庫 調整 等 を加味 した営業

部門 か らの生 産要 望 を出発点 として展開 され る(図4)。

月一度 の生 産 会議 に よ り,営 業 要望 の検討 が 行 なわ れ,先 行3ヵ 月 の車 種 別生産

計 画 が設 定 され る 。 これ が車 の組 立工場 ご とに 日々の生 産計画 に設 備条件,工 数 バ

ランス を考 慮 して分 解 され る。

この月次デ ェィリーの車 種 別 生 産 計 画 か ら,人 員が 算 出され調 達へ の手配 が され

る。 また,各 ユ ニ ッ ト工場 のユ ニ ッ ト計 画 の基 礎 と なる。(注1)

1ヵ 月の計画 は,旬 別 に販売 店 か ら色,オ プシ・ン等 を含 ん だディー テェィルな車 と

して正式 受 注 を受 け,最 終 的計 画 と して固 ま る。 この旬 別計画 に も とづ き部 品所要

量 が 求 め られ,納 入が指示 され,あ るい は内製 部 品 の製 造計 画 に展 開 され る。 さら

に コンベ アー ライ ンへの投入順 序 に分 解 され,現 場 のコ ン トロール ルー ムへ送 られ

る 。

この よ うな一連 の計画業 務 に も とづ き,部 品が調達 され,人 員が補 充 され る と生

産 が実 施に 移 され る。

実施 段階 の コ ン トロー ル業 務 と して,生 産 ライ ンの コ ン トロール(生 産指 示,コ

ンベ アー制御 ライ ンの整 流)と 部 品 の計画 通 りの タイ ム リーな ライ ンへ の供給 とい

った狭 義 の工程 管理 が即時,あ るいは 日のサ イ クルで フ ィー ドバ ック,ア クシ 。ン

と して とられ る。

生産 状 況 の監 査報 告資 料 と して は,個 々の計 画 との対比 が 中心 とな り,そ れに コ

ス ト,品 質,在 庫状 況,設 備 の稼 動 状 況,人 員の出 勤状 況等 が報 告 され ・次 の計画・

あ るいは 具体的 な ア クシ ・ンと して フ ィー ドバ ックされ る。
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図4生 産活動 に関する業務の流れ と情報
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(注1)こ こで の計画 は オペ レー シ ョナ ルな面 でのPLAN-DO-SEEの

PLANに あ たる定型 的計画 で,長 期計 画,あ るい は企画 とは異 なる。

3.1.3情 報 確保 の現 状

つぎに工場 の生産 活動 の各業務 の具体 的 イ ン プ ット,ア ウ トプ ッ トの情報 と・そ

の確保 状況 につ いて述 べ る。

3.1.3.1生 産 準備 段階

(1}部 品手配 業 務

設 計部門 か ら新車 の設 定 お よび設計 変更 の通 知 と図面 とを受 け,内 外製,工

程順 序,採 用時期 を決 め,各 部 署に手配 す る とともに実 際 の生産 に移す までの

各種 調整 をお こな う。

自動 車 は非 常 に多 数 の部品 か らな るた め,正 確 な部 品仕様 を維 持 す るために

EDPが 使 用 され てい る 。EDPで 維持 された部 品手配 マス ターフ ァイルは・

生産 管理 の中心 的 マス ター と して要求 量計 算,在 庫計 算,原 価計 算等 多 くの

EDPシ ステ ムに使 用 さ れる。

② 工程計 画

内製 部 品 の加 工 工程 お よび組 立順序 を決定 す る仕事 で,製 造技 術者 が行 ない.

主 と して新 車 展開時 に発 生する最適化 手法 を使 ってEDPに よる解 析がお こ

なわれてい るe

(31標 準時 間設 定

工程計 画 で設 定 した作 業単 位 に基 本的管 理基 準 で あ る標準 時 間 を測 定,決 定

す る。標 準時 間は 主 として時 間 測定 と要素時 間分 析に よ り決 め られ 「標 準時 間

マス ター 」として維持 されてい る。人 員計 算,原 価 管理.設 備能 力計 算等 の

EDPシ ス テ ムで使 用 され る。
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表1.1

＼

部品手配業務 のインプ ット,ア ウ トプ ット情報

作成 部署 情報源 ・作成方法 必 充
情 報 の 種 類 区 分 情報形態 ・情報名 情 報 量 要 足 摘 要

使 用 部署 使 用 方 法 度 度

設 計 情 報 イ ソ プ プ ト 図 面(1部 マ イ ク ロ フ ィ 設 計 部 A A

ル ム)

〃 〃 設計通知表A ρ A A 変更理由,採 用上
の注意等

〃 〃 設計通知表B 設 計 部 A A 部品番号,構 成等

(EDP)

〃 〃 設計通知テープ(M/T) 設 計 部 新車仕様説明会 A B

新 車 展 開 時 期 〃 非 定 型 技 術 部 A B

設 備-工 程 条 件 〃 " メーカ巡回 その他 B B

外 注 メ ー カ 情報 〃 ' 在庫管理 システムの B C 適時性,精 度 とも

ア ウ トプ ッ ト 不十分

旧 部 品 在 庫 〃 在 庫 管 理 表 生 産 課 設計手配 システムの B A (設 計通知表Bの
ア ウ トプ ッ ト 内容)

変 更 手 配 通 知 ア ウ トプ ット 部 品 計 画 表 社内各部署 設計通知表Bに 追記 A ム

〃- 〃 採 用 確 認 カ ー ド 生産 現場 5,000ベ ー ジ 部品表として使用 A A

〃
〃 部 品 計 画 表D 輸出 部門 10万 レ コー ド 上記のM/Tと して各シ ・A A

ステムで使 用

製 造 部 品 表 〃
ユ ニ ッ ト シ ー ト

" 採用の確認に使用 A A

ρ 〃 部品手配マ スター(M/T) ' ノ フクダ ウン輸出部門で A A

使用

購 入 請 求 β 発注原票(IBMカ ー ド) 購売 部門 A A
.



表1.2工 程 計 画 業 務 の イ ン プ ッ ト,ア ウ トプ ヅ ト情 報

～

】

ω
N

～

情 報 の 種 類 区 分
1

情報形態 ・帳票名
作成 部 署

情 報 量
情報源 ・作成方法 必

要
度

充
足
度
摘 要

使 用 部署 使 用 方 法

部 品構成 変更通知 イ ン プ ッ ト 部 品 計 画 表 生 産 課 部品手配システ ムよ り B A

部 品 構 成 表 〃 ユ ニ ッ ト シ ー ト 〃 〃 B A

設 計 情 報 〃 図 面 〃 A A

標 準 時 間 〃 工 程 時 間 表 杏 葉 課 〃 A A

設 備 条 件 〃 非 定 型 〃 A B ま と ま っ た も の で

は な い

計 画 台 数 〃 〃 〃 B B 〃

工程順 序使 用設備 〃 工 程 表 技 術 課 〃 B B

工程順序,使 用設備
使用工具

o

ア ウ トプ ッ ト 工 程 表 工場管理課
製 造 現 場

〃 B B

作 業 手 順 説 明 〃 作 業 指 導 表 製 造 現 場 作業者の説明 B B



表1、3標 準 時 間 設 定 の イ ン プ ヅ ト,ア ウ ト プ ッ ト情 報

情 報 の 種 類 区 分 情報形態 ・帳票名
作成 部署

情 報 量
情報源 ・作成方法 必

要
度

充
足
度
備 考

使 用 部署 使 用 方 法

作 業 条 件 イ ン プ ッ ト 作 業 票 査 業ii果 不 足 図面等から A A

標準時間(w.F) 〃
◎

w.fマ ス タ ー テ ー フ ル 〃 〃 実績 より修正 A A

余 裕 率 〃 余裕率テ ーブル 〃 〃 B A

工 程 の 概 要 〃 工 程 表 〃 〃 A A

標準時間,作 業条件
余 裕

アウ トプ ット 標 時 設 定 用 紙 各 部 署 〃 edpの 標時 マスターを
へて各業務に

A A

～

H

ω

ω

～



3.1.3.2計 画段階

(1)生 産 会議

次 月 以降3ヵ 月の営 業要望 を営 業 と生 産 の両部 門 が検討 し,調 整 し,車 種 別

生産 計 画 と して オ ー ソライ ズす る会 議 で ある 。工 場業務 で は ない が,こ こで決

定 され た計画 はオ ペ レー シ ・ナ ル な生産 活動 の出 発点 とな る 。会議 は営業 か ら

の要望 数値 を基礎 と し,中 期 生産 計 画,前 月計 画 の次 月分,設 備 条件,人 員体

制 お よ び製 品在 庫状 況等 に よ り検討,調 整 される。営 業お よび生産 の関 係部 課

長 が出席 す る。

(2)月 間 日別生産計 画

生 産会議 での車種 別 の生産計 画 が,受 注 情報 に よ り塗色,仕 様 に分解 さ れ,

EDPの 受 注 システ ムを通 じ生産 依頼 テ ープ とな る。 これ を製 造工 程 条件等 に

よ り,日 別 の生産計画 に分解 す る.作 成 はEDPシ ス テムに よ り行 な う。

アウトプット の ス ケ ジ ュール テー プは営 業部 門 の船 積計 画 システ ム,ユ ニ ッ ト

工場 の ユ ニ ットスケジュー リングシス テ ムおよび組立 工場 の次項 以 下 の計 画業務

に使 用 され る。

10日 に1度,受 注情 報 に よ り更新 され る。

(3、 投入 順序計 画

自動車 の組立 ライ ンは,複 数 の車種 を同一 ライ ンで混 合 して生 産 す る。 ライ ン

作業 の円滑 化,効 率 化 の ため に工程 条 件 と工 数バ ランス を考 慮 して,最 適 な ラ

イ ンへ の投 入順 序 を決 め る こ とが 必要 とな る。

この仕事 は,3日 ご とに最 新 の ス ケ ジ ・t・.一一ルテー プか ら,EDPシ ステ ムで

自動 的 に行 な う。

生 産車1台1台 に対応 す る 「ア セ ン ブ リーオー ダー カー ド 」に順 序ndを 加

えて ア ウ トプ ッ トされ ライ ンの コン トロー ルを行 な う中央 コン トロール ルー ム

に送 られる 。
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表21生 産 会 議 の イ ン プ ッ ト,ア ウ ト プ ッ ト情 報

情 報 の 種 類 区 分 情報形態 帳 票名
作成 部署

情 報 量
情報源 ・作成方法 必

要
度

充
足
度
備 考

使 用 部署 使 用 方 法

期 間月別生産計画 イ ン プ ッ ト 年間 生産計醸 生産管理部
常 務 会

数 頁 需要予測販売実績等販売
店出荷要望

A A

営 業 要 望 国内
輸出

〃 会 議 資 料 車 両 部 30頁 短期予測.在 庫前月計画 A A

車両在庫情報(社 内) 〃 〃 EDP車 両部

'

〃 現品票→生産出荷在庫月
報

B B 時 期 が タイ ム リー

で な い 。

〃(販 売店) 〃 〃 EDP→ 車

両部

〃 (生 産 →登録→社 内在庫)

に よる。

B B 精度が十分でない。

生 産 実 績 〃 〃 EDP→ 生

産管理部

〃 現品票→生産出荷在庫月
報

C B 時 期 が タ イ ム リー

で な い 。

前 月 計 画 〃 〃 生産管理部 〃 前 月 の 「マ ス タ ー ス ケ ジ
ュー ル 潴1」

B

、

B 傾向値がない。

設 備 条 件 〃 非 定 型 工 場 B C 計量的基礎に乏 し
いo

要 員 条 件 〃 " 〃 台 当 り工数,出 勤率等 B B

車 種 切 換 時 期 〃 〃 新車仕様説明会 B B

設 計 変 更 情 報 〃 〃 工 場 C C ま と ま った もの は

ない 。

稼 動 日,稼 動時間 〃 年間休日協定 A A

× × 月 生 産計 画

〃

ア ウ トプ ット × × 月 産計 画 表

一

マスター スケジ ュール孤1

常 務 会

社内各部署

数 頁

30頁

経営資料

各種計画 の基礎 となる。

A A



表2.2月 間 日 別 生 産 計 画 の イ ン プ ッ ト,ア ウ トプ プ ト情 報

～

一
ω
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～

情 報 の 種 類 区 分 情報形態 ・帳票名
作成 部 署

,

情 報 量
情報源 ・作成方法 必

要
度

充
足
度
備 考

使用都 署 使 用 方 法

営 業 部 門 オーダー イ ン プ ッ ト 生産 依頼テープ(国 内) 車両部EDP 販売店注文+在 庫調整 A A 磁気テープ

輸 出 部 門 オーダー 〃 生産依頼テープ(輸 出) 輸 出 部 海外販売店注文 A A 〃

特 殊 車 の オ ーダー 〃 車両製作依頼書 特殊車受注
]

C A

納 期 指 定 〃 調整→納期 指定カー ド 生 産 課 約100枚 特に納期を指定するもの C A

〃 〃 仕様転換 テーブル 〃 300枚 A A

稼 動 日,稼 動時間 カ ー ド 〃 2枚 年 間休 日協定

月間 ・組合 との接渉

A A

ス ケ ジ ュ ー ル ・テ ー プ 工場営業部
門

出荷計画,ユ ニ ット計画

部品納入計画等 のEDP
で使 用

磁気テープ

詳 細 な 生産計 画 アウ トプ ット 車両生産手配 リス ト 工場 各 部

塗 色 別 生産 計画 〃 カ ラ ー ス ケ ジ ュー ル 塗装 部門 塗料の要求等

輸 出 車 生産計 画 〃 仕向地別計画表 輸 出 部 門 配船計画等

車 種 別 生産計 画 〃 マスタース ケジュール茄1 社内各部署 材料要求書



表23投 入順序計画のインプ ット,ア ウ トプ ット情報

～

一
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N

～

情 報 ・の 種 類 区 分 情報形態 ・帳票名
作成 部署

情 報 量
情報源 ・作成 方法 必

要
度

充
足
度
備 考

使 用 部署 使 用 方 法

生 産 計 画 イ ン プ ッ ト ス ケ ジ ュー ル テ ー プ EDP 生産計画システム車両在

庫に使用

A A 磁気テープ

各生産車の仕様情報 ア ウ トプ アト ア ッ セ ン ブ リ ー ・オ ー

ダ ー ・カ ー ド

コ ン ト ロ ー

ル ル ー ム

3万 枚/月 ラインコントロール及び

車両在庫に使用

B A IBMカ ー ド

各生産車の仕様と投
入順序

.

〃
ア クチ ュア ル ス ケ ジ

ュー ル リス ト

〃 1,500頁/月 ラ イ ン コ ン トロー ル B A

各生産車の仕様情報 〃 車両 タグ 〃 3万 枚/月 メタルラインの生産指示

に使用
A A

〃 タ ア ク チ.ア ル ス ケ ジ'

ユー ル テ ー プ
EDP 3万 レコード/月 車両在庫 システムで使用 A A 磁気テープ



(4)納 入計 画

外注 部品 の納 入計画 は,ま ず ス ケジ ュールテ ープ を旬間 で,部 品手 配 システ

ムよ りの部 品表 で展開 し,要 求 量 を算出す る。 これ に リー ドタ イム を と り,在

庫 調整 を行 ない,納 入 ロ ッ トに ま とめて,納 入票 としてア ウ トプ ッ トす る。

納入 票 は,メ ー カ,部 品 番号,納 入 月 日,納 入数,納 入場 所,検 査 方式 等が

パ ンチ され,メ ー カは納 入票 に従 い納入 を行 な う。

ま た,月1回 先 行3ヵ 月 の納 入計 画 数 を算 出 し,外 注 メー カの生産 準 備 のた

め に発 行す る。

納 入計 画 の業 務 はEDPシ ス テ ムに よ り自動的 に行 なわれて いる 。

㈲ 人 員計 算

標 準時 間 と生 産台 数 とか ら必 要 工 数 を算 出 し,そ れ を作業 シ ・ップご との所

要 人 員に転換 す る。

EDPか らの所 要人 員 を現場 の状 況か ら若 干の調整 を行 ない労務 人 員の補充,

転 換 お よび残業 計 画の基礎 資料 とす る 。

近年,労 働 力 の逼迫傾 向 が強 く,計 量 的基 礎 に も とつ く人 員計 算 は,生 産管

理上 重 要 な問題 とな りつつ あ る。

(6)プ レス部 品 ス ケジ ュー ル

組 立工 場 の内製 部品 は,主 と して プ レス部 品 であ る。生 産は典 型 的 な ロ ッ ト

生産 形態 を とる。

生 産計 画,部 品表 か ら求 め られた プ レス部 品 の所 要量 を納期,在 庫,人 員,

在 庫 スペー ス等 の条件 の も とに,プ レス ライ ンご とに割 りつけ る。

月2回 の タ ク トに よ り,EDPに よ りス ケジ ュー リン グされた 日程 表 は,現

場 の作業 お よび進 捗管理 に使 用 され る。
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表24部 品納入のインプ ット,ア ウトプット情報

情 報 の 種 類 区 分 情報形態 ・帳票名

作 成 部署
情 報 量

情報源 ・作成方法 必
要
度

充
足
度
備 考

使 用 部 署 使 用 方 法

生 産 計 画 イ ン プ.ッ ト マスター ・スケジ ュール 斑1 生産管理部 30頁 生産会議の結果 A A

〃 〃 ス ケ ジ ュー ル テ ー プ

(M/T)

生 産 課 生産計画システムの

(アウトプット)

A A

製 品 部 品 構 成 〃 バーツセー ジ ・フ ァイル ・

(M/T)

〃 5000レ コー ド 部品手配M/Fよ り作成 A A

納 入 諸 元 " パ ー ト ・フ ァイ ル

(M/T)

〃 4000レ コー ド A B 納 入 ロ ッ ト,リ ー

ドタ イ ム等

〃 〃 購 買マスター(M/T) 購 買 部 20000レ コー ド 購買システ ムよ り A A メーカ名,併 注配

分率等

例 外 情 報 〃 調整 カー ド 生 産 課

一

2000枚/月 不良その他の調整 B B

在 庫 情 報 〃 パ ー ト ・フ ァイ ル " 4000レ コー ド 在庫管理システ ムよ り A B 精度が十分でない

納 入 指 示 通 知 ア ウトプ ブト 納入票(エBMカ ー ド) 外注 メーカ 10万 枚/月 A

" 〃 検査票一受付票 〃 〃 検収処理に使用 A

〃 納入指示明細表 〃 5000頁/月 A

納 入 管 理 " 納入日程表 生 産 課 600頁/月 A

ρ 納入管理 テープ EDP 10万 レ コー ド 未納管理 システムで使用 A

3ヵ 月 発 注 通 知 〃 3カ 月発注 リス ト 購買→外注
メーカ

1,500頁/月



表25人 員計算のインプフト,ア ウトプット情報

　
卜
O

情 報 の 種 類 区 分 情報形態 ・帳票名
作成 部署

情 報 量
情報源 ・作成方法 必

要
度

充
足
度
備 ・ 考

使 用 部署 使 用 方 法

生 産 計 画 イ ン プ ッ ト マ スター ・スケ ジュール石1 生産管理部 5ペ ー ジ A A

作 業 標 準 時 間 " 標準時間マスタ=(M/T) 技 術 課 10,000レ コー ド A A

部 品 構 成 " パー ツ セー シ ・フ ァイ ル 生 産 課 A A

出 勤 状 況 ' 諸 元表

(能 率,直 接率,出 勤率)

人 事 課 2ペ ー ジ B A

稼 動 時 間 〃 動時間表 生 産 課 1ペ ー ジ A A

次 月 要 求 量
所 要 工 数

アウ トプ プト 所要工数表 製 造 部 100ペ ー ジ
・

A A

次 月,所 要 人 員 〃 次月所要人員表 各 部 署 10ペ ー ジ 人事,生 産,製 造各部署 A A

3ヵ 月 人 員計 画 〃 3ヵ 月所要人員計画表 " 10べ 一・ジ 〃 A A



表26プ レス 部 品 ス ケ ジ ュー ル の イ ン プ ッ ト,ア ウ ト プ ッ ト情 報

～

」

』

一

情 報 の 種 類 区 分 情報形態 ・帳票名
作成 部署

情 報 量
情報源 ・作成方法 必

要
度

充
足
度
備 考

使 用 部 署 使 用 方 法

生 産 計 画 イ ン プ ッ ト マス ター ・スケジ ュール 面1 生産管理部 30頁 生産会議から A A

部 品 表 〃 プ レス マ ス タ ー(M/]1り 生 産 課 200レ コ ー ド 部品手配から A A

部品酬 籠鱒 〃 〃 〃 〃 工程表等から A A

在 籍 人 員 〃 パ ラ メ ー タ ー カ ー ド 〃 1枚/月 A A

使 用 ス ペ ー ス 〃 " 〃 1枚/月 B A

在 庫 量 〃 在庫テープ 〃 200レ コ ー ド 在庫計算 システムか ら A B 精度が完全ではな
い

ア ウトプ ット 製造日程表 生 産 課
圧 造 課

進捗管理,原 材料要求 A A

〃 納期 リス ト 圧 造 課 進捗管理 A A



3.1.3.3生 産実 施段階

(1)ラ イ ン コン トロール

生産実 施段階 の生 産 ライ ンの コ ン トロールは,工 場現 場 の中央 コン トロー ル

ル ー ムが行 な う。

そ の主 たる機 能は,

ア 投 入順序 計画 に も とつ く製 造 指示 あ るいは部 品 の組 付指 示(カ ー ドよ りテ

レ送 信 によ りライ ンサ イ ドへ)

イ 同 じ くユニ ッ トの供 給指示

ウ ライ ン状況 を把 握 し,ボ デ ィー ・プール や ライ ンス ピー ドに よ り,ラ イ ンの

乱 れ を整流 す る。

工 部 品欠 品状況 を把握 し,当 該車 の投 入 を停 止す る。

オ ボデ ィー ・プー ル を使 って,工 程 間 の条件 の ちがい を調整 し,各 工程 に 適 し

た投 入順序 に組 みか える 。

これ らの業 務 は,調 査対 象 工場 で は,カ ー ド,フ レキ ソライ ター,テ レ タ

イ プ等 を使 用 してい るが,リ アル タイ ムの コ ンピ ュー タアプ リケ ー シ ・ンの

好適 な対 象 とな ってい る 。

(2)部 品進行業 務

組立 工場 の工程管 理 で は,前 項 の ラ イ ンコン トロール と ともに 部品 の現 品 を

管理 し,そ れ をラ イ ンへ適時 に供給 して い く仕 事 があ る。

基 本的 には,納 入 部 品 はほ とん ど直 ちに現場 の ライ ンサ イ ドに供 給 され るが,

作業 としては フォー ク リフ トの パ トロールに よ り,部 品補 充 をお こな う場合 と

予 め供給 ダイ ヤ を組 ん で行 な う場合 とが ある。

(3、 設備 保全計 画 と保 全

組 立工場 では,工 場 全体 の一貫 した円滑 な流 れ に よ る効率 の向上 をめ ざ して

いるか ら,一 部 の設備故 障 は全体 の大 きな乱 れの 原因 とな る 。それ故,統 計的

基 礎 に も とつ いた計 画 的 な保全 作 業が 重要 で あ る。予 め設定 され てい る原 単位

に もとつ く保 全計 画表 の作成がEDPシ ス テムに よ り行 なわ れて い る。
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表3.1ラ イ ン コ ン ト ロー ル の イ ン プ ッ ト,ア ウ トプ ッ ト情 報

～

一
』

ω

～

情 報 の 種 類 区 分 情報形態 ・帳票名
作 成 部 署

情 報 量
情報源 ・作成方法 必

要
度

充
足
度
備 考

使 用 部署 使 用 方 法

各生産車の仕様情報 イ ン プ ヅ ト アセ ンブ リーオーダーカー ド 生 産 課

(EDP)

3万 枚/月
投入順序計画より

A A

各生産車の仕様と投
入順序

〃 アクヂーアル ・スケジ ュール

リス ト

〃 1,500頁/月 〃 A A

ボ デ ィー プール の 状 況 〃 ランプ表示 現 場 現 場か らのイ ンプットで

更新

A A

部 品 欠 品 の状 況 〃 非 定 型 現場からの電話連絡 A C 適 時性,精 度共不'

充 分

工 程 進 行 状 況 〃 カー ド状況 現 場か らのインプットで
カー ドを移動 して把握

B A

組 付 指 示
o

ア ウ トプ ッ ト 製造 タグ 現 場 車 に添付 して,作 業者 へ

の指示

テ レ送信で ライン

サ イ ドへ

ユ ニ フ ト供給 指示 〃 〃 β 作業者への指示 〃

生 産 実 績 〃 紙 テープ 生 産 課(
EDP).

3万 レコー ド/月 生産状況表

車両 カー ド 車 両 部

(EDP)

～3万 枚/月 車両在庫把握に使用

現品票(帳 票) 車 両 部 3万枚/月 〃 に使用

ラ イ ン ス ピ ー ド メ ー タ ー コ ン ベ ア ー ラ イ ンの ス ピ

ー ド調 節



表3.2設 備 保 全 イ ン プ ッ ト,ア ウ トプ ッ ト情 報

～

声

心

ふ

～

情 報 の 種 類 区 分 情報形態 ・帳票名
作 業 部 署

使 用 部 署
情 報 量

情報源 ・作成方法

使 用 方 法

必 充
要 足
度 度

備 考

計画的
点検(交換)作業状況

イ ン プ ッ ト 点検(交 換)作 業票 工 務 課 10,000レ コー ド AA

突 発 故 障 ・修 理 〃 保全作業記録票 〃 500レ コー ド AA

発生 ア ウ トプット 修理実績集計表 〃

勤務 別修理実績 〃 〃 〃 111ペ ー ジ

部位 〃 〃 〃

点 検(交 換)部 位 イ ン プ ッ ト

点 検(交 換)サ イクル 〃 保 全 マ ス タ ー 工 務 課 25,000レ コー ド 実績値より修正 AB
.

点検(交換)作 業指示 ア ウ トプ ット 点検(交 換)作 業量 〃 10,000レ コー ド

作 業 計 画 一 覧 〃 作業一覧表 〃 150ペ ー ジ
-



3.1.3.4監 査段 階

(1)納 入管 理

納入計 画 で の納 入票 に対 応 す る納 入管理 テ ー プ と受 入 され た納 入票 の差 が,

未 納 日報 としてデェィリーにEDPに よりアウトプットされ,前 記部 品進 行業 務で使 用

される 。ま た,未 納に不 良異数 等 を加えた納入 状 況 が,月1回 解 析 され メー カ

等 に対す る管 理 ア クシ ・ンに な る。

(2)生 産進 捗 管理

中央 コン トロー ルノレー ムで収集 され た各車 ご との完成通 知 は計画 と結 びつ け

られ,デ ェィリー に生産 の進 み遅 れが とらえ られ る 。また,車 の完 成 デ ー タは,

部 品在 庫計 算,原 価 計算 等 に磁気 テ ー プと して使 用 され る。

(31部 品在庫 管理

各種 の部 品の 移動 情報 をEDPで 月2回 処理 して,実 在庫 を把握 し,そ れ を

納 入計 画,プ レス ス ケジ ュー リング等 に フ ィー ドバ ックして 使用 し,ま た,経

理 資料 とな る 。基 本的に 部 品 の移動 は入庫 のみ を とらえ,出 庫 は車 あ るいは親

部品 の実 績 を部 品表 に よ り逆 展開 す る こ とに よ って と らえる 。出庫 は原価計 算

の材 料実 原価 と して標準 原 価 との対 比,解 析が 行 なわれ る。

生 産管 理 的 には未 だ十 分 の精度,タ イ ム リーネ スを もつ にい た ってい な い。

(4)品 質管 理

品質 不 良状 況 は,外 注 品,チ ェ ックシー トに よ る工程 不 良,お よび ユーザか

らの クレー ム統 計等 に よ って与 え られ,具 体的 な技 術的対 策 が とられ る。

そ の他,現 場 の課単位 にQCサ ー クルが編成 され,各 工程 ご との管 理 図等 に

よ る コン トロー ルが行 なわ れ てい る。

㈲ 原価管 理

期首 に本社 で作成 され る標 準 原価 と現場 の 各シ ・ ップ別 の出来 高,発 生 費 用,

投 入 工数等 か ら求 め られ た実 績原 価 が比較 報告 され る。
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表41納 入 管理 インプヅト,ア ウトプ ット情報-

11二

ま
～

情 報 の 種 類 区 分 情報形態 ・帳票名
作成 部 署

情 報 量
情報源 ・作成方法 必

要
度

充
足
度
備 考

使 用 部 署 使 用 方 法

受 入 情 報
o

イ ン プ ッ ト 納入票(カ ー ド) EDP→

メ ー カ

納入計 画システムより A A

不 良 情 報 " 検 査 票 検 査 部

.

B B

納 入 指 示 情 報 〃 納入管理 テープ 生 産 課

(EDP)

A A

ア ウ トプ ット 未 納 日 報

受 付 台 帳

納入 状況表

納入状況テープ

生 産 課

(EDP)

〃

〃

購 買 部

(EDP)

20頁/日

50頁/日

100頁/月

納入進歩 に使用

納入チ ェック調査 資料

管理資料

購買 システムでメーカ

評価の一部に使用

＼

ー

＼

'



表4.2部 品,在 庫 管 理 イ ン プ ッ ト,ア ウ トプ ッ ト情 報

一

』

『

情 報 の 種 類
区

区 分 情報形態 ・帳票名
作成 部署

晴 見
情報源 ・作成方法 必 充

分 使用 部署
報 里

使 用 方 法
要
度
足
度

備 考 .

移 動 情 報 イ ン プ ッ ト 納 入 票 生 産ii果 10万 レコー ド/ 納入計画 システ ムよ り A A

(外 注 品受入) 月

〃 〃 検 査 票 検 査 部 A B 精度完全で ない。
(外 注品不良)

〃 〃 送 達 票(伝 票) 生 産 課 A B 〃

(他 工 場 との出入) 他 工 場

・" 〃 仕 損 品 票(〃) 現 場 A B 〃

(工 程 不良)

〃 〃 支 給 票 〃 プ レ パ ン チ カ ー ドの 記 入 A B

(他 社 への支給)
4

〃 〃 出 庫 票(伝 票) 〃 A B
,

(サ ー ビス部及び例

外出庫)

〃 〃 移 動 票 〃 プ レ パ ン チ カ ー ドの言己入 A A

'

(内鍵部品出来高)

生 産 実 績 〃 紙 テ ー プ コ ン ト ロ ー A A

ル ル ー ム
.

部 品 構 成 〃 !一 ト ・ユ ーセ ッジ フ ァイ ル 生 産 課 A B 精度完全でない。

標 準 原 価 〃 予定単価 テープ 経 理 部 B B 未設定部品あり
(EDP)

o

アウ トプ ット 在庫管理表
経部 部門

生 産 課
1,000頁/月 生産課,経 理の管理資料

〃 入出庫明細表 生 産 課 5,000頁/月 調査資料
一 '

〃 勘定別 人出庫明細表 経理 部門 500頁/月 経理処理に使用



表4.3品 質 管 理 の イ ン プ ッ ト,ア ウ トプ ッ ト情 報

～

一

』
。。

～

作成 部署 情報源 ・作成方法 必 充
、

情 報 の 種 類 区 分 情報形態 ・帳票名 情 報 量 要 足 備 考
使 用 部署 使 用 方 法 度 度

不良内容(外 注品) イ ン プ ッ ト 不 良 速 報 検 査 部 850枚/月 不良発生の報告書 A A

〃(製 品) 〃 チ ェ ッ ク シ ー ト 〃 3万 枚
.

車ごとにつけて流 される A A

・

クレーム状況報告書 営 業 30瓦 A B

工 程 不 良 〃 非 完 型 B B

アウ トプ ット 品 質 月 報 工 場 長 数 頁 管理資料
そ の 他

管 理 図 現 場 現場のOC
技 術 課 活動の一



表44原 価管理 のインプ ット情報

一
』

"⊃

情 報 の 種 類 区 分 情報形態 ・帳票名
作成 部 署

情 報 量
情報源 ・作成方法 必

要
度

充
足
度
備 考

使 用 部 署 使 用 方 法'

生産実績(車 部品) イ ン プ ヅ ト 紙 テープ 移動票 コ ン ト ロー

ル ル ー ム

現 場

3万 点/月 A A

投 入 工 数 〃 実働時間 報告日報 現 場 「 2,000枚/月 現場の組長が作成 A A

発 生 費 用 〃 費 用 伝 票 各 部 署 2,000枚/月 発生単位に作成 A A

一

標 準 時 間 〃 標準 マス ター(M/P) 技 術 課

(EDP)

B A

不 良 報 告 〃

〔

移動票,検 査票 500枚/月 検査部門 A A

標 準 原 価
,

〃 原価マスター(M/T) 本社 経理 4万 レ コー ド 本社原価システムよ り B A

部 品 表 〃 部品手配 マスター
(M/T)

10万 レ コー ド 部品手配 A A



3.1.4オ ペ レー シ ョナルな情報 処理 とEDP

オペ レーシ ョナル情 報 の特徴 と してお お よそ次 の よ うな点が あげ られ る。

① 定型 的 な場 合 が多 い。

② 反復性 のあ る場合が 多 い。

③ 情 報 の種 類 は限 られて い るが,量 が 多 い。

④ 正 確性 が 要求 される。

⑤ 迅速 性 が 要求 さ れる。

⑥ 情 報 処理方式 は明確 であ る。

⑦ 社 内充 足度 が 高 い。

こqよ うな諸特 徴 は,い ず れ もEDPに よる処理 に適 してお り,そ の た め,各 業

務 のEDP化 は相当 進 んで い る。調 査 の対 象 と した組立 工場 にお いて もEDPな し

には生産 活 動 は不 可能で あ る。

EDPの 役割 と今 後 の方 向 につ い ては,第 一に オペ レー シ ・ナ ルな業 務,と くに

物 と結 びつい た生 産管 理業 務 にお い てのEDPの 使い 方 は情 報 の 処理 と提 供 とい っ

た役割 で な く,ル ー テ ィンな決 定機 構 を内蔵 した業 務 の 自動 処理 をめ ざ してい く必

要が あ ろ う。

その 場 合,人 間 の役割 は 、

(D企 画,お よび高度 な意思 決 定

(2)処 理 システ ムの設計

(31基 準値 の設 定

(4)ト ラザ ア クシ ョンデ ー タのイ ン プ ッ ト

(5)EDPで モ ニ タ リングされ た例外情 報 によ るア クシ ・ン

(6)現 場 の作業

等 に なろ う。((31,(4),は,あ る程 度 の日動化が 可能 で あ る。)

第2の 方 向 と して,上 の よ うな業 務 プ ロセス の自動 化 を進 め る場合,相 当部分 の

業 務 をオ ンライ ン リアル タイ ム化す る必 要 が あ る。時 々刻 々変化 す る生 産状 況 を計

画 に フ ィー ドバ ・ク し,指 示 す るた めで あ る.現 在,パ ・チ業務 で あ るた めに有 効
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に使用 出来 ない情報 が多 い 。(例 えば在 庫情 報,品 質管理情 報)

現在,オ ンライ ンリアル タイ ムの適 用 に は,コ ンピ ュー タシ ステ ム開発 に 多額 の

費 用 が かか るが,将 来 ハー ドウエアの相対 的値 下 りとシステ ム'開発 技 術 の蓄 積 が リ

ア ルタイム化 を実 現 してい くであ ろ う。

第3に シス テムの統合 化,と くに組立 工場 において は営業 の受 注 シス テ ム との統

合化 が重 要 なテ'一マであ る。工場 内 の効 率化 だ け をめ ざすので は な く,市 場 の多様

化,迅 速 な動 きに対 応 で きる シス テム と して構 成 していか なけれ ば な らな い。

さ らに,工 場 の各 フ ァイル を統合 化 した プ ラ ンニン グ情報 としての本社 レベルの

情 報 システ ムへ の構 想 が考 え られ る。
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4.ま と め

今 後の情報 処理 に お け る問題 点,と くにEDPを 中心 と した問 題 につ いて は,各 車

に お いて述 べた が,最 後 に ま とめ と して,企 業 外情 報 の確保 に おけ る今後 の方向 につ

いて述 べ てみ たい 。

(1)各 官公 庁 が発 表 す る統 計 資料 はマ ク ロ情 報 に片寄 りす ぎ てい る。 同一 対象 を扱 い

なが ら官 公庁 が異 な る と,分 類 方法 や コー ドが 異 な るな ど各 企業 が官 公庁 か ら提 供

され る情 報 を使 用す る際 の大 きな障 害に な ってい る 。

もちろ ん,各 企業 が原始 デー タか ら再収 集 を行 な うこ とは 国家 的見 地 か らみ て得

策 でな い。

今後 は未 公表 デ ー タの提 供 を図 る と ともに,単 に官庁 の行政 目的 に とどま らず,

広 く各 企業 の要 望 を加味 した情 報収 集,提 供 の実現 を早急 に 図 って も らいたい 。

このた めに は,各 企業 が必 要 とす る外部 情報 につ いて調査 を行 な うと ともに ,分

類方 法,コ ー ドの統 一 な ど地 道 な努 力 を行 な うことが必 要 であ る こ とは もちろんで

あ る。

(2)統 計 手法 にお いて もサ ンプル特 性 を母 集 団特性 に も どして補完 した り,時 系 列的

に異時 点資 料 を修正 加工 した りす る こ とが統 一的 に行 なわれ ていな い 。その ために,

一般 に情報 間 の有機 的結 びつ きが 少 な く
,全 体 の中 で の位 置 づけ が明確 化 され てい

ない の で,利 用 上 しば しば混 乱が生 じてい る。

す くな く とも・推定 方 法や 加工技 術 につ いて は,国 家的 規模 で レベ リン グを行 な

うこ とが必要 であ ろ う。

上 記 はいず れ も,官 民 一体 とな った地 道 な努 力が 必要 な こ とは もちろんで あるが,

(財)日 本情報 処理 開発 セ ンターな どが推進 に 当 って強力 な役 割 を演 じなければ な ら

ず,ま た演 じる こ とが強 く要 望 され る。

(31国 内情 報 につ い ては もち ろんであ るが,と くに海 外情報 の収 集 に は各社 ともぼ う
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大 な エネルギ ー を使 ってい る。

日動 車業 界 に おい ても,海 外 カ タ ログ,各 種 法規,規 制な どの収 集 を各社 がそ れ

ぞれ行 な って いる のが現状 で あ る。

少 な くとも公表 され る情 報 の収 集 は共 同の機 関 を通 じて行 な う こ とが 国民経 済 的

見地 か らみ て必 要 で あろ う。

上 記 のため には,自 動車 工業会 が その役 割 を果 そ うと努力 を してい るが,未 だ完

全 とはい えな いのが現 状 で ある 。

また,上 記 のよ うな要望 は単に 自動 車業 界 に止 ま らず,他 業 界 にお いて も程度 の

差 こそ あ れ,共 通 の もの と考 え られ る。

した が って.海 外情 報収 集の た めの国家的 規 模 で の共 同の機 関 の確 立 が望 まれ る

と ころで あ り,関 係 官庁 の積 極的 指導 と,関 係 諸機 関 の積極 的 な活躍 をま つ ところ

が大 きい 。

(4)す で に各官 公庁,企 業 にお いて内部情 報 の 処理 にはEDPが 相 当 に活用 され るよ

うに な って き てお り,日 な らず してEDPが 過 半 を占め るであ ろ う。 しか し官公庁

と企業 の間,企 業 間 の情報 の交換 は 旧態 依 然 と して治 り,著 しく情 報 処理 の 効率 を

低 下 させ てお り,一 日も早 く磁気 テー プな どに よ る情 報交換 を実 現 した い 。そ の第

一`歩 として 官公庁 な どが発表 す る統計 資料 な どの磁気 テ ープによ る提 供 を早急 に実

現 す べ きで あ る。

ま た,EDPに よ るデー タ ・パ ン クやIRが 今後 ます ます増大 す るで あ ろ う。今

回 の調査 に おい て も,た とえ ば製 品企 画 にお け る車 の仕 様情 報 な ど,早 急 にそ の実

現 が望 まれ てい る ものが多 い 。車 の仕 様 につ い ては も ちろん であ るが.各 官公 庁,

企業 が開発 しよ う と してい るデー タ ・バ ン クに は多 くの 共通部 分 が ある はず で あ り,

これ ら を個 別 に行 な うこ とが不経 済 で あ るこ とは何 人 も認 め る と ころで あろ う。す

な わち,国 家 的規模 で のデー タ ・バ ンクの確立 が必要 とされ る所 以 であ り,こ の点

にお い て も一 企業 と して,関 係官庁,(財)日 本 情報 処理 開発 セ ンター な どに望 む と

こ ろ大 な る ものが あ る。
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1.調 査 の ね らい

1.1調 査 対 象選択 の理 由

経 済社 会環 境 の変 化 とともに,総 合商 社の機能 は漸 次変 わ りつ つあ る 。経 済 の高度成

長時 代 にお いては,企 業 間 の信用 を高 める 求 めの与 信行為 お よび リス ク ・へ ・ジ機 能

な どが重 要 な役 割 りで あ ったが,経 済 が安 定成 長期 に移 行す るにつ れ て商社 の機 能 は

つ ぎの よ うに変 わ りつっ あ る 。すなわち 供 給先 行 型経 済 な らびに商 品 の高 度化 か らく

るマ ーケ ・ トの嗜 好 の多様性 に対 処す るために は,総 合商 社 の販 売部 門 の機 能 は総 合

かつ集 中化 され なけ ればな らず,一 方,こ れ を支 え る ために産業 界 の高 度化 に対応 して

各部 門 の専 門 化が進 む こととな る。 さ らに,国 の内 外 にお ける市 場 の開拓 あ る いは需

要 の拡 大 を推進 す る役割 りは ます ます強 ま り,こ れ と関連 して流通 機 構 にお ける商社

の役割 りと い うも のも一層合 理 化が進 め られ るこ ととなろ う。

本来 情 報 を国 の内外 か ら多分野 に わ た り収 集 し,加 工 して関 連企 業 に提 供 す る情 報

産 業 と して の商 社 は,以 上 のよ うな環 境 の変 化 に応 じた体質改善 を しつ つあ る。 この

よ うな商社機 能 の変 遷 を とお して総 合商 社 で取 扱わ れ る経 営情報 と,そ れ らが商 社 機

能 にお よぼす影 響 な どを知 る ことが この調査 の 目的で あ る。

経 済社 会 の変 化に応 じて企 業 と しての機 能 を変 えて 行 くのは総 合商 社 の特 質 の一つ

であ るが,従 来 の メー カ ・オ リエ ン トか らマー ケ ・ト ・オ リエ ン トへ の移 行 につ れ,

取扱 わ れ るべ き情 報は増 加 の一途 をた どって いる。そ の際す でに総合 商社 の保持 して

い る幅 広 い産 業界 との関 連す なわ ちノウ・ハウ お よ び資 本的結 合 とか,商 取 引上 の代理

権保持,融 資,リ スク ・ヘ ッジ機能 な どに よ り積 上 げ られ た商取引 関係 が,総 合商社 の情

報 化社 会に お け る新 たな役割 りを果 たす上 に十分条 件 と して作 用す るであろ う。

情 報化 社 会 にお ける総 合 商社 の役 割 りとしてはつ ぎ の よ うな ものが あげ られ る。

(1)需 要 家 の動 向 を即 時的 に収 集,分 析 して メー カの生 産計画 を適 正化 し,企 業間 の
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過 当競争 を排 除 し,あ る いは需要 家 側 にお け る商 品不足 な どの状態 を防止 す る。

② 物 流体 系 を把 握す る ことに よ って,企 業間 コン トロール を総 合的 に 関連 づ け,経

済社 会に お ける調整 役的 機 能 をは たす(後 述 す る商 品Aお よび類似 商 品 におい て強

くあ らわ れ るg)。

(3)地 域社 会 開発,産 業 開発 を日本経 済全体 か ら合 理 的 に位置 づ け,産 業社 会 との関

連 の円滑 化 を促進 す る 。

(4)海 外か らの技 術尊 人 を単 一企 業 と してで はな く,産 業機 構 の全体 的バ ランス とマ

ク ロ的 調整 を考 慮 して促進 す る 。

㈲ 流通 機構 を整 備 し,在 庫,配 送,生 産,リ ス ク負 担 な ど産業 界 との関連 にお い て

オ ペ レー シ ・ンな らび に コン トロー ル を行 な う。

{6)マ ー ケ ・トの状 況 に よ り,適 時 性 のある商 品供給 を行 な い,流 通 面 での合 理化 を

はか る。

(7)商 社 の各分 野にお けるス ペ シ ャリテ ィお よび情報 な どを活 用 し,企 業経営 を指 導

す るな ど,コ ンサ ルテ ィン グ機 能 をは たす 。

プ ランニン グ情報 な らびに オ ペ レー シ ・ナ ル情 報 の調 査 に あた っては,商 品 の特質,

商 売形 態,メ ーカお よび マー ケ ・ トとの関係 な どを考 慮 してつ ぎ の よ うなア プ ローチ

を と ってい る 。

プラ ンニ ン グ情報 一 …一 比較 的生 産財 の歯 内 の ウエ イ トの高 い化 学 品部 門 にお い て,

過 去10カ 年 間 にわ た って,プ ラ ンニ ング情 報 を駆 使 して商 内 を展開 して来 た実例 を

中心 に,長 短 期 の需 給 予測 と需 給計 画 に関 連 した情報 の調査 分 析 を行 な うこ とに す る。

す なわ ち この分野 にお いては,技 術革 新 が きわ めて急 速 なテ ンポで進 行 してお り,製

品 の ライフサ イ クルが ます ます短縮 化 され る傾 向 が見 られ る。 した が って生産 財 を供

給 す る側 も,こ れ を購 入 してつ ぎ の生産活 動 を行 な う側 も,と もに メー カ と して安定

した操 業度 の維 持 と販売 な らびに原材 料 の手 当 を行 な うに 当 たって,そ れぞ れ の企 業単

独 の情 報 源に依 存 して いる と,的 確 な意思決 定 が期 待 できな い悩 み があ る 。

これ らの需給 双方 の要望 を充 足 す る ためには,ま ず 一万 では全 国的 な規模 にお い て

需 要 家 のニー ズ を吸 い上 げ,需 要情 報 を質 的,量 的,価 格的 に総 合化 す る と ともに,

～158～



これ を裏 付 け る供給 情報 を同 じ く全国的 な規模 におい て総合 化 す る必 要 が生 じ,こ れ

らの需 給情 報 な らび に これに関 連 す る技術革 新 情報 をプ ランニ ン グ情報 と して収 集,

分析,判 断す る機 能 を総 合商社 が担 うに いた った もので あ る。

オ ペ レーシ ・ナ ル情 報 …・……・鉄 鋼製 品商 内 を例 として,商 取 引 の引 合発生 か ら成 約

段 階 をへ て代 金決済 に いたる ま で,総 合商 社 にお け る商取 引実 行 上 の情報 の種 類 と,

経 営 にお け るこれ ら情報 の取 扱 わ れ方 を主 体 と して調 査 を進 め る。鉄鋼商 内にお け る

商社 の はた らきは,指 定 問屋 制 度 に も とつ く商 品売 買が 中心 とな る。生 産体 制に即応

した流通 機構 づ くりをす るな ど,メ ーカに対 し弱 い立 場 にあ り,取 扱 い情 報 として は,

比較 的 オペ レー シ ・ナ ルな情報 が多 い。

1.2コ ン ピ ュー タ 関 係

1.2.1経 営 情報 システ ムに お け る コン ピ ューータの役 割

大型 コンピ ュー タが開 発 され た現 在,総 合商 社 にお いて も他種 企業 同様 ・情 報 の

適時 適 切な処 理 に コ ン ピュー タは必 要不 可欠 なも のにな ってい る 。と くに一 日売上

高数 十億 円,取 扱 品 目1万 件 以 上 と多額 多様 の歯 内 を行 な って いる総合 商社 と して

は,有 機的 に商社機 能 を発 揮 す る ために,成 約 か ら決 算 ま で一貫 した情報 処理 シ ス

テムの完 成 に大 きな 力 を注 い でい る。

この総合事 務機械 化 シス テ ムは,中 央 に大型 コン ピ ュー タを設 置 し,国 内各支 店

にオ ン ライ ン通信 網 をめ ぐ らせ,全 社的 な約 定 マ スター フ ァイ ルを リアル タイ ムに

更新 せん とす る大 型 プロ ジ ェク トで,現 在本店 分が着 々 と完成 に近 づ きつ つ あ る。

詳 しく述べると,時 間の経 過 に したが って各 セ クシ ・ンで起 票 す る各種 伝票 を順 次

イ ンプ ッ トす る ことに よ り,全 社的 な成約関 連統計,通 関統 計,運 輸船 腹 取極,海

上保険 業務,輸 出 ドキ ュメ ンテー シ ョン,在 庫管 理,長 短資 金 ポ ジシ ョン,為 替 ポ

ジシ ・ン,仕 訳 帖,日 計 表,各 勘 定元帳,貸 借対照 表,約 定 帖,取 扱高 関連統 計,

経費分 析,損 益計算 表,資 産 台帳,信 用程度 ポ ジシ ・ン,投 融 資 ポ ジシ ・ン,売 買
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越 ポジシ ・ン,取 引先 債権 ポ ジシ ・ン等 の諸統 計 な らび に事 務作 業 を一貫 して コン

ピ ュータで処理 して しま うとい うことで ,こ のシス テ ムが完成 す ると,全 社 的 な事

務 処理 に大 きな筋 が 一本通 り,経 営 政策に結 びつ く正確 か つ迅 速 な るポジ シ ・ンが

把 握可能 にな る(図1参 照)。

以 上 ・総 合商社 に お け る 自 らの商行為 に関 す る総 合事 務 処理 機械 と しての コンピ

ュー タの役割 を のべ た 。

っ ぎ に,現 在 の経 済社 会に お い て総合 商社 の果 して いる役割 と存在 意義 を
,今 後

とも継 続維 持す るた めに は,商 社 機 能 を再 検 討 し,大 型 コン ピュー タを十 分活 用 し

た新た な システ ム ・ア プ ローチ をた どらなければな らな い。以 下現 在検 討 されつ つ

ある事例 を述 べ てみ る 。

1)物 流 一貫体 制 の確 立
t

原材 料 一 一次 加工 メー カ ー 二 次加工 メーカ ー 総合 商社 一 問屋 一 販 売

店 一 マー ケ ・ ト間 にお け る生産 能 力,在 庫,輸 送,コ ス ト,プ ライス,需 要 能

力等 の情報 を総 合的 に把 握す る ことに よ り,需 給間 の調整 役 と しての役割 りを果

して行か な けれ ば な らな い。す なわ ちメー カの生 産 計画 の適 正 化 ,マ_ケ ヅトに

お ける商 品の不足過 多防 止 に よる適 正価 格 の維持 な どであ り,そ のた めには関係

企 業 間の情 報交 換 の緊密 化,コ ンピ ュー タに よる即 時処理 が必 要 となる。

2)地 域産業 開発 お よび成 長産 業へ の積極 的介 入

コンビナ ー ト設立,プ ラ ン ト計 画 ,住 宅産 業,流 通 セ ンタ ー,レ ジ ャー産 業,

宇宙海 洋開発,原 子 力産 業,基 幹道路建 設等 の大型 プ ロジ ェク トに対 し,建 設 計

画,原 材 料 の供給計 画 シ ミュ レーシ ・ン,需 要予 測 ,資 金 回収 計算 等 のた め の コ

ン ピュー タ ・プ ロ グラ ムを開 発 しなければな らな い。

3)技 術導 入

新技 術,材 料,製 品 の開発 に関 し,タ イ ム リーに的 確 な企 業経 営 を行な って行

くた めには,情 報収 集 網,情 報伝達 網,需 要予 測 プ ロ グラ ム開発 等 に コ ンビ ュー

,タが 不可 欠 となる 。

～160～



L

第1図 総 合 商 社 に お け る事 務 処 理 フ ロー

与 信 枠 フ ァ イ ル

「

前渡金限度

及ポジション

荷 渡 限 度

及ポジション

買 越 限 度

及ポジシ。ン

売 越 限 度

及ポジション

質契約限 度

及ポジション

売契約限度

及ポジション

契約 内容ファイル

質契約条件

及ディテール

売契約条件

及ディテール

個 人決算 ファイル

約 定 帖(損 益)

ア イテ ー ル

勘 定 ファイノ

前渡金勘定

デ ィテール

前渡金勘定 売掛受手勘定
デ ィ テ ー ル デ ィテ ー ル

買・掛 金 勘 定

デ ィテ ー ル

その他勘定
ノ 　デ
ィ ア ー ル

上内期日未到 貸 借 尻

ポ ジ シ ョ ン

為替/資 金繰 フ・イ・レ

資金/為 替
ポ ジ ツ ヨ ン

コ ン ピ ユ タ

PROFITCENTER個 別 管

Top

Management

〕

利 益 管 理
「

信 用 管

実 績照 会

実

一 一 一"一 「

売買契約荷渡

前渡金与信限度

売買越契約

限 度

約限

照 査

青

果

照

結

掛
請照
照

結 果

入金支

払照.査

査

果

照

結

入金文

照 査

績 決算実績

L

経 理

」

審 査

商 活 動 管 理

曳印 ・照会

実績予想 定 残
リアライズ
'予想

業 務

一 」

業 務

限 度 枠

申請

_J

」

理

契約許可 請求 可否
『支払可否延

利請求要不
要

物
＼
管 理

照

結

付替振替
可否

営 業

チ ェ ック

引 合

ポジショ'

また は 実

会

照

結

全
払
査§

＼
づ
貢
/

在
頴

績

現

ボ
ま
実

債 権
ポジシ ョン

取扱
績

資 金 理

渡諸
掛等請
照査

照 査

結 果

支払 可否 延

元lj、i'tt家妻イミ
・要

「 「 一 ー 一

受
盃
荷
可

運 輸

業 務

成約報告

指定 ま
たは

、件照

枠残ま
たは金
融条件

資金繰予想
金
払
認

入
支
徳

行 残 ま
・た は割 引 適

.格 ポ ジ

シ ョン∠

金需要 ま
ま入金予,

資 金

ミジショ'

「

預金 残

船 積
書 類

入 出金
伝 票

財 務

入出金伝票

」
L

～161～

〔第1図 〕





4)コ ンテ ナ リゼー シ ョン輸送 手 段 の合理 化

自社取 引 商 品の運 賃 割安,安 全輸送 を図 るた めには,自 ら輸 送手 段 をも ち,コ

ン ピ ュー タに よる空 き状況,連 結輸 送手 段 の状況 等 を知 るこ とが必要 となろ う。

5)企 業 状 況分 析

取 引 の確 実 化,可伸長 を図 る ために は,得 意先系 列強化,リ ス ク負担 等 の問 題 に

対 処 しな けれ ばな らず,こ のた めには コン ピ ュータによる内 容分 析,信 用調 査,

動 向キ ャッチ提 供等 の処置 が不 可欠 のこ ととな る 。

6)人 材開発,管 理

総合 商社 は,そ の営 業形 態 が単 一商 品か ら複 合商 品へ と移行 し,一 商 品事 業部 門

の営 業活 動 に とどま ら ず,そ の都 度 プ ロジ ェク ト・チーム を編 成 す る ケー スが増 加

しつつ あ る 。 この傾向 に対 処す る ために は,社 員 の業 務知 識,能 力 を開発 向上 を

図 る と ともに,全 社 員 のポ ジシ ・ンをフ ァイル しておき,組 織 的 に活 用 して 行

くた めの シ ステ ム作 りが必 要 であ る。

以 上,総 合 商社 と しての経営 情報 システ ムにつ い ての現状 お よび今 後 の方向 をの

べ たが,こ れ を要約 す るとつ ぎ の よ うにな る。

① 商活動 に 関連 す る自社 一貫 事務 処理 お よびポ ジ シ ・ン把握

② 関 連取 引先間 事務 処理 お よ びポ ジ シ ・ン把握

③ 一般経 済社 会 の情 報 の収 集,配 布

④ 需 要 予測 等経 営 科学技 術 計 算

1.2.2使 用機種

機 種 付 属 装 置 レ ン タ ル 月 額

UNIVAC1108 ラ イ ン プ リ ン タ ×4 ¥19,000,000.一

磁 ・気 テ ー プ ×9

(131kW) "
カ ー ド リ ー ダ ×4

カ ー ド パ ン チ ×1

高 速 ド ラ ム ×5

大 容 量 ド ラ ム ×2

紙 テ ー プ リ ー ダ ×2

通 信制 御 装 置
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機 種 附 属 装 置 レ ン タ ル 月 額

FACOM230-25 ラ イ ン プ リ ン タ ×1 ¥1,960,000一

(32kB) 磁 気 テ ー プ ×5

カ ー ド リ ー ダ ×1

紙 テ ー プ パ ン チ ×1

紙 テ ー プ リ ー ダ ×1

ド ラ ム ×1

コ ン ピ ュー タ費 用 の売 上 高 に 占め る 比 率 一 … ・O.005%

1.2.3処 理業務

(1)販 売管理業務… ……得意先 別売約諸統計,商 品別売約諾統計,そ の他売約諸統

計,通 関実績諸統 計等

② 購買在庫管理 業務 ………買掛金管理,入 出庫実績統 計等

(3)人 事関 係 業務 …………給 与計算,特 別 預金,人 事統計 ,キ ャリヤ ・イ ンベ ン トリ

ー ,ワ ー クサ ンプ リン グ,賞 与 計算等

(4)経 理関 係業 務 ……・・…仕訳 業務,会 計諸 記帳 業務 ,財 務諸 表,固 定資産 会計,有

価証券 業務,償 却計 算,資 金管 理,駐 在 員経 費,為 替 管理,

本支店 貸 借,請 求書 発 行等

㈲ 審 査業 務 得 意先 信用 程度 等

(6)運 輸 管理業 務 …………輸 出入実績,船 腹取 扱 い業務,ク レー ム処理
,保 険取 扱 い

業務 等

(7}経 営科学 計算 業 務 ……一生 糸相 場 と需 要予測3レ ジ ャー ラン ド需 要予 測 ,食 品

コン ビナ ー ト総合 需 要予 測 ,医 療制 度 実態 調査,詰 合 せ モ

デ ル,化 学 品需要 調整,輸 送手段 決 定 プ ログラ ム ・マ ネー

フ ローシ ミュ レー タ等
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2.プ ラニ ング情報 を主体 とした商内

2.1商 内 の 概 要

2.1.1商 内 の特 色

総 合商社 の情 報機 能 に対 す るメー カな らびに需要 家 よ りの評 価 が最近 とみに高 ま

りっ っあ り,従 来 の ご とく メー カあ るいは需要 家 が,各 個 バ ラバ ラに集 めた部 分情

報か らは的 確 な意 思決定 が で きな い との認識 が高 ま りつっあ り,積 極 的 に各企 業 が

秘 密 のベ ール を脱 い で,総 合 商社 を接点 と して需 要供給 の両面 か ら情 報 を集 中 して,

総合 化 したも の を分析 し,そ れ ぞ れの企 業 に還 元す る傾 向 が顕 著 に 表 われ て きてい

る。 ・'・

と くに,総 合商社 の中 で も市場 占拠 率 が高 く,市 場支 配 力 の強 い部門 にお い て こ
o

の傾 向 が著 しく,商 社 を力点 と して全国的 な規模 に おい て需要 供 給 の実態 を浮 彫 り

に して,VisibleHandの 中で業 界が協 調 して,需 給 の調整 と価 格 の安 定 を計 り,

そ れぞ れの企業 の安 定 した発 展 をね らうケー スが増 加 しつ つあ る。`一 こ

か くして通 信 と情 報 の未 発 達 な ア ダム ・ス ミスの時 代 にお い て,各 企業 がや む を

得ずInvisibleHandに 導 か れ た経 済秩 序 を信 じて行動 せ ざる を得 なか った ものが,

今や 部分情 報 の総 合 化 に よ り,総 合商社 を仲介者 と してVisibleHand.の 中で,

需 要家 と供給 者が計 画 的に結 ばれ る ことが可 能 とな った 。

この よ うな プラン ニング情報 を有 効 に結 びつ け た一つ の典 型的 な例 と して,こ こ

では過去10年 間 の商 内運 営 の実 績 を持 つA商 品を採 り上 げ る こ とと した 。

まずA商 品 の商 内の背 景 で ある が,供 給 の側 か らみれ ば10年 前に発足 した当時

は,B商 品 を生産す るた めに生 ず る副産物 としての量 が最 も多 く,そ のた め に,B

商 品 の生産 高 に応 じてA商 品の生 産量 が決 定 され,A商 品 自体 では そ の生産量 を決

定 しえな い立 場 にあ った 。一 方,消 費 者側 か らみ れ ばc製 品 の原材 料 として必要欠
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くべか らざるもので あ り,安 定 した原 料源 の確 保 と価格 の安 定 が強 く望 まれた。

このよ うな需 給 事情 の中 に介在 して,当 社 と して は,企 業 単独 の部 分情 報 に基 づ

いて意 思 決定 を行 な うこ との危 険 を回避す る ためには,情 報 の集 中化 に よる総合 的

な判断 が有 利で あ る こ とを力説 して,生 産 者側,消 費者 側 の双 方 の理 解 と協力 を得

る ことに成 功 した 。t

その後A商 品 を合成 法 に よ って生 産 す る メー カが 相次 いで数社 登 場 してきたが,

いずれ も この総 合情 報 のVisibleHandに 導 かれ て生 ま れ てき たものであ って,

そ のスター トにお い て系 列 を越 え,グ ルー プ意 識 を捨 て去 って情 報 に対 す る価値 判

断 に立脚 して業 界協 調 の気 運 が盛 り上 った ものであ る。

っぎに,商 内 の面 か らみ る と,メ ー カ,需 要 家,当 社 が 一堂 に 会 して調整 が行 なわ

れた需給 量は確 定的 な も ので あ って,い わば当社 に とって は,こ の時 点で一種 の契

約 が行 われ た の と同 じ様 な効果 を有 している 。 したが って,後 は この計画 にの っと っ

て品物 の受 渡 し,金 銭 の受 授 が行 なわ れるわけ であ るが ・この行為 に関連 あ る情報

は次第 のオ ペ レー シ ・ナ ル情報 を主 体 と した商 内の例 と本質 的に異 なる点 がな いの
●

で本節 では省略 し,プ ラ ンニ ン グ情 報 を駆 使 して の需 給 の調整 の面 にスポ ットを当

て てみ る こととす る 。

第2図 はA商 品 の商 内 にお ける収 集 情報 とそれ らを処 理 した結果 としての情 報 お

よびその情報 の もた らす効 果 を図表 化 したもので ある 。

2.1.2長 期 計 画情 報

ア.長 期 計画情 報 は,需 要家 側 の長 期 設備投 資情報 をメ ー カ側 に提供 す る ことに よ

って,こ れに即 応 した メー カ側 の設備 投資 計 画 の的 確 な意思 決 定 の資 料 とす る。

例 えば,B商 品 の副産 物 と してA商 品 を供給 す るメ ーカの場 合,B商 品 の長期

設備 投資情報 は,そ の まxA商 品 の生産 量 を大 き く左右 す るも の として,合 成 品

メー カを含 む同業 他 メー カに と って情 報価値 が高 く,副 産品 と合成 品 の長期 生産

調整 に対 して貴 重 な資 料 を提 供す る ことにな る。

イ.需 要家 に対 しては,そ の長期 設備計 画 に即 応す る メ ーカ側 の長期 供給計 画 が確

立す る こ とに よ って原材 料 の長期 安定供給 の 保証 が得 られ る ことにな る。
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ウ.技 術革 新,設 備 の巨大化 に よる大 幅 な コス トダ ウン,品 質 の改善 等 の長期 見 透

しに関す る情 報 は,同 業 他 メ ー カの生 産計 画 に大 きな影 響 を与 える とともに需 要

家に対 して も原材 料 コス トの軽減 に もとつ く製 品価格 とその販 売見 透 しにお よぼ

す影 響 は極 めて大 き いもの が ある 。

しか し,通 常 の場合,新 技 術 の採 用,設 備 の更 新 に よる新 プラ ン トの本格 稼 働

に いた るまでに は ・だ いた い2～3年 間 の歳 月 を必要 とし,早 期 に関連 情 報 が 流

れ ていさ えす れば,そ の間 に適切 な対応 策 を講 じ得 る余 裕 を与 え るこ とが で き ,

需給 面 に お よぼす影 響 が極 小 化 さ れる意 味 にお いて,こ の種 の長期 情 報 の果 す 役

割 りは,極 め て高 く評 価 され る。

2.1.3短 期 計 画

短期計 画 作 業は,当 面 の需 要家 側 の購 買計画 とメ ーカ側 の生産 量 な らびに供 給量

の策定 に重要 な資 料 を提 供 す るも ので あ って,安 定 した供給 の 保証 と操 業 の維持 に

直接影 響 をお よぼす ので あ るだ けに,可 能 な限 り正確 な る情 報 をきめ細 か に収 集,

分析 す る意 味で,四 半期 ご とに合 計 年4回 実 施 され る 。

通常,各 回 の作業 は過 去三 ～四 半期(9ヵ 月間)の 実 績 に照 して,フ ィー ドバ

・クを行 な うと ともに・諸情報 を総 合 して つぎ の三 ～四半期(9ヵ 月間)の 需給 予

測 と目標 の修 正 が 行な わ れる。 この ように して,フ ィー ドバ ・クと予 測値 の再検 討

を重 ね る結果,各 四半 期 とも少 くとも3回 に亘 って需 給 の両面 か ら洗 い直 され る こ

とにな り,的 確 な る意思 決 定 の資 料 として,極 めて信頼 性 の高 い資 料 の提供 が可 能

'となる ので あ る
。

2.2総 合商社 と して の役 割

(1)系 列の枠 を越 え て需 要 家,メ ー カ双 方 の情 報集 中 の場 としての役割 りが も っとも

大 き く,国 内 のみ な らず海 外情 報 をも含 めた国際経 済 の場 にお いて,情 報 の総 合化

が可 能 となる 。
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② 需 要 と供 給 の調整 の場 と して,情 報 の総合 化 と分 析 を基 盤 と した先 見性 を発揮 し

て,供 給 が不 足す る とみ れば逸 早 く輸 入 の手 を うち,過 剰 にな る とみれば,輸 出 を

行 な うこ とに よ って需 給 の ア ンバ ラ ンス を未 然 に防 止 し,市 場 の安 定化 の役 割 りを

は たす 。

(3)総 合商社 は ま た,全 国的 な規模 に おいて需給 を調 整 す る こ とに よ って,価 格 の変

動 要因 を吸 収 し,極 小化 す る努力 を行 な うと ともに,需 給 双方 の立場 を勘 案 して,

適 正価 格 の設定 と安 定価 格 の維 持 に果 す役割 りが高 く評 価 され る 。

と くに総 合 商社 の場合 は,各 種 原 料 よ り製 品 に いたる幅広 い歯 内 を行 な って い る

ため に,価 格 形成 の場 に お いて,需 要家,メ ーカ双 方 に対 して説 得力 の あ る資料 を

提 供 でき る立場 に あ る。

(4)総 合商社 は また,情 報 の総 合化 に よるVisibleHandの 中 で・需 要 家 ・ メー カ双

方 の安 定 した操 業 度 の維 持 を可 能 な らしめ る こ とに よ り,企 業 リス クの極 小化 に貢

献す る ことが でき る 。

㈲ 情 報源 に乏 しく,情 報量 の少 な い 中小 の需 要家 ま たは メー カの場 合 も,総 合 商 社

と接 点 を もつ こ とに よ り,総 合 情 報 の入手 が可 能 とな り,企 業運営 上,的 確 な意思

決 定 の資 料 が得 られ,こ れ ら弱小 企 業の利益 が擁 護 され る 。

(6)部 分情 報 の総合 化 を目標 と して,需 要 家,メ ー カ双 方 の協 力 態勢 が確 立 され れば,

過当 競 争 が未 然 に防 止 され,安 定 した経済 秩 序 の維 持発 展 が可 能 とな る。

(7)総 合情 報 に よるVisibleHa皿dに 導 かれ て適 正在庫 管理,輸 送 の合 理 化,交 錯

輸送 の排 除,包 装 の合 理 化 と統 一化,品 質 管 理 の統 一 等が可能 とな り,流 通 面で節

約 され る コス トはす べ て企業 利益 として需 要家,メ ーカに還 元 され る。

(8)在 庫 金融,輸 入金融 等 を含 む商社 の金融 力に よ り需 給 の調整 と円滑 化 に果 す商 社

機 能 は高 く評 価 され,と くに最近,流 通 面 にお け る商社 金融 の比 重 が ます ます高 ま る

傾 向が見 られ る 。

(9)ス ト・ク ・ポ イ ン トの設 置,タ ン ク車,タ ン クロー リー,コ ンテナ等 の輸送 手段

の保有 と運営 に より,物 的流通面にお ける商社機能 の果す役割 りも,近 年 ますます

大 き くな りつ つ あ る。
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側 総合商社はまた国内および海 外を含 めて各種技術情報 を収集 できる立場にあるた

めに,需 要家,メ ーカ双方 に対 して技 術革新に関す る有 力情報源 と してサー ビスで

き る立場 にあ る。

(第3図,第4図)

2.3情 報 の 収 集

これ まで集 めた情報 の 処理 システ ムに つ い て記 して来 たが,こ こでは収 集 す る情 報

に焦点 をあ ててみ る こ とにす る。第1図 に戻 ってみ る と収 集 され て いる情 報 には つ ぎ

の よ うなものが あ る。

D

鋤

①

判

司

θ

力

需要情報(全 国的総需要量)

供給情報(全 国的総供給量)

価格情報

技術情報

輸送情報

競争情報,競 合品情報

政府経済情報

以下 に これ らに っい て情 報 の内 容,ソ ー ス等にっ い て掘 り下 げ てみ る こ とにす る。

2.3.1需 要情報

(1)長 期 計 画 で必 要 とす る情 報 と しては,

(ア)質 的 量的需 要量(長 期 購 入計 画)

←f)需 要家製 品の長期 販 売 予測

(tJT)需 要家 設備 投 資計 画

←)技 術革 新情報

等 があ る。

(ウ)の設備 投資計 画 では,操 業 度 の予測値 も同時 に収 集 しなけれ ばな らな い。
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なお(ア)の需 要量 は,需 要 家別 の他に配送 計画 上,地 域 別す なわ ち工場 別の量 で あ

る ことが必 要で ある 。

② 短 期計 画 と しては

(ア)質 的量 的 需要 量(短 期 購入 計 画)

ω 在庫量

(ウ)需 要 家製 品の販 売 予 測

←)海 外市場 の輸 出情 報

ケXイ)の情 報 は需 要量 の集 計 上収 集 す るも ので長期 計画 と同 じもの と考 えれ ば良 い。

(ウ)の需要 家製 品 とは,A商 品 を原料 と して作 られ る製 品 の こ とで あ って,集 計 さ

れた需 要量 の正当性 を裏 付 けす る ためのも ので ある 。なお,時 にそ の需 要家製 品 の加

工 に よる2次 製 品 に つ い てまで広 げ て需要情 報 を集 め て分析 す る ことも しば しばで

あ る。

情 報 ソース と して はつ ぎ の もの が ある。

⑦ 需 要 家

ω 問 屋

(ウ)メ ー カ

旬 業 界 団 体

閉 官 庁

肋)商 社海 外店 お よび関連部 門

㈲ 業 界 紙

情 報 の量 と しては(7),④,(ウ)で90%を 占 める。

2.3.2供 給情 報

長期 計 画 と してはつ ぎ の情報 を収集 して いる。

(ア)質 的量 的供 給量(長 期 生産 供給 計画)

④ メ ーカ設備投 資計 画

(ウ)メ ー カの技 術革 新

←}海 外品輸 入情報
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(ア)の供給量 は需 要量 同 様 に配 送 計 画 の必 要上,地 域 別 の量 にま でブ レー ク ・ダ ウ

ン した情 報 が必 要で ある 。

短期 計 画 と してはつ ぎ の情 報 を収 集 している 。

(ア)供 給 量

(イ)・メ ーカ設備 計画

(ア)の供 給量 で直 接 コ ンタ ク トのな いメー カに っ いて の情 報 は,原 料 の消費量,副

産物 の量 等 か ら推測す る ことが可 能 であ る。

情 報 ソー ス としては,

巨)メ ー カ

←■)業 界団体

(ウ)官 庁

←)需 要 家

け)問 屋

肋)商 社 海 外店

(ア)のメー カ か らの情 報 が大部 分 を占 める と言 える 。な お←財)の需 要 家,問 屋 か ら

情 報 をとる のは,直 接 そ の メー カ と関 連が ない場 合,間 接的 に 情報源 と して利 用 す

る場 合であ る。

2.3,3価 格情 報

長 短期 ともつぎ の情報 を収 集 して いる。

(7)メ ー カ供給1曲格

㈲ 需 要家 買 取希望 価格

(ウ)原 材料 価 格

←)需 要 家製 品価格

㈲ の原材料 価格 の他 に メ ーカ側 の加工 コ ス トに関 す る情 報 お よび需要 家が メーカ

の原材 料 に遡 って生 産 を 予想 した場 合 の試 算価 格等 も情 報 と して収 集 され る 。

情 報 ソース と して はつ ぎ の ものが ある。

(ア)需 要家
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θ メーカ

(ウ)問 屋

←→ 官 庁

因 商社 海 外店

情 報 ソースの主 体 とな る のは(イ)のメーカ と(ア)の需 要 家 であ る 。

2.3.4技 術情 報

技 術(革 新)情 報 と しては つ ぎ のものが ある。

(ア)既 存技 術 の新 規 採 用

(イ)新 規開発技 術 の採 用

(ウ)メ ー カ,需 要 家 の技 術開発 情 報

←)海 外技 術革 新情 報

技 術情 報 の ソー ス と して はつ ぎの ものが あ る。

θ

ω

θ

目

切

㈲

2.3.5

長 短期 ともつ ぎ の情 報 を収 集 している。

(ア)輸 送 手段,包 装 情報

㈹ 輸送手 段,包 装 コス ト情 報

(ウ)商 社 ス トック ・ポイ ン ト情報

A商 品 の商内 にお いて は,コ ス トの うちで輸 送 コス トの 占 める割合 が大 きいので ,

輸 送技 術,配 送計画 等 の た めに密 度 の高 い情 報 を収 集 す る こ とが要 求 される 。 メー

カ工 場の位 置 と生 産 量 ・需 要 家工 場 の位 置 と需要量 お よ びそれぞ れ の工 場 間 の輸送

コス トの情 報 を基 に しての最 適輸送 計 画 に よる コス ト ・ダ ウンは
,グ ルー プ ・系 列
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を越 え ての企業 間シ ステ ムで,初 め てそ の効果 が顕著 となる のであ り,情 報 の要 と

な る総合 商社 で あ って こそ の シス テ ム と言 え よ う。

情 報 の ソー ス と して はつ ぎ の ものが あ る。

(ア)メ ー カ

ω 運 送 業 者

(ウ)問 屋

←)需'要 家

2.3.6競 争 者,競 合 品情報

この情報 に関 しては,こ れ ま でに 記 して来 た需 要情 報,供 給 情 報,価 格情 報,技

術情 報,輸 送情 報 とほ 黛同 じと考 え られ る。なお競争 者 につ い ては,一 般 に は競 争

者 グルー プ内 に おい て需給 のバ ラ ンスが とれ て いるため,本 システ ムへ の影響 は な

い ので情報 を集 めるに止 めて いる ケー スが多 い 。 た とえ競争者 が 本 システ ムに割 込

も うと しても,価 格 の面 では競争 にな らず,か え って本 シ ステ ムへ の参 加 を呼 びか

け参 加会社 の数 が多 くな る方 向 にす すん で いる 。

情 報 のソー スについ て も前 記 各情 報 と同 一で ある 。

情 報 ソー ス と して はっ ぎ の ものがあ る。

ぴ)マ ス コ ミ

ω 官 庁

(ウ)銀 行

←)商 社 海 外 店

口一)そ の 他

2.3.7政 治経 済 情報

需 要 は生 産財主 体 であ るか ら極 端 に変動 す る ものでは な いが,操 業度 の調整 と言

うことで多少 の変 化 の影 響 を受 け るので,こ の最終製 品 の需要 を左 右す る政 治経済

情 報 の収 集 は常 々心 掛 け ていな けれ ば な らな い 。(第5-1,5-2図)
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第2図 商品A商 内における商社機能

関 連 各 部

各 課

蹄瞬

・一 部 分 で の

損 失 の 吸 収

技術革新の影

響 吸 収

㊧ 需 要 情 報

供 給

価 格 〃

技 術 〃

政治経済 〃
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第3-2図 短 期 計 画

蘂長期 計画 にお ける需給 ア ンバ ラ ンス調整 の結果,以 下 の短期 計画 フ ローが実 施 され・る。
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第4図 総 合 商 社 に お け る 情 報 処 理 の 役 割

需 要 情 報

(全国総需要量)

在庫減少による

管理費 の軽減

政治経済情報

短期需給の調整

(匙 品質,価格)
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安 定
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総
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輸 送 費 軽 減
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会 商

メ カ

生 産 計 画

技 術革 新情 報

短 期 需 要 予 測

(9ヵ 月～1カ 年)

供 給 保 証 に よる

需要家の安定操業

競 争 者

競 合 商品 情 報

商 品 ライ フサ イ

ク ル の 把 握

長 期 需 要 予 測

(3～4カ 年)

安定操業による

直 接 費 ・軽 減

給

メ カ

生 産 計 画

報

設備投資リスク
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第5-1図 情報種 別の情報 源 とそ の フ ロー

①

②

③

情 報 種 別

需要情報

供給情報

価格情報

長期および短期 需要 家別 生産 出荷

〃 地域別 〃

短 期 需 要 家別 在庫 量

〃 地域 別 〃

短 期需要 家別 需 要家 製品 生 産 出荷

〃 地域 別 〃 〃

〃 需 要家別 需要 家 製品 在 庫 量

〃 地域 別 〃"

長期需 要家 設備 計画

長期お よび短 期 メ ー カ別 生 産 出荷

〃 地 域 別 〃

短 期メ ー カ別 在 庫

〃 地域 別 〃

長 期 メ ー カ設 備 計画

期短ぴよお期長 需要家別価格

地域別 〃

メーカ別原材料
価格

地域別 〃

需要家製品価格
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3.オ ペ レー シ ョナ ル情報 を主体 とした歯 内

3.1商 内 の 概 要

一 口に総合商 社 といわ れ る企 業 の内容 は ,特 殊 なも の を除 き明治以 降 の問 屋 の集合

形 態 と して進 ん で来 た 。 総合 商社 の活動範 囲は,現 象的 に は多 面な活 動 が表 面化 して い

たが,そ の機 能 の本質 的 な分野 は さ して進 歩 した内容 を持 たないま ㍉ 外 界 の環 境 に左

右 され る ことが極 めて大 で あ った 。 しか しな が ら,生産手 段 の大 型化,技 術 の発 達 に伴

い,日 本経 済 の高度成長 が進 展 するにっれ,旧 来 のま ふの流 通機 能は,そ の役 目を果 す こ

とが困難 とな って来 た 。 したが って総 合商 社 と しての独 白な分 野 を開 拓 せ ざる を得 な

い状 況 で あ るこ とは,社 会一般 の認 識 と して指 摘 され てい る ところで もあ り,商 社 自

か ら経 済 活動 の新 分野 を開 拓 しなけれ ば存 在理 由が 無 い こととな る。

本来総 合商 社 と して の総 合性 は情 報 の総 合 性 に帰一 せ ざるを得 な い。

情 報 の総合 性 は機 能 の高度 化 で あ り,分 野 の多 面性 を生 か し,イ ンテ グレー トす る

機 能 を発 揮 しな けれ ば 目的が達 せ られ ない。 日本 の高 度成 長 化に お ける異常 な まで の

進 歩 は,商 社力～これ を とらえ て コン トロー ル し得 る体 制 と して こそ 目的 に近 づ くこ と

がで きる であろ う。当社 と しては,商 品別 に商 内分野 を分 け て取 扱 う編 成 を取 ってい

るた め,各 商品別 の分 野 にお け る長期,短 期 の計 画が折込 まれ る ことが当然 の こ とで

あるが,本 調 査 の対 象 と して化学 品 の分野 に長期 的 な インテ グ レー トの機 能 を代表 し

て説 明 したので,鉄 鋼 の分野 にお い ては 日常 の商 内活動 に絞 り情 報 利 用 の形態 を説 明

す る こと とす る。

3.1.1鉄 鋼商 内 の一般 的形 態

鉄 鋼 メー カ の販 売 形 態が 一般 的 には指 定問 屋制 度 を採 用 してお り,生 産 は受注 生

産 制 度 を採 用 してい る。

メ ー カの指 定問屋 の対 象は歴 史的 に発 生 したも ので あ るが,総 合 商社 が指 定 を受
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け ている ものが多 い 。 したがって,当 社 の住人れ形態 は,指 定 を受 けて いる メー カに

対 する先 物 発生 に依 る形 態 が 多 い。 もちろん,指 定 関係 が ない メー カは自由で あ り,

かっ,先 物形 態 を取 らな い仕 入れ もある 。 メー カ の形 態 か らい って も大 は一貫 メ ー

カか ら伸 鉄業者 に至 るま で範 囲 が広 い。

一方 ,商 社 自身 の荷揃 の必要 性 か ら部分 的な在庫 を持 つ こ とも一般 的 である 。

商社 の販 売面 にお け る形 態 は多 様 であるが 一般的 には直 接需要 家 向 け と販 売業 者

を経 由 して需 要家 に流 れ る ものが多 く,最 近 の傾 向 と して は,後 者 の形 態 が量的 に

も多 くな りっXあ る 。こXで い う販 売業 者 とは,仕 入れ先 は主 と して指定 商社 お よ

び直接 ロー カルメ ー カで あ り,販 売 は直接需要 家 を主 体 に一 部仲 間取 引 を行 な う。

そ の規模 は総 合 的 に品種 を取扱 う大規模 な ものか ら,地 方 の金物店 的 な小 規模 な も

のに至 る まで そ の間 の層 は厚 く,名 目的に は全国 で10 ,000軒 に もお よぶ と見 られ

るが,い わ ゆ る,鋼 材特 約店 といわれる専門 業者 は3,000軒 位 であろ う。 ま たメ

ー カ と需 要家 との中 間に 存在す る一次加工 機能 の占め る分 野 も拡 大 され
,こ れに し

たが って商社 が そ の機 能 を果 す ため の活 動分野 として取入 れて いる 。 これ は一般 的

に鋼 材 センター ともいわれ,明 解 な定 義づ け はで きな いが,保 管,配 送 ,単 純 加 工等

需 要 家 に対 す る有機 的 なサ ー ビス部 と して鉄 鋼商 内 の重 要 な一部 門 を形成 しっXあ

る。

総 合商社 としては,鉄 鋼以 外 の他部門 か ら発 生す るProjectの 取 扱 いにっ いて は,

企業 内 の情 報 を生 か し,部 門間 の協 力に依 り実 現 させて 行 くケー スが逐 年 高 ま りっ

つある 。

鉄 鋼部門 と して は,一 般 的 な 商 内 と同様 に新 規需 要 の開拓 部門 として取 扱 う場 面

が これ ら他 部門 との総 合に よ り拡 大 して来 て いる。

商社 の販 売 にお け る基 本的 な問題 は商内上 の リス ク負担 とデ リバ リー の迅 速確 実

性 である 。販 売形 態か らい って,単 に債権 の危 険負担 ば か りでな く,金 融 操作 を伴

う面 も多 々あ り,形 態 は千 差万 別であ って も販 売先 に対 す る信用 状態 の確 実 な る把

握 はかXす こ とが で きな い。 と くに販 売 業者 に対 し,内 外環 境 の変化 か ら来 る債権

の確 保 は これ ま た論 を またな い ところであ る 。
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また,近 年需 要家 側 の生産 計 画 の コゾ ピ ュー タ化 に伴 う納 期 の確 実化 が き び しく要

求 されるに したが い,需 要 家 の必要 とす る鋼材 をいかに イン タイ ムに納 入す るか と

い う輸送 面 の合理 化 も進 め な ければ な らな い。

今日,大 型 コ ンピ ュー タの高度 な 利 用技 術が進 歩す る に伴 い・ 日常 のオペ レーシ ・

ナ ル情報 の伝 達 手段 と してComputertoComputerに 依 る企 業 間情 報 システ ム

が最近 開発 されつxあ り,例 えば 機 種 の異 る造 船 メー カ と鉄 鋼 メー カ の間 にあ って

商社 が,コン ピュー タに よる コンバ ー ジ ・ン機 能 を果 して い る。

総合商 社 は,マ ーゲットと メー カ の中間 に介在 し,双 方 の最 も都合 のよ い よ うに情

報 お よび商 内 を ゴン トロールす る機 能 をますます要 求 され,加 えて総 合商社 の持 つ

国 内,海 外 よ り取 得 す る情 報 に よるマ ー ケ ・テ ィン グ ・シ ステ ム の開発 が大 きな 役.

割 りとな ろ う。

3.1.2商 内 の実行

ここでは,輸 出入 を除 ぐ国内商 内に ついて多 種 多 様な取 引 を一般 化 して,各 種 の機 能

を網 羅する よ うに した ため に 個 々の取 引形 態 から み る と多少 事実 がゆが め られ る こ

とは避 け得 なか ったが,引 合段階 で,情 報が どの よ うに流 されて いる かを全 面的 に把

握 す る こ とに主眼 をお いて記す こ と とす る。

なお,商 内成立,商 品受 渡後 に債 権 確保 の問題 が ある が,こ れ は性 質 上 ケー スバ

イ ケー スであ る ため 省略 す る こ ととす る 。

成 約以降 代 金決 済 まで の情 報 の流 れにっ いて は一 応第6図 にそ の概 略 を示 してお

く。

さて 引合段階 はっ ぎ のよ うに5つ の機 能 に分解 で き る。

ア.① 販 売 ル「 トの決定

② 信 用状 態 の把 握'

イ・ 供給 源 の決 定

ウ.価 格決定

工.輸 送手段 の決 定

オ.見 積 の決 定
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以 下 ア.～ オ.につ い て簡 単に 解説 を加 えてお こ う。'

ア ① 販 売 ルー トの決定

引合 が直 接需 要家,あ る いは販 売業 者 か ら寄せ られ,商 社 は,そ の引合 先 が

継続'されて取 引が行 なわ れて いる引合 先 であ れば,あ らか じめ定め られ た信

用程 度 の与信 内 で商 内 を行な う。

引合 が新 規 の取 引先 で ある場台 は,そ の商内 の性 質 によ りケ ー スバ イケ ース

で商社 が直 接取 引 を行 な う場 合 と中 間に販売 業者 を介 在 させ る場 合 とが あ り,

引合先 の意 向 を も含 めて販 売 ルー トの決 定 が行な わ れる。

② 信 用状態 の把握

継 続 して取 引 されて い る引合 先 であ れば,す で に付 与 されて いる信 用程 度

枠 とそ の有 効期 限 のみ のチ ェ・クを行 な い,取 引情報 を参 考 とす る。

新規 の引合 先 の場 合は,自社他 部門 で の取 引 の有 無,商 業興 信所 よ りの信用

調査 書 の入手,販 売 業 者等 の評判 等 を信 用情 報 と して収 集 し,取 引開 始 か否

か を決 め信 用程 度 設定手 続 き を行 な う。

一般 的に は前 記 のよ うなス テ ・プで進 むが ,信 用状態如 何 によ り引合 先 と

の商談 に よ り事前 に担 保設定 等 の債権 確 保 のため の手 段が 取 られる 。

イ 供 給 源の決 定

鉄鋼 メーカは,先 物受 注生 産 制 を一般 的 に は取 って いる。短納 期 の ものに っ いて

は,自 社 在庫,メ ーカ在庫,市 場 在庫 を探 り,充 当 させ る在庫 がな けれ ば引合 先 と

の商談 に よ り納期変 更 か先 物 発注 とい う形 となる 。

ウ・ 価格 の決定

価格 の決 定は,メ ーカの販 売 価格 が主 体 であ るが,市 場 が買 手市場 か売 手市 場 か

に よ って主 導権 は異 って来 る と して も,最 終 的 に は メー カ と商社 ある い は メーカ

と需 要家 との商 談 に よ って決 め られ る。

鋼材 価格 の背 景 に は,鋼 材 の内普 遍的 な需 要 のあ る商 品 につ いては相場 が形 成

され て いるが,い わ ゆる市中相 場 の形 成 の要 因 は複雑 で あ り,政 治,経 済状 態 の

す うせ いあ る いは需 給 のバ ラ ンス,市 中在庫 の如何 等 が大 きな要 因 となる ことは
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もちろんであるが,売 買両者が市場の成 り行きを どのようにみて いるかによ って

相場 の方向づけがな されるこ とになる。 商内の実行においては,上 記 のよ うな相場

の他 に競合相手等があれば,そ れ らを勘 案 して価格の決定 を行な う。

エ.輸 送 手段 の決定

輸送について商社が担 当する場 合 とメーカが担 当する場合 が あるが・これ は商

品,荷 渡場所 等に よって慣 習 として決め られているものが多 い。自社運 送の場合

に は,運 輸部門 との商談に より,手 段,運 賃の決 定を行な う。

オ.見 積 りの決定

以上の諸条件の決定 したところで見積 りの決定が行なわれる。引合先 と見積条

件 の不一致の場合はジ商談あるいは価格決定以下 のプロセスを再度経て再見積 を行

な う。

3.1.3鉄 鋼業界および需要部門の情 報

外部情報にポイン トを絞 って見る と,鉄 鋼業界において必要 な外部情報は どの程

度整備 されているであろ うか,鉄 鋼業 界な らびにその団 体 としては,他 に比較 して

多種類 の統計がある とされているが,現 状では個 々の統計 の関連か ら満 足すべき状

態には程遠 く,ま た未整備 の分野 も多いが,そ の幾つかの例を列挙 して見 る。

① 在庫数量 の把握

メーカお よび商社の在庫はほぼ把握 されているが,販 売業者お よび需要家 の在

庫はほ とん ど把握 できず,業 界団体か らも適当な資料 の発表がない。

② 特殊鋼,鉄 鋼第二次製品に関する流通統 計が不備 である。

③ 需要部門別の情報が不備 である。

とくに大きなシェアを占める土本建築 の民間需要・自動車業界の下請需要 ・機

械業界等需要範囲の非常に大 きい業界 の需要情報が不十分であ り・官公庁統計 の

充足度 もあま り高 くない。

④ 品種 別,用 途別統計 の精度が低 い。

⑤ 販売業者 を経 由する流通資料 の把握が困難 であ る。

上 記の ように情報に対する充足度は非常に低 く,と くに需要予測 を行な う場合,
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情 報 の欠 如 に よ り基 準値 の想 定が 推 定 によ る不備 な想定 であ り需要 予 測 も困難 で あ

る 。

3.1.4情 報 の形態

情 報 の形 態,利 用 度,充 足度 等 は別 表 の通 りであ る 。

3.1.5充 足 度 の低 い情報 の対策

鉄鋼需 要は,非 常な広範 囲 にわ た り,情 報 の収 集 も範 囲が 広範 囲な故 に 不備な 点 も

非常 に多 い。 したが って一般 的 に 必要 の都 度そ の目的に応 じて既存 の情報 を分類整

備,追 加 を行な う。

このため既 存情 報 の システ ル化 され たフ ァイル,こ れに 伴 うコ ンピ ュー タの活 用

が 叫 ばれ,各 企業 に お いて も徐 々に情 報 シス テ ムが開発 されっXあ るが,依 然 と し

て情 報収集,精 度 に は不備 な 点が 多 々あ り,業 界 と して は もち ろん,必 要 であれ ば

官公 庁 を含 め た国家 規模 による情 報 の整 備 お よび システ ム化 が必要 とな ろ う。

さ らに情報 のシステム化 に必要 な最 も基 本的 な品種 コード等が統 一 され て いな い欠

陥 が ある 。これは,単 に企 業 の立 場 に お ける努 力 のみ で は解 決困難 な問 題 で あ り,国

際的 に も通 用す る規 準 の設定 がな され る必 要 があ ろ う。
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別 表1.計 画 作 業 に お け る情 報

～

」
u⊃
N

～

情 報 の 種 類 情報形態

オペレーシ ョナル

プ ラ ン ニ ン グ

の 区 別

情報

頻度
情 報 源 利 用 部 門

利

用

度

充

足

度

不充足情報 の内容

と そ の 理 由

計画情報 マー ケ ッ ト長期 計 画

〃

鋼鋸商内実績

鉄鋼取扱実績

ユーザ新規需 要

輸 送 状 況

口 述

新 聞

刊 行 物

文 書

口 述

刊 行 物

PL

〃

〃

〃 ピ

〃

〃

随時

〃

〃

〃

〃

〃

メー カ

メー カまたは
官 庁

Top-Mid

、"

〃

〃

〃

〃

A

A

A

A

'B

A

●

A

B

売別表 レりマー ク項

参照

〃

一

社 内

ユーザ,社 内等

　 ■



別 表2.引 合 作 業 に お け る情 報

～

H
u⊃
ω

～

情 報 の 種 類 情報形態

オペ レーシ ョナル

プ ラ ン ニ ン グ

の 区 別

情報

頻度
情 報 源 利 用 部 門

利

用

度

充

足

度

不充足情報の内容

と そ の 理 由

引合情報 引 合 書

}文 書

OP 随時 需要家特約店 Mid-Low
A A

見 積 依 頼 書 〃 〃 〃 〃

見 積 依 頼 口 述 〃 〃 〃 〃 A A

電 話 〃 〃 〃 〃 A A

公 告 文 書 〃 〃 官 公 庁 〃 A A

信用情報 信 用 調 査 書 文 書 〃 〃

,

商業興信所 〃 A B

財 務 諸 表 〃 〃 〃 特約店需要家 〃 A B

業 界 意 見 口 述 〃 〃 特 約 店 〃 B A

取 引 銀 行 見 解 〃 〃 〃 銀 行 〃 B B

同 業 者 の 批 判
〃 〃 〃 他 商 社 〃 A C

情報 を出 したが ら
な い

圭 〃 〃 〃

莞別表刊 行物(信)マ

ー ク参照取 扱 実 績 文 目 ●

商 社 と の取 扱 実 績 〃 〃 〃 社 内 〃 B A

〃 〃 一 〃一 般 経 済 情 報 刊 行 物 〃



別表3供 給作業における情報

～

　
㊤
吟
～

情 報 の 種 類 情報形態
オペ レーシ ョナル

プ ラ ン ニ ン グ

の 区 別

随時

頻度
情 報 源

'

利 用 部 門
利
用
度

充
足
度

不充足情報 の内容

と そ の 理 由

供 給 情 報 運 輸 部 在 庫 帳 文 書 OP 随時 社 内 Top-Low A B

マ ー ケ ッ ト在 庫 電話文書 〃 〃 マ ー ケ ッ ト 〃 A B

鉄 鋼 部 在 庫 帳 文 書 〃 〃 社 内 〃 A B

マーケ ット生産計 画 新 聞 口述 ノ/ 〃 メ ー カ 〃 B B

特 約 店 在 庫 文 書 〃 〃 特約店 〃 A B

他 商 社 在 庫 電 話 〃 〃 他商社 〃 C B

供 給 実 績 刊 行 物 〃 〃 業界団体 〃 B B

価格決定情報 相 場 口 述 〃 〃 同業者 特約店 Top-Low A A

仲 間 相 場

競 合 相 手 状 況

業 界 紙

刊行物等

〃

〃

〃

〃

〃

官庁等

〃

〃

A

B

A

C

涛

灘 ㌶:
できず

生 産 調 整(1) 口 述 〃 〃 メ ー カ 〃 A B
メー カ の設備 トラブ
ル公表

〃(2) 新 聞 〃 〃 マ ス コ ミ 〃 A B

生 産 実 績 刊 行 物 〃 〃 〃 一 謙製亮醸照
政 治経 済 情 勢 マ ス コ ミ 〃 〃 マ ス コ ミ 〃 A A

〃 刊 行 物 〃 〃

一

〃 　

鵠…劉。騒



別 表4-1外 部 か ら入 手 す る情 報

～

一
〇
切

～

情報の プ ラ ン ニ ン グ 情報 利 用 部 門 必 充 不充足情報

情 報 の 種 類 オペ レーショナル 情 報 源 用 足 の内容 とそ

形 態 の 区 別 頻度 階 層 度 度 の 理 由

(信)(価) 国民所得統計 よ1懲 OP 政 府 統 計 TOP-Low C B

〃 産業別国民総生産 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 経済社内発展計画 〃 〃
'
経 企 庁 〃 〃 〃

〃 工 業統 計 〃 〃 通 産 省 〃 〃 〃

〃一 鉱工業生産指数 〃 〃 〃

一

〃 〃 〃

〃 生産業者出荷指数 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃

般
生産業者販売業者在庫指数 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 特殊分類生産出荷在庫指数 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃

経
原材料消費在庫指数 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 関連産業付加価値構成 〃 〃 日 銀 〃 〃 〃

〃 鉄鋼業輸出入統計 〃 〃 大 蔵 省 〃 〃 〃

済. 主要商品別輸出入統計 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 各種金利水準 〃 〃 日 銀 〃 〃 〃

〃 財政資金対民間収支 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 全国銀行資金新規貸付 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 日銀券発行高 〃 〃 〃 〃 〃 〃



別 表4-2

～

　
q⊃
O

～

情報 の プ ラ ン ニ ン グ 情報 利 用 部 門 必 充 不充足情報
情 報 の 種 類 オペレーシ ョナル 情 報 源 要 足 の内容 とそ

形 態 の 区 別 頻度 階 層 度 度 の 理 由

(信)(価) 全銀行貸出約定平均金利 刊行物
or文 書 OP 日 銀 Top-Low C B

〃 不 渡 手形 〃 〃 手 形 交 換 所 〃 〃 〃

〃 国際 収 支 〃 〃 日 銀
■

〃 〃 〃

〃 外貸準備高 〃 〃 大 蔵 省 〃 〃 〃

〃一 市中相場推移 〃 〃 業 界 紙 〃 〃 〃

〃 卸売物価指数 〃 〃 日 銀 〃 〃 〃

〃

般
特殊分類物価指数 ノノ 〃 〃 〃 〃 〃

〃 製造業主要財務指標 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 附加価値構成比 〃 〃 〃 〃 〃 〃

経
〃 資産,資 本損益に関する比率,回転率 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 手元流動性資金 〃 〃

、

〃 〃 〃 〃

済
〃 企 業 間 信 用 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 損 益 分 岐 点 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 主要鉄鋼業財務分析 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 企業経営報告 〃 〃 〃 〃 〃 〃

(信) 鉄鋼問屋企業分析 〃 〃 全 国 鉄 鋼 〃 〃 〃

問 屋 組 合



別 表4-3

～

】
㊤
や
～

情報の プ ラ ン ニ ン グ 情報 利 用 部 門 必 充 不充足情報
情 報 の 種 類 オペ レーショナル 情 報 源 要 足 の内容 とそ

形 態 の 区 別 頻度 階 層 度 度 の 理 由

(信) 鉄鋼問屋金融状況 刊行物
or文 書 OP 全 国 鉄 鋼

問 屋 組 合
TOP-1・ow C B

〃 鉄鋼問屋経営実態 〃 〃 〃 ノノ 〃 〃

(価)(供)
産業別常 用労働者平均賃金,実 労

働時間
!ノ 〃 労 働 省 〃 〃 〃

〃 鉄鋼生産設備能力の推移 〃 〃 日本鉄鋼連盟 〃 〃 〃

〃
一 高炉,平 炉作業実績 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 転炉,電 炉作業実績 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 圧延作業成績 〃 〃 〃 〃 〃 〃

般
〃 鉄鋼業設備能力の推移 〃 〃 通 産 省 〃 〃 〃

〃 銑 鉄 生 産 高 〃 〃 〃 〃 〃 〃

経
〃 フ ェ ロア ロ イ生 産 高 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 鋼塊生産高 〃 〃 〃 〃 〃 〃

済 〃 普通鋼圧延生産 高(品 種別) 〃 〃 ノノ 〃 〃 〃

〃 特殊鋼 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 鋳鍛 鋼 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 鉄鋼加工製 品 生産高(品 種別) 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 高炉平炉電炉別生産実績 〃 〃 〃 〃 〃 〃



別 表4-4

～

」

"っ

o。

～

,

情報 の プ ラ ン ニ ン グ
'
情報 利 用 部 門 必 充 不充足情報

情 報 の 種 類 オペ レー シ ョナル 情 報 源 要 足 の内容 とそ

形 態 の 区 別 頻度 階 層 度 度 の 理 由

(価)(供) 普通鋼圧延鋼材需要統計
刊行物
or文 書

OP 通 産 省 Top-1・ow C B

〃 特殊鋼圧延鋼材部門別出荷高 〃 〃 〃 〃

●

〃 〃

(信)(価) 問屋特約店向鋼材出荷高 〃 〃

s

〃 〃 〃 〃

〃一 特約店鋼材取扱状況 〃 〃 鋼 材 倶 楽 部 〃 〃 〃

〃 普通鋼材取扱状況 〃 〃 通 産 局 ノノ 〃 〃

〃

般
シ ェ ア ・ス リ ッ ト業 業 態 調 査 ノノ

〃 鉄鋼統計委員会 〃 〃 〃

〃 規模別普通銅取扱高 〃 〃 販 売 業 者 〃 〃 〃

(プ)(価) 普通鋼品種別用途部門別受注高 〃 OP&PL 鉄 統 委 〃 〃 〃

経
〃 〃 鋼材品種別産業部門別出荷高 〃 〃 通 産 省 〃 〃 〃

ノノ 〃 〃 地 域 別受注 高 〃 ノノ 鉄 統 委 〃 〃 〃

済 〃 〃 〃 用途部 門 別受注 高 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 ""品 種 別在庫 高 〃 〃 通 産 省 〃 〃 〃

〃 〃'・ 問屋仕 入販 売 高 〃 〃 鉄鋼 問屋組合 〃 〃 〃

〃 鋳鍛鋼需要部門別生産高 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 屑鉄用途別消費高 〃 〃 通 産 省 〃 〃 〃

〃 〃 国内供給 国別輸入 〃 〃 大 蔵 省 〃 〃 〃



別 表4-5

～

－
q⊃
q⊃

～

情報 の プ ラ ン ニ ン グ 情報 利 用 部 門 必 充 不充足情報
情 報 の 種 類 オペ レーシ ョナル 情 報 源 要 足 の内 容 とそ

形 態 の 区 別 頻度 階 層 度 度 の 理 由

(プ)(価) 鉄鋼品種別輸出船積実績 刊行物
or文 書

OP&PL 大 蔵 省 Top-1・ow C B

〃 鉄鋼仕向先別 〃
、

〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 鉄鋼加工製品別輸出船積実績 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 鉄鋼倉庫保管能力 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃一 鉄鋼 センター保管加工能力 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 機械輸出入実績 〃 〃 通 産 省 〃 〃 〃

〃

般
機械鋼業普通鋼々材消費在庫 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 〃 特 殊 鋼 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃 自転車 々種 別生産台数 〃 〃 自動車工業資料 〃 〃 〃

経
〃 〃 保有台数 〃 〃 運 輸 省 〃 〃 〃

〃 主要国自動車保有量 〃 〃 〃 〃 〃 〃

済 〃 〃 生産 高普及率 〃 〃 自動 車 工 業 会 〃 〃 〃

〃 鉄道車両生産台数 〃 〃 鉄道車 両協会 〃 〃 〃

〃 造船業鋼材消費 〃 〃 海 事 統 計 〃 ノノ 〃

〃 鋼船機工進水竣工実績 〃 〃 運 輸'省 〃 ノノ 〃

〃 工事種別建設工事受注高 〃 〃 建 設 省 〃 ノノ 〃



別 表4-6

～

N
O
O
～

情報 の プ ラ ン ニ ン グ 情報 利 用 部 門 必 充 不充足情報
情 報 の 種 類 オペ レーシ ョナル 情 報 源 要 足 の内容 とそ

形 態 の 区 別 頻度 階 層 度 度 の 理 由

(プ)(価) 四半期別建築着工指数 刊行物
or文 書

OP&P]口 建 設 省 TOP-Low C B

〃 構成別用途別 〃 状況 〃 〃 〃 〃 〃 〃

〃
工事種類別発注者別建設工事受注

実績
〃 〃

、

〃 〃 〃 〃

一 〃 機械種類別需要部門別受注実績 〃 〃 経 企 庁 〃 〃 〃

〃

'

種類別機械受注高販売高受注残高 〃 〃 〃 〃 〃 〃

般 〃 主要産業設備投資実績並びに計画 〃 〃 通 産 省 〃 〃 〃

〃 公私工事着工額 〃 〃 建 設 省 〃 〃 〃

経(プ)(運) 鉄鋼地域別流動表 〃 〃 運 輸 省 〃 〃 〃

〃 〃機関別輸送量 〃 〃 〃 〃 〃 〃

費 〃 海 上運賃(鉄 鋼,石 炭,ス クラップり 〃 〃 ノノ 〃 〃 〃

〃 鉄鉱石専用船竣工量及び保有量 〃 〃 鉄 鋼 連 盟 〃 〃 〃

(信) 問屋 別 メー カ系 列 〃 OP メ ー カ 〃 〃 〃

〃 メー カ別生 産品種 〃 〃 〃 〃 〃 〃
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1.繊 維 問屋 におけ る経営情報

1.1繊 維 流 通 の 特 質

わが国 の流通 活動 が,① 取 引 の錯綜 と複雑 さ,② 大量取 引体制 の未成 熟,③ 不合 理

な取 引慣 行,④ 需給 の不適合(供 給 過剰,投 げ物 の発 生等)な どの問題点 をかか えて

い る こ とは 周知 の事 実 で あ る。

また,繊 維流 通 の特 質 と して,① 商品 が多種 多様 で あ る こと,② 加エ段 階 が多 く,

か つ経 路的 に錯綜 して い る こ と,③ 企業 数が 多 く,か っ企業 格差 の大 きい こ と等 につ

い ても,す で に多 くの学 者,エ コノ ミス ト等 が指摘 した ところで あ る。 と くに② の

「加 工段階 が 多 く,か つ経 路的 に錯綜 してい る 」とい う特 質は繊維流 通 に多 く、の問 題

を発 生 させ る主要 因 とな ってい る 。

す な わ ち,繊 維 製品 は多 くの加工段階 を経 て商 品化 され,し かも その 中間段階 で も

商品 価値 を持 つ とい う,自 動 車等 のア ・セ ン ブル商品 とは対称的 な特質 を持 って い る。

一 例 と して合繊 の ワイ シ ャツが っ く られ る過程 をみ る と
,っ ぎの通 りで あ る。

合 繊 わた→(紡 績工 場)→ 糸 →(織 物 工場)→ 織物 →(染 色 加工工 場)→ 染 色 加工

織物 →(縫 製 工場)→ ワイシ ャツ とい う段階 まで が加工段 階 とそれ を含 む流 通 であ り,

しか も合 繊 の ワイシ ャツは,合 繊 の フ ィラメ ン ト糸 をメ リヤス工 場 で編 ん でつ く られ

た メ リヤ ス生地 を材料 と して縫 製 され る こ ともあ り,半 面,紡 績 工 場で っ くられた糸

は,縫 糸や レー ス等 の雑 品 に も使 われる場合 もあ り,さ らには消費 者 が生地 を買 って

ワイ シ ャツを仕立 て る場合 もあ る とい うよ うに,そ れぞ れ の場 合や 段階 に よ り独 自の

中間機構 が存 在 し,特 別 の加工 消 費 が存 在 してい る。

繊維 問屋 に は,主 と して織物 を扱 う織 物 問屋 をは じめ,縫 製 加 工 をほ どこ した繊維

二 次製 品 を扱 うものも あ って,そ れぞれ加 工流通 の一 部 を分担 して い る こ とにな る。
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1・2環 境変 化 と繊 維 問屋の 適応 策

繊 維 問屋 を と りま く環境 条件 の変化 は近年 い ち じる しい ものが あ り,主 た る変化 を

列挙 す れば つ ぎの通 りであ る。

(1)繊 維 消費面 の変化

人 口の都市 集 中,マ ス コ ミの発達,農 村 消費 の都市 化等 の傾向 が ます ます い ち じ

る しくな り,生 活様 式 の格差 が 少 な くな り,消 費 の集 中 化,既 製 品化 がすす ん だ。

しか も,半 面 では所 得 の増 大 に よ り,消 費 の多様 化,高 級 化 がす す む とい う両 極分

化 の傾 向 がみ られ る。 さ らに レギ ュラー チ ェー ン等 の量販 店 の急 激 な拡張,百 貨店

の多店舗 化,シ ・ ッピン グセ ンターの拾 頭 な ど,小 売店 の 大型化 が急速 度 にす す ん

で いる。

② 労働需 給面 の変 化

若年 労働 力 の不足 が深 刻化 し,省 力化,機 械化 等 の経 営 体質 改 善が強 く要請 され

て きた。

㈲ 海外 との関 係 の変 化

発展途 上 国 の繊維 産業 が発 達 し,下 級品分野 にお け る優 位性 を高 めてお り,加 え

て特恵関 税 の供与 に 関す る要 請 が強 くな ってい る。半面,先 進国 か らの高 級品輸 入

は増加 して きて い る。 また,44年3月 の第2次 資 本 自由化 に よ って流通 部門 の自

由化が 一歩前 進 し,近 い将 来,卸 売業 の全面的 な 自由化 は必至 で あ る。

(4)生 産 面 の変 化

通産 省当 局に よる繊 維 産業構 造 改善 事業 が紡 績,織 布 か ら,染 色,メ リヤスへ と

拡 張 され,一 方,合 繊 メー カは装 置産業 化 して ます ます マ ス プ ロ体 制 を強 化 しつ つ

あ る。紡 織 以降 の加 工段階 では設 備 の近 代化 がす す みつ つ あ り,生 産 能率 の向 上,

省力化,生 産品種 の 高級 化 がすす ん でい る。

㈲ 金融 商社,財 閥 商社 の流 通 段階 へ の参 入

大手総 合商 社 が従 来 とは 全 く異 った ビヘ ビア ー をも って流通段 階 へ参入 して きた。
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す な わ ち,レ ギ ュラーチ ェー ンへ の店舗 リース,シ ・ッピン グセ ンター の開発(デ

ィベ ロ ッパ ー機能),商 品開 発力 の強 化(コ ンバ ー ター機能),加 工流 通段階 の系

列 化(コ ン トロー ラー機能)な どに精 力的 な動 き をみ せ は じめた。

以上 の よ うな環 境条 件 の変化 に適応 す るた め,繊 維 問屋 はつ ぎの機能 を強化 し,さ

らに一 層強化 す る方 向に あ る。

(1)商 品 開発(需 要創造)

② 商品構 成(売 れ筋 商品 の品揃 え)

(3)得 意先 指導(VCの 結成,経 営指導)

(4)集 荷 配送(流 通 セ ン ター の設 置)

㈲ 情報 活動(経 営情 報 管理 のた めの コン ピ ュー タの導 入)

1.5繊 維 問 屋 の プ ラ ン ニ ン グ 情 報 処 理 の 概 要

繊維 問屋 に おけ る プ ランニ ング情 報 の主 た るもの は商品 の企画 に関す る情報 で ある。

別項 に述 べた通 り,繊 維 流通 の特 質が 加工流 通 とい う点 に ある以上,繊 維 問 屋 に と っ

て,商 品 企画 の優劣 はす なわ ち企 業 の優 劣 と同義 であ る。 したが って,繊 維 問屋 は適

確 な情 報 の収 集 につ とめ,商 品作 りを行 な うが,卒 直 にい って,そ の処理 方法 は未 熟,

不完 全 で あ る。近年 コ ンピ ュー タの導 入 に よ って情 報 処理 の方法は急速 に進 ん で い る

もの の,現 状 は他 の業 種 に比 して見 劣 りす る こ とを免 れ ない。

「商 品 を創 る 」ノ 「オ リジ ナル商 品 の開発 」,「 コンバ ー ター化 」,「 工場 な き メ

ー カへ 」等 々の言葉 が ,最 近,繊 維 問屋 の合 言葉 とな って いる感が あるが,し か し,

オ リジナル商 品 の占 め る割合 は未 だ全売 上高 の5割 に満 た ない問屋 が大 半で あ る。

その理 由 と しては,適 確 な情報(イ ンプ ッ ト)の 収 集 が きわめて 困難 な こ とを第一

に指 摘 しなけれ ば な らない。 しか も,繊 維 問屋 が全 商品 をオ リジナル化す る ことには,

つ ぎの よ うな デ メ リ・ トが存在 す る。、

① 仕 入予 算 の全額 を投 じて 自己 リス クの商 品生産 を した場合 は,景 気 の変動,流 行
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の変動 に応 じた予 算修 正が 困難 で あ る。(仕 掛 り期 間が長 い とい うオ リジナル商品

の性 質 のため)。

② 自社 の アイデ アには限 界が あ り,あ る程 度,他 社 のア イデ ア を利 用 しな い とマ ン

ネ リ化す るお それが あ る。

③ オ リジナル商品100%の 場合 は,や や もす る と商品 傾 向が片寄 り,品 揃 え をか

え って粗 悪 にす る場合 が あ る。

④ 買入 れ商品 皆無 の場合 は,流 行,価 格,取 引条件,そ の他 にっ いて業 界,社 会一・

般 の情 勢 に遅 れ るおそれ が あ る。

⑤ 新 しい ア イデア,素 材等 が突 然発 生 した場 合,商 品計 画 に組 み入れ る余地 が な い。

オ リジナ ル商品100%の 商品政 策 には以 上 のよ うなデ メ リ ットが あ、り,こ れ らが

原 因 とな って機 会損失 を免 れ な い例 は,婦 人 子供 服業 界 な どで しば しば み られ る とこ

ろ であ る。

しか しなが ら,繊 維 問屋 に おけ るオ リジナ ル商品 の扱 い比率 は年 々高 ま ってい る し,

流 通革 新 の時 代 を迎 え,商 品 開発 を主柱 とす る マーチ ャン ダイ ジ ン グ機能 は繊 維 問屋

に と って,欠 かせ ない も の とな って きた。 以下 に繊維 問屋 に お ける商 品化 政策 につ い

て若干 述 べ,プ ラ ンニ ング情 報 との かかわ りをさ ぐって み る。

商品 化政 策 をす す めて ゆ くため には,ト ・プの命令 をマー チ ャン ダイ ザーが 消化 し

た 上で,販 売 員 な どの意 見 を十 分に聴 いて,こ れ を と り入 れ る ことが必 要 で ある。 ま

た,商 品政 策,仕 入先政 策,販 売政 策,宣 伝政 策 ,商 品管 理政 策,さ らに社 内 の組 織

上 の問題等 に適 応 され る こ とが必 要 で ある。一般 に繊維 問屋 の商品化政 策 は 多 くの場

合,っ ぎの よ うな プロセ ス を経 て実 施 され て い る。

① 過 去 の反省会(商 品,販 路,販 売方 法等 にっい て の過去 のデー タ の最小 自乗法 に

よる反省 と くに前 シ ーズ ンの反 省,問 題点 の摘 出が重 視 され る。)

② 来 シー ズ ンの素 材 の検討

③ 来 シ ーズ ンの加工 方法 の検 討

④ 生 産 チー ムづ く り

⑤ 色,柄,組 織 の決 定
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⑥ 見 本試 作1

⑦ 価格決 定

⑧ 数量予 測(販 路 の予 想)

⑨ 内見会(主 要 得意 先 を対 象),予 約

⑩ 数量決 定

⑪ 展示会(追 加受注)

素 材 の検 討 には多 くの場合,原 綿,紡 績,織 布 を含 み,加 工 は染 色整 理,縫 製 まで

が検 討 され る。原 糸 か ら染 色,整 理,縫 製 につい て,ど の産 地,ど の メー カが最 も適

して いるか,能 力 と系 列 の両 側面 か ら検討す る。 これ が きま る と,販 売 員,得 意先 の

意 見 をき き,ま た,モ ニ ター の意 見,海 外情 報 な どが 加味 されて,色,柄,組 織 が き

め られ る。次 の段階 で マ ス見 本,生 地 見本 を作成 して主 要 得意 先 に持 ってゆ き,一 方,

競 合商 品 の価格 調査 を行 な って価格 を決 定 し,数 量 を予測 す る。数 量 と時期 は主 要得

意先 を対象 とす る内見会 の段 階 で決 定 され る ことが 多い。 主 要得意 先 の予約 状況 をみ

て当初 の数量予 測 を修 正 して本 格的 生産段階 に入 る。

も ちろん 以上 の段階 は単 品 ご とに行 なわれ,ど の商 品 の,ど の色,ど の柄 を,ど れ

だけ,い つ売 るか(買 って も らえ るか)と い う具 体的 な商 談 をふ まえて行 なわれ る。

なお,別 項 「繊維 問屋 に おけ る プ ランニ ン グ情 報 処理 の事例 」を参照 され たい 。

1.4繊 維 問 屋 にお い て コン ピュータの果 してい る役割

繊維 問 屋 におい て コ ン ピ ュー タの果 してい る役割 りは現在 の ところ未 だ定着 して い

な い。

導 入後 かな りの期 間 を経 過 して い る(昭 和30年 代 後半 に導 入 した)問 屋 の場 合で

も,未 だ プランニ ン グ情 報 の処理 に至 ってお らず,導 入間 もな い問屋 にお いては オペ

レーシ ・ナル情報 の処 理,そ れ も単 に計 算事 務 のス ピー ドア ・プ化 に役 立 って い るに

過 ぎない とい うことが で きる。 しか し,近 い将 来,コ ン ピ ュー タ利用 の技 術が高度 化
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す れ ば,問 屋 もイ ンプ ットの整 備 と相 ま って,プ ラン ニン グな情 報 処理 に あ る程 度利

用 す る こ とが で き よ う。

こ こで は,現 在 まで に コ ンピ ュー タ を導 入 した問屋 にお け る役割 りを,主 として仕

入 事務 処理 の側面 か らみ る こ とにす る。(○:導 入 後,×:導 入前)

(1)発 注伝票 発 行:○ 発注 の手 間が かか るが,重 複 発注や 発注 内容 の ミスが な くな

った。 ×発 行 して いな か った。

(2)仕 入伝票 チ ェ ック:Oチ ェ ックが細 か くな った(商 品 コー ド 発 注Noな ど)。

x裏 付 け のため のチ ェ ・ク以外 は と くに なか った。・

(3)仕 入,支 払 申請 のため の計 算:○ 仕 入支払 日報 に よ り処理 で きる。 ×対仕 入

予 算 との関連性 を含 めた も ので,一 般仕 入 れ,加 工 仕入 別 に手計 算 処理。

(4)統 計資料:○ 詳細 な デー タが得 られ る。 ×手作 業 の ため大 まかな資料 しか と

れ ない。

⑤ 支払 計算:○ 支 払 明細 書 の作成 が機械 処理 で き る。 ×手作 業 。

(6)原 価処理:○ 発 注伝 票 に よ り自動 的処理 。 ×手 作 業。

(7)商 品 コー ド申請:○ 発 注伝票 に よ り申請。x申 請 書 を起案 して申請 。

(8)納 期:○ 納期 が わ か り管理 が で きる。 ×納期 管理 が は っき りしない。

(9)加 工,仕 入先 管理:○ や りやす くな った。xや りに くか った。

⑩ 商 品 カー ド:O正 確 にな った。x不 正確 だ った。

(11)支 払 日:〇 一・定 にな った。 ×随 時支払 処理 され る こ とが 多か った。

a2)請 求 事務:○ 支 払 明細 書に よ り簡単 にチ ェ ックで き る。 ×非常 に手 間が かか

ってい た。

〔13}荷 受 処理:○ 発 注伝票 に よ り荷受 チ エ ・クが 容 易に な り,物 動計画 が立 て 易 く

な った。 ×荷 受時 の確 認 に手 間 ど り,荷 受予 測 が立 た なか った。

(14荷 受伝 票発 行10発 注伝票 に よ り,発 注ua,商 品 コー ド等 の内容転記 が明確 に

な り,伝 票 の処理 が早 くな った 。 ×入 日記や送 状 で荷受 処理 を した場合,商 品 コ

ー ドや そ の他 の必 要 事項 が 不明確 な ことが 多 く処理 が遅 れた。

囲 上記 の うち,い くっか は コ ンピ ュー タ導入 の結 果 とい うよ りも,そ の前提 と し
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て の事 務 処理 シス テム の改正 に よる結果 で あ る とい うこ とがで きる。

1.5外 部情程に対する繊維問屋の若干の意見

(1)来 シーズンの商品計画は約1カ 年 前に着手す るため,一 般の外部情報,統 計 を参

考 に した くとも間に合わず,自 社 の調査結果,販 売 の意見に主 として頼 らざるを得

ない。

② 消費の実態についてのマクロ的資料 が整備 されていない。政府の指定統計に も整

合性 がな く信頼できない。

㈲ 業界団体,研 究団体等がそれぞれ統計資料 を公表 しているが,そ れ らのほ とん ど

は信愚性が薄い。サ ンプ リング,集 計方法等の標準化が望ま しい。

(4)生 産統計,厚 生省の人口関係 などの統計資料 は正確だ と考 えるが,末 端の消費需

要 に関 しては,信 頼すべき統計が少ない。百貨店 の商品 コー ドを統一 し,単 品別の

売上統計 な どが入手できれば大いに参考になる。

㈲ 欧米諸国の流行に関する資料 として政府機関が雑誌等 を収集,整 備 し,業 者に利

用させてほ しい。

2.繊 維 問屋 におけ るオペ レー シ ョナル

情報処理事例

2.1繊 維 問 屋 の 特 質

会社 が営業 す る上 で 大事 な要素 は,も の,ひ と,か ねの3要 素 といわれ る。

繊 維 問屋 につ いて もそれ がい える。

もの…………商 品管 理

ひ と…一・一得意 先 管理,仕 入先 管理,セ ール ス マ ン管理
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か ね…一一・資金管 理,財 務 管理

大体,大 雑把 にい って,上 の管 理資 料 がオ ペ レー シ ・ナル な企 業情 報 として含 まれ

る。

繊維 問屋 はお いた ちが きわ めて古 く,か つ ては生活物資 を主 と して取 扱 って きた関

係 で,業 種 と しては安 定 した業種 で あ った が,表 面 のは なや か さに反 して,企 業 個 々

の栄枯 盛衰 もまた きわめ ては げ しい も のが あ った。 また,流 行 の変遷 が め ま ぐる しい

こ ともあ って,取 引成 立 の要件 が 縁故 に流 れ る局面 が多分 に ある。

消費物 資 を取 扱 う関係 上,得 意 先 と しては零細 な小売商 を多 くか 二え,景 気 変動 の

一挙 手 ,一 投 足 に至 るまで,細 心 の注意 が払 われ る必要 が あ る。

仕入先 につい て もまた同 じこ とがい える。仕 入先 もまた比較 的零 細 な企業 が 多い か

らであ る。

繊維 製 品は実 用品 で ある と ともに,趣 味,嗜 好に うった える流行 商 品 で もあ る。 そ

こで,繊 維 問屋 で は,種 々雑 多 な多品種 少量 商品 の取 扱 い を余儀 な くされ る。

極 端 な言 い方で はあ るが,仕 入先 の中 で,大 メー カは紡 績 会社 であ るが,紡 績会社

は糸 の生産 が中心 であ る。織 布,二 ・ター,染 工,整 理,縫 製 と分業 化 された それぞ

れ の職能 にっいて,あ るい は系列 化 され,あ るいは独立 して,比 較 的零 細 な仕 入先 が

散 在 して い る。

繊維 問屋 は,.こ の複雑 多 岐 に わた る流 通機構 を統 制支 配 し,少 量,雑 多 な商 品群 の

生 産 と,末 端 の消 費需 要 とを結 ぶ コン トロー ラ として存 在 す る。繊 維 問屋 は,零 細 な

仕 入先 の末端 に至 るま で,細 か に管理 す る管 理技術 をもたねば な らない 。

一般 に企業 の消長 は販売 高 のい かん にかか ってい る。

経 済 界 は,全 般 的 に み る と消 費需 要が定率 で自然増加・し,消 費 に見合 う生産 が 伸び

て経済 成長 が続 く。

ところが個別企業 の レベ ル を とる と,繊 維 製 品は ことに商 品的 な競合 が 激 しく,ま

た企 業規模 とい う競争 力 の差 も顕著 であ るか ら,並 み の努 力で は,売 上 増 加 に結 びつ

か な い こ ともあ る。

販 売企 画が あ り,仕 入れ が と もな って計算 され,そ れぞ れ支障 な く効果 的 に実 行 さ
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れて,は じめ て売 上 げ が増進 す る。 これ らは 人が計 算 し,人 が実 行す る のであ る。

人 の力,す なわ ちセ ール スマ ンの成 績 を正 しく評価 し,能 率 増進 をはか らな ければ

な らない。

そ こで,セ ー ルス マ ン管理 に関す る情報 が必 要 にな る。

っ ぎに,も のの管理 とい うこ とで考 えてみ る。

さきに述 べた よ うに,繊 維 問屋 にお ける取 扱商 品 は,少 量雑 多 な尾大 な品種 に わた

る。 同 じ材質 の糸 か らで も,染 め方 の違 い,織 り方 の違 い で,何 十,何 百 とい う種 類

の違 った原反 が作 られ る。

趣味,嗜 好 が ちがい,流 行 が あ り,そ こに また競争 とい う怪 物 が ある以上,商 品点

数 は これか らもます ます ふ える傾向 が ある。

社会 の発 展,文 明 の進 化 に ともない,消 費 は ます ます 多様 化 してい る。

最 寄 り商 品 は ともか く,流 行 商品 を取扱 う以上,商 品 の選択 は消 費者 指向 が強 まる

ばか りであ る。消費 の多様 化 に とも な って,完 全 な品 揃 え を し,し か も正業 と しての

採 算 を維 持 す る。 つ ま り,好 回転率 を維 持 してゆ こ うとす る こ とは,容 易 な業 で はな

いo
●

いまの繊維問屋一般 の現状 では,商 品管理 といえば商品管理帳の管理が中心にな り,

正確な管理資料にもとつ く,科 学的な在庫管理な どは程遠い現状である。

とはいえ,繊 維問屋 としての特異性は,外 ならぬ商品にあるのだか ら,繊 維問屋は

商品管理に最重点 をおいて考 えなければな らない。

2.2得 意先に関する情程の管理

2.2.r得 意先 口座 の開設 の ための情報

経 営者 の交 友関 係 や扱 い商 品 の特 異性等 に よ って 自然 発生 的 に生 まれた取引 関係

は別 と して,大 半 の得意先 はセ ール スマ ンが ゼー ル ス活 動 のパ イ プを通 じてみず か

ら開拓す る もので あ る。
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「選 別受 注 とよ くい われ,ABC分 析 の結 果上位5%位 の得 意先 を集 中的 に売 上

げ を上 げ る ことが よ く言 われて い る ことで あ るが,当 業 界 に お い て も事 実 そ の通

りで ある 」。 だ か らとい って,集 中的 に売 上げ の あが ってい る得意 先 だ け を対 象 に

営業 活動 を行 なえば よい とい うもので もない。

選 別 す る とい うこ とは,得 意先 の数 が それ だ けあ るか らで きる とい うこ とで,得

意先 の絶 対 数 が ある とい うことが 条件 にな る。

また,企 業 の消長 とい うものは他律 的 な もの で,第 三 者が ど うす る こ ともで きな

い もので あ る。ABC分 析 の結果 は動態 的 な もので,永 久不 変 とい うこ とに は な ら

ない。

得意 先 に関 す る情 報 は

① 得意 先 口座 開設 のた めの情 報

② 得意 先 口座 を維持,継 続 す るた めの情報

③ 得 意先 口座 を改廃 す るた めの情 報

に大 別 され る。

(1)得 意 先 別 口座開 設 の情 報

セ ール スマ ンはデ イ リーに所 定 の販売 報告 書 に項 目別に記 入 し,営 業 の状 況 を

報告 す る。 見込 客 に関す る商談 の 内容 も こと細 か に状況 報告 す る。新 規 口座 開設

のた めの情 報 は,大 抵 の場 合 セ ール スマ ンの記 入す る販売 報告 書が も ととな る。

管理 監督 者 は,新 規 得 意先開拓 の状 況 に ついて は と くに注 目 して状 況 判断 し,

セ ール スマ ン個 々に適 切 な指示 指導 に あた る と とも に,業 務報 告書 に よ り ト ップ

に対す る情 報交 換 を行 な う。

新規 取 引先 口座 を開設 す る ときは,取 引先 開設(新 規 開設)稟 議 書 を作成 し,

信用調 査 機関 の調 査書,銀 行所見,信 頼 のお ける同業 者の所見 等 を添 えて経 営 者

に提 案す る。 この提案 に も とつ いて得 意先 口座 の開設 が決定 される。

② 得 意先 口座 を維持 継続 す るため の情報

企 業 の消長 は世 のな らい で他律 的 に ど うす る こ とも できない 。逆 にい えば,得

意 先 の状 況 の変化 はセー ル スマ ンの責 任 では ない。 た だ し,相 手 先 に関す る営 業
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情 報 を細大 も らさず キ ャッチ し,微 妙 な状 況 の変化 に対 して も適 切 に即応 し,企

業 に不測 の損 失 を与 えな い よ うにす る ことは セー ルス マ ンの責務 で あ る。

① セー ルス マ ンは 状況 の変化 を営 業活動 の中で直接 に知 る。 このため には普段

のセ ール スマ ン教育 が必 要 で,職 業的 信用調査 機関 に依 頼す るよ りも何 よ りも

普段 の接触 によ る得意 先情 報 が最 も確 かで あ る。

セー ル スマ ンは定期 的 に チ エ ・クリス ト,す なわ ち,得 意先 状況 報告 書(第

1表)を 記 入 し,上 司に報 告す る。 この報 告 書 は該 当す るこ とが あ って もな く

て も報告 させ る よ うに な ってい る。

状 況 変化 が ない とい うこ とも情 報 であ り,状 況 変 化 がなか った か ら記 入 しな

か った のか,気 が つかず に記 入 もれ したか,あ とで重大 な結果 の分 岐点 に もな

るか らで ある。

この方法 は得 意先 を管理 す る見 方 を整理 して,会 社 と して の統 一 見 解 をセー

ルス マ ンに示す とい うことで管 理 上便 利 な方 法 であ るが,マ ンネ リに な り易 い。

周期 的 にチ ェック項 目を変 えた り,表 現 を変 えた りす る こ とが必 要 であ る。

② 注 文 が あ った ときにセ ー ルスマ ンは,売 上 伝票 を起票 す る。

売 上伝票 には,得 意先,販 売 員,商 品,数 量,金 額等,個 別取 引 に関す る資

料 が詳細 に記 され る。

売 上伝票 は,得 意先,セ ール スマ ン,商 品,財 務 な ど,先 ほ どあ げた,物,

人,金 の三 要素 の管理 の も とに な る最 も大 事 な原始 資料 とな る。

売 上伝票 は,個 々の得 意先 別 のホ ル ダーに綴 じて保管 され る。

③ 売 上伝票 す な わ ち売上 げ に関す る原始 伝票 か ら総 合的 な管 理に必 要 なデー タ

はキ ーパ ンチ され売 上 カー ドが作 られ る。

ア.得 意先 コー ド,イ.伝 票%,ウ.セ ー ル スマ ンコー ド,エ.商 品 コー ド,

オ.数 量,カ.単 価,キ.売 上 金額,ク.仕 入単価

な どが売 上 カー ドのデー タに な る。売 上 カー ドは コン ピ ュー タで処理 され,得

意 先 別売 上管 理 日報(別 表1)お よび得意 先 別回収 債権 日報(別 表2)が デ イ

リーに作 られ,個 々の得意 先 に対す る売 上実績,売 掛 状況,貸 越 の状 況,差 益
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率等,ま た,代 金回収 の状況,手 形決済 の状況な どを発生 の都度 タイム リーに

掌握する。

④ 得意先に対す る債権額 は定期的 に相手 と引合せ を行ない,代 金請求 をしなけ

ればな らない。

得意先の代金請求〆切期限 にあわせて,個 々の得意先 ごとに元帳型式の得意

先元帳(別 表3)が 請求内訳書 と複写で作 られる。

得意先元帳には売掛金,未 決済手形 の残高 な らびに与信残高(貸 越残)を あ

げ,貸 越残高が会社が決 めた信用販売額に対 して どの程度で あるか,超 過 なの

か,危 険 ラインに迫 っているのか,ま た逆にせ っか くの上得意 に売込みが十分

行 なおれていないのか,視 覚 に訴 えるよう記号で表示できるよ うに限度チ ェッ

クの コメン ト欄 が設 けてある。

㈲ 日刊紙 の経済欄,信 用調査機関の レポー ト,通 産統計等によ り業 界一般 の消息,

商品 を適切に掌握 し,大 所高所 か らの判断で得意先 口座 を閉鎖 した り信用供与の

限度額の改正等 を決める。

2.ろ 商 品 に関 す る情報 の 管理

再 三述 べ た よ うに,趣 味,嗜 好,流 行 の変遷等 が関 係す るので繊維 問屋 の取扱 商 品

は広範囲 にわた ってい る。 中で も流行 商 品,相 場 商 品が大半 を占め るので,た だ商 品

の出入帳 の管 理 だけが 商品管理 と思 い込 んで い るよ うで は とて も満 足 な商 品 の管 理 が

で きない。

ま た,商 品 管理 とい って も商品 だけ に限 った管 理 とい うのでは な く,得 意 先,仕 入

先 とい った人 との関 連 もあれば資 金 的 な もの,す なわ ちか ね との関連 もあ る。

2.3.1市 場 調査

(1)セ ールス マ ンは デ イ リーに販売 報告 書 に よ り商 況,売 れ筋 の状 況,競 合商 品 の

状 況,得 意先 の企 画等 の業 界 の一般 的情 勢等 を報告す る。

～215～



繊維 問屋 で は,仕 入担 当即 セ ール スマ ンで あ る こ とが多 く,自 分が担 当す る商

品 の売筋等 は特 別 に関心 をも って リポー トす る。

季 節商 品で あれ ば その 日そ の 日が商機 で あ り,勝 負 に な る。 そ の意 味でセ ール

スマ ンの販売報 告 書 は市場 調査 の情報源 として重 要 な意 味 を もち,営 業部 長 以下

真 剣 に検 討す る。

② 織 維 問屋 の取引 きは直接 には小売商,縫 製業 者 と結 びつ き,最 終需 要で あ る消

費 者 とは小売 商,縫 製 業 者 とい うパイ プを仲介 とす る情報 交換 になる。 その意味

で普段 の接触 も さる こ となが ら定期 的に情報 交換 の機会 を作 る こともまた大事 な

市 場調 査 の手 段 に な る。

例 えば,展 示 会催 物 ス ケ ジ ュール はなるべ く長 期 間 の もの を得意 先 に案 内す る。

これは商 品計画 の 全貌 を紹 介す るた めの企画 となる。

展示 会 の企画 は,た だ商 品 の紹 介 とい うだけで な しに得意先 との情報 交換 の場

を作 る とい うこ とで重 要 な行事 に な る。 た また ま季節 的 に同業 と企画 が重 な って

い る ことが 多 く,居 なが らに して他社 の企 画情報 を聞 くこ とがで きる ことが ある。

(3}商 品 を企画 す る場 合 に仕 入先 か らの情 報 もまた重 要 で欠かす ことが できない。

モー ドの面 にお い て仕 入先 の企 画 に乗 る場合 もあれ ば,仕 入先 が開 発す る新 しい

製造技 術 につ いて情 報 を受 け,問 屋 独 自の企画 を うちだす場合 な どもある。

(4)外 国雑誌,モ ー ド雑誌 は 商品企 画 にかかす こ とがで きない。 モー ド文献 リス ト

(別 表19)に 一 部 をあげ たが,外 国 のモ ー ド雑 誌 の影響 力は絶大 であ る。 また,

ドレス メー キ ン グ,装 苑 等 の指 向す るモ ー ドセ ンス な どの服 飾 界に おけ る信 頼は

想像 以上 の ものが あ り,こ れ らの服 飾雑 誌 類は商 品企 画 を担 当す る もの の座 右 を

は なす こ とが でき ない。

また,日 本繊維 意 匠 セ ンター が発 行 してい る図 書 目録 に は,'同 セ ンターが所蔵

す る繊 維 な らび に意 匠 に関 す る参 考文献 数千 冊 の リス トを独 特 の配 列 方法 に よ っ

て リス トア ・プ し,デ ザ イナ ーに好個 の指針 を与 えてい るば か りで な く,そ れ ら

の蔵書 を一般 に貸 出 しも行 な って お'り,、商品 企画 に多 大 の便 益 を与 えて いる。

⑤ その外専 門的 で は ないが,一 般 の 日刊紙 の家庭 欄 も女性 週刊 誌 の グラ ビア等 も
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商品企画担当者 と一般 消費者 とを直接結 ぶ重要なパイプになっている。

23.2商 品の管理

年間商品で継続的に流れている商品についてもシーズンごとに企画 をたてて新規

に計画する。季節商品,流 行商品にっいても販売計画,資 金計画の裏付け をした上

で仕入計画がたて られる。

月間あるいは年間 を通 じての仕入予算が決ま り,仕 入予算の範囲内で個 々の仕入

れが計画 され発注 される。月間仕入予算書(別 表4)が それぞれの類別(品 種)ご

とに計画 され審議 される。

それぞれの品種 ごとの売上予想 を得意先別販売担 当の見込み と調整 して売上予算

を計画 し,さ らに用途 別に も細かに検討す るなどして修正に修正 を重ね る。余程不

測 の事情 でも起 らない限 り見込違いを しないように確実 な売上予算 をかため,売 上

げに見合 う仕入れ を計画す る。

仕入予算に もとついて個 々の商品について仕入計画承認書(別 表5)が 立案 され,

仕入手続 きがなされる。商品の仕入れは入荷の都度仕入伝票を起票 して行な う。

仕入伝票か ら仕入 カー ドが作 られ,売 上 カー ドと仕入 力'一ドをコンピュータで処

理 して商品管理資料 を作 る。

商品別売上 日計表(別 表6)は 商品単位 ごとに売上げ,粗 利益,利 益率 を計上 し,

単品についての売上 および粗利益 を管理す る資料 とす る。

商品別仕入在庫 日報(別 表7)は 単品の仕入れ,在 庫の状況を計上 し,在 庫にっ

いては 目標予算に対 して予算超過かあるいは 目標在庫額に対 して余裕があるか どう

かをコメン ト欄に標記 してコントロールする。

日々の商品の受払 いの状況 を継続データとして集計 し,単 品ごとに商品受払元帳

(別 表8)を 月次集計で作成する。

商品受払元帳か ら商品の実際の動きを動態的に観察検討 し,在 庫の状況を確 かめ

なが ら手違いによる商品の入 り繰 りを記帳発見 し,実 地棚卸 しの結果での異常 な棚

卸誤差 を禾然に防止 して商品の出入 り管理 を完全に行 な うのである。

流行商品,季 節商品の取扱 いが多い繊維 問屋 では,ほ とん どのところで毎月1回
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(隔 月に行 な うところも ある)月 末 に実地 棚 卸 を行 な う。

流 行 商 品,季 節 商品 の ライ フサ イ クルは文字 通 りきわ めて限 られ てい る。 シ ーズ

ンの途 中 で も不測 の事情 が起 れば 見切 って売 らなけれ ばな らない ことも ある。

売 れ足 が急 に鈍化 した り,競 合 商品 の見 切 りが 目立 って くれば,当 然 価格 で対抗

す る処置 を と らね ばみす みす持 越 商品 を と り残 して しま うことにな る。 そ うなれば

セー ルス マ ンの意欲 にも影響 を与 える。

月末現 在 で全商 品 につい て実地 棚 卸 しを行 ない,棚 卸結果 数 を計 上 す る。

個 々の商品 それぞ れに つい て,売 れ 筋の実 勢 を検 討 し,評 価替 え して格下 げ を要

す る商品 につ いて は,商 品 在庫評 価 格下 げ 明細表(別 表9)を 作 る。

月末棚 卸結 果集計 表(別 表10)は,棚 卸結 果数 と評 価替 え単価 で実 在庫 が集 計

され,帳 簿上 の在 庫数,在 庫 金額 との照合 が な され,棚 卸差 異 が計 算 され,差 異 が

大 きい商品 につ いて は コメ ン ト欄 に記号 で標記 して異常 の有無 を知 らせ る。

中間 の差 益計 算は,値 入 れ また は移動 平均 単価法 に よ り計上 され てい る。 月末棚

卸 しの際 に行 なわれ る評 価 替 え,正 確 にい えば評 価格下 げ に よ り,別 途 に商 品勘 定

の損 益 が発生 す る。

っ ま り月末 棚卸 しによ って は じめて正確 な粗 利益 がつ かめ る とい うこ とで ある。

そ の意 味で も月末 棚卸 しの結 果 は非 常 に重要 視 され る。

確実 に棚 卸 しが行 なわ れ,そ の結果 が正確 に集計 され る と,月 次商 品勘 定決 算表,

す なわ ち棚卸集 計表(別 表11)が 作 成 され る。

決算 結果 に よる商 品勘 定 のバ ランス を総 勘定 に計上 して試算 表 が作 られ,資 金 繰

りが調 整 され るので あ る。

2.3.3商 品管理 の問題 点 と今後 の展 開

(1)縷 々述 べて きた よ うに繊維 問屋 にお け る取 扱商 品は複 雑 多岐 にわ た る。経 済成

長 のテ ンポは ます ます 高 ま り,消 費 の高 度化,多 様化 は想像 もつ か ない よ うなス

ピー ドで進 ん でい る。

この よ うな情 勢 か らフ ァンシ ー商品 の ライ フサイ クルは極 端 に短期 間 に追いや

られ てい る実 情 であ る。使 い捨 て,着 す て の傾 向が顕著 にな り,繊 維 問屋 の取扱
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商品 のなかで実 用商 品 の 占め る ウエ イ トはます ます せ ば ま りつつ あ る。

商 品 の ライ フサ イ クルが短 くな るに したが って,効 果 的 な商 品管 理 に対 す る要

求 が きつ くな って お り,科 学 的 在庫管 理 の必 要性 が強調 されて きた。 この傾 向 は,

従来 とか く保 守的 で管理 の ウエ イ トが資金,財 務 の管 理 におか れが ちで あ った繊

維 問屋 を して,コ ン ピ ュー タに よる科学 的商品 管理 に刮 目させ る原 因 にな った。

総合機 械 シ ステ ム構成 図(第1図)に 示す よ うに,総 合的業務 処理 の完全 機械

化 を 目標 にす る コン ピ ュー タの導入 が さかんに な って い る。

繊 維 問屋 に おけ る科 学的 商品 管理資料 の一 つ と して色 分析報告 書 が あ る。繊維

製 品 にお いて色 の 占め る比 重 はき わめて高 い。繊維製 品は素材 があ.って組織,密

度 それぞ れ のちが いに よ って異 った原反 が生 まれ,柄 が決定 され,染 色 され て商

品 が生 まれ る。

このよ うな過 程 で商 品 が生 まれ る限 り,商 品 の特徴 がいろい ろ のポ イ ン トか ら

と られ てい る こ とは当 然 で あ るが,最 近 の傾 向 で は色 に対 す る関 心 が と くにつ よ

いo

国際的 に商 品 デザ イ ナー の グルー プに よる国際流 行色協 会 が存 在 し,わ が国 に

も支 部 が あ って世 界的 規模 で流 行色 に関 す る情 報収集,指 導 普 及 に当 ってい る。

大抵 の繊維 問屋 には加 盟 デ ザ イナー が所 属 して相互 に情 報交換 しなが ら流行 色 の

面 か らマー ケ ット リサ ー チ の結 果分析,販 売 分析 を行 な ってい る。 ・

在庫 情報報 告 書(別 表12)で は,単 品 ご とに色柄,サ イ ズ別に在 庫 をと らえ

なが ら生 きた資料 と して 動態 的 に把 え るために,期 間 的 に短い 周期 で売上 げ の現

況 を分析す る。

そ の結果 を月次,期 末 と集計 す る こ とに よ り経 過的 に情 勢分析 し,返 品 の状況

をあわ せて検討 しなが ら戦 略判 断 を下 す 。す なわ ち さ らに強気 に売 り込 む べ きか,

手 じまい の方 向 で収 拾策 を検 討す べ きか,色 分 析報告 書(別 表13)と 合 わせ て

有 力 な判断資料 とす る。

2.3.4ト ップのた め の商 品管 理 資料

ト ・プの ため の商 品管 理資 料 と して,品 種 別(商 品 大 分類別)に 資料 を作 る。
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営業 日報(別 表14)は 品種 別 の売上 げ,仕 入 在庫 に つ いて の管理 表 で ある。

繊 維製 品 の売 上 げ は,品 種 に よ り季 節変 動が あ る。

天候 な どの影響 に よ り,季 節 変動 の周期 がずれ る ことが ある。繊維 問屋 の トップ

は,こ の周期 のず れ をみ て,強 気 に拡 販 の方針 をとるか,ま たは反対 に仕入 れ をひ

か えさせ て,様 子 をみ るか 判断す る。 その意味 で,通 常 伸 び率 の尺度 と して考 える

だけ の前年 実績 対比 と して だ けで な く,こ の表 で は前年 実績 対比 は,大 きな意味 を

もつ。 、

品種 別売 上動態 表(別 表15)は,品 種 別 にABC分 析 の結 果か ら,単 品 で上位

数点 をあ げ,仕 入方針,在 庫 調整 の判断 資料 とす る。

2.4セ ール ス マ ン管 理 資 料

セ ールス マ ンの成績 を正 しく評 価す る ことは ,マ ネ ジメ ン トの第1歩 で ある。

そ の意 味で,個 々の セー ル スマ ンか ら自己 申告 され た売 上 げ,差 益 の 目標 額 を公平

に判 定 して,セ ール ス マ ン別 の予 算額 を決 め る。

係 別 日計 表(別 表16)は,セ ー ル スマ ン個 々の売 上実 績 表 で あ り,目 標 に対す る

予算達 成率 を示 して戦 略的 判断 の資 料 として い る。

部課 別売 上 日計 表(別 表17)は,管 理 者 のた めの管 理資 料 であ る。

セ ール スマ ンの販売 実績 は月次集 計 されて,販 売 員 別売 上 差益実 績 月報(別 表18)

が作 られ る。
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第1図 繊維問屋 の総合機械化 システム構成 図
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⑧
得 意 先 状 況 申 告 書(第1表)

w

申告者 部 課

申告朋 昭和 年 月 、6・
氏 名

部 長 課 長

盃 区 分 茄 得 意 先 名

チ ェ ック 項 目

① 業 績 1 同業他社並み に業績が伸びてない ようにみ える。

②
2 理 由はわか らなV・が主力仕入先 が変 っている。

仕 入
3 仕入方法に慎重性が欠け るよ うにな り,場 当 りにな った。

③ 販 売

4 以前 と比べ全体 に活気が とぼ しくな った。

5 原価を無視 した乱売を行な ってい る。

6 新規 に変 った得意先 に売込みを始 め るなど客筋が変 った。

④
7 商品在庫の急増又は急減特に時期外れの商品が多い。

商 品 在 庫
8 場違いの商品を取扱いは じめた。

⑤ 支 払 9 支払 日を変更 した り,急 に内金になった り,又 手形 サイ ドの長期化 などがあ った。

⑥ 資 金
10 主力銀行が変 った(振 出 し小切手,手 形の支払銀行 が変 った)。

11 社内外で収益低下 の うわさが ある。

⑦ 資 産

12 店舗,社 屋,工 場等の不動産 の売却又は購入 があった。 また計画 があ る。

13 銀行以外に不動産を担保 に提供 した。

14 店舗,社 屋,そ の他の整理整 頓が悪 くな った。

⑧ 経 営 者

15 ・経営者が以前 とくらべ留 守がち,又 病気で長期療養 の見込み。

16 経営 者が経営に意欲 をな くしているよ うす。

17 トップクラスの人間 関係が悪 くな った。又 内紛が あるよ うす。

⑨

18 幹部が退職 した。又退職 しそ うだ。

19 最近 社員の退職が 多 く目立つ。(頻 繁に担 当が変 る)
従 業 員

20 労使 関係が円満で ないらしい。

21 従業 員に使い込み などの不正があ った。

⑩
22 近 くに有力店が進 出,又 立地条 件が変 ったが対策がないよ うす。

環 境と世評
23 信用不安 の風評を聞 くよ うにな った。

そ の 他

・



別 表1得 意 先 別 売 上 管 理 日報

昭和 年 月 日
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ω
～

販売員
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得意先

コー ド
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●
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%
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別 表3得 意 先 元 帳

得意先
コー ド%

所在地
自 昭和 年 月 日

得意先名
至 昭和 年 月 日

～

N
N
』
～

年月日

販売課

コー ド

%

伝 票

%

指 定

仕 切

孤

売 上 高 入 金 高

差引売掛残
未 経 過

手 形 残
与信残高

コ メ ン ト

区分 売 上 現金預金 受取手形 手形期日 相 殺
50%

以 下

80%

以 上
超 過

(8) (7)

.

(7) (7)

～

(4)

一

(11) (111 (11) (11) (11)

一

(11)

130桁

一

(111

'

一

(11) (3) (3) (3)

、



別 表4月 間 仕 入 予 算 書

類 別 月 産 仕 入 予 算

単位 千円

売上

仕予傷
人算正

売 上 仕 入 在 庫 繰 越 利 益

金 額 在庫対比
%
金 額 在庫対比

%
金 額 在庫増減

%
売上対比
%

予 算

前 年

修 正

実 績

備 考

部 課別 売上 金額

～

N
N
O
～

売上
利益

部月1

売 上 利 益 売上
利益

部別

売 上 利 益

販売部か
らの予算 予 算 修 正

販売部か
らの予算 予 算 修 正

販売部か
らの予算 予 算 修 正

販売部か
らの予算 予 算 修 正

販

1

1

製

品

1

2 2

計 3

販

2

百 4

都 計

地 資 材

計
1

計

`

合 計

　

商 品 内 容

主 た る 仕 入 商 品 内 容 主 力 販 売 商 品 の 内 容

品 名 金 額 品 名 金 額 品 名 金 額 品 名 金 額

氏 名

く





別 表5仕 入 計 画 承 認 書

昭 和 年 月 日 部 課

～

N
N
や
～

素 材 品 名 品番号 品 質 見 本

糸 番 手 /・/
規 格

巾 長

×

〉

密 度 本 × 本

数 量 反 米 密}数 円

単 価
'

総 金 額

取 引 条 件 受 渡 場 所

契 約引取 り限 月予 定数 量 買約を必要とした理由

月 反 m

月 反 m

月 反 m

月 反 m

月 反 m

月 反 m

販売 完 了時期 販 売 先 予 定 社 名

販 売 価 ・格 社 長 常 務 部 長 部 長 課 長 担 当

予 定 利 益
.

一約 定 先 社 名 折衝相手氏名



別 表6商 品 別 売 上 日 計 表

大 分類(商 品課)
昭和 年 月 日

中分類

～

N
N

o。

～

商 品

コ ー ド

斑

品 名

販 売 員

コ ー ド

亮

相 手 先

コ ー ド

%

売 上 高 粗 利 益 売 上 利 益 率 コ メ ン ト

売 上 返 品 値 引 純 売 上 当月累計 粗 利 益
'

当月累計 本日分 累 計
5%

以 下

15%

以 上
欠 損

(7) 個 (6) (6)

(中 分類計,大 分類計,総 計をそれぞれとる)

(11) (11) 01} 01)

130桁

(11}

一

佃 (11)

＼

(5} (5) (3) (3) (3)

ノ 〆 一 一 一
■



別 表7商 品 別 仕 入 在 庫 日 報

大 分類
昭和 年 月 日

中分類

～

N
N
O
～

担当者

コー ド

商 品

コ ー ド

孤

品 名

相手先

コー ド

面

仕 入 高 予算達成率% 在 庫 予算対比% コ メ ン ト

区分 数量 単価 金 額 当月累計 仕入予算 達成率 数量 単価 金 額 在庫予算 対比
80%

以 上
超 過

(6) (7)

、

05) (7) (3) (7)

(中 分類計,大 分類計,統 計をそれぞれとる

(7) ω 田)

)

(8)

131桁

.

(5) (7)

一

(7)

＼

(11)

'

(8) ⑤

一

(3) (3)

1 ＼〔一 ＼



別 表8商 品 受 払 元 帳

商 品
コー ド%

品 名 自 昭和 年 月 日

商 品 課
至 昭 和 年 月 日

～

N
ω
O
～

年 月 日

一

伝 票

茄

販売員

コー ド

面

相手先

コー ド

%

受 入 払 出 在 庫 在 庫 年 令 別

数量 単位 単 価 平 均
単 価 数量

単位 単 価 平 均
単 価 数量 単位 単 価 金 額

30日

以 内

60日

以 内

90日

以 上

(8)

z

㈲ (5)

】

(6)

＼

(7)

一

(3) (7) (7)

一

(7) (3)

一

(7)

`

(7) (7) (3) (7) 01)

133桁

{111 01) Ol)

↓/ ＼ ＼ 一 ＼ 一 一～ /



別表9商 品 在 庫 評 価 格 下 明 細 表

部 課

類 別 兎
昭和 年 月 日 現 在

担当者

係

品 番 品 名 加工種別

規 格 数 量 仕 入単 価

又 は

前月末単価

金 額

評 価 格

下 単 価

金 額

差 額

単 価

金 額 備 考

巾 長 反 メ ー トル

'

一 / ＼ ＼

～

ト。
ω
一

～

大分類(商 品課)

別 表10月 末 棚 卸 結 果 集 計 表

月 分

中分類

帳 簿 在 庫 実 地 棚 卸 結 果 数 量 棚卸

単価

棚 卸

金 額

帳簿実地
棚卸差異

数 量

差 異

%

コ メ ン ト 許 容

範 囲

商 品

コー ド

孤

品 名
数量 延数量 単価 金 額 社内 加工先 持出 し

返 品
未処理
合 計 金 額 数量

(6) (15) (7) (7)

一/

(7) ⑩ (7} (7) (7)

(中 分 類,大 分類,統 計をそれぞれとる)135桁

(7)

、

(7) (7) oo oo (7)

一

㈲

一

(3) (3)

一

(3)㈲

一





●月期 棚 卸 集 計 衰

 

年昭和別 表11

日棚卸

 

月年昭和部 商 品 課

＼ 商品口座

区 分 伝票枚数 数 量 金 額 伝票枚数 数 量 金 額 伝票枚数 数 量 金 額 伝票枚数 数 量 金 額

A

社

内

商

品

季 節 商 品

取 置 品

季 節 外 商 品

囲 品

返 品

見 本 ・端 切 ・疵 物

計

B

社

外

商

品

有 伝

搬 出 票 '

倉 庫 季 節 商 品

倉 庫 季 節 外 商 品

未 入 荷

返 品 未 仕 切

計

G実 績 在 庫

(A+B)

D

他

社

商

品

未 仕 切

仕 入 先 入 日 記

得 意 先 返 品 有 伝

1

1

計
,

E小 計

(c-D)

1

F口 座 振 替

1

G修 正

1

H

引

当

金

仕 入 先 協 賛 金

1

仕 入 先 値 引

1

図 案 代

支 払 歩 引

.

歩 積
1

評 価 増

1

マ ネ キ ン 代

得 意 先 協 賛 金
1 1

得 意 先 値 引

. 1

評 価 滅

1
.

過 不 足 引 当 金

1

そ の 他

1

1

計

1

1

1棚 卸 高 合 計

(E+F+G+H)

1
1

J支 払 台 帳 残 高

.

K
過
不
足
数

前 月 迄 の過 不 足 計

1

当 月 過 不足 決 裁 数

1

当 月 過 不 足 数

1
.

小 計

1

L荒 利 益(1-J)

1 1

M売 上 高

1 1 1

N月 初実質在庫(前 月期C)

1 1 1 1

O平 均実質在庫N+℃ ÷2

. .

M

P在 庫 回 転 率 一百

. 1 1

L
Q荒 利 益 率一 ×100M

'

1 1 1 1

L
R商 品 交叉率 一 ×100

0

. 1 1

作主

成任

検

算

作班

成長

商係
品
課員

商担
当
品者

商課

品長

部

長

常

務

～

N
ω
ω
～



.

.

、

「



別 表12在 庫 状 況 報 告 書

～

N
ω
研
～

品 名 コ ー ド

期 末 日 × × 一 × × 一 × ×

、

識 別 粗

利

純 売 上 累 積 デ ー タ

色 柄 サ イ ズ 今 週 月 季 節 累 積 顧客返品 受 入 仕入先返品
移 管

手 持 発 注 残
入 出

ノ r

o
＼ ∨＼

鵬



別 表13色 分 析 報 告 書

～

N
ω
O
～

業 種 別 ◆

期 末 日 × × 一 × × 一 × ×

識 ・別

本 年 売 上 昨 年 売 上 現 時 点

先 月 当 月 今 月 次 月 2カ 月 後 合 計
発 注 残 手 持

色(ク ラス) 柄
個数 売 上 個数 売 上 個数 売 上 個数 売 上 個数 売 上 個数 売 上

■

一 一一 ＼ 一 ＼



別 表14 営 業 日 報
日 付 茄

～

N
ω
や
～

コー ド允 本 日 売 上 当月売上累計 同予算対比% 同前年実績対比% 本日仕入 当月仕入累計 同予算対比% 同前年実績対比%

本日商品在庫高④ 未記帳在庫⑱ ④+⑱ 在庫額 同予算対比% 本日差益 当月差益累計 同予算対比% 同前年実績対比%

コー ド廠 本 日 売 上 当月売上累計 同予算対比%同 前年実績対比%本 日仕入 当月仕入累計 同予算対比%同 前年実績対比%

本日商品 ④ 未記帳在庫 +㊨ 在庫額 同予算対比% 本日差益 当月差益累計 同予算対比%同 前年実績対比%

コー ド孤 本 日 売 上 当月売上累計 同予算対比%同 前年実績対比%本 日仕入 当月仕入累計 同予算対比%同 前年実績対比%

本日商品在庫高④ 未記帳在庫⑱ ④+⑮ 在庫額 同予算対比% 本日差益 当月差益累計 同予算対比%同 前年実績対比%

コード%本 日 売 上 当月売上累計 同予算対比%同 前年実績対比%本 日仕入 当月仕入累計 同予算対比%同 前年実績対比%

本日商品在庫高④ 未記帳在庫⑱ ④+⑧ 在庫額 同予算対比% 本日差益 当月差益累計 同予算対比%同 前年実績対比%

コー ド孤 本 日 売 上 当月売上累計 同予算対比%同 前年実績対比%本 日仕入 当月仕入累計 同予算対比%同 前年実績対比%

本日商品在庫高④ 未記帳在庫⇔ ④+⑧ 在庫額 同予算対比% 本日差益 当月差益累計 同予算対比%同 前年実績対比%

コー ド允 本 日 売 上 当月売上累計 同予算対比%同 前年実績対比%本 日仕入 当月仕入累計 同予算対比%同 前年実績対比%

本日商品在庫高④ 未記帳在庫⑱ ④+⑧ 在庫額 同予算対比% 本日差益 当月差益累計 同予算対比%同 前年実績対比%

標準進度

%

社 長 常 務



品 種 別 売 上 動 態 表別 表15

係名月分売上

 

年

品 種 売 上 金 額 月 末 棚 卸 商 品 金 額 仕 入 金 額 繰 越 商 品 金 額 売 買 差 益 備 考

毎月7日 迄提出売上高の多い順よ り記入 して下 さい・

順 位 品 番 品 種 名
数 量

メ ー タ ー 数

平 均

単 価
売上金額

構
成
比
率

月 末

棚卸金額

構
成
比
率

仕入金額

構
成
比
率

繰越金額

構
成
比
率

差 益

構
成
比
率

仕入先 名

1

2

3

4

,

5

6

7

8

9

10

合 計 、

～

N
ω
o。
～

、



～

N
ω
㊤
～

別 表16係 別 日 計 表

、日 付 斑

コー ド% 掛 売 赤 伝 現 金 本 日 売 上 当 月 累 計 予算対比% 本 日 差 益 当 月 累 計

・

・

標準進度

%

社 長 常 務



%

標準進度

部 課 別 売 上 日 計 表別 表17

日 付

コー ド雁 部 課 名 掛 売 赤 伝 現 金 本 日 売 上 当 月 累 計 予 算 対 比% 前 年 対 比%

服
地

竺
部

縫 製1課

縫 製2課

部 付

合 計

服

地

第

百 貨 店 課

都 内 課

地 方 課

二

部
部 付

合 計

製

品

部

製 品1課

製 品2課

製 品3課

製 品4課

部 付

合 計

資

材

部

資 材 課

特 需 課

部 付

合 計

1

.

大 阪 出 張 所

寝 装 部

総 計

～

N
ふ
O
～



～

N
ふ
H
～

別 表18販 売 員 別 売 上 差 益 実 績 月 報

年 月度 亮

コ ー ド% な ま え 売 上予 算 売上 実 績 同予算対比% 前年同月実績 同 対 比% 差益予 算 差益実 績 同予算対比% 売上差益率%

、

●



別 表19 モ ー ド』文 献 リ ス ト

茄 書 籍 名 出 版 社
週 ・月 ・季

刊 の 別

Seventeen 月
America

FashionWeekly

Men†sWear

G.Q.

Sir

CaliforniaMen's&BoylsStylist

Arbiter

0.B.C:FashionNews

AmericanFabrics

ClassicCottonCollection

]N「oaveanties:SilkColor

Nouveauties

LyonSilkColor

B.C.C.:WomenlsWearDivision

FarkasPrintDesign
.

単

ThisisIsrael.......etc. 単

AmericanSymbols 単

Burda

ClanTarta皿sotofScotland

FederationColour

NewFashionColor

Beardsley

WilliamMariesDesign

Collection

0.B.C.Colorgμid

1.ilabiliaAntigua

Elega皿ce

ド レ ス メ ー キ ン グ ㈱鎌倉書房 月

ミ セ ス 文化服装学院出版局

装 苑 〃

服 装 ㈱婦人生活社

カ ラ ー デ ザ イ ン 日本繊維 意 匠 セ ン ター

マ ダ ム ㈱鎌倉書房

.
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3.繊 維 問屋 におけるプランニング

情報処理事 例

5.↑ 情報 処理 とマ ニチ ャン ダ イザーの役割

3.1.1は じめに

繊 維 問屋 に要求 され る種 々の機 能 の中 で も,商 品 化計画,い わゆ るマ ーチ ャン ダ

イ ジ ン グは,/い まや企 業経営 の中枢 をなす 役 務で あ・る。 この ことは フ ァ ・シ ・ン性

の高 い衣 料 を扱 う場合 とくに 顕著 で ある。

だが,マ ー チ ャン ダイ ジン グ とい う言葉 で解 され る活 動が重 要視 され るよ うに な

ったのは そ う古 い こ とで は ない。戦 後工 業化 の進展 に伴 って量 産体制 が 一般 化 した

が,消 費者 の好 み の振 幅 が小 さ く,か っそ の ライ フサ イ クルが長 い時 は 生産 者側 と

消費者 側 にず れが少 な か った。 しか も流 行 の予測 は大半 が海 外,と くにパ リの動 向

に追 従す るこ とで間 違 いが なか った。 しか し昨今 の生 活 レベル の向 上 と消費欲 の拡

大 は,フ ア ・シ ・ンに おい て も多様 化 と高級 化 をもた ら し,流 行 も複 雑 な屈曲 を辿

るた めに この生 産 と消費 を敢 えて合理 的 に結 びつ ける活動 を行 なわね ば 計画 が立 ち

行 かず,効 率 も悪化 す る。 そ こに商 品化計 画 が課 題 と して浮 び 上 って くる必然性 が

生 じた。

3.1.2異 質 の ものの転位 能 力

に も拘 らず商 品 化計 画 につ いて はい まだに一 つ の体 系化 され た考 え方 は な く,し

たが ってそ の進 め方 は各社 ま ちまちで ある。 む しろ商 品化 計画 に際 して の複雑 な 条

件 は,ロ ジ カル に組 み立 て ない方 が好 ま しい場合 す らあ る。

何故 な らば,商 品企 画 の最 も重 要 なポイ ン トは,発 想段階 か ら生産段 階,消 費段

階 に至 るまで のす べ ての プ ロセ スで,消 費者嗜 好 を如何 に素早 く汲 み と り,流 行 の

動 きに添 わせ るか,と い うところに あ り,こ のつ かみ難 い流動 的な心 情 に発す る要

求,っ ま り見 え ざる質 的 な内 容 を生 産者 の立場 で最 大 公約数 の色や柄 と して量 的 内
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容 に転 じ,捉 えね ば な らな いも のなので あ る。 さ らに商 品 と して店頭 に置 く場 合,

消 費者 の心情 に訴 え るもの に再 び還元 す る必 要 が あ り,こ の異 質 の もの の転位 能 力

こそ がマ ーチ ャンダイ ザー の腕 のみせ どころ とな る。 した が って よ くあ る商 品計 画

の手 順 図解 は,消 費動 向 の側面 が欠落 し,む しろ誤 った も ので ある こ とが多い。 ま

た,世 間一般 で行 なわれ て いる市 場調 整 の多 くは,消 費者 嗜好 の分析 に まで至 らず,

商品 企画 に際 して大 き な枠 組 みに活 用せ られ るのみ で,商 品 その も のを生 み だす 直

接 の動機 とはな り難iい。

以上 の よ うなきわ めて抽 象的 な フ ァクターが繊維 の商 品 企画 に は不可欠 な要件 で

ある ことを ご理解 い た だいた上 で,現 状 行 なわ れて い る一般 的 な商 品化計画 の手 順

を追 ってみ たい。

3,1.3現 状 のマ ーチ ャン ダイザ ー

通 常,商 品 企画 担 当者 は多種 に またが る要件 をふ ま える必 要 か ち,一 連 の職 能 を

兼務 してい る こ とが 多い。 多 くは商品 担当者 または仕 入 係 と呼 ばれ,か な り厳 しい

課題 を負 うととも に,役 職 者 な らず ともそ の権限 は実 質的 には きわ めて大 きい。年

令 層 をみ る と若 くて25才(約7年 程度 販売 を中 心 とす る営業 活動 に従 事),中 心

的 に活動 してい る年 代 は35才 前後 であ る。本来 は企 画 の スペ シ ャリス トでな けれ

ば な らず,そ れ はデ ザ イ ンマネ ージ ャー とか フ ァ ッシ ・ン コーデ ィネー タと呼ぶ べ

き立 場 で あるが,し か し現実 に繊維 問屋 の組織 や職 務 に は 不合 理 な点 が多 く,か っ,

企画 専任 者 の育 成 が欠 け てい たた め,む しろ営 業 の実 務 に埋没 す る ケー スが多 い。

今後 は企 画,コ ーデ ィネ イ ト,販 売 の役割 りが分 化 され て い くのは当然 の こ とで あ

り,こ とにデ ザ イ ン部 門 が各社 とも充実 しつつ あ るた め,異 質 の人 材が投 入 され る

ことになろ う。

この よ うな現状 に あ って,メ リ ・トを考 えれ ば,地 につ いた活動 が展 開 され る点

がまず あげ られ るが,メ リ ット以上 に大 きなデ メ リ ットと して,危 険 を さけ,飛 躍

した発想 に欠 け が ちに なる ことを指摘 しなけれ ば な らない 。

3.1.4マ ー チ ャンダイザ ー の実 務

彼 らの活動 は つ ぎの よ うな もので構成 され てい る。
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・売 行動 向 の実態 把 握(自 社 商品 お よび競合 商 品)

・販売 活動 の応 援(企 画商 品 の消化促進)

・在 庫管 理調 整(追 加 ・見 落 し ・返品 処理 ・値 引 き ・原価や利益 の見積 算 出等 の

責 任 を負 う。 た だ し現物 管理 は別部門 の場 合 が 多い。)

・次 シー ズ ンの全般的 動 向お よび売 筋の予 測。

・アイデ ィア の入手,基 本 プラン と個 別 テ ーマの立 案 お よび社 内関 係者 との打合 せ 。

・アイデ ィア段階 の得意 先打診 と採 算点推 測 。

・予 算案(売 上 予 算 お よび在 庫 とか らみ合 わせて 仕 入予算 お よび差 益予 算の立 案)

作成 。

'メ ー カ
,織 屋,染 工場,各 種技 師 ・職 人 ・デ ザイ ナー等社 外 関連業 者 との打 合せ

お よび各 種 の事前 手配

・突 発的 流行 商 品 お よび特価 品 の買継手 当。

・商品 の具 体的 内 容(数 量 ・扱 い高 ・品種 ・価 格 ・用途 性格 ・色柄 ・発注先 ・販売

ルー ト等)の 決 定 お よび第一回 発注。

・販 売促進 策 の検 討(見 本 帳 ・展 示会 ・店 頭 広告 ・広告 宣伝 ・その他 の提供物 等)

・桝 見本 の検 討(製 造 過程 での修 正変 更等 チ ェ ・クお よび得意先 の意見 や受 注量 検

討)

・初 反上 りに伴 う雑 務(台 帳 作成,見 本試 作品 や 広告 ・展示 品 の発 注,商 品解説 書

・価 格表 ・見 本帳 の作成 配布等)

・展示 発 表会 の実 施(説 明 会 ・反 省会等 の主 催 と参加,対 社 内販売 員 ・対 得意 先 ・

対 消費 者 お よび業 界共 同催物参 加)

・追 加 ・発注 ・値 引返 品 ・打 切 り等 の検 討 と予算 進 行状 態 のチ エ ・ク。

・各種 保存資 料 作成 と管理 の指 示。

ざ っと以上 の よう な広範囲 の課 題 を負 い,し か も これ らは多重 に切 れ 目な く続 い て

お り,夏 物 と冬物 が一 年 中共 存 してい る,と い った具 合 で あ る。

も っとも,企 業 に よ り人 員構 成 が異 な るため各項 の責 任範囲 が分割 され てい る場合

もあ り,と くに意 匠 部門 の実 力 に よ ってはか な り商 品担 当 者 の負担 は軽 くな る。
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3.1.5意 匠担 当部門

意 匠 の専門担 当 部門(デ ザ イ ン室 ・企画 室 ・開発室 ・ア トリエ ・意 匠室 等 で呼 ば

れ る)は,こ の よ うな営業 活 動 に またが る商品企 画 を担当す る場合 と,純 然 た るオ

リジナルデ ザイ ンを クリエ ー トして い る場合 があ るが,少 数 を除 い ては性 格や 役割

りが固 って いない。 多 くは美 術学校 か洋裁 学校卒 業者 で 占め られ,ま だ まだ商品企

画 の本来 的役務 よ り雑 務部 分 をカバ ー してい るケー スが多 い。意 匠部 門 は商品企 画

担 当者 のア シス タ ン トと して縦 割 りに な って いる場 合 と,独 立 した一 部門 と して窓

口が絞 られ ている場合 が あ り,効 果 は二 長 一短 で ある。企業 のデザ イ ンポ リシー を

貫 くに は,独 立 した分野 と して広 く各部門 に接す る ことが有 利 で ある。例 えば,企

業 の全商 品 にわた るシー ズ ンカ ラー ポ リシー を立 て る場 合な どには,こ とに コー デ

ィネ イ トとか トー タル ル ックな どといわれ る異種 の素 材 の組 合せ に は,デ ザ イナ ー

が個 別 の一部門 に閉 じこもっている こ とは 不利 とな る。 しか し一方,繊 維 品 の生 産工

程,流 通 経 路 は多岐 に わた り,か っ,品 種 が膨 大に わた るため,細 かな 日常活動 を

カバ ー しよ うとす る と,営 業部 門 の 中に喰 い入 る こ とが必要 とな り,専 門 分野 ご と

の ス タ ッフ分割 と経験 の集 積 は実際 的 な成 果 に結 び付 く。

したが って好 ま しい形 を考 え るな ら,現 時 点 では,意 匠課長 が全社 の意 匠面 を統

括 す る部面 を受 け持 ち,全 分野 に わ た る業 務(色,調 査 活動,資 料 作成 管 理等)の

専門 ス タ ・フ を置 く。一方,営 業活 動 ご とに細分 化 され た専 任者 が意 匠室 の中 に属

しつ ふ受持 分野 の責任 を もつ,と い う一 部 門内 での二 本立 て方式 が好 ま しい。 しか

し将 来 は 全 く異 な る管理方 式 に移行 させね ば な らない。

このよ うな二重 の活動 の最 も大 きな原因 となる ものば っ ぎの よ うな こ とに よる。

意 匠 室が 本来 の機 能 を果す には,ま だ ま だ そ れ を と りま く条件 を整 備 してかか る

べ きで あろ う。

3.1.6生 産者側 と消 費者側 の ギ ャップ

繊維 商 品が質 と量 の転位 を巧 みに行 な って いかね ば な.らな い点 は先程 述 べ たが,

実 は産業構 造 と消費購 買行 動 の間 にあ るずれ を どうコン トロールす るか,こ の あた

りが商品企 画 を成 功 させ る鍵 で あ る。
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以下 にそ のず れの 原因 を述 べ てみた い。

商 品 の生 産過程 は,糸 →織 布→染 ・加工 の三 つ のステ ップを踏 む が,こ の間 に関

わ る メー カは,素 材 別(例 えば綿紡 ・毛紡 ・合 化繊紡 等)に 区 分 された り,加 工 別

(例 えば先 染 ・後染,マ シ ンプ リン ト ・ハ ン ドプ リン ト等)に 区分 され てい る。

しか し,最 終 購 買時点 では,高 級品 店向,一 般 店 向 とい った ものや,紳 士 向,婦

人向 あ るいは若者 向,BG向,主 婦 向,子 供向,と い った用途,目 的別,消 費者階

層別,嗜 好 別,の 区分 に商 品 が吸収 され る。

これ は全 く異質 の区分 の仕 方 であ り,こ の異質 の ものが流通 過程 の どこか では ち

合 わせ をして い るに違 いな い。

重複 す るが,メ ー カは嗜 好別 の生産計 画 を立 て る として も,同 じ素 材 がい くつ も

の異 な る効 果 にっ く り変 え られ て い くた め,そ れ ほ ど細 かな考 慮 は行 ない得 な い。

一方 の消費 者 は ,物 を選 ぶ時 は その商品 の フ ィー リン グで まず フ ィル ターに かけ

色 ・柄 ・価格 ・縫 製 の良 さ とい った順 で見 分 けなが ら購 買 を決定 す る。彼 らに と っ

て はマ シ ンプ リン トかハ ン ドプ リン トか,と い った細 か な生産 工程 を問 うわ けで は

ない。

さて,商 社 を通 って問屋 に品物 が入 って くる ケース を考 えれ ば,商 社 が生産 会社

でな く販 売会社 で あ るに も拘 らず,企 業 のシステ ムは メー カの区分 に な らって素 材

別,加 工 別 の区分 が な され て い る。 同様 に問屋 の仕 入係 も これに な らって素 材 別,

加工別 に構 成 され てい る。 商社 に と って は入 口 と出 口が同 じ軌道 の上 に あるた め,

おお むね前述 の異質 の もの の衝 突 は起 らない。

話 を再 び消 費時 点 に戻 せ ば,小 売 店段階 では仕 入 れ を行 な う場 合,消 費 者 の好 み

に合 った商 品 を もつ問屋 とい う点 を念頭 に置 いて,用 途 別の仕 入れ先 に お もむ く。

仕 入先 は生地 問屋 と縫製 業 者 が中心 だが,縫 製 業者 は大半 が,婦 人服,ブ ラ ウス,

ス ラ ックス,コ ー ト,子 供 服 とい った よ うに用途 別 で区分 され てい る。

したが って問屋 も縫 製 店 相手 の販売 部門 と切売 店(生 地売)相 手 の販売 部 門に分

かれ,縫 製部 門 は男女 別,用 途 別 に細分化 され てい る。 そ して切売 店対 象 の部門 は

地域 別(都 内 と地 方 あ るい は中央 線 沿線 と新宿地 区,と い った具合 に),規 模 別
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(量 販店 と小売 店),性 格 別(百 貨店 ・高級 専門店 ・一般 店)の よ うな 区分 で編成

され てい る。

さて,問 屋 の場 合,か くの通 り,商 品 の入 口 と出 口で は異 な る性 格 をもつ。す な

わ ち,仕 入係,商 品担 当係 は生産 過程 に の っ とった編 成 が な され,販 売 部門 で は消

費段 階 か ら要請 され る区分 で編成 されて いる ので あ る。

こ こにお いて多 くの悩み が生 ず る。用途 別 の商品 企画 を考 え る時 は仕入係 が取 引

相手 を数 多 くか けまわ り,加 工 別,素 材別 の商品企 画 を考 え る時,販 売 先 を数多 く

か けまわ らねば な らず,常 に販売 部 と商品担 当者 の衝突 が発 生 す る。そ れ を避 け よ

うとす るな らば,現 状 に おい ては この調整 が社内 と業 界内 とで効率 よ く行 なわ れ る

よ うに話 合 うほか打 つ手 が ない。

メー カも昨 今 の過 剰生 産 を打 開す る上 で(尤 も,ヒ ・ ト品 は常 に品薄 であ り,流

行 の見込 み違 い の場 合 は過 剰在庫 を もて余す 状態 で ある。 しか し,時 に は人手 不足

な どの全 く異質 の要 因 に よ り需給 が調 整 され る点 も年 々大 きな問題 とな っては い る

が…一 ・…づ 最近 は メー カにお いて も消費者指 向 が叫ば れ て,原 料段 階 か ら用途 と嗜

好 をチ ェ ック し,そ れ に合 った生産 計画 が行 なわ れつ つ あ るた め,生 産者型編 成 と

　 　

消 費者型編 成 のみぞ は徐 々に うめ られっ っあ る。

3.1.7マ ー チ ャン ダイ ジ ン グの今後 の方向

以上 の実状 か ら,問 屋 にお け るマーチ ャンダイザ ーは単 に商 品 を企 画 し,生 産 を

進 行 させ る,と い った役 割 り以上 の重 荷 を負 うことに な って くる。先程 あげ た多重

の課題 を一人 で解決 す るべ く日々奔走 す る こ とは致 し方 ない と思わ れ る。現 在,こ

の錯綜 した条件 の整備 よ りも,彼 らに課 され た方 法は 高収益 のた め の高級 品指 向 で

あ って,し たが って独 自な意 匠政 策 を広告で うた うと して も,実 は裏か ら眺 めれば,

海外 サ ンプルの巧 み な ア レンジであ った り,前 年 の売 筋 の踏襲 であ った り,買 先 の

リス クに もたれ かか って い た り,.一 貫 した姿勢 に欠 け る。今後 は商 品企 画専任担 当

者 のため の特別教 育 を長 期 にわ.た り行 なわね ばな らぬ が,当 面 意 匠部門 へ の人 材投

入,資 金投 入で カバ ーす るほか ない。 そ してデザ イナ ー といわ れる人 は,審 美眼 だ

けでな く加 工技術 的 な知 識 と市 場 の知識 を併 せ持 つ こ とが必 要 であ る。 また,こ れ
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らの入 り組 ん だ業 務 の細分 化 と総 合化 をすす め るには,産 業構造 の欠陥 に まで話 が

お よぶ 以上,産 業 界全体 の問 題 と して縦 系 列 で,そ して卸売業 の当面す る課 題 と し

て横 レベ ルで それぞ れ可能 な方策 をはか る こ とが必 要 で ある。

さて,こ こにお いて問屋 の コン ピ ュー タ導 入期 を と らえ商品企 画 のあ り方 を考 え

直す 必要 を訴 えた い。

コン ピ ュー タを一 つ の道 具 として利用す る と して も,現 在,こ の複綜 状態 の中 に

持 ち込 むには,余 程 小部 分 の役割 りをもつか,さ もな くば,企 業 と して の機 構 と考

え方 をまず整備 してか か る必 要 があ る。 この,企 業 の機 構整備 を うながす とい う点

で,コ ンピ ュータ の導 入は重 要 な契 機 とな る。問屋 が ます ます 多品種 に わた る(例

えば年 商50億 ～100億 の服地 問屋 が年 間扱 うプ リン ト柄数 だけで も平均 的 に い

って3,000柄 ～6,000柄 になろ .う。それ を配色 変数 で考 えるな ら10,000種 類

を超 え るに違 い ない。)商 品 を把握 す るに は,コ ン ピ ュー タを利用 せず して管 理 が

成 り立 た ない し,コ ンピ ュー タの利用度 に よ って企画担 当者 もか な り負担 が軽 減 さ

れ,そ の余 力が オ リジナ リテ ィ開発 にふ り向 け られ る こ とにな ろ う。

現 時点 は ま だ コン ピ ュー タの導 入期 で あ って,組 織 の再編成 と社 内教育 をまず 行

ない つつ在庫 管理 と伝票 処理 の合 理化 が進 め られ てい る段階 で ある。 これは今 後3

～5年 で消化 され ,次 い で経 理面 で の資本効率 を高 め るた めの利 用へ と進 む で あろ

う。

そ して,そ の頃か ら経 営 の意 思決定 の ため の情 報 処理 とい った ことが 大 きな問 題

とな るで あろ う し,そ の時 には商品企 画 の直接 的 役割 りに コン ピ ュータ利用 が導 入

され るで あろ う。

ただ し,く ど く述 べ た消費嗜 好 の解明 は,こ れ は商 品企 画 の本質 的 な部分 に関 わ

る以上,コ ンピ ュー タ と商品企 画,さ らには意 匠 デザ イ ンの創作 活動 とを結 び つけ

よ うとす れば,社 会 の風 俗,流 行心理 等 の体系 化 が まず必 要 であ り,メ ン タル ウエ

アー とい った面 の開 発 が進 まね ばな らない。商 品企 画活 動 の中 で最 も遅 れ てい るの

は売行 き を量 で な く質 と して捉 える方策 を持 たぬ点 で ある。

効率 の高 い量 産 を行 なお うとす れば,逆 に消 費者 指向 型 の商 品企画 が ます ます 進
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む こ とは 当然 であ る。 さ らに大 きな視 点 でみ れば フ ァ ・シ ・ンの全分野 にわ た る フ

ァ ッシ ・ン学 ともい うべ き全体系 の研 究 が急 務 で あろ う。そ して,こ の よ うな特殊

な役 割 りを果 す ため のデザ イ ン部 門専 用機種 の開発 ともっな が って くる こと を期 待

した い。

ま た,業 界 の情報 セ ンター設置 が いず れは配送 セ ンターの幕開 け とともに論議 さ

れ よ うが,こ の よ うな情 報 セ ン ター を単 に省力化 とか,事 務 処理 の面 で な く,商 品

企画 担 当者 の立 場 か らす れ ば,市 場 の動向 解明,流 行予 測 とい った問屋 企業 の レー

ゾンデー トルに深 くか かわ る利用 の仕 方が 望 まれ る。

例 えば,こ れだ け色 彩政 策 の重要 さが叫 ばれ る時代 に あ って,繊 維 問 屋 のマ ーチ

ャンダイザ ーは色 彩 の統計 や記 録 を全然持 たず,し か も,如 何 に して それ を把 握 す

るか,の 基準や統 一 方式 そ のも のがい ま だに不在 なので ある。業 界で は色 は感覚 の

面 で のみ 処理 され,一 方色 彩学 者 は市場 の動 向 と関係 な く測色 光学 に埋没 して い る

ので ある。 コンピ ュー タ を媒 介 と して両 者 が組 み合 う方 法 はない もの か。

ともあれ,多 くの専門分 野 に またが る活動 とそ れぞれ の掘 り下げ とい う縦横 両 軸

の交 叉す る商品企 画 担当者 の悩 み は,今 後 も数年,こ の まま継 続 され てい くので は

なか ろ うか。

5・2繊 維 商 品 企 画 に 関 す る情 報(D
.チェ ック ・ポ イ ン ト

商 品企 画 を行 な うに際 し,そ の充 たす べ き条件 は 多い が,こ の リス トに盛 られた も

の が これ まで考 え られ てい た一般 的 な条件 で ある。

しか しなが らこの表(別 表19)に お いて も平面 に羅 列 され る ものでは な く,立 体

的 に組 み立 て られ,か つ商品 化過程 で は種 々の変更 が加 え られ る。 この表 は小分 類 の

項 目は膨 大 にわた るの で省略 す るが,商 品 企画 のほ か,市 場調 査 ・資料 整理 教育 な ど

に用 い るこ とがで き るで あろ う。(作 表 ・立 川株式 会社 企画課)
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別表19

〔商 品要 因 〕

ω 素 材条件

・ 原材料 別

・ 糸素 材別

・ 組織 別

・ 織編 効果 別

・ 生地 巾 別

・ 染料 別

・ 染 工程 別

・ 後 加工処理 別

(2)意 匠 条件

・ 色 彩別

・ トご ン別

・ 柄 別

● シルエ ット別

・ 縫製仕 上 別

(3)用 途 条件

・ ス タイル別

・ サ イ ズ別

・ 着 用 目的別

〔企 業側 要因 〕

・ 価格 別

・ 販売 ルー ト別

●

(4)マ ー ケ ッテ ィン グ条 件

マ ー ケ ッ トター ゲ ッ ト別

婦 人服 地 商品 企画 に際す る情 報 チ ェ ックポ イ ン ト

・ 競合 関係 別

・(そ の他,多 種 区 分法)

〔消費 者側 要因 〕

(5)消 費 者条件

・ 男 女別

・ 年 令 別

・ 職業 別

・ 生活 程度 ・地 位別

・ 学歴 別

・ 世代 別

(6)自 然的 条件

・ 季節 別

・ 天候 別

(7)時 間的 条件

・ ライ フサ イ クル別

・ 週サ イ クル別

・ 行動時 間帯 別

(8)行 動態様 別

・ 特 定行 動 別

・ 購 買動 機 別

・ 品質要 求項 目別

(9)地 域的 条件

・ 地 域 別

・ 規模 別

・ 環 境性 格 別
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餉 心理的条件

・ 嗜好別

・ 帰属集団別

・ 価値 意識 別

・ 発 生源 ・伝播 経路 別

・ そ の他

5.5需 給構造変化解明のための全体関連図

フ ァッシ ・ン動 向 は他 の消 費物資 よ りも流 行 がは なは だ しく,し か もそれ らが巾広

い誘 因で変転 す る。 そ こで しば しば細部 の移 り変 りに眼 を奪 れて 全体像 を忘 れ が ち と

な る。 この表(別 表20)は 不 完全 であ る ことをまぬが れ ない が,消 費心 理 の背 景 を

体 系化 しよ うとあ えて現 代社 会 の特徴 的 な傾 向 を整 理 した もので ある。近年 とみ に フ

ア ・シ ・ンの流 行 は風 俗 と一・体 とな りつ つ あ り,流 行 の発 生 と伝播 を広範 な環 境 に位

置 づけて捉 え る必 要 が ある。 別表19の チ ェ ック リス トが よ り安 定的 な条件 であ る と

す れば,こ の表 は極 め て不安 定 不可視 な側面 であ る。今 後 このよ うな作業 を続 け る中

で繊維 工学 と社 会心 理学 の接 点 を見 出 し,や がて コン ピ ュー タ導 入 の メ ンタル ウエ ア

ー開発 に結 びつい てい くこ とを願 ってい る。(作 表 ・立 川株式 会社 企画課)

5.4繊 維問屋における悪循環追跡図

繊維問屋 の経営形態 はプその歴史が長 く,か つ流通経路が錯綜 しているだけに,今

日の経済情勢変動のテンポに企業 の対策が追いつかず,様 々な困難に当面 している。

付図1は それ らの相互1の関連性を列挙 したものだが・問題は・商品においては生産者

型か ら消費者指向型に,企 業 においては資本 と労働力集約型か ら頭脳集約型への脱 皮

をはかるべきであろ う。商品企画 のあ り方もこの全体図 の関連において理解 きれねば

本質的に論 じたこととはな り難 い。:(作 表 ・立川株式会社企画課 ヅ
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需 給 構造 変 化 解 明 の た め の 全 体 関連 図別 表20
◆

消 費者側条件供給 者側条件
(略)

量 的1要 因

(略)(昭 和元緑時代の消費パターン)
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附 図1.繊 維 問 屋 に お け る 悪 循 環 追 跡 図
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1.調 査 の ね らい

1.1農 協を調査対象に選択 した理由

総 合 農業協 同組合(以 下農 協 ま たは単勝 とい う)を 調査 対 象 に選 ん だ理 由は次 の3

点 か らで あ る。

そ の第1は,農 民 とい う組合 員 に よ って全国的 に組織 化 され てい る一 番 大 きな農業

団 体 で あ る(ag'1図 参 照)。

この農 協 の経 営規模 は,組 合 員数約1,000人 職 員数28名 と小 さいが,全 国 の農

家 戸 数541万 戸(昭 和42年 度 末)を 上 廻 る全国7,070の 農協 の正組 合 員数391

万人(昭 和43年3月 末)に よ り組織 化 され てい る農業団 体 で ある。

第2に は、農業 に関 す るす べて の物資 や情報 を扱 う総合 的 事業体 であ る。

一般 企 業 であ る銀行 を例 に とれ ば 信用関係 のみ とい う1業 種 の事業 しか できな い が・

農協 の場合 は農業 ・農業経 営 ・農家 に関す る事業 す べ てを行 な ってい る。 た とえば,

次 の農協 組織図 にみ られ るよ うに農 業お よび生 活資 材 の購 買,農 産物 の販 売,信 用,

保険,指 導 な どの事業 を通 じて農協 と農家 が密 接 に結 ばれ てい るの であ る。

第3に は,農 家 と農協 は前述 の よ うに事業 を通 じて密接 であ る こ とか ら,農 協 が農

業 に与 え る影響 も大 きい 。た とえば,農 協 は全 国 の生 産農業 所得約2兆5千 億 円(昭

和43年 度),共 済 保険 は約5兆8千 億 円(昭 和43年 度),購 買約7千 億 円(昭 和

41年 度)な ど取 り扱 い高 も非常 に大 きい。

以上 の点か ら,農業 の中 で組 織 化 され てい る総 合 農協 の企業経 営 に必要 な情報 を分析

す るこ とに した。

囲 総合 農協 に対 し専門 農協 とい うのが あ る。 これ は農 協数 は多 いが,組 合 員数 は

専門 農協 で あ るた め非 常 に少 ない。例 と して は養 蚕 農協,開 拓農協 な どがあ る。
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第1図 農 協 連 合 組 織 図
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1・2農 協 の 情 報 の 特 徴,

前 述 の よ うに物質 面 で農協 が農業 に 占め る比 率 は大 き く,か つ農業情 報面 に占 め る

農協 の割 合 い も大 きい。

農協情 報 の特徴 を考 えて みれば 次 の よ うな点 で あ る。

その第1は,農 協情 報 の範 囲 が広 い こ とであ る。 この農協 情報 は,農 業経営 や 農家

の生 活 に関す るあ らゆ る情報 を農協 が扱 い,農 協 経 由 で農 家 また は連 合会 や国 へ提 供

され てい るので あ る。営 農,生 活,信 用,共 済,販 売,購 買に関す る情報 のす べ てが

農協 を経 由 してい る のであ る。

そ の第2は,農 業情 報 の発 生 源 であ り,か っ利用 先 で あ る全 国約600万 人 の組合

員 と直接結 び っい て い るこ とであ る。

第3に は,農 協 の情 報利 用 のね らい は,会 員 の農家 の所 得 増大や 生活 向上 と安 定 を

中心 と してお り,農 協 とい う企業体 のため ではな い。 これ は協 同 組合 であ るた め組合

員 に よ って組 織 され て い る。

この よ うな3点 が農業 にお け る農協 情報 の特徴 とい えよ う。
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2.経 営のために必要 とされ る情報 とその利用

2.1情 報 処 理 組 織

情報処理 の面か らみた農協の組織 と業務内容は(第2図)の 通 りである。

第2図 情 報 処 理 組 織 図
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本所,事 業所の業務

企画管理室

総務部

生産部

企 画係,長 期 ・短期 計 画樹 立,新 規 事業 の開発資料 集収,調 査統 計

一 管理 係 ,内 部監 査,予 算統 制,実 績検 討 ,

金融部

剛
卵

総 務 課(係)

経 理 課(係)

営農指導課(係)

販 売 課(係)

輸 送 課(係)

生産購買課(係)

施 設 課(係)

貯 金 課(係)

貸 付 課(係)

'共 済 課(係)

生活指導課(係)

生活購買課(係)

金 融 課(係)

業 務 課(係)

庶務,文 書,広 報(有 線),人 事

会 計,経 理,出 納,計 算

畜 産,果 樹,野 菜,二 股 農事,経 営

販 売品 の集荷売 渡 し

輸 送,配 送

生産資 材 の受 入供給

SS,加 工,利 用

貯金一般

貸 付,審 査保 全

共済 一般

生活面 指導

生活 資材受 入,供 給,店 舗,生 活 セ ンター

貯金,貸 付,共 済

販売,購 買(生 活 ・生産)施 設

2.2プ ラ ン ニ ン グ 情 報

2.2.1農 協 におけ る長 期 計画 の考 え方

農 協 における長 期計 画 は,一一般 企業 に おけ る長期計 画 とは 目的 や 主体 に おいて 基本

的 に違 う。 これは農 協 と一般 企業 の経 営 の 目的 の違 い か らくるの であ る。農協 は,

農家 の人 々に よ り組 織 され た団 体 であ るため,経 営 の 目的 も組 合 員農家 の所得 の増

大 と生 活 の向 上 をいか に して図 るかが 中心 であ る。 これ に対 し一般 企 業 は企業 体 を

中心 に利益 の増大 と資本 の蓄 積 をいか に して図 るか が 目的 であ る。 このた め長 期計
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画 の内容 におい て も利益 計画,事 業量 拡 大 と生産性 の向上 計画 が中心 とな らざるを

得 ない。

しか し,農 協 の長 期計 画 は,組 合 員農家 の所 得 の増 大 と,そ れ によ る農家 の生活

の安 定お よび向 上 を 目的 と した もの であ り,立 案 ・決 定 か ら実施(目 標実現 の ため

に障 害 とな る条件 を と り除 くための組織運 動 まで),そ して結 果的 に獲 得 され た成

果の所属 まで,そ の主 体 は組 合 員(農 民)に あ る。 っ ま り農 民は,農 協諸 事業 の対

象や顧客 で な くて主体 であ り主 人公 であ るか ら一般 企業 の長 期計画 とは当然違 って

くる。

22.2長 期 計 画 の分 類

農協 の長 期 計画 は,フ ローチ ャー トにもみ られ るよ うに大 き く次 の よ うに3分 類

す る こ とが で き る。

(1)営 農面 の長期 計 画

これ は,農 協 の 目的 であ る組 合 員(農 家)の 所 得 の増 大 を図 るた めに,指 導 事

業 を通 じて農 業経 営 の生 産性 を高 め,こ れ をいか に効 果的 に流 通面 の販 路 にのせ

てい くか の計 画 で あ る。 このため,会 員 の農 家個 々か ら長 期 の営 農計 画 の提 出 を受

け,こ の計 画 か ら農業 ・農業経 営 に変化 をお よぼ す 要因 を と らえ,そ の方 向 を適

確 に予 測 した り,農 家 の実態 を把握 し農 協 と して の営 農指導 の長期計 画 を立 案 す

るので あ る。

これ には,営 農 長期 計画 を押 し進 め るのに必 要 な生産 関係 の施設 の整備 計画,

作 目別販売 事業 計 画,農 産物 の生産 に必 要な資 材 の供給 計画 をあわせ て立 案す る。

(2)生 活面 の長期 計 画

組 合 員(農 民)の 生活 の安 定,向 上 を図 る には,所 得 の増大 が ともな う必 要 が

あ るが,も う一方 では与 え られ た条件 内 でいか に して これ らの 目的 を達成 してい

くかが この生活面 の長期 計 画 のね らいで あ る。 このた め各組合 員か ら長期 の 「生

活設計 」の ビジ ・ンの提 出 を受 け,こ れ に生 活 に 変化 を与 える諸 条件 を予 測 し,

生活実 態調 査,地 区 内 の農協 との競 合関係 の施 設 の動 向 な どを考 慮 して,生 活指

導 の長期 計画 を立 案 す る。 また,こ の計 画 を押 し進 め るた めの店舗 な どの生 産施
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設計画,貯 金,保 険 な どの普及計画をも立案す る。

㈲ 総合計画

これ ら,2つ の計画 を具体的に展開す るため,農 協の経営上 か ら収支計画 を中

心 に総合的 に計画 を立て る。それには営農,販 売,購 買,金 融,共 済利用な どの

各事業面か らと内部管理面か ら立案す る。

もちろん,こ れ らの3つ の長期計画は,県 段階,全 国段階 の農協連合会 を通 じ

て 目標達成 を 目指 して具体的 に展開 される。

2.5農 協 オ ペ レー シ ヨナ ル 情報 シ ス テ ム

2.3.1農 協 オペ レー シ ヨナル情 報 の特 徴

農 協 システ ムの中 で,オ ペ レーシ ・ナル な情報 が特徴 と して ど うと らえ られ てい

るか をみ る とっ ぎの よ うに な る。す なわ ち,

① 経 済性 以外 の情報 も必 要 で あ る。

ア 農業機 械 な どの技 術情報

イ 飼料,肥 料,農 薬 な どの利 用情 報

ウ 生 活改 善,教 育,家 族計 画 な どの生 活指導情 報

② 農 業 に関 す る総 合 的 な情 報 が必 要 であ る。

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

世 界の農業情勢に関す る情報

流通革新,合 理化 に関する情報

農業政策に関する情報

消費動向に関する情報

関連産業の動向に関す る情報

兼業,専 業農家 の動 きに関する情報

交通,通 信手段 に関す る情報
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③1回 あ た りの取 引単位 が小 さい。

ア.農 家 の経営 規模 は,全 国平 均1農 家 あ た りの耕地 面積,田61ア ール,畑43ア

ー ル ,現 金収 入584千 円(1969年 日本農業 年鑑 よ り)で あ る。

イ.販 売 品の単 位 は,耕 地 面積 と1日 に取 り入れ で きる量 は限定 して いる。(新 鮮

さを保 った めに)

④ 情報発生源が固定的で変動要因が少ない。

ア.農 協事業 の対象 は,農 協法 によって決め られ,活 動範囲が限定 されて いる。

(事 業対象は組合員である)

イ.農 畜産物は自然条件 に支配 されている。

⑤ 業務 内容が総合 しているため多種 類の情報が発生す る。

ア.指 導 ・経済 ・サー ビス業務 などに伴 って多種多様な情報が発生す る。

イ.購 買品の品 目数が多い。

⑥ 情報の発生が平均的 でな くピークにな ってい る。

農産物 の収穫期が一定 してお り,ピ ー ク処理にな って しま う。

⑦ 競争原理 の導入 により競合農協の情報 が必要になってきた。

従来,競 合商品 に対す る情報 の必要性 は,比 較的軽視 されてきたが大量生産,

大量流通に伴 い競合農協 の動き を知 る必要がでてきた。

⑧ 情報 のファイルの整i備が急 がれている。

組合員 と農協の間 には,信 頼関係や人間関係 な どの結びつきが強 く,従 来 は情

報 を記録化 した りフ ァイルす る必要性 がなか った。

⑨ 内部振替 を伴 う情報が多 い。

ア.購 買品の供給 による営農貯金の自動引落

イ,販 売品の売上 による営農貯金への振込

あるいは,組 合員勘定 での収支の集中処理 などである。

⑩ 交通,通 信の比較的不便 な ところで情報が発生す るため,デ ータ集収 に時間が

かか る。

⑪ 支所窓 口な どが分散 しているため1支 所あた りの情報が少 ない。
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⑫ 農 協系統 内 の情 報一 貫 処理 が可 能 であ る。

⑬ 情 報利活 用 の面 が十 分 でな い。

⑭ 情 報分析 評 価が十分 な されて いない。

な どで あ る。^

2.3.2農 協 事業 システ ムか らみ たオペ レーーシ ・ナル情報 の概 要

農協 シス テ ムを業務 別 に区 分 してみた場 合,つ ぎの第3図 の よ うにな る。

第3図 農協 オペ レーシ ョナル情 報 シ ステ ム

「

「 一ー 一 『

農 協 事 業 情 報 ンス テ ム

指導事業 システム

総 合 事 業 シス テ ム

計 画 ・指 導 ・調 整 ・統 制

」

「 `11

経済事業 システム
1

サ ー ビ ス

事 業 シス テ ム

営 .農 ・ 生 活 購 買 ・ 販 売 信用 ・共済 ・観光

1 ``

一 一 ー ー 一

一 『

て

一 ー ー 一 一}一 ー 一 一 一 ー ー ー 一

1

一

組 合 員 事 業 情 報 シス テ ム ) 一 一

., ト

1

営 農 計 画

組 合 員 勘 定
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農協 オペ レー シ ・ナル情報 システ ムは,農 協 事業 を どう展 開 してい くか に よ って

農 協事 業情 報 シ ステ ムに ま とめ られ,ま た組合 員 の農業 活動 を推進 して い くた めに

組 合員 事業情 報 シ ステ ムが必 要 であ る。

農協 事業情 報 シ ステ ムは,指 導 事 業,経 済事業,サ ー ビス事 業 シ ステ ムが統合 さ

れ総 合事 業 シ ステ ム にな る。

組合 員事業情 報 システ ムは,営 農計 画(生 活設 計 を含 む)情 報 と組合 員勘定(現

金収支)情 報 に分 け られ る。

指導 事 業情報 は,農 家 の営 農指 導 と生活 指導 をす るため に必 要 な情 報 で ある。

経済 事 業情報 は,農 家 の購 買品 の需 要 と供給 に必 要 な情 報 と農家 の生産 した農畜

産物 の集荷,販 売 活動 に必要 な情 報 であ る。

サ ー ビス事業 情報 は,農 家 の預 貯金 の受 入,必 要資 金 の借 入,危 険 負担 ,観 光 な

どの事 業 活動 を展 開す るの に必要 な情報 であ る。

組合 員事業情 報 システ ムは,農 家 の営 農計 画,生 活設計 と収支 によ る統 制 に伴 っ

て発生 す る情報 を ど うと らえ て い くか,と い った システ ムで あ る。

23.3農 協 事業 情報 シス テ ム

(1)総 合事 業 シ ステ ム

農 協事 業 は,農 協 法 に よ ってそ の活 動 を制限 され てお り,そ の対象 は,組 合 員

(主 として農 家)と な って い る。す なわ ち,第1条 には 「この法律 は農民 の協 同

組織 の発達 を促進 し,も って農業 生産 力 の増進 と農民 の経 済的 地位 の向上 をはか

り…・…・…」と規 定 してお り,農 業生産 を高め るた め の事 業 を行 な うよ う政 策的意

図 が盛 り込 まれ て い る。 さ らに同法 第10条 では 「組合 員 の農 業 に関す る技 術,

お よび経 営 の向上 をは か るた めの教育 または農 村 の生 活,お よび文化 の改善 に関

す る施設 」(第1項 第10号),「 農 作 業 の共 同 化,そ の他 農業労働 の効 率 の増

進 に関 す る施 設 」(同 第4号)「 農業 の 目的 に供 され る土地 の造成,改 良 も しく

は管 理,ま たは 農業水 利施設 の設 置 もし くは管 理 」な どの事業 が で きる よ うにな

って お り,農 業 を基盤 とした総合 事業 が行 なえ る よ うに な って いる。

総 合事 業 システ ム の構造 特性 をみ ると3つ に分 け られ る。す なわ ち,
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指 導事業 シ ステ ム ー 営 農指導,生 活指導

経 済事 業 シ ステ ム ー 購 買事 業,販 売 事業

サ ー ビス事業 シ ステム ー 信 用事業,共 済事 業,観 光事業

な どで あ る。

総 合事 業 シ ス テム の機能 特性 をみ る とつ ぎの よ うにな る。

① 農 家 のた め の総合的 な協 力 体制が と られて い る。

② 合 併農 協 へ の努 力が な されて い るに もかか わ らず経営規模 が小 さい。

1農 協 の 出資金 は平均1,800万 円,総 営総 資 金規模 約5.12億 円,組 合 員

総 数992人,職 員数 約31人 程 度(1969年 農業年 鑑 による)。

③ 組 合 員 の経 営 規模 が小 さい。(自 立経 営 規模 の必 要性)

全国 平均1農 家 あた り耕地 面積,田61ア ー ル,畑43ア ール,現 金収 入

584千 円(前 出)。

④ 事 業活 動 の地域 が限 定 され て いる。

市 町村 な どの行政単 位 と一致す る。

⑤ 組合 員 に対 し,平 等 公平 の原則 が貫ぬ か れて い る。

大規 模 農家 や零 細農家 な どのため に片寄 れ ない。

⑥ 全国的 な調 整,統 制的 な機能 が発揮 でき る。

全中,全 購連,全 敗 連,全 信連 な どの合 同 機関 が ある。

⑦ 組合 員 に対 し経 済事 業 だけ でな く指導事 業 も行 な われて い る。

⑧ 人 的(地 縁 的,血 縁 的)結 合関係 が他企業 に くらべて強 い。

⑨ 近 代的 管 理技 法 が導 入 され て いない。

な どであ る。

② 指 導事 業 シ ス テム

営 農指 導 シス テ ムでは,農 家 のニ ーズか ら一 歩進 ん で,農 産 物生産 に必 要 な時

間的 条 件(季 節 な ど),自 然的条件(土 地,気 候 な ど)に 対 して機 械 の導 入 ・

耕作 栽培技 術 ρ改 良が どこまで 影響す る.牟,そ の可能性 につ いて,さ らにそ のた

めの生 産資 材(肥 料,農 薬 ・施設 ご資材 など)を どう、投 入す べ きかな どの自然 との
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戦 いに対す るオペ レーシ ・ナルな情報が必要である。自然的条件 に対す るいろい

ろな素材の提供 によって,生 産や収量 に変化 をもた らし生産性 の向上 に結びつけ

る。このように収益性 を高 めるためのオペ レーシ ・ナルな情報 は,農 家経営の合

理化 に必要不可欠 なものである。そのために,営 農指導 システムは,つ ぎのよ う

な基本的なシステムの流れ に区分 され る。すなわち,

ア.現 状 と方向の確i認

イ.目 標の設定

ウ.指 導計画の立案

エ.達 成手順 の選択

ナ.実 地指導

力.評 価

な どである。営農指導 をきめ細か く行 な うためには,各 段階 に応 じた体系的なオ

ペ レーシ ・ナル情報が必要である。

現状 と方向の確認 では,画 一的に実施す るのではな く,外 的条件 の変化 として,

① 農畜産物の需給状況が どう変わるか

② 農業機械な どの現状 と発展の方向

③ 飼育栽培技法 の改良および開発

④ 肥料,農 業,栽 培 のための資材な どの発展

⑤ 流通機構の変化

⑥ 系統機関の事業計画や指導 方針

⑦ 他農協や中央会の動向

⑧ 食品加工資本など農業関連産業の動向

⑨ 農畜産物輸入の状況 とその政策の方向(た とえば貿易の自由化)

⑩ 国の農業政策の方向

⑪ 県市町村な どの行政の動 き

な どの調査研究や確認が必要である。 さ らに内的条件 の変化 として,

③ 農地価格の推移(適 正規模 農業 を行 なうために)
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② 農地 の転用,利 用関係の変化

③ 基盤整備 の方向(営 農団地 な ど)

④ 現有資本装備の利用状況

⑤ 今後必要 とす る資本装備の緩急度

⑥ 必要資金の状況

⑦ 基幹作 目の組み合わせ と,立 地条件

⑧ 地域内農業の経営 類型,所 得の実態

⑨ 共同化,法 人化 の実態 と動 き

⑩ 近代化,合 理化への意欲

な どの調査検討が必要である。

目標の設定 では,

① 農家将来 の目標,す なわ ち利益額,生 産性 な ど

② 農協 の営農指導 に期待す るもの

③ 作 目の種類 と生産量な どの構造上の 目標

④ 営農の長期展望 と年度 目標

⑤ 農政へ の要求

な どであり,そ のために比較対象項 目の設定が作成 され具体化 され る。

す なわち,

① 計画対実績 との比

(前 月 との対比,前 年 との対比,他 業務 との対比,全 業務 との対比 な ど)

② 外部の比較対象項 目として

ア.他 農協 との関係

イ.国 民総生産 との関連

ウ.農 業総生産 との関係

エ.食 料品業種 との関係

ナ.高 度成長業種 との関係

力.農 協の経営動向 との関係
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キ.農 家の経営動向 との関係

など

③ 実数総額(件 数,金 額)に よる把握

④ 単位あた り(1人 あた り,1日 あた りな ど)の 生産性測定

がある。

指導計画の立案 および達成手順の選択 では,品 種の選択,種 苗,育 種の育成 ま

たは導入栽培,飼 養管理,そ れに必要な資金,資 材の選択 と投入,生 産物 の中間

処理加工,保 管,貯 蔵,市 場 の選択,出 荷,販 売 の全過程 と簿記,会 計技術など

全過程 にわたる専門的技術や方法論,さ らに消費生活着 として生活 を どう合理化

してい くかの手順の立案 がな される。

評価については,以 上述べて来た項 目に対す るチ ェ・クがあげ られ る。

営農指導は,経 済的,社 会的諸条件の変化 に対応す るために明確な方針,優 秀

な経営,農 業技術,長 期 の構想が必要であ り,そ れな くして拡大,発 展は望みえ

ないであろ う。す なわち,、

① 新 しい農業技術 を普及 し,農 業 を近代化す るためには農協 の施設 ないし事業

を通 じてその実現 をはかること。

② 新 しい農業技術 の優秀性 だけでなく,そ れを推進 していくための資金,資 材

の確保,労 働力の時期的配分,販 路の開拓 な ど経営技術の全般 にわたる裏付け

の見通 しがもてなければな らないこと。

③ 営農指導体制は自主的に確立 し,あ くまでも農民の利益擁 護のためにあ り,

計画化 に重点 を置 くべきこと。

④ 経営 と家計 を区分 し,家 計費 を充足す るのに必要 な所得の 目標 を設定す るよ

う努力す ること。

が大切である。

(3)購 買事業システム

購買事業の特徴は,農 家が生産や生活を行な ってい くために必要 とす る資材を

供 給 す る事 業 であるため農作業や年中行事 など自然的要素が強 く,生 活必需品
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を除 いては季節的な ピー クの情報が発生する。北海道 と南九州では生産 の方法,

生活様式な どの違 いが諸統計 にi著しくあ らわれてはいるが,一 般的 には農閑期 と

いわれる12,1,2月 のデータ発生件数は農繁期の2分の1な いし4分の1程度 になる。

また,販 売事業の事業量 と比較 した場合,純 農村地域 と都市型農村地域で異な

り,ま た系統 利用率(農 家 の全購買額に対す る農協利用額)の 程度によって も異

なるが,普 通2分 の1な い し3分 の2程 度である。

購買事業システムの流 れにっいて考 えると,

ア 購 買計画

イ 受発注手続

ウ 受入検収 および在庫管理

工 供給 および未収金管理

のプロセスにな り,そ れぞれにオペ レーシ ・ナル情報が発生す る。

① 購買計画

農家 の生産資 材,生 活資材の需要 を測定 して事業量計画 の目標 とする場合,

営農 と生活改善 のための指導に結びつけて需要量 をっかむ必要があろ う。 これ

は需要量 のたんなる静態的把握 ではな く,動 態的な把握であ り,需 要の合理的

な創出を意味す るものである。購買計画をたてるためには,以 上の ような合理

的な前提 と同時 に,前 年実績のあ り方 を反省,検 討 し,ど こに長所 があ りどこ

に短所があるか見つけ出すことが必要である。 さ らに新 しい基本方針や事業方

針に基づ く事業費計画,総 合収支計画,財 務計画 を中心 として立 て られ る。

購買計画 のたて方 をみ ると,

ア

イ

ゥ

エ

オ

営農計画に よる積み上げ方式

過去の事業実績 プラスアルフ ァ(何%増)延 長方式

1人 あた りの目標利益計画(1人 あた りの生産性測定)に よる方式

需要予測 を基礎 とする方式

上記 を混合 した ミックス方式

な どが あ る。、
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営農計画書による積み上げ方式 は,農 家の年間に必要な生産資材,生 活資材

の需要を提出させ集計す ることによ って事業量計画(目 標)が 設定 される。 こ

の方式は,目 標管理による方法 に似てお り,農 家 の確実な実行計画 が裏付けさ

れてお り,計 画に大きな狂いは生 じない。

過去の事業実績 プラスアルフ ァ方式 では,購 買品総合受払 日報か ら同月報,

同損益計算表(資 材別27分 類)が 作成 され,粗 利益率,売 上構成比,相 乗係

数,回 転率,貢 献比率が出され翌年の基礎資料 となる。1人 あた りの目標利益

計画 による方式では,職 員1人 あたりの購買 目標額,利 益 目標額 な どが設定 され

各部門別,支 所別の配賦計算がなされチ エ・クされる方式 である。

② 受発注手続

農家か ら農協 に対す る受注手続 には,取 扱品 目によって3っ の異な った方法

が用い られ る。すなわ ち,

ア 予約受注

イ 配置購 買,移 動購 買,'展 示販売

ウ 当用購 買

である。

予約受注は,組 合 員が営農または生活のために必要 とす る購買品の使用量を

あ らか じめ計画 し予約申込 をす る注文制度である。

予約申込 は,予 約申込書 に必要品目(品 目を限定 して印刷 してある農協 もあ

る),必 要量 を記入 して提出す るのであるが,と りまとめの方法 として,

ア 農協職員または部落長 による農家巡回方式

イ 部落長による回覧方式

ウ 部落長 による部落座談会

がある。

受注 の徹底方法 としては,

ア 部落座談会'`

イ 個別巡回
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ウ 有線 放送

エ ビラ

オ 作物 別会合

力 回覧

な どに よって い る。

予約 申込 のサ イ クル としては,1ヵ 月,3ヵ 月;四 半期,半 年,年 間予 約 が

あ り,品 目によ って異 な って い る。

予約 の品 目としては,

ア 肥 料

イ 農 薬

ウ 飼 料

が一般 的 で あ るが,農 協 の地 域的 条件,環 境 な どに よ って生 活資 材 の一部(品

目を限 定)を 含 めて い る ところ が あ る。

予約購 買の方法 を品 目別 にみ る と,

肥料 で は,予 約 回 数 は年1回 の年 持 運動 が行 なわ れて い る。

飼料,農 薬 にっ い ては,毎 月 または四半期,年2回 予約 の方式 が と られ て い

るが,長 期 予約 の方 が 望 まし い。

農 機 にっ いて は,春 慶 機,秋 農機 に分 け特 別 な期 間 を設 けて展 示会 を開 催 し,

一 斉推進 や巡 回予約 の方 式 が と られ て いる。

生活 資材 に っ いては,取 扱 高 の3分 の1な い し5分 の1程 度 が予約 購 買 にな

ってお りそ の他 は,店 舗 供給 そ の他 に な って い る。

なお,生 活資 材 の予約 品 は,・2～30品 目程度 の必 需品 であ り,白 砂糖,醤

油,食 用 油,酎 の素,味 の素,食 用麦,塩 昆布 ・ ソー セー ジ・ ウ ドン・ ラー メ

ン,ホ ワイ ト,ね り石 鹸,ラ イポ ン液,マ ッチ徳 用,歯 み が き粉,化 粧 石 け ん,

シ ャン プー,チ リ紙,脱 脂綿,地 下足袋,作 業衣,味 噌,清 酒,塩,カ レー粉,

ハ ム,蚊 取 線香,缶 詰 な どで あ る。予約 購 買 を推進 す る理 由 として 「よ り安 く」

「よ り良 い品物 」を提供 す るた め であ る。
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配置購買方式 は,農 家生活 に必要な品 目をあ らか じめ各農家に配置 し,月 末

までに使用 した分 を精算す る方式 と,あ らか じめ必要 と思われる量 を買い取 って

もらう方式 の2つ がある。

当用購 買は,農 協店舗か らの日用品等の 当用買 いのことである。経済連への発

注の形態 として,組 織 の権限 の範囲によって決 まるわけであるが,

ア 本所集中発注方式

イ 支所分散発注方式

がある。

本所集 中発注方式は,農 協本所 の購買課 が各支所か らの注文 を一括 して県経

済連に発注するや り方で,在 庫統 制,負 債状況 の把握,大 量仕入によるコス ト

ダウンな どの利点 があ り,ほ とん どの合併農協が行 な っている。

支所分散発注方式は,農 協支所の購買課が本所 を通 さず直接仕入手続 をす る

方法 で,仕 入期間 の短縮,地 域特性にあった仕入が できるな どの利点があ る。

受発注 の問題点 として,農 協合併の進 んでいるわ りには受注は小口化 してお

り,受 渡は農協支所単位に配送 され るため,輸 送 コス トがかか る。農機な どの

補修部品は,JIS化 が もっと進 まないか(現 在の部品点数は40～50万 点

にも達 している),ま た農協 と経済連の事務 システムの標準化(注 文書様式,

コー ド統一 など)が 進む ことが望ましい。

③ 受入検収,在 庫管理

受入検収は,供 給品の受入れの可否 を決定す ることである,検 収 の基準また

は規格によって,数 量,品 質 を検査し不良品 を発見 し,出 荷先への事故申告 を

迅速 に行 な うことである。組合 員に供給す る購買品 は,良 質 で信頼の高 いもの

でなければな らないか ら「何 を」「いつ 」「だれが 」 「どれだけ 」検収 し《たか

といった情報は重要である。

在庫管理は,豊 富 な品揃 えの維持 と迅速な商品の回転 の二 つの要件 を満たす

よ うにす ることであ る。在庫統制の方法 としては,

ア 金額による統制 一 売価還元,ま たは原価法 による統制
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イ 単位 に よる統 制 一 単 品(荷 姿)管 理

が あ り,主 として売 価還 元 が行 なわれ てお り,コ ン ピ ュー タの導入 されて い る

農協 では,一 部 単 品管理 が 行 なわ れ どの よ うな統 制基 準で統 制す るかに よ って・

ア 部門(部 課)を 基 準 とす る統 制

イ 品 目を基準 とす る統 制

ウ 値 ご ろ を基 準 とす る統 制

工 その他 サ イ ズ,ス タイ ル,色 合 い

な どを基準 とす る統 制 な どが あ り,主 として部 門 を基 準 とす る統 制 ・品 目(大

品 目,中 品 目程 度)を 基準 とす る統 制 方法 が使 わ れて い る。

金額 に よ る統 制 方式 に必 要 な条件 は,

ア 適正在 庫 金額 の把 握

イ 回転率 との関係

ウ 在庫 金額 と資金 繰 りの関 係

工 各部門 別,品 目別在 庫金 額 の構 成状態

な どで あ り,金 額 で把握 で き るがそ れぞ れ の動 きが把 握 で きな い欠 点 があ る。

なお,品 目別 の コン ピ ュー タ処理 を行 な う ところ では,入 力デ ー タがぼ う大

にな りコー ド記 入 ミス,取 引単 位(ケ ース かバ ラか)の 区分 を明確 に しな い と,

き めの細 か い管 理 がで き な い。

④ 供給,未 収 金 管理 ・

購 買品 の供給 方法 としては,

ア 予約方式の供給

イ 店舗 の供給

ウ 移 動購 買

工 配 置

オ 展 示 即売

な どが あ る。

また,供 給 の手段 としては,配 達お よび引 取 の いつれ かの 方法 が あ る。 これ
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らは農協 のおかれた環境条件 によ って変わ り,引 取 りにっいては早期引取が奨

励 され,配 送につ いては庭先配送や部落の蔵置場所の配送があるほか,実 行組

合,婦 人部組織 による配送 の方法がある。

代金処理(決 済)に っいては,購 買代金引落決済約定書の締結 によって処理

する方法,た とえば営農貯金勘定や組合 員勘定な どがあるほかは,未 収金勘定

として処理 され る。請求,未 収金管理は,機 械化 以前 の購買方針 の問題,す な

わち営農貯金勘定や組合員勘定による自動引落または,未 収金勘定への計上の

いずれかが行 なわれている。

なお,供 給事務,未 収金請求事務 にっいてのフ ローチ ャー トを第4,5図 に

示 してあるので参照 されたい。

第4図 購 買 供給 事務 フ ローチ ャー ト
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(4)販 売 事業 システ ム ・

農協 に おけ る販 売 事業 の特徴 は,市 場 の需給 状 況 に よ って価 格 が決 め られ る こ

とと・ 農家 が生産 した も のの委 託販 売 であ る。 近時 特 定地域 のみ で生 産 の行 なわ

れ てい る・ いわ ゆ る特 産 品 の重 要 さは 変わ らな いが,さ らに一 定市 場 に定量(比

較 的大量)を 供給 す る こ とが指 導 のポ イ ン トに もな って お り,自 己 の銘柄(ま た

は商 標)を 売 り込 ん で い くよ うな方 向 に変わ りつ つあ る。 これ は農業生 産が ,大

量生 産,大 量販 売 のいわ ゆ るマ ーケ ・テ ィン グ活 動 を して い る ことであ り,重 視

'
す る必 要 が あ る。 この よ うにな った理 由 として,少 量 の生産 物 を市 場 に出荷 して

採算割 れ と市 場 そ のも のが相手 に しな くな ってい るた めで あ る。

さ らに秋 の収穫 期(米,果 実,野 菜 な ど)に は,大 量 出荷 した もの の精算事 務

が人手 では ほ とん ど不 可能(2～5ヵ 月程 度 か か る)で,機 械 に よる選 果 と精 算

が行 なわ れて い る6

販売事 業 シ ステ ムは,

ア 販売 計画

イ 持

ウ 集

工 選

オ 出

力 精

込

荷

集

荷

算

のフローか らなる。

① 販売計画

販売計画 をた てる場合,情 報の発生源は農家 であ り市場性 の高い農畜産物 の

出荷 が大切である。営 農指導のポイン トとしては,特 に品種 の改良,栽 培指導

(施 肥,農 薬散布,1本 の木の着花数 など)に よ り「よい品質 」を 「大量 」に

出荷できる。系統利用率 を高 めるために各農家 ごとにあ らか じめ作 目別作付面

積,予 約収量 な どの申込 をしても らい農協か らの出荷量 を安定 させ,販 売計画

の基礎 としている。販売計画 を安定 させ る理由は,農 産物 の市場性(価 格 を高
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め ること,知 名度 を高めることな ど)を 高 めるためには,集 荷場や選 果施設,

食品加工工場な どの多額 の設備投資(ピ ー ク処理 のため遊休時間が長 い)が 必

要であり,投 資額の回収が必要なためである。

販売計画に必要なオペ レーシ ・ナル情報は,各 農家が提出す る営農計画書 ま

たは営農台帳 を基礎 とす るほか,っ ぎのよ うな情報が必要 である。

ア 市場の需給状況や価格の推移

イ 消費者の嗜好は どうなのか(味 覚や,簡 単に食べ られ るか)

ウ 消費者1人 あた りの消費量の推移

工 家計費にしめる飲 食費(特 に農畜産物)の 割合 ,関 係

オ 農業機械の発展

力 肥料,農 薬 な どの散布の割合

キ 栽培技法の開発

な どの諸条件 を加味 して立案すべきであろ う。

② 撰 果

農家が出荷す る農産物 を等級別,階 級別(も もの場合は27分 類)に 区分す

る。選果の仕方 にっいては 「色 」「っや 」表面の 「あばた 」「黒点 」などにっ

いては,人 手で選び 「大 きさ」「重量 」な どにっいては選果機にかけて選別す

る。撰別の ロットは,1農 家 ごとに区切 られてお り,撰 果 した結果は,そ れぞ

れに区分 され数量が 自動的 に算出 される。集荷時間が決め られてお り各農家は

バ ラ積(箱 詰)に コー ドまたは屋号な どを書 き込み 自家用で持参する。共撰場

では,個 人別出荷票 を作成 し梱包後市場に出荷 され る。

③ 精 算

出荷 された農産物 は,市 場 でセ リに出 され,仕 切書(売 立報告)が 作成 され

返送 される。返送 されたデータは普通1週 間程度 を単位 としてプール し組合員

別,出 荷 日等級別,階 級別の精算書が作成 され,精 算金額は貯金 口座(営 農貯

金 または組合員勘定)に 振込 まれる。(第6図 参照)
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⑤ 信用事 業 システ ム

① 当座 勘 定業務

当座勘 定取 引 は,当 座 勘 定取 引約 定書 に も とづ き購 買品 の 自動 引落 しな どの

た めに使 われて お・り振 替事 務 が増 大 してい る。当座勘 定 として の情報 は 取 引月

日,口 座 海,取 引者名,金 額,残 高,利 息 な どであ る。

普通貯金 ・通 知貯 金業 務 は,当 座勘 定業務 とほぼ 同 じであ る。

定期貯 金業務 にっ いて は,契 約満期 日後 の更新 を円滑 にす る よ う継 続 書替 を

確 保 し,資 金 運 用上 の ロスの発 生 を防 が なければ な らない。 そ のた めには新規

契 約 の発生,契 約更 新 の場 合,契 約 内容 の変更,解 約 に分 けた シ ステ ムが よい。

取 引発生時 点 のオペ レーシ ・ナル情報 として取 引先名,月 日,証 書 ・〆 預 り金

額,満 期 日,利 率,利 息額,払 出金額,残 高未払 利息 の項 目が必 要 である。

(第7,8図 参照)

② 貸 付業務

貸 付業 務 は,資 金 の性 格 に よ りい くっ かの事務 システ ムが あ りや ム複 雑 で あ

るが、業 務 シス テム その ものは 同一 であ りっ ぎの よ うな ステ ップをふむ。 す な

わ ち,

借 入 申込 →審 査→貸 付 決定 →手 形 または借 用証 書提 出→貸 付実 行 →償還 請 求

→償還 →延滞 管理 の基 本 システ ムに ま とめ られ る。

貸付 の審査 は,か な り定常 的判断 業務 であ るた め機 械化す る こ とに よ って客

観 的 デー タの把 握 と省 力 化 をあわ せ て行 な え る。そ のた め には,貸 付審 査 のた

めのオペ レー シ ・ナル な情報 を可 能 な限 りフ ァイル化す る ことに よ り信 用情報

のデ ータバ ン ク化 が実 現 で き る。

償還金 受入事 務 につ いては,当 座 勘定 引落契約 を結 ぶ ことによ り償還 事務 の

省 力化 と確実 化 をは か る必 要 が あ る。

延滞 管理業 務 にっ いては,農 家 別延 滞管理 をす る必 要 があ る。

信 用情 報 にっ いて の項 目に つ いては,農 家 と関連 産業 の審 査項 目で は多少異

な る。農家 の審 査項 目につ いては,
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ア 資金 の使途

イ 農家借入限度

ウ 組合 員の区分

工 本人の人柄

オ 過去 の取引ぶ り

ヵ 所 得

キ 財 産 額

ク 本人の年令,健 康

ケ 家族構成(年 令,働 き手)

な どである。

関連産業 の審査項 目につ いては,

ア 資金 の使途

イ 返済見込

ウ 融資残高

工 過去 の取引ぶ り

オ 資金繰 りの予想 と実績

力 財務状況

キ 信連融資政策

ク 他行の取引状況

ケ 銀行保証の有無

コ 業界の動向

サ 系列取引先(親 企業)

シ 業界における地位

ス 設備 の優劣

セ 販売 の地理的条件

ソ 社 歴

タ 経営者の構成
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な どであ り,

資 金 の種 類 としては,

ア プ ロパー資金

手形 貸付,証 書貸 付 、

イ 受 託貸 付

農地,自 作農,代 理 貸 付,住 宅 公庫資 金,農 林 金 融公庫 資金 が ある。

(第9図 参照)

③ 有価 証 券業務

有価証 券 の売 買 に よる上 手 な資金 運用 が利益 に大 き く寄与 す るの で,銘 柄 別,

期 日別利 払管 理 のた め のオペ レーシ ・ナ ル情 報 を必 要 とす る。す なわ ち,銘 柄

別,気 配 予測,最 終利 回簿 価 と取得価 格 の差 損,手 数料,経 過 利息,記 番号,

額 面,期 日,利 率 な どの項 目であ る。

2.3.4組 合 員事 業 シ ス テム

(1)営 農計 画立 案 の意義

営 農計 画 は,何 よ りも農 家 の営 農 改善 のた めにお こなわれ る ものであ って,組

合 の事業 計画化 の手段 として のみ行 なわれ る もの では な い。営農計 画 は,そ れ 自

体 で一 つ の 目的 を もち組合 利用計 画 そ もある。 しか し,営 農活動 が小 さな生 産単

位 で・個 々バ ラバ ラに行 なわれ て いた の では生 産面 で も流通面 で も不利 であろ う。

同一 地域 内 の営農 活 動 が一 定 の方 向づ け をされ,技 術 の統 一 化や施 設 の共同 利 用

な ど組織 的 な共 同活 動が で き る ことによ って標準 化 され,効 率 的 な運 用が で きる

ので あ る。 したが って,営 農計 画 の修 正,調 整 は押 し付 け を行 なわず あ くまで も

経 済 的合理 性 の観 点 か ら十 分話 し合 い,納 得 の上 で 良 い計画 を立案 す ることが必

～289～
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要であろう。

広義 の営農計画は,3っ の基本的な部分と2っ の関連部分か ら成 り立 っている。

第1に 農畜産物の生産 と販売に伴 う計画 ‖

第2に 生産資材な らびに生活資材の消費(需 要)と 購買計画

第3に 家計 の設計

であ り,さ らに第2,第3の 需要(投 資)計 画に伴 って資金計画(借 入計画 ,返

済計画を含む)が たて られ,金 額 によ って把握す るのが収支計画である。

営農計画の立案 は予測 でな く実行計画 であり,そ れに必要な情報は毎年詳細 に

作成・記録(カ ー ド方式や台帳式な ど)す ることがよい。営農計画 をたてること

は,

農家に とって,"

① 自主的な農業生産,お よび農業経営計画がたて られることによって自己の生

活の向上発展が期待できる。

② 計画的 に購買,信 用,販 売活動が行なえるので適切な 目標 を示す ことができ

る。

③ 計画の累積によ って将 来の ビジ ・ンをたてる資料 となる。

④ 方向づけが明確化 され ることにより,密 着 した営農指導が受 け られる。

⑤ 変動要素 と固定要素 をみっけることができるので達成 すべき手段方法がはっ

き りする。

⑥ 意欲的に取 り組 むことによって,農 業経営の合理化,効 率化がなされる。

⑦ 計画対実績 の比較検討 によって自己統制ができる。

⑧ 生産基盤 の条件が整備 され る。

な ど多 くの利点がある。

また,農 協 としては,

① 組合員農家の実態 をつかむ ことができる。

② 営農生活改善指導 と購 買,販 売事業な どの結びつきの増大。

③ どのよ うな指導 の方向づ けをすぺきかの検討資料 とな る。
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④ 取 扱 品 目の範囲,重 点 の置 き方 をきめ る。

⑤ ど うい う購 買事 業方 式 を とるかが きま って くる。

な どの利 点 があ る。

(2)営 農計画 の内容

営 農計 画の情報 は第10図 お よび 第1表 に示 す ご と く,農 家経 営全般 に関 連 し

てお り,総 合性 お よび有 機性 がオペ レー シ ・ナル情 報 の大 きな特徴 にな って い る。

営 農 計 画 に 伴 って発 生す る情 報 は,管 理機 能 の中 で最 も基本 的 な もの であ り,

各部門 の将来 にわた る活動 の コース を選択 す る こ とで あ り,選 択 した 目的 に対 し

合理 的 なア プ ローチ を与 え るもので あ る。 目的(目 標)の な い活動 は気 ま ぐれ の

活 動 とな り,活 動 そ の ものが相互 に打 ち消 され,効 率 の悪 い も の とな って しま う。

'し たが
って,オ ペ レー シ ・ナ ル情報 といえ ども各部 門 ご とに明確 な計 画 をたて

る必要 が あろ う。

営 農計画 と して主 要 な項 目を列挙 す る とつ ぎの とお りであ る。

① 基本 設計

② 畜産計 画

第10図 営 農 計 画 の 内 容

農畜産物
販売計画

農薬 ・肥料

購 入計画

資金馨 調
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第1表 営 農 計 画 に 伴 う 情 報

利用部門および階層 情報の種類 情報の形態 情 報 源 情 報 の 内 容
利用サイクル

(年 月 週 日)
充 足 度

営農指導課各担当者 基 本 設 計 ○組合員別 ○営農指導員が ア 家族の状況 ○年1回 提出

および組合員 営農台帳また 各農家 をまわ 氏 名,続 柄,男 女 別,生 年 月 日,年 令,労 働能 力, (但 し,変 動 の

は営農計画書 り記入の指導 従事日数,移 動の事由など あった項目のみ

(5の カ ー により記録 さ イ 土地の状況 提出)

・ ド式) れ る。 水 田,普 通 畑,果 樹 園,桑 園,牧 草 畑,山 林,宅 ○指導員が訪問の

.

○ マ ス ター テ ー プ ○昨年の記録 地, .採草放牧地などの総面積,自 作地,小 作地,貸
'際(月1回 程 度)

(磁 気 テープ) 付地の面積。

へ の フ ァイ ル ウ 施設の状況

種 別(モ ー ター,発 動 機,ト ラ ク ター,も みす り機,

耕運機,防 除機,乾 燥機,稲 刈機,自 動脱穀機,ス

レ プ シ ャー,カ ブ タ ー,乗 用 車,ト ラ フ ク,住 宅,

納 屋,畜 舎,尿 溜,堆 肥 場,サ イ ロな ど)の 数 量,

型 式,馬 力,メ ー カ ー名,取 得 年 次,購 入 先

〃 収 入 計 画 同 上 o各 農家の昨年 作 物 別(米,豆 類,雑 穀,果 実,青 果,馬 鈴 薯,ピ ー ○年1回

度記録 をもと ト,ホ ププ,た ば こな ど)畜 産 別(養 豚,酪 農,養 鶏 ○耕作時期

に す る。 など)の 反収,生 産量,自 家消費量,組 合出荷量によ ○作 目別農作業期

る農業収入,農 業外収入,収 入合計額



利用部門および階層 情報の種類 情報の形態 情 報 源 情 報 の 内 容
利用サイクル

(年 月 週 日)
充 足 度

同 上 支 出 計 画 同 上 同 上 労賃,肥 料,農 薬,温 床資材,包 装資材,養 畜資材, ○毎月1回

燃料,種 苗購入費,養 豚,養 鶏,酪 農経費,支 払利息, ○計画対実績の把

租税公課,そ の他の経営費,家 計費,年 賦返済金,共 握 をするとき

済掛金,そ の他農外支 出

〃 畜 産 計 画 同 上 同 上 繁殖 豚,肉 豚,繁 殖 牛,肉 牛,乳 牛,ニ ワ ト リ,鶏 卵, ○家畜ごとに利用

s

参考図書,講 演, 馬 の頭数,種 付料な どの収支,飼 育管理技術の改善, サ イ クル が異 な

指導員より 導入計画 る 。

〃 作 付 計 画 同 上 同 上 作 目別計画,輪 作,間 混作の計画など作目の組合わせ, ○作 目ごとに利用

選択,促 成栽培計画,栽 培管理技術の改善と導入計画 サ イ クル が異 な

↓ る 。

三
～

〃 資金調達計画 つ組合員別営農 本年度事業計画 住宅 ・納屋 ・鶏舎な どの新設計画および返済計画 利用のつど

|

(施 設資金) 台帳または営 など 耕運機 ・防除機 ・乾燥機などの購入計画および返済計 返済のつど

(年賦返済計画) 農計画書 画,土 地改良,新 規土地取得などの資金計画および返

(B5の カ ー 済計画,婚 礼資金,分 家資金の利用 と返済計画

ド式) 以上の利用計画に対し,自 己資金 ・系統資金(プ ロパ

つ マ ス タ ー テ ー 一資金)制 度資金(改 良資金 ,近 代化資金)農 林漁業

プ(磁 気 テ ー 資金,住 宅資金,個 人金融および系統外資金(負 債状

プ)へ の フ ア 況)な どの合計額の算出

イ ル

〃 生 産 計 画 同 上 上記計画のまと 作物別,畜 産別の反収および生産量 利用のつど

め と し て

1



～

N
O

O
～

利用部門および階層 情報の種類 情報の形態 情 報 源 情 報 の 内 容
利用サイクル

(年 月 週 日)

同 上 農畜産物販売計 同 上 生産計画からの 上記生産に対する自家消費分を除し販売するもの。 農産物の販売時期

画 算出 但 し,農 協出荷分 市況の変化など

直接販売分(店 頭販売,振 り売 りなど 必要のつど

市場,業 者への出荷分の区分)

〃

肥料購入計画 同 上 生産計画からの 硫安,尿 素,過 燐酸石灰,流 酸加里,塩 化加里などの 農作業 との関連

算出 単肥使用量,育 苗用,水 稲,小 豆,麦 類用の化成使用

作 付 〃 量,野 菜用化成使用量など施肥設計,農 作業 日程など

を合わせて算出

〃

農薬購入計画 同 上 同 上 殺 菌 剤,殺 虫 剤(BHC,DDTな どの 粉 剤,乳 剤)除 農作業との関連

草剤などの使用量,農 薬散布(共 同防除,単 独防除)

時期,作 目別などを合わせて算出

1

なお,使 用上,保 管上の注意を要するものが多いので

合わせて考慮する。

、

〃 飼料購入計画 同 上 同 上 乳牛配合,豚 配合,鶏 配合,粕 糖類の使用量,そ の他, 利 用のっど

野乾草,乾 牧草などの利用
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利用部門および階層 情報の種類 情報の形態 情 報 源 情.報 の 内 容
利用サイクル

(年 月 週 日)

同 上 資 材 計 画 同 上 同 上 (温 床資材) 必要のつ ど

(温 床資材) 油 加工 紙,ビ ニー ル,ポ リエ チ レ ン,割 竹,手 竹,

(包 装資材) 枠板,鉄 骨などの使用量

(養 畜資材) (包 装資材)

(農機燃料購入 莚,縄,俵,麻 袋,ポ リ袋,箱,ダ ン ボ ー ル,ビ ニ

計画) 一ル 袋 ,ラ ベ ル な どの使 用 量

(建 設土地改良 (養 畜資材)

資材) 動物用薬品,給 餌器,給 水器,バ ケツ,冷 却缶,輸

送缶など諸備品,器 具などの使用量

(農 機燃料)

揮 発 油,軽 油,灯 油,重 油,混 合 油,機 械 油,ギ ヤ

オ イ ル,グ リス な どの使 用量

(建設土地改良資材)

セ メ ン ト,ト タ ン,レ ン ガ,ブ ロ ッ ク,鉄 骨,土 管,

針 金,釘,ガ ラス,ボ ー ド,ベ ニヤ板,合 板,窓 枠

戸,製 材柱,厚 板などの使用量



③ 作付計画

④ 資金調達,返 済計画

⑤ 収支計画

⑥ 生産計画

⑦ 農畜産物販売計画

⑧ 飼料購買計画

⑨ 農薬 ・肥料購入計画

⑩ 資材計画

な どである。

㈲ 組合員勘定 システム

組合員勘定 システムは,農 協側 か らみた場合 と,組 合 員側 か らみた場合 の2つ

に区分 され る。

農協サイ ドか らみた場合,組 合員 との間に発生する繁雑な取引 を一本 にまとめ

ることによ って債権,債 務の関係を把握 し,系 統利用率 を向上 し,組 合員の営農,

生活 を密着 させ ることを 目的 としている。以上により,農 協窓 口を通 じ対組合 員

取引 を記録整理す るなかで,問 題点 を発見 し,集 計す ることによ って全体構造 の

把握ができ,よ りきめの細かい営農指導 を定着 させ,農 家の体質改善や農業構造

の改善 に役立つのであ る。また,副 次的な目的 としてキ ャッシ ュレス ・ソサイァ

テ ィの理想に一歩近づ くのである。

一方,組 合員側か らみた場合,農 業 経 営 に 伴 って発生す る債権,債 務の関係,

損益関係を一つの勘定 で処理す ることによって営農計画に対す る実績 との対比,

および検討,実 績そのものに対する記録内容 の検討,反 省によ って管理統制 をは

か り,体 質改善 をす ることによって次元の高 い農業経営 を行な うことを目的 とし

ている。

組合員勘定 の取引 として,の せ られるものは下記 の通 りであ り,営 農指導 の累

積 の結果が示 される。その特徴 としては,

① 収支 のバ ランスが確i保され る。
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② 収支構造 の把握 と問題点の発見ができる。

③ 繁雑な取引の一本化ができ る。

④ 営農指導の新 しい方向づけができる。

な どである。

勘定の内容 を示す と,

組 合 員 勘 定

④ 農協 より購入す る物資 の代金,

農協施設 を利用 した ときの利用料

金の振替 による決済。

組合員の営農お よび家計 におい

て必要 とす る資金の支払い。

農協 に対 して弁済す る負債償還

金および支払す る払込金。

組合員の申出による貸方残高の

普通貯金への振替 または現金によ

る払戻し。

組合員に全額現金 で支払 うこと

を強制 されている貸付金の交付。

① 農協へ の販売 または販売 を委託

した農畜産物 の代金(政 府 に売渡

した未代金な どを含む)の 受入れ。

組合 員への貸付金,受 取 るべき

農業共済金,補 助金,労 賃等の受

入れ。

①,② 以外の資金の受入れ。

なお,借 方記入 の取引⑧ のみは交互計算 をしてはな らないことになっている。

そのために組合 員は支 出(農 協 においては借方記入)を 負債償還,経 営費,家 計

費およびその他の支 出に分け,収 入(農 協においては貸方記入)を 農産収入,畜

産収 入およびその他の収入に分 けて記載することが必要 である。

貸越残高が限度 をオーバーす ると,組 合員勘定貸越超過入金依頼(支 払 の請求)

が行なわれる。
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第11図 営 農計 画 お よび組合 員勘 定 システ ム フ ロー
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(4)営 農 計画 お よび組合 員 勘定 システ ム ・フ ロー

ー コン ピ ュー タ処理 に よる 一

これは,営 農計 画 お よび組 合 員 勘 定 に伴 って発生 す るオペ レー シ ・ナル情報

を コン ピ ュー タ処理 す る場合 の シス テム フ ロー で ある。

この システ ム フ ロー の特徴 は,オ フ ライ ンの リモ ー トバ ッチ処理 のた め のシ ス

テ ムで あ り,端 末 には コンビ ュー タイ バ ーの よ うな ビ リン グマ シ ン(伝 票 作成 機)

を設置 し,ビ リン グと同時 に紙 テー プをア ウ トプ ットす る よ うにな って い る。 こ

の紙 テー プ と ビ リン グを計 算 セ ンター に託送 し,デ ー タ処理 を行 な うシステ ムで

あ る。(第11図)

2.4経 営情報確保の手段

2.4.1プ ランニング情報の確保 の現状

(1)長 期計画の実施状況

農協 において長期計画に取 り組んでいるのは,43年8月 現在 では全国農協

7,070組 合 のうち1,050農 協 を少 し越えている程度であるか ら,長 期計画そ

のものを実施 して いない農協 の方が多い。

これは,農 協 自身 の意識よ り県中央会の指導 の仕方にもかな り影響 を受け る場

合が多 く,農 協は長期計画そのものにも関心がまだまだ低い段階 であるといえる。

しか し農協合併が進み大型化 した農協 は合併 をき っかけに3～5年 先 の長期計画

を立案 しているところが多 く見 うけ られ る。

② 長期計画に関す る情報確保 の現状

長期計画を実施 している農協 でも,そ の実績 は浅 く情報確保のルールも一定 し

ていない現状 である。計画情報のポイン トである農家 の営農計画や生活設計 を立

てている農家は,大 型専業農家な どの一部にみ られ る程度であ る。農協 自体の強

力な指導が必要である。
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長期計画の情報確保の問題点は次の通 りである。

① 計画作成 にあた って,予 測困難 な事柄が多 くある。

これは特に所得 目標 の設定,農 業所得の見通 しをたてるにあた り販売市場の

条件,販 売価格 の予測が立たない悩み として出 されている。購買,貯 金,共 済

に くらべて販売事業の長期計画が進 まない原因もそ こにある。

② 営農類型化,と くに重点作 目の選定に確信をもてない。

これまでの米中心 か ら,あ らたに畜産,青 果な どを重点作 目として とり入れ,

指導 を強化 してい く方針 をとる場合,現 在の不安定 な市場条件の中では,組 合

員 も農協 も確信 をもってお し進 めることができるものでは ない。阻害条件 をと

り除 くための組合員農家 の主体的 な運動なしには計画 も安心 してすすめ られな

い。農協が大規模 な施設 をもって とり組 もうとしているときは,こ のことがい

っそ う大切な条件 となる。

③ 生産者組織の位置づ けについて

営農類型の選 定 と合せて,作 目別の生産者組織づ くりが行なわれるが・ この

発展 をはかるためにも,組 合員による自主的組織 とすべきであ ることはいうま

でもないが,加 入の資格要件(最 低規模)を 決め るべきか,専 属利用契約にっ

いて,ど うす るかな ど判断 を要す る課題が多くある。

④ 生産流通施設 ・生活施設 の建設にっいて計画が立 てに くい。

この問題は,連 合会 との調整の問題,近 隣農協 との組合間協同の問題 もある

が,一 方では,固 定資産 の増加にともな う自己資本不足 の問題,そ してできあ

がった施設 の稼働状況 と採算の問題な ど複雑 な課題 を多 く含 んでいる。

⑤ 連合会か らの事業計画が先行 してお り,自 主的 な計画が立 て られない。

これは,長 期計画だけでな く,毎 事業年度の計画 をたて るときも同 じである。

連合会か らの 目標はあ くまで参考資料 であって,農 協が組合員の要求を基礎に,

自主的 にとりくむのが基本である。 しか し,こ れには現在 の農協 と連合会間に

おける整促以来 の事業方式(代 金決済制,価 格決定,手 数料配分 と奨励金 ・推

進費 の関係,プ ール共計な ど連合会本位になっている)の 再検討 も同時 に行な
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わ ねば な らな い。

⑥ 農協 で 自主的 に と り組 も うとして も,ス タ ・フが不 足す る。

これ には,自 主 的 判断 を行 な うため に必 要 かっ適 当 な資料 が中央 会
,連 合会

か ら提供 され て いな い こ とに も原因 が ある。 しか し,農 協 の長 期計 画 は ,農 協

の幹部職 員 が知恵 を しぼ って作 り上 げ るのでは な くて,農 協職 員 が事 務局 とな

り農民代表が全組合員の意見 を代表して立案 し,い くたびかの組合員集会(部

落座 談会 な ど)で ね りなお して総 会 で決定す る民主 的 手続 き をとるな らば,で

きな いもの では な い。

また,農 協 の長 期 計 画 とい っても全面的,総 合的 な ものだ けでは な く,組 合

員が共通 して 当面 も っとも困 ってい る問題 を解 決す るた めの計画 か らと りくん

でい くこ とも考 え られ る。

2.4.2情 報 の利用部 門

ω フ.ランニン グ情 報 の利用部 門

利 用部門 は各事 業 を推 進す る指導,信 用,購 買,販 売 な どの各部門 と企画管 理

室 であ る。(第12図 参照)
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3.情 報 の充足度

51プ ラ ンニ ング情報 の充 足度

充 足 度 の悪 い情 報 は,内 部 情報 よ り外部 情報 であ る。 そ の1っ は,組 合 員か ら入手

す る営 農 計画,生 活設 計 の情報 で あ る。 これ は,一 定 の様 式 を与 えて記入 して も ら う

の であ るが,営 農計 画や生 活設 計 が充分 にで きて いな い農家 か らの 自主 的 入手 は難 し

く農協 か ら直接 指導 し集 め て来 る とい う現状 であ る。 とくに,こ の傾 向は ,兼 業 農家

に なれ ば長期 計 画 な どとい うもの よ り,も っと当面 の問題 で解決す べ き ものが多 い。

そ の2は,農 業,農 業経営,生 活 に与 え る諸 条件 の予 測情報 であ る。 これ は ,計 画

情 報 としては非常 に多 く資料,刊 行物,そ の他 の マ ス コ ミを通 じて入手す る ことが で

き る。 しか しそ の反 面 要因 の ウエイ ト付 け と今後 の方向 自身 が難 し く各農協 に よ りか

な り違 った型 で入手 し利 用 され て い るの が現 状 で あ る。

これ ら2っ の計画情 報 に比 べ て内部情 報 は かな り蓄積 され てい るが ,整 理 が充 分 で

な いため必要 な もの を迅速 に入手 で きな い とい う欠点 が あ る。 この ため経 験 的 に過 去

の 引伸 しで利 用 され て いるのが 多 い。
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4.今 後 の 問題(対 策)

農家 も農協 も今 ま で長期 計 画 な どの必 要性 な どは痛切 に感 じて いなか った 。そ れ と

い うのは農村 自体 が現 在 の よ うに都 市化 され て いなか ったか ら農協 か ら供給 す る範 囲

の もので満足 した し,米 を中心 とした農産 物 の販 売 な ども政 府 が毎年 物価 の上 昇率 を

折 り込 ん で買 い上 げ て くれ るな ど収 入面 にお いて も心 配 がな か った 。 しか し,こ れか

らは農村 の生活 様 式 の都市 化 も急 速 に進 む し,自 由米 の登 場 な ど内的 外 的に 変貌 が激

しい。 このため に農業 経営,農 家生 活,農 協経営 も長期 計 画 が必 要 にな って きて い る。

しか し,急 速 に農家 の人達 に長期 営 農計画 や生活 設計 を立 て るよ うに い ってみ て も過

去 のデ ー タがな い こ とや,不 慣 れ で あるか ら難 しい。 このため農 協は,事 務 処理 の機械

化 を通 じて農家 のデ ー タを フ ァイル してお き,農 家 の人 々に そのデ ー タを提 供 し これ

を利用 して長期 営 農計 画や 生活設 計 をす る よ うにす れば農協 自体 も助 か る し,農 家 自

体 に も喜 ばれ る。 これ に,情 報 処理 システ ムの設 計 とコン ピ ュー タの利用 をは かれ ば

外部 情報 の充足 度 り問題 は一 つ解 決で きる。

も う1つ の予 測情 報 にっ いては,各 農協 が単独 でや るのでは な く県段階,ま たは全

国段階 の連 合会 が 作成 して各農協 デー タを提供す れ ば この問 題 も解決 で き る。

この外,内 部情 報 の処理 につ いて も コン ピ ュータ を利 用す れば解決 す る問題 で あ る。

コン ピ ュー タ の利 用 も経 営規模 の小 さい農協 は,共 同利用 の方 向 で考 えれば よ い。

とにか く今 後,コ ンピュータを大 いに活用す る分野 が あ りそ うであ る。
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1.営 農面の長期計画

第2表 プ ラ ン ニ ン グ 情 報

必 要 度A・ 一絶 対 必 要

B… 必 要

C・ ・あ れ ば よ い

充 足 度A・

B・

C・

…目的に対して満足している,若 干の不満あ り

…目的に対して何とか使用できるが更に補充が必要

一目的に対して現在確保 している情報では満足できない

の'内 利 用 サ イ クル
利 用'先

情 報 源 必要度 充足度情 報 の種 類 情 報 容 情報の形態

.

部 門 階 層

組合員の長期営農計画 1.土 地 の利用および改良計画 計 画 書 1～3年 に
ー

指 導
,

担 当 農 家 A B

(例 へば圃場および農道整 1回

二

備,用 排水施設,売 買,賃 貸

借,集 団化な どの計画や希望)

2家 族労働および雇用 〃 〃 〃 〃 〃 A A

3作 付計画 〃 " 〃 〃 〃 A A

(例 へば基幹作 目別年次別

拡大計画および田畑輪換や間

混作の予定)
7

4素 畜導入 ・育成および飼育 〃 〃 〃 〃 〃
A B

計画
,

(年 次 別頭数および金額)

5,自 給肥 ・飼料生産計画 〃 〃 〃 〃 〃

A B

6農 業機械 ・施設の整備計画 〃 〃 〃 〃 〃

A B

(戸 単位か共同か,農 協へ

の委託か)
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利 用 先
情 報 の 種 類 情 報 の 内 容 情報の形態 利 用 サ イ クル 情 報 源 必要度

部 門 階 層
充足度

組合員の長 営農計画 7栽 培 または飼育管理技術の 計 画 書 1～3年 指 導 担 当 農 家 A C

改善 ・導入の計画

&作 目別作業計画 〃 〃 〃 〃 〃 A C

(戸 単位 と共同)

' 9生 産資材の購入計画 〃 〃 〃 〃 〃 A C

(資 材 別,数 量,金 額)

1α 生産物の販売計画 〃 〃 〃 〃 〃 A C

(生 産物別,数 量,金 額)

11.生 産資金の調達計画 〃 〃 〃 〃 〃 A C

12借 入金の償還計画 〃 〃 〃 〃 〃 A C

13租 税 公課負担計画 〃 〃 〃 〃 〃
A C

14,共 済保険掛金計画 〃 〃 〃 〃 〃 A C

15,施 設 資 金 計 画 〃 〃 〃 〃 〃 A C

16.家 計費現金支出計画 〃 〃 〃 〃 " A C

17家 計費の収支計画 〃 〃 〃 〃 〃 A C

1&営 農支出計画 〃 〃 〃 〃 〃
A 0

(農 外 も含む)

農業 ・農業経営に変化を 1.食 生活の変化の方向 資料,刊 行 〃 企 画 担 当 政府機関外 A B

与える諸条件の予測 食物別に質,量 など 物,メ モ

(特 性分析の情報) 2農 政 の変化の方向
.一

〃 〃 〃 〃 〃
A B

米価の見通し,自 主流通米

政策など
,
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利 用 先
情 報 源 必要度 充足度情 報 の 種 類 情 報 の 内 容 情報の形態 利用 サ イ クル

部 門 階 層

農業 ・農業経営に変化を 3,技 術革新の方向 資料,刊 行 1～3年 企 画 担 当 政府機関外 A B

与える諸条件の予測 農業機械化の見通 し,農 業 物,メ モ

(特 性分析の情報) 情報処理技術革新の見通しな

ど

4国 内経済の見通 し
〃 〃 〃 〃 銀行,農 林 A B

物価の上昇傾向,景 気の見 中金,政 府

通 しな ど 機関など

5,流 通革命の方向 " 〃 〃 〃 出版 界 外 A B

コ ー ル ド ・チ ェ ー ン や ス ー

パ ー ・マ ー ケ フ トな ど の 動 向

6,産 業界の発展の見通し 〃 〃 〃 〃 〃 A B

労働事情の見通し,給 与の

上昇の見通しなど

7世 界の農業情勢 〃 〃 〃 〃 政府機関外 A B

大国の農産物の収穫高,農

産物の自由化の動向,人 口事

情など

8.農 協組織内の変化 〃 〃 " 〃 農 協 内 A

職 員 の モ ラ ー ル,事 務 処理

の機械化など



～

ω

O

q⊃

情 報 の 種 類 情 報 の 内 容

1

情報の形態 利 用 サ イ ク ル
利 用 先

情 報 源 必要度 充足度
部 門 階 層

地区内営農の実態調査 〈農地の見通し〉 調査報告書 1～3年 に 指 導 担 当 農 家 A B

1.農 地 の価格の見通 し

都市化により農地の価格の

高騰

2農 地 の所有 と利用関係
、

〃 〃 〃 〃 〃 A B

兼業農家から後継者の離農

により長期の農地所有 ・利用

関係の見通 し

3.土 地基盤整備計画の見通 し 〃 〃 〃 〃 〃 A C

高性能機械化の普及により

圃場区画の拡大,農 道の整備,

用水施設などの見通 し

〈農業労働力の見通 し〉

〃 1.地 区内各農家の農業労働力 〃 〃 〃 ・ 〃 〃 A B

の見通し
'

農家別,年 次別,労 働力の

動向を把握する

2農 業において省力化の可能 〃 〃 〃 〃 〃
B
,

B

性について

基盤整備や機械化の見通し

か ら
.
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情 報 の 種 類 情 報 の 内 容 情報の形態 利用サイクル
利 用 先

情 報 源 必要度 充足度
部 門 階 層

地区内営業 の実態調査 <営 農に必要な設備投資の見通

し〉

1.機 械 ま たは 施設 調査報告書 1～3年 指 導 担 当 農 家 A B

農家ごとの資本装備の現状

と将来の方向

2農 協の大規模施設の必要性 〃 〃 〃 〃
〃 A B

に つ い て
'

何時ごろから施設の運営 ・

所有が必要か

〃
〈今後の作 目の見通 し〉

1.作 目の将 来 性 〃 〃 〃 〃 〃 外 A B

生 産 ・販 売 の現 況,収 益性,

自然条件への適応性

2作 目別に競争相手の動向『 〃 〃 〃 〃 農 協 A B

用辺農協や主要産地の動き

〃
〈経営主体〉

1.各 農家の将来の営農意欲に
.

〃 〃 〃 〃 農 家 A B

つ い て

農家別に専兼度,所 得の構

成,経 営者の健康 と意欲
ノ



情 報 の 種 類 情 報 の 内 容 情報の形態 利用サイクル
利 用 先

情 報 源 充足度
部 門 階 層

地区内営業の実態調査 2各 農家の農協に対す る期待

について

営農指導,購 買,信 用な ど

の事業別に

調査報告書 1～3年 指 導 担 当 農 家 A C
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利用先
計 画 の 種 類 情 報 の 種 類 情報の内容 情報の形態 利用サイクル 情 報 源 必要度 充足度

部門 階層

1.組 合 員の営農計画のと 1,組 合 員の長期営農計画 計 画 書 1～3年 指導 担当 農 家 A

.

B

りま とめ 2農 業 ・農業経営に変イヒ 資 料 〃 〃 〃 政府機関外 A B

(広 域営農計画) を与える諸条件 の予測

3地 区内営農の実態調査 報 告 書 〃 〃 〃 農 家 A B

2作 日別生産指導計画 1,作 目別,年 次 別 指 導 の 資 料 〃 〃 〃
A B

重点方針

2作 目別,生 産者組織計 〃 〃 〃 〃
A B

画

3生 産関係施設整備計画 〃 〃 〃 〃 A B

4.作 目別販売長期計画 1.市 場 調 査 〃 〃 販売 〃 A. B

(マ ーケ ・ティン グ計 画) 2販 路 の選択 A B

3販 売施設(集 荷,選 別, A B

包 装,調 製,貯 蔵,加 工)

‥ の整備計画

4標 準原価の設定 A B

5商 標決定 A B

」

a販 売促進計画
A B

7危 険負担(事 故補償,
A B

価格決定)

&マ ー ケッティン グ資金 収 A B

支計画



・

利用先
情 報 源 充足度計 画 の 種 類 情 報 の 種 類 情報の内容 情報の形態 利 用 サ イ ク ル 必要度

部門 階層

5,農 業生産資材供給計画 1.市 場 調 査 資 料 1～3年 購買 担 当' A B

2購 入先の選択 A B

3受 渡,決 済方法の決定 A も

4.ア フ タ ーサ ー ビス 計 画
、

A B

5.農 業機械化計画 A B

～

ω

一

ω

～



2.生 活面の長期計画

～

ω

一

心

～

利 用 先
情 報 の 種 類 情 報 の 内 容 情報の形態 利 用 サ イ クル 情 報 源 必要度 充足度

部 門 階 層

生活に変化を与える諸条 1.物 価 の 見 通 し 資料,刊 行 1～3年 指 導 担 当 政府機関外 A A

件の予測 物,メ モ

2生 活物資の都市化の見通 し 〃 A B

3.住 宅改善傾向 農 家 外 A B

4.交 通 手段の普及の見通 し 〃 外 A B

車の普及予測,パ スの増発

計画など

5.教 育投資の傾向 〃 外 A B

6.レ ジ ャー の 傾 向 〃 外 A B

組合員の長期生活設計 1.家 族構成の変化 計 画 書 3～5年 に 指 導 担 当 農 家 A A

1回

2子 弟の教育計画 "〃 〃 A B

3耐 久消費財購入計画 〃購 買 〃 〃 A B

4,所 得 目標(農 業+農 外) 〃 〃 〃 A B

5貯 蓄,保 険 計 画' "信 用 〃 〃 A B

6.住 宅改善計画 〃 〃 〃 A B

7教 養 お よ び レジ ャー 計 画 〃 〃 〃 B B

&家 計収支計画 〃 〃 〃 A B
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ω

一
〇

～

利 用
利用先

情 報 源 必要度 充足度計 画 の 種 類 情 報 の 種 類 情 報 の 内 容 情報の形態 サ イ ク ル
部門 階層

1.組 合 員 の 「生 活 設 1.組 合 員 の長 期 「生 活 計 画 書 1～3年 指導 担当 農 家 A B

計 」の と りま とめ 設計 」

2,生 活 に変 化 を与 え る 資料,刊 行 〃 〃 〃 政府機関外 A B

諸条件の予測 物,メ モ

3地 区内組合員の生活 報 告 書 〃 〃" 農 家 A B

実態調査

2生 活指導計画 1.生 活指導体制の充実 資 料 〃 〃 〃 〃 A B

2組 合 員の生活改善 グ 〃 〃

ル ー プの 育成

3生 活関係施設整備 1.教 育研修施設 〃 " 〃 〃 農 協 A B

計画(個 別計画) 2,保 健 衛生施設 A B

■

(理 美 容,診 療,診 断)

3,生 活用品供給施設 A B

(店 舗等)

4,生 活改善用利用施設 A B

5,資 金 計 画 ( A B・

6.収 支 計 画 A B

4,貯 金 吸 収,生 活 費 〃 〃 信 用 〃 農 家 A B

金,貸 付共済契約普 指導

及計画の検討 共済



3.総 合 計 画

～

ω

一
①

情 報 の 種 類 情 報 の 内 容 情報の形態
利 用 利用先

情 報 源 必要度 充足度計 画 の 種 類 サ イ クル 部門 階層

〈営農事業面〉

1.主 要農産物生産計 1.約5年 間の生産実績 年 度 別,種 目別,品 名 別, 資 料 1～3年 指導 担当 単簡,指 導 A A

画 数量,金 額 部

(地 区内総生産高) 2,地 域特産農業推進事 刊 行 物 〃 〃 〃 農林省園芸 B B

業の指針 局

3.中 央 卸売市場年報 〃 〃 〃 〃 東 京,大 阪, B B

名古屋中央
卸売市場

4県 の農林統計 〃 〃 〃 〃 県 庁 A A

5,県 下の農産物統計 資 料 〃 〃 〃 県 中央 会 A A

一 一 一 一 一 一 　 　 一 一 一 一 一

2,指 導事業収支計画 1.過 去5年 間 の指 導 事 年度別,指 導実績 〃 〃 〃 〃 単協,指 導 A A

業概要' 課

2過 去5年 間 の指導事 年度別,科 目別収 〃 〃 〃 〃 〃 A A

業収支計画 支実績

3県 中央会の営農指導 マ ニ ュ ア ル 〃 〃 〃

.県 中 央 会
A A

要領 刊 行 物 農林省 他

4.今 後 の 農政 の 方 向 そ の 他 B B

〈販売事業面〉

1.販 売事業計画 1.生 産 高 ・販 売 事 業 実 年 度 別,種 目別,品 名, 資 料 〃 販売 〃 単協の販売 A A

績 数量,金 額 部
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ω

－
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～

情 報 種 類 情 報 内
利 用 利用先

計 画 の 種 類 の の 容 情報の形態
サ イ クル

部門 階層
情 報 源 必要度 充足度

1.販 売事業計画 2,市 場別農産物市況 市場別,農 産物,販 売価 刊 行 物 1～3年 販売 担当 卸 売市 場 A B

格

3,他 の生産地の農産 資 料 〃 〃 〃 各 単 協 A C

物生産予想

4,農 産物消費動向 都市別,農 産物の今後の 〃 〃 〃 〃 " B B

消費予想

5.経 済連販売事業長期 農産物別,取 り扱い高の 〃 〃 〃 〃 経 済 連 A A

計画 計画

2販 売事業関係施設 L販 売事業計画 年 度 別,種 目別,品 名, " 〃

一 一 ー 一4-

〃

一 ー ー

〃

一

単協の販売 A A

計画 数量 部

2各 車協の施設利用状 農産物別,施 設 〃 〃 〃 〃 〃 B B

況

〈購買事業面〉

1.生 産資材購買事業 1.生 産資材需要 ・供給 年 度 別,種 目別,品 名, 〃 〃 購買 〃 購 買 部 A A

計画(地 区内需要高, 実績 数量,金 額 部

単協供給高) 2農 業資材革新の方向 年度別,資 材革新の方向 刊 行 物 〃 〃 〃 農 林 省 B・ B

3農 業技術革新の方向 年度別,技 術革新の予想 〃 〃 〃 〃 〃
B B

4経 済連購買事業長期 年 度 別,種 目別,取 り扱 資 料 〃 〃 " 経 済 連 A A

計画
一 一 ー 一 一 一 一 ー 一 一 一 一 ー ー ー 一 一 一 ー 一 一 ー 一 一 一 一

2生 産資材供給施設 L生 産資材購買事業計 年 度 別,種 目別,品 名, 〃 〃 " 〃 購 買 部 A A

計画 計 数量,金 額
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計 画 の 種 類 情 報 の 種 類 情 報 の 内 容 情報の形態
利 用 利用先

サ イ クル
部門 階層

情 報 源 必要度 充足度

3生 活物質購買事業 1.生 活物 質 需 要 ・供給 年度別,種 目別 品名, 資 料 1～3年 購買 担当 購 買 部 A A

計画 実績 数量,金 額 部

2生 活様式の都市化の 種 目別,都 市化の傾向 刊 行 物 〃 〃 〃 〃 B B

方向 《

3,経 済連購買事業計画 年 度 別,種 目別,品 名, 資 料 〃 〃 〃 経 済 連 A A

数量,金 額

4.生 活物質供給施設

一 ー ー ー ー 一 一

1.生 活物質購買事業計 〃

一

" 〃 〃

一 一 ー ー ー

〃 購 買 部 A A

計画 画

〈金融事業面〉

1.信 用事 業 計 画 過去の信用事業実績 年度別,主 要科目別,金 〃 1～5年 企画 〃 単協,信 用 A A

額 部

農業金融実態調査報告書 〃 刊 行 物 〃 〃 〃 農林省農林 B B

経済局
'

農林金融の実情 〃 〃 〃 〃 〃 農 林中 金 B B

県信連情報 農協 の今後の信用動向 〃 〃 〃 〃 県 信 連 A A

都市銀行の預金動向
一　 一 ー 一 一 一 一 一 一 ー ー 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 ______L___一

2総 合運用資金計画 過去の運用資金実績 資 料 〃 〃 'ノ 単協,信 用 A A

部

〈共済事業面〉

1.共 済事業計画 過去の共済事業実績 年度別,種 類別,保 有高 〃 " 〃 " 〃 A A

契約高
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一
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亀

利 用
利用先

情 報 源 必要度 充足度計 画 の 種 類 情 報 の 種 類 情 報 の 内 容 情 報 の形 態 . サ イ クル 部門 階層

1,共 済 事 業 計 画 農業災害補償制度統計表 刊 行 物 1～5年 企画 担当 農 林 省 B B

県共済連情報 " " 〃 〃 県 共済 連 A A

〈利用事業面〉

1.農 政活動収支予定 L農 政収支実績
A

年度別,科 目別,金 額 資 料 1～3年 〃 〃 企 画 部 A B

計画

2農 政 の動向 刊 行 物 〃 〃 〃 " A A
-一 一 一 ≡'一 一 一 一 ー 一 _一 ー 一 一 ー ー ー ー ー 一 一 ー 一

L___________ _一 一 一 一 ー ー ー 一 一 一 一 一 一

21農 業倉庫事業計画 1.農 業倉庫実績 年度別,区 分別,金 額 資 料 〃 倉庫 〃 利 用 部 A A

2販 売 事業計画 〃 〃 〃 〃 〃 A

-一 一

A

一 一 ー 一 一
二______

3,加 工 事 業 計 画 1.加 工事業利用実績 年度別,区 分別,金 額

一 一 ー

〃 〃

一 ー 一 一

加工 〃 〃 A A

2販 売事業計画 〃 " 〃 〃 〃 A A

〈内部管理面〉

1.経 営管理紅撫 整備 1.各 事 業の長期計画情 年度別,事 業展開項 目, 〃 〃 企画 〃 農協の各部 A A

計画 報 要員数 門

2県 下の農協組織整備 口述 メモ 又 〃 〃 〃 各 単 協 A A

状況 は資料

3県 中央会指導方針 中央会の農協組織指導方

針

資 料 〃 〃 〃 県 中央 会 A A

4、 一般企業 の組織整備 口 述 メ モ, 〃 〃 〃 〃 B B

状況 刊 行 物
一 一 ー 一 _____一 ー 一 一 一 一 一 一 『 一 ー 一 一 一 ー ー ー 一 _一 ー ー 一 一 一

一 一 ー 一

2事 務合理化計画 1.今 後 の 事 務 量 年度別,事 業部別事務量 資 料 〃 〃 〃 農協の各部

門

A B

2,今 後 の要員と人件費 年度別,事 業部別,要 員
〃 〃 〃 〃 〃 A B

数,人 件費
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計 画 の 種 類 情 報 の 種 類 情 報 の 内 容 情報の形態
利 用 利用先

サ イ クル
部門 階層

情 報 源 必要度 充足度

3事 務 システムの問題 事業部別,問 題点 とその 資 料 1～3年 企画 担当 農協の各部 B C

点 対策 口述 メモ 門
一

3要 員計画

一 『 一 ー ー 一 一_

1.各 事業の長期計画情

一 ー ー 一 ___

亘 料
一 ー 一 一_

〃

　 一 ー

〃

一 　 一

〃

一 　 一 　 一 一 ー

〃

一'一 一 －

A

一 『 一 一_

A

報

2県 中央会指導方針 中央会指導による要員計

画

〃 〃 〃 〃 県 中央 会 A B

4教 育研修計画 1.各 事業の長期計画情

『 一 ー 一 一

部門別,階 層別,教 育研 〃 〃 〃 〃 農協の各部 A A

報 修如 門

2県 中央会職員教育研 〃 〃 〃 〃 県 中央 会 B B

修計画情報

3一 般 企業の教育研修 〃 毎 月 〃 〃 一 般 企 業 B

－

C

情報 '

(・㌧ワ レフト) 1年
一 ー ー 一 一 ー ー 一

一 ー 一 『 一 一 一 一 ー ー －F

5.総 合収支予定計画 1.各 事業の長期計画情 年度別,事 業別,収 支予 資 料 1～3年 経理 〃 農協の各部 A A

報 定計画金額 門

2過 去 の総合収支予定 年度別,損 益勘定科 目別, 〃 〃 〃 〃 〃 A A

計画 金額
－r-一 ー 一__一 一 ー 一 一 一 一 ー ー ー ー 一 一 一

6財 務構成計画 1.過 去 の財務構成計画 年度別,勘 定科目,金 額 〃 〃 〃 〃 〃 A B

2県 中央会農協財務分 農協別,勘 定科目別,金 〃 〃 〃 〃 県 中央 会 A B

析 額,構 成比
一 一 一 一 一 一 一

τ 総合費用計画 1.過 去 の総合費用計画 年度別,費 用別,比 率 〃 〃 〃 〃 農 協企 画 A B

2県 中央会農協費用分
析

","," 〃 〃 〃 〃 県 中央 会 B B



w 病院 における経営情報調査

1.調 査 の ね ら い

1.1病 院 の 特 質

病 院 と は1.1.1

1.1.2

1.1.3

1.1.4

1.2調 査 対 象

営利性の排除

地域社会 との関連

医学の進歩 と医療費の増大

2.経 営 のた めに必要 な情 報 とそ の利 用

2.1は じ め に

2.2

2.3

2、3.1

2.3.2

2.3.3

2.4

2.5

2.6

3.む す び

べ 一

病院における情報の流 れ

患者の管理に必要な情報

外来患者についての情報の流れ

入退患者についての情報の流れ

医療補助部門の情報の流れ

病院全体 の管理運営に必要な情報

情報の充足 されない理由

その他の情報
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1.調 査 の ね らい

1.1病 院 の 特 質

1.1.1病 院 とは

病院 の特質 をのべ る にあ た り,病 院 とは何 か とい う定義 を明 確 に し,特 質 にふ れ

てい きたい 。

医療 法 に も うたわ れ てい る よ うに,「病 院 とは,医 師 また は歯 科 医師が 公衆 ま たは

特 定 多数 人 の ため,医 業 また は歯科 医業 をなす場 所 で あ って,患 者20人 以上 の収

容施設 を有 す る もの 」で あ り,ま た病院 は,「 傷病者 が科 学的 で か つ適正 な診療 を

受 け るこ とが で きる便 宜 を与 える ことを主 た る目的 と して組織 され,か つ運営 され

るも のでなけ ればな らない 」と定 め られ てい る。

また,こ れ ら病院 の中 には,総 合病院 と呼 ば れ るも のが あ り,こ れは 「患者100

人 以上 の収 容施設 を有 し,そ の診療 科 目中 に内科,外 科,産 婦 人科,眼 科 および耳

鼻咽 喉科 を含 む もの 」とされ る。

しか し,こ れ らの総 合病 院 中,病 床 数300以 上 の病院 は全 国 で約600を 数 え

るにす ぎず,欧 米 に比 し小 規 模 の病院 が 多い。

これは,わ が 国 の病 院 の発 展 形態 が欧米 と異 な り,医 師 あ って の診療 が第一義 と

され,医 療 行為 のみ をも って疾 病 の治癒 に当 り,そ の他 の条件 は ま った く顧 み られ

な い とい う気 風 か ら生 じた結 果 で ある。

1.1.2営 利性 の排除

つ ぎに,病 院 の特 質 と して あげ られ る こ とは,一 般 企業 に比 し,営 利 を 目的 と し

ない こ とであ る 。

.医 療 法 に も 「営 利 を 目的 と して,病 院,診 療 所 または助 産所 を開 設 しよ うとす る

者に 対 しては許可 を与 えない こ とが ある 」とあ る。 した が って病院 には,ま ず,医

～323～



療 が あ り,そ の活動 の存続 のため に採 算性 が その後 を追 い かけ るの であ り・一般 企

業 の よ うに何 よ りも利益 追 求 を 目指 し,経 営 が行 なわれ る もの とは根 本的 に理 念 を

異 にす る。'

1.1.3地 域 社 会 との関連

病院 は それが存 在 す る地 域社 会 との関連 が密 接 で あ り,一 般 企業,そ の他 と著 し

く立 場 を異 に して い る。

病院 は そ の地域 の住民 の健 康維持 の た めの セ ン ター であ り,住 民 の安 心 を得 る た

めに設置 される もの であ る。

したが って国民 全体 の 健康 維 持 のた めには,設 置 に十分 な条 件 さえ満 たせば,山

間,離 島 とい え ども設 置 され なけ れば な らない性 格 を有 してい る。

1.1.4医 学 の進 歩 と医療 費 の増 大

現代医 学 の進 歩 は ます ます病 院 医療 を高度 化 す るが,こ れ には 当然経費 が 増大 す

る。一般 に病院 の経 費 とは,建 設 費,設 備機 械 費,維 持 費,人 件 費で あ るが,こ れ

を患 者に負担 させ るの は好 ま し くない こ とで あ り,む しろ地 域社 会が 負担 すべき も

ので ある。 その意 味 で医療 保健制 度 が導 入 され た。

しか し,病 院 は,一 般 診療 所 と異 な り,特 有 の病院 費 用 をか か え,医 療 保険制 度

か らの制 約 と背 反す る問題 を抱 え,そ の突破 口 と して合 理化 ひい ては病院 の管 理,

運営 のた め,よ りよい情報 シス テ ムの設 計 が急 がれ なけ れば な らない 。

1.2調 査 対 象

病院 経営 全般 にわ た り調 査 し,そ の情報 の流 を分 析 しま とめた ・

病院 を運 営 して い くには,必 要欠 くべか らざ る情 報 を一応 もれな く収 集 した ・ この

場合, .と くに病院 の人,物,金 の三面 か ら調 査 し,そ れに 地域社 会 に奉仕 す る病 院業

務 の面 か らも調査 した。

したが って,経 営管 理 面,運 用 面 につい て各分野 の末 端帳票 の流 れ,そ れ に よる情
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報 の転移,加 工 に眼 を向 け,そ れ か ら生 れる 各種 のア ウ トプ ッ トとその必 要度,利 用

度 に ついて焦 点 を合 せ た。

病院 名 は と くに あげ ないが,大 規 模 経営 の病 院 一 いわ ゆ る 「総 合病院 」といわ れ る

病 院 をい くつか調 査 し,そ の情報 システ ムを ま とめた ものであ る 。
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2.経 営の ため に必要 とされ る情報 とその利用

2.1は じ め に

病院 とい って もそ の設 立母体 か ら種 々に分類 され るが,大 別つ ぎの よ うに分 類 され

る 。

設立母 体 別 では,

1

9
ρ

3

4

5

国 立(厚 生 省 所管 とそ れ以外 の所管 に なる も の)約450

公立(都 道 府 県,市 町村,日 赤,済 生 会 な ど)1,350

社 会 保険 関係 団体(全 国社 会保 険協会連 合 会,健 康 保険 組合,共 済 組合 な ど)

300

会社200

私立(公 益 法人,医 療 法 人,学 校法人,個 人 な ど)4,700

計約7,000と なる 。

病 院種 別 では,

1.一 般 病院 約6,000

2.精 神 病院

3.結 核 病院

特 殊病院1.000
4.伝 染 病院

5.ら い病院

計7,000と な る。

一般 病院約6 ,000の 内,病 床 数100以 上 のも のは約2,000,病 床 数300以

上 の大規模 病院 は約600を 数 えるのみ で ある。

前 述 した よ うに この ほ とん どは,小 規模 病 院 であ り,近 代的 な経 営管理 理念 に よ っ

て運営 され てい る とは いい難 い。
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さて病 院 の情報 システ ムに 入 る前 に,病 院 の情報 システム と密接 な関連 のあ る組 織

に っい てふ れて お きたい 。第1図 はA病 院 の院 内組 織 で ある 。

この病院 は大規模 な総合病 院 であ り,近 代 的 な経営 感 覚 に よ って運営 され てお り,

病院 業界 の 中で も ユニー クな病院 と して知 られて い る ところ であ る。

院 内組 織は院 長 の下 に,大 別 して4つ の部 門 に分 か れ,そ れぞ れ医療 部門,副 医療

部 門,事 務 部門 とな ってい る。 と くに この病院 では,各 部 門間 の コ ミュニ ケー シ ・ン

の場 と して各種 の委 員会 が設置 され,各 部 門 に ま たが る有機 的 な組織 と して活 用 され

て い る こ とで あ る。

病 院 の機 能 を一般 企業体 に 例 える な らば,大 規模 な車 輌整 備 会社 に似 てい る とい え

るc

病 院 車輌整備会社

・診 療 部 門

副 医 療 部 門

事 務 部 門

修 理 部 門

{
部 品 部 門
検 査 部 門

事 務 部 門

診療 部 門 は,あ たか も次 々 と流 れ て くる車 の修 理工場 で あ り,こ の工場 をい か に経

営 とい う立 場 で管理 運 営す る もの とい う面 が病院 で も当然必 要 で,こ の診 療部 門 と他

の部門 が 完 全に一体 化 し,極 めて密 接 な連 繋 動 作 に よ っては じめ て病院 の機能 が十 分

に発揮 で き る とい え るで

病院 は人間 とい う絶対 的 な生 物 を取 扱 う場 であ り,本 質 的 には病院 と車輌 整 備 会社

とは異 な る と思 わ れ るが,管 理運営 とい う意 味 で は共 通 の面が あ る といえ る。

病院 は,患 者 と病院 とい う密 接 な関 係 の他,第2図 に見 る よ うに製 薬 メー カや大 学

医学部,各 種研 究 機関 な どとも関連 が あ り,こ れ らの関連 な しに病院 を語 る ことは で

きな い。

また,病 院 の管理 運 営 に は,人,物,金 が 必要 であ る。 しか し,一 般 企業 の よ うに

営利 優先 とい う考 えで な く,人,物,金,三 者て い立 の考 えが根 本理念 と して必 要 で

あ り,か っ,こ れ に加 え て地 域社 会 に奉 仕す る とい う理念 が必 要 であ り,第3図 の よ
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うに図示 す る こ とが で きる。

2.2病 院 に お け る 情 報 の 流 れ

病院 の情 報 の流 れ を患者 中心 に して分 析 してみ る と第4図 の よ うで あ る 。

この情報 の流 れ か ら派 生 す る業務 を見 てみ る と,第5図 のよ うな情 報 シス テ ムが形

成 され る。 こ こでは,患 者 の管 理 に必 要 な情 報 の流 れ一 す な わ ち,(D外 来 患者 にっ

い ての情 報 の流 れ と(2)入 退院 愚 老 に つい ての情 報 の流 れ とい う2つ の大 きな流 れ

を中心 に,そ れか ら派 生す る(3、 医療 補 助部 門 の情報 の流 れ,さ らに病院 全体 の管 理

運営 に必 要 な情報 の流 れ に大 別 で き る。

そ れ では,上 にあ げた それ ぞれ の情 報 の流 れ と,そ れか ら生み 出 され る各種 のア ウ

トプ ットを概 観 してみ よ う。
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2.5患 者 の 管 理 に 必 要 な 情 報

2.3.1外 来患者 にっ いて の情 報の流 れ

外 来患 者 は外来 受付 にて診察 申込書,保 険証 を提 出 し,申 込 む 。外来受 付 では,

診療 券,カ ルテ(診 療 録)を 起 し患 者 へ渡 す 。患者 は各科受 付 へ これ を提 出 し,診

療 を受 け る。各科 に おけ る診療 内容 は カルテに刻明 に記入 され同時 に指示 伝票 と し

て,注 射,放 射線,検 査,投 薬(処 方箋),料 金伝 票 な どが起 され る。

患 者 は これ らの帳 票 をも って会計 へ提 出す る。会計 では料 金伝票 に よ り料金 計算

(含,保 健診療 点 数計 算)を 行 ない,本 人負 担分 は代 金 を収受 し,そ の他 の伝 票 に

は 「入金 済 」の押 印 を し,愚 老へ 渡す 。

患者 は,指 示 に も とづ き放 射線,検 査,薬 局 な どに ゆ き処置 を受 け る。

以上 が 外来愚 老 に っいて の情報 の流 れ の標 準 的 なパ ター ンで あ るが,病 院 に よ っ

て は多少院 内組 織 が異 な り,そ れに よ って情報 の流 れ も異 なるが,大 局的 に見 て大

同小 異 と考 え られ る。(第1表 参照)

第1表 外来 患者 にっ い て の情 報

必 充
情 報 の 種 類 情 報 量 情報形態(帳 票名) 情 報 源 要 足

度 度

(外 来管理)

新来,再 来患者数 日,月 患者 日計表 外来(医 事) A A

診療行為別診療実績 日,月 行為別診療日計表 B B

(予 約管理)

科 別 予 約 日,月 予約表 〃 C B

2.3.2入 退 院患者 につ い ての情報 の流 れ

入院 愚老 は医 師 に よ り入院 が 指示 され た ら入退 院 係 の ところで 入院手続 をす る。

入院 後 は,外 来 患者 の情報 の流 れ と基 本的 に は変 らない が,す べ ての情報 は看護
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婦 詰所 を通 じて流 れ る。

入院 患者 につ いて は,入 退院 に関す る情報,給 食 に つい ての情報,リ ハ ビ リテ ー

シ ・ソ(社 会復帰)に つい ての情報な どいわゆる医療補助部内の情報 との関連 がで

て くる。(第2表 参照)

第2表 入退 院患 者 につい ての情報

必 充

情 報 の 種 類 情 報 量 情報形態(帳 票 名) 情 報 源 要
度
足
度

(入 退院管理)

病床別,入 退院患者 日,月 患者 日計表 入退院(医 事) A A

数

科別人退院患者数 日,月 〃 〃 A B

特殊病床利用数 日,月
〃 A B

科別,在 院期間別選 日,月,年
〃 〃 A B

院患者数

死亡数,解 剖数 月 前 月死亡数,解 剖数 〃 A A

月計表

人工妊娠,中 絶数 月 人工妊娠,中 絶実施 〃 →都 庁 B B

報告

結核入退院数 月 入退院結核患者届出 〃 →保健 所 A B

数

性 別,傷 病大分類別 月,年 中央病歴室 C B

退院者数

(ベ ット管 理)

病床別科別予約数 日,月 予約表 〃 B A

産室予約数 日,月 〃 〃 A A

空床状況調査 日,月 空床状況調査表 〃 A B

以 上 の よ うに病院 に おけ る情報 の源 は 「患 者 」であ る といえ る。患者 に つ いて の

す べて の情 報 は,刻 明 にかつ歴 史的 に診療 録(カ ル テ)に 記 入 され る。

したが って,病 院 活動 は,こ の カルテに集約 されて い る とい っても過 言 では ない 。

しか し,諸 活 動 を行 な う場 合,カ ルテ を持 ち廻 って処理 する のは コ ミュニケー シ
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ヨン,迅 速性 の欠如 とな って現 わ れる こ とか ら,カ ルテを中心 に,処 理 の種 類別 に

諸 帳票 が起 され,次 に述 べ る医療 補助 部門 へ指示連 絡 が な され,診 療 が 遂行 される。

2.3.3 、医療 補助 部門 の情報 の流 れ

これは患者 中心 の情報 の流 れの 一部 と して考 え られるが,診 療 を助け る機 能 を も

つ医療補 助部 門 の役 割 りは,ま す ます増 大 し,こ れ が診療所 と根 本的 に異 なる病 院

の特色 ともな ってい る。

医療補 助部 門 は適正 な診療 治 癒 を行 な うための放 射線,検 査,輸 血,麻 酔,手 術,

リハ ビ リテ ー シ ・ン,薬 局,給 食,医 療 社 会事 業,病 歴管理 な どが あ げ られ るが,

これ らは独 立 して活 動 す る こ とは少 な く,組 織診療 の一 環 と して 活動 す る。(第3

表)

第3表 医療 補助 部門 の情 報

情 報 の 種 類 情 報 量 情報形態(帳 票名) 情 報 源
必
要
度

充
足
度

(放 射線)

放射線照射回数

〃 治療数

日,月

〃

放射線 日報

〃

放射線科

〃

A

A

A

A

(麻 酔)

年令別,方 法別件数 〃 同報告書 麻酔科 A
竺

(手 術)

科別,点 数別件数

科別,手 術別件数

月

日,月

〃

〃

中央手術室

〃

A

A

A

A

(分 娩)

出生,死 産 数 〃 産婦人科 A A

(検 査)

入院,外 来 別,種 類

別件数
検査 日報 検査部 A A
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| 必 充
情 報 の 種 類 情 報 量 情報形態(帳 票名) 情 報 源 要 足

度 度

(給 食管理)

給食種類別 日,月 給食集計表 栄養部 A A

給食人員,材 料 費

給食計画 週 献立表 〃 B A

使用食品明細 月 栄養出納表 〃 C B

食品在庫調査 月 食品受払簿 〃 C B

栄養報告 月 栄養報告 〃 →都 庁 B A

(薬 品補給在庫管理)

在庫調査 月 月末棚卸表 薬品部 A A

薬品出納 日,月 薬品出納表 〃 C B

購入計画 月 購入計画表 〃 B C

科別調剤量 日,月 調剤 日報 〃 C B

(輸 血)

部門別,利 用状況 日,月 輸血状況報告 用度薬品部 B A

(材 料管理)

注射器取扱状況 日,月 材料室 日報 中央材料室 B A

(リ ネ ン)

洗濯量調査 日,月 リネ ン集 計表 施設課 B A

(医 療社会事業)

入院外来別実施状況 日,月 医療社会事業報告 医療社会事業科 A A

(リ ハ ビ リ テ ー シ ョ

ン)
'

入院,外 来別療法別 日,月 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 〃 A B

実施人員,件 数 報告書

(病 歴管理)

科別利用状況 月 中央病歴室報告 中央病歴室 C B
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2.4病 院全体 の 管理 運 営に 必要 な 情報

以上 の情報の流れ をとりまく情報 の流 れと して,

① 患者 を中心 とした諸活動 か ら,当 然の機能 として全般的 な事務 を行な う医事業務

② 病院会計 を受持 ち,病 院 の運営維持 に必要 な計数把握 を行な う経理業務

③ 従業員の人事,勤 怠,健 康,衛 生 を受持っ,総 務,人 事業務

④ 薬 品,材 料,諸 器材,消 耗品の購入,在 庫,受 払を担当す る用度購買業務

⑤ 院内諸施設の設備保 全な どを担当する施設管理業務

などがあるが,こ れらは事務長の下に情報が集 められ,院 長 に報告 される。(第4表

参照)

第4表 病院全体 の管理に必要な情報

必 充
情 報 の 種 類 情 報 量 情報形態(帳 票名) 情 報 源 要 足

度 度

(診 療報酬請求) /

科別実診療額統計 月 科別実診療額統計表 医事 A A

診療報酬請求額 月 同報告書 A A

調定報告

診療報酬請求集計 月 同集計表 A A

各管掌別診療報酬 月 A A

請求集計

各管掌別審査増減 月 B A

状況調査

(経 理)

損益計算書 月,年 損益計算書 経理 A A

貸借対照表 月,年 貸借対照表 〃 A C

支払方法別医業収益 月 同報告書 〃 A B

科別,入 院 外来別 月 同報告書 〃 A C

診療行為別医業収益
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必 充

情 報 の 種 類 情 報 量 情報形態(帳 票名) 情 報 源 要
度
足
度

部門別原価計算 月 部門別原価計算表 経理 A C

特定勘定科 目明細 月 同明細表
〃 A A

(薬 品,材 料,給 食,

水道,光 熱 費,修

理費等)

科別収益人件費明細 月 同対比表 〃 A B

対比

部門別収益直接費対 月 同対比表 〃 A B

比
、

期限別支払方法別未 月 同未収金一覧表
〃 A A

収 金 リス ト

長短期 別,借 入金状 月 同状況表 〃 A B

況

資金計画 月 資金繰表 〃 A B

(予 算統制)

予算実績対比 月 予算統制対比表 〃 A C

(人 事労務管理)

職種別,年 令別職員 月 人員構成表 人事 A A

数

職種別部門別職員数 月 人員構成表 〃 A A

部門別時間外勤務状 月 部門別時間外勤務状 〃 A A

況調査 況表

部門別休暇 日数調査 月 部門 別体暇 日数表 〃 A A

長期 欠 勤者 リス ト 日,月 長期欠勤者一覧表 〃 B A

勤務割当実施 日,月 勤務割当実施表 〃 A A

要員計画 年 要員計画表 〃 B B

(職 員健康管理) v

職員定期検診 年1～2回 職員定期検診報告 庶務 A A

TB勤 務老定期診断 〃 TB勤 務者定期 診断 〃 A A

報告
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必 充
情 報 の 種 類 情 報 量 情報形態(帳 票名) 情 報 源 要 足

度 度

放射線技師曝射量 月 曝射量調査表 庶 務 A A

職員給食状況 月 給食集計表 〃 C B

(用 度補給在庫管理)

在庫調査 月 月末棚卸一覧表 用 度 B A

払出実績 月 物品(備 品台帳) 〃 A B

購入計画 月 購買要求一覧表 〃 B B

特定薬品価格調査 月 同報告書 〃 薬 品部 B B

(施 設管理)

保守状況 月 保守点検記録 施 設 B A

購入計画 月 購入計画表 〃 B B

(研 究教育)

図書購入計画 月 同要求一覧 表 庶務(研 究教育委 A B

員会)

学会,講 習会研修計 月 研修計画表 〃 〃 A B

画

(病 院運営管理)

患者意見調査 年1回 ア ン ケ ー ト 庶 務 B C

(科 別)

持時間調査 不 定 〃 〃 C C

給食内容,時 間調査 〃 〃 〃 A C

診療圏調査 年1回 〃 〃 C C

入院経路調査 不 定 〃 〃 B C
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2.5情 報 の 充 足 さ れ な い 理 由

前述 した第1表 か ら第4表 ま での情 報 の うち,特 に充 足 され てい ない情 報 の理 由 を

(第5表)に 示 す 。

第5表 充足 されない理 由

情 報 の 種 類

必
要
度

充
足
度

充足 されない理 由

購入計画 B C 計 画購 入制 度,予 算 統制 を行 な ってい る と ころ は まれ

で あ る

貸借対照表 A C 月次決算は損益中心であるため,貸 借対照表 も年決算
時に作成 される ところが多い

科別,入 院外来別
診療 行為別医業収益

A C 科別,入 院外来別の統計は作成 されているが,診 療行
為別 とい った細 目的 な統計 までは手がまわ りかねてい
る

部門別原価計算 A C 部門別原価計算制度は必要性は叫ばれなが らもあま り
普及 していない

予算実績対比 A C 予 算制 度 は形 のみ の導 入が 多 く,実 績対 比,差 異 分析,

改善 な どあ ま り実施 され て いな い

愚老意見調査 B C ア ンケー ト調 査 を実施 してい る方 が少 ない 。調査 方法,

調 査内 容 も問題 が ある

持時間調査 C C 殆 ん ど実施 されてい ない

給食内容時間調査 A C コス ト,人 員 との関連 が あ り,調 査 して もあま り活 用

され ない

診療圏調査 C C 大都市病院 の場合,交 通機関の発達,病 院数の多大な
どによ りあま り必要性 を感 て い な い

入院経路調査 B C 開業医,関 連 病 院 との ネ ットワー クか ら今後 重 要性 は

増 す もの と思 われ るが,調 査 は不十 分 であ る
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2.6そ の 他 の 情 報.

医療 につ いて の情報 は以 下 の分野 につい て研究 が進 め られ てい る。

① 自動 問 診

② 自動 検査(心 電 図,脳 波,筋 電 図,脈 波,血 液)

③ 臨床検 査

④ ドラ ック ・イ ソ7オ ー メーシ ョソ(医 学 文献 フ ァイル)→IR

これ らは将 来,病 院 の あ り方,診 療 方法 に多 大 の影 響 を及ぼす と考 え られるが,今

回 は病 院経 営 に主 眼 をお いた調査 の た め,現 在進 め られて い る研 究 テ ーマ のみ あげて

お きた い 。
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3.む す び

病 院 に おけ るEDPの 活用 と問題 点

現 在,日 本の 病院 に おけ るEDPの 導 入状 況 は数 える ほ ど しか な く,ま だ,電 算機

メー カや ソフ トウエ ア会社 と病院 の共 同研 究的 な域 を出 ない とい って よい 。 しか し,

病院 関係 者 の中 に はEDPの 必 要性 を認 め,研 究検 討 に入 ってい る ところ も増 えてい

る 。

したが って,EDPの 本格的 導 入活用 は今後増 加 す るも の と考 え られ る 。

しか し,他 の業種 に比 べ,病 院 へ のEDPの 導入 が なぜ遅 れ てい るか 。 この問 題点

を考 えてみ た い。

(1)医 療 用電 算機 と事務 用電算機

医 師 が患者 の診療 に必 要 な心 電 図,筋 電図,脈 波,脳 波等 従来 医療機 器 と呼 ば れ

て いた もの と・EDPと の結合 に よ る生体 情報 の解析,血 液 の自動 検 査 な どに医療 用

電 算機 の導入 が考 え られて い る。

しか し,例 えば脳 波 の分析 のみへ のEDPの 導入 は あま りに も高 価 な投 資 とな る

こ と,生 体 情 報 の解 析 は 一種 の科学 計算 であ り,医 師対EDPの 対話 が必 要 であ り,

EDPの 専門 家 で な くて も容 易 に使 える もので なけれ ば な らない こ と。医師 用 の

EDPに 対す る認識 の薄 い こ とな どか ら,現 在EDPの 導 入は実 験段階 とい え る。

ひるが え って,病 院 事務 に対 す るEDPの 活 用 は,そ の対 象適 用業務 が,多 種 類

にわ たるが,と くに医 事業 務 の50%を 占め る といわれ る,医 療 報酬請 求業務 いわ

ゆる医療 保健 制 度下 の点 数計 算に ウエイ トが おか れ,省 力,迅 速,正 確 をめ ざ して

ア プ ローチが進 め られ てい るが,そ の問題 点 は,後 に記 す よ うに病 院事務 の根 幹 を

ゆるがす もの を含 んで い る。

また,診 療 面 にお け る,カ ルテ のフ ァイルに して も5年 保存 が義 務づ け られ てお

り,保 管倉 庫が 満 員 とな り・困 惑 してい る とい う病院 も で て きて いる。
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これは,カ ルテ,フ ァイル の 目的一 す なわ ち欲 しい カルテ を誤 りな く,ス ピーデ

ィに抜 き出す こ とが むず か しくな ってい る こ とを示 してい る。 この カル テをEDP

に よ り管理 す るこ とは,マ イ クロ フ ィル ム とEDPと の運 動 によ って可能 で あ る。

さ らに,カ ル テ,心 電 図,放 射 線,看 護 記録 な どを総 括 して管 理 す る 。いわゆ る

「病歴管 理 」は同 様に マ イ ク ロフ ィルム とEDPの 連 動 によ って威 力 を発 揮 す るが,

これに利 用 されるEDPは む しろ事務 用電 算機 で ある 。

したが って病 院 と して,純 医 療 用 として のEDPの 活 用 が,事 務 用 と してのEDP

の活用 に ウエ イ トをお くか に よ りEI)P化 の方 向が 決 って くる 。 もちろん医療 用,

事務用両 方に活 用 できる。EDPの 導入 が最 終 目的 に考 え られ る が,機 能,価 格,効

果 の面か らいずれ か一・方 に ウエイ トが おか れてい るのが実 状 で ある 。

(2)病 院 事務 の特異性

前 に も述 べ たよ うに,病 院 事 務中,最 大 の業務 といわ れ る医療 報酬 請 求事務,薬

品,材 料 の在 庫管理 業務 に焦 点 をあ ててEDP導 入 の問題 点 を と りあげ てみ よ う。

現在 この事務 には,事 務部 門 の人 員の 約半 数が従 事 し,ま た現在 の医療 制度 下 で

は複雑 な事務手 続 のため,相 当 熟練 した職 員でな い と事務 処理 が で きな い。

つ ぎに この請求 明細書 の作成 は 月末 処理 で あ り,か つ短期 間に 処理 して,支 払基

金側 へ渡 さなけ れば な らな い 。 したが って月末 月初 の ピー タ時 に作 業量 が集 中 して

しま うこ とが大 きな問題 点 で ある 。

また,こ の作 業 の前段 階 と しての患者 自費 負担分 の料金 計 算,収 受 とい う作 業が

会計窓 口にて リアル タ イムに 処理 しなけ れば な らな い こ と。

したが って理 想的 に は会計 窓 口,料 金計 算 が一 本化 され,リ アル タイ ムで処 理 さ

れ る よ うEDPシ ス テムが完 成 されなけ れば な らな い 。

さらに これ らの処理 に必要 なEDPイ ンプ ッ ト方式 が現 在職 員 の事 務量 を軽 減 し,

真 に協力的態 度 を生 む方式 に至 ってい ない こ とが大 きな問題 と思 われ る。 また,医

師 の指示 が昔 なが らの ドイ ツ語 中心 で,カ ルテ の フ ォーム,諸 伝票 の フ ォーム の改

善が 出身大学,出 身病院 の 良 い点,悪 い点 に左右 され てい る こ とな どに よ って病院

に対 す るEDPの 導 入 をむつ か し くして いる。
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つ ぎに薬 品,材 料 の在庫管 理 は他 業種 の在 庫管 理 と何 ら異 な る ところ は ない 。

理 想的 には受払 に必 要 な リアル タイ ム処理 が考 えられ るが,次 善 の策 と しては管

理 統計 の作成 が考 え られ る 。いず れ に しても こ こで も インプ ットが問 題 で あ り・薬

品名,コ ー ド,数 量が手間 が かか る こ とな く入 力 され るこ とが前 提 とな り,医 師,

薬 剤 師 の協 力な しには導 入 は むつ か しい 。

(31病 院 業務 の標準化

日本 の病院 の院 内制 度 は,各 病院 の創立 形態,院 長 等首脳 陣 の出身 大学,出 身病

院 な どによ って慣 習的 に制度 され た もので あ り,あ る病院 では,ア メ リカの病院 に

て本来 と った制度 をその まま も って きて 「す べ て右 に習 え 」式 に英文 帳 票 に よ って

運 営 されてい る し,ま た あ る病院 では院 長 の出身校 で あ る某大学 の付 属病院 と同 様

の帳票 に よ って運 営 されてい る。

しか し,こ の分野 で も近時,病 院 間 で相互 の研 究,実 際 の運 営 方法 の改 善効 果 を

発 表 し,標 準化 の動 きが胎動 しつつ あ り,ま た 日本病院 管理学 会 や厚 生省 な どが試

案 を発表 し話題 を投 げてい る 。

す なわ ち,日 本病 院管理 学 会 では 昭和41年 に 「診療 記録 と病院 帳 票 一 標準 様式

と使 い方一(医 歯薬 出版)」 を発 刊,試 案 を提供 した。 また,厚 生 省 も44年4月

「病 院 管理統 計 標準様式 」を発 表 し,病 院管理 に必 要 な諸統 計,帳 票 のサ ンプル を

提 示 し,病 院 関 係者 の話題 にの ぼ った。

このよ うに病院 業務 の標 準化 に対 しては業 界,監 督官 庁い ず れも関 心 を示 してい

るが,問 題 は これを実 施 す る病 院側 の関心 と院内 体制 であ り,閉 鎖 的 な病 院人 の勉

強 意 欲 とくに トップマ ネ ジ メン トの視野 の拡大 と積極的 な導 入関心 が 欲 しい と考 え

られ る 。

したが って この よ うに標 準 化 の気運 が 高 ま り,実 現 す れば,EDPの 導入 も促進

され る と思 われ る 。また1病 院 で は高 価 と思 わ れるEDPも 数病 院 の共 同利 用 とい

う形 で導入 され うるで あろ う。

(4)病 院 人 の考 え方 の変化

今 ま でわが国 の病院 は医 者 中心 主 義 で あ り,「 医 師 あ って の病院 」とい う考 え方
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であ った 。

この こ とは明 治 以来 の病院 制度 が,欧 州 こ とに ドイ ツの病 院 制度 の輸 入 で あ った

にせ よ,管 理 技 術 で は な く,医 療 技 術 の輸 入 に止 ま ってい たこ とに問題 が ある。

したが って,医 師 以外 の病院 人 は医師 とい う主 に仕 える奉公 人 であ り,一 段 下 に

地位 が置 か れて い た。

また,医 師 は絶対 的 な権威 を も って患者 に当 り,医 療 技 術 の研讃 をも って事足 れ

りとされ て いた 。

日本に お け る病 院管 理 の構 成 が本格 的 に設 け られ た のは,戦 後 であ り,そ れ も昭

和28年 東北 大 学 が始 め て であ る。

この よ うに医療 技 術 が先 行 し,病 院管 理 とい う ものが必要 悪 とい う考 え は,禾 だ

に病院 人 の心 の中に残 してい る。

したが って真 に病院 の管理 運営 には医 療技 術 もさる こ となが ら,管 理理 念,管 理

方 法が 重要 で あ り,そ の育成指 導 には力 を注が なけ れば な らない とい うこ とを 自覚

しなけ れば真 の 病院 革命 は実現 しな いで あ ろ う。

しか し,近 時 の 大学 紛争 の発 端 は 「白い 巨 塔 」といわ れ る病院 の院 内制度,医 療

制度 によるまことは事 実であ り,そ れに看護 婦 の人権 闘 争,ま た,医 療 技 術 の進 歩等

は内外か ら病院 の体 制 をゆ るが してお り,早 晩 病院 の改革 につなが って い くとの見

方 をせ ざる を得 な い。

その点,人 材,経 営両 面 か ら病 院 は好 む と好 ま ざるに拘 らず改革 一 そ の一端 と し

て のEDP導 入情 報 に社 会へ の移行一 を進 め てい か ざる を得 ない と思 わ れる 。
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1.調 査 の ね らい

1.1.調 査対 象選択 の 理 由

ス ーバrと は,ス ーパ ーマーマ ット(SuperMarket)の 略語 で,① セ ル フサ ー ビス

方式 で② 単 独経営 の③総合 食 品④小 売店 で⑤ 年商1億 円 以上 を い う。

日本 では,単 に食品店 に止 らず,つ ぎの スー パ ー理論 を,経 営体 系 の 三部 に も った

近 代 的 な小 売業態 を総 称 してス ーパ ー ・グル ー プ と呼 んで いる。

○ 大 衆 実 用品中心

○ 薄 利(慣 行 利幅 よ り7～8%安)

○ ライ ン ・ロ ビン グ(有 利部門 の侵略)

○ 大 店舗

○ 高 回転,資 金 ぐ り

本 文 で取 りあげ てゆ くの も,こ の スー パ ー ・グル ー プであ り,量 販店 と呼 ばれ て い

る グルー プで あ る。

調査 対 象 に選 んだ 第1の 理 由は,こ の ス ーパ ー ・グル ープの高 い成 長 性 で あ る。

昭 和43年 では,こ の スー パー ・グルー プ は1兆5,000億 円売上 げ,小 売業 の占拠

率 で は10.5%を 占 めて,百 貨店 の占拠率9.4%を 追 い越 した。

しか も,そ の成長 性 は,つ ぎ の よ うに抜 群 で ある。

○ 日本 の小売 業 の総売上 高 の成 長率(年 率)-10%(3ヵ 年 平均)

〇 百 貨 店 グ ループ の売上 高 の成 長率 一12%(〃)

○ ス ーパ ー ・グルー プの売上 高 の成 長 率 一30%(〃)

このまx成 長 す れば,昭 和45年 には百 貨店 は9.8%,ス ーパ ー ■グルー プは14.6

%と な り,合 計 すれ ば24.4%と な る。 さ らに,昭 和47年 に はスー パ ー ・ グルー プ

の 占拠 率 は,20%台 に達 し,昭 和50年 には3分 の1を とる もの と推定 され る。
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日常 家 庭 で使 う用品 にっ いて の占拠率 は,昭 和47年 では,完 全 に5割 を突 破 す る

もの と見 られ て い る。

第2の 理 由 は,こ こ1～2年 の間 に,物 的流 通近 代 化 の先兵 とな り得 る実 力 を身 に

つ け始 め た企 業 が増 え始 めた点 であ る。 本格的 チ ェー ン化 に よる物的 流通 経費 の大幅

削減 を,最 新 のフ ィジカ ル ・デ ィス トリビュー シ ・ン ・システム の採 用に よ って実現

しよ う とい う動 きで あ る。す でに,欧 米 の チ ェー ンでは,生 産工 場 の現場 で 開発 され

たIE,ORな どの管 理技 術 を駆 使 した高 い生 産性 を誇 る流 通工 場 へ と脱皮 して いる

巨 大企業 が 目白押 しで ある。わ が国 の チ ェー ンは,白 紙 か ら出発 して いるだけ に,欧

米 の最 新 の体験 を集 大成 して,最 も新 し く日本 の風土 に合 せ て最 も独創的 な,物 流 シ

ス テム を創 り出 してゆ く絶好 の場 で ある。

第3の 理 由 は,量 販店 とい え ども,そ の単 位店 では,流 通 の最 先端 で ある ため,商

品移動 量 の 単位 が細 か く,し か も処理件 数が 多 いので,正 確 な品 目別 の売 れ数 を 割

く 「早」 くつ かむ のが難 しい点 であ る。そ れだ け に,流 通 段階 の な かで,一 番 情報 処

理 め合 理化 を必要 とす る ところ であ る。
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2.経 営の ため に必要 とされ る情報 とその利用

2.1.情 報 処 理 組 織

会計 事 務処理,販 売成 績,事 務処理 の効 率化 をね ら って,情 報 処理 部門 を販売 お よ

び仕 入部門 か ら独立,させ て,予 算管理 部門(コ ン トロー ラー)な どの下 に一本化 して

い る企 業 が多 い。 しか し,物 流費 の大 幅削 減 を目指す な ら,商 品 の流 れ の改善 とつな

げ た単品 情報収 集 をね らうべ きで ある。

以下,今 後,本 格的 チ ェー ン化 を 目指す わが国 のスーパ ー ・グルー プのね ら うべ き

情 報処 理組織 のあ りかた をのべ よ う。欧 米 の先進 チ ェー ンで実証 ずみ であ り,わ が国

の進 んだ チ ェー ンで もす でに着手 しつ つ ある方向 で ある。

2.1.1.わ が国 の物的 流通 経費 の 現状

わ が国 の スー パ ー ・グル ー プの扱 ってい る商品 の物的 流通 経費 は,わ が国 の流 通

の現 状 では,最 終 小 売 価格 対比 の経 費率 で,少 く とも,25%に も達 してい る とい

わ れ る。

物 質流通 経費 の内容 は,つ ぎの通 りであ る。

○ 運 輸 費 一 流 通 基礎 施設 費(店 舗 は含 まず),商 品輸送 費,保 管 費,荷 役 費

(店 舗 にお ける陳列補 充 作業 も含む),包 装費(運 搬 用 の包装 の

み)

○ 通信 費 一 各種 伝票起 票費,通 信連絡費

経 費率25%の うち,運 輸 費す な わ ち商 品 を運 ぶ の に要す る費 用 が20%で,通

信費 す なわ ち商品 の移動 情報 を商品 の流 れ とは逆 方向 に運 ぶ のに要す る費 用が5%

で あ る といわ れ てい る。

そ こで,ま ず運 輸費 を削減 して ゆ く定 石 を と りあげ,つ ぎ に通 信費 を削減 して ゆ

く定石 を と りあげ,さ らに これ らの2つ の活動 をま とめ てゆ く トー タル ・シ ステ ム
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設計 の方 向 を と りあげて ゆ こう。

2.1.2大 量 販売 の パイ プ を通す には

いか に,物 流費 を削減 して ゆ くシステ ム ・デザ イ ンの方 向 を論 じて も,大 量販売

のパイ プ を消 費者 と直 結 して確 保 できな け れば,ま さに机上 計 算 に終 って しま う。

最 も投 資 効率 よ く量販 のパ イ プ を消費者 に太 く結び つけ てゆ く販 売 の形 態 が,チ ェ

ー ン化 で ある。そ の急 所 は,つ ぎの通 りで ある。

○ 単位 店舗 の標準 化}こよ るセ ・ ト出店

○ 店 作業 で判断 を要 す る作 業 は標準化 し本部で集 中処理

○ 陳列 の 定型化 と商 品補充 手 順 の ル ール化

○ 本部集 中仕入 と売 価指示

これまで の支店 経 営 か ら,こ の よ うなチ ェー ン化 へ の移行 によ って,日 本 の量 販

店 で は,少 くとも単位店1店 当 りの定 員を少 くとも5割 は削 減 に成 功 して い る。 し

か も,残 りの労 働 力 の約5割 をパ ー トに置 き変 え るこ とに成 功 してい る。

しか し,若 年 労働 層 の不足 は,ま す ます深 刻 で ある。昭和43年 度 の量販店 の ワ

ー カ ーの平均 の人件 費 は年65万 円(1時 間300円 ,1分 間5円)で あ ったが,昭

和46年 度 は最低120万 円(1時 間550円,1分 間9円)に つ く見込 であ る。

さ らに,省 力化 しなが ら,お 客 へ のサ ー ビス をア ・プ して ゆ く方 向 を探 ってゆ こ

う。詳 細 は,資 料6,資 料7,資 料11,資 料12で 詳述 す る こ とと し,太 文 で

は,基 本的 な方 向 を明確 に して お こ う。

2.1.3.運 輸 費 削減 の6つ の定 石 一 「か っぎ屋 」か ら 「流 通 業者 」へ

① 定 石1:マ ガ ジン ・ボ ン(ユ ニ ・ ト ・ロ ー ド)

アメ リカの一流 の大 規模 チ ェー ンの仕入経路 を辿 って,商 品 の追跡 調査(工 程

分析)を 行 な った ところ,あ ま りに も商品1ケ ースず つ に さわ って手 荷役す る回

数が多 す ぎ る こ とが判 った。

例 えば,青 果部 門 で最 も多量 に 消費す る レタスの場合,産 地 か らチ ェー ンの単

位店 の陳列 棚 に収 るまで,25回 も荷役 が行 なわれ て い る こ とが判 った。その う

ち,20回 が 手荷役 で あ った。
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これ を根 本的 に直す に は,源 流 か ら陳 列 棚 まで の マ ガジン ・ボ ン式 輸送 の徹底,

す なわ ちユ ニ ット ・ロー ド方式 の徹底 であ る。

東 京 商工 会議 所 の 調査 に よれ ば,ス ーパ ーで扱 う商 品 の場合,メ ー カー か ら店 ま

で一貫 パ レチ ゼー シ ・ン輸送 の採 用 によ って,仕 入値 を約5%削 減 で き る見通 しで

あ る。

これ を,単 位店 で荷 受 し,バ ックルー ム に格納 した上 で,値 付,陳 列 補 充 しpo

P広 告 をっ けてゆ く とな る と,さ らに経 費 率 で2～3%店 作 業人 件費 が 必要 になる。

そ こで,メ ー カ の最終 工程 で,大 量陳 列 の姿 のまま の裸 陳列 を行 い,そ の まま熱

収 縮 フイ ルム を使 って,ユ ニ ット ・ロー ド化 して,メ ー カ の最終 工 程 か ら陳列 棚

までそ のまま の荷 姿 で通 し輸 送す る。

コン トロール ド ・ラーベ ル商 品 の開 発,特 売 の常 設 化 によ る大量計 画 販売 政 策 と

もか らみ合 せ て,値 付 の個装 へ の事 前 印刷化,POP広 告 の封入 な ど もユ ニ ッ ト ・

ロー ドの中 へ盛 りこむ。

運 輸費 の削減だ け で,7%～8%見 込 め るこ ととな る。

しか し,こ の直行 運搬 の ルー トに の るのは,わ が国 のスーパー で は,総 売 上高 の

10%止 りで あ ろ「うと見 られ る。 そ こで,こ れ以外 の,ケ ース,1デ カ,小 箱 単位

で,サ ミダ レ式 に補充 注文 が 出 され る荷 や っか い商 品 のマテ ・ハ ン を どうす るか が

問 題 で あ る。

まず,サ ミダ レ式 の小 口配送 を,1回 に ま とめ た大 口配送 にす る こ とが必要 であ

る。 これ に は,セ ッ ト出店 地帯 の中央 に集配 セ ン ター を設け,集 荷 ・分荷 の機 能 を

も たせ るのが効 果的 で あ る。 この とき,マ テ ・ハ ン改 善 の急 所 は,集 配送 セ ンター

で集 品 してか ら陳 列棚 に陳列補 充 す るまで の土 ニ ット ・ロー ドによ る一貫 輸 送 を,

ど こまでや れ るか にな る。

これ は,集 配 送 セ ンター と単 位店 とを結 びつ け る配送 車 の荷台 に 「マ ガ ジ ン ・ポ

ソ 」を実 現 で き る 「か ご車 」の採 用 によ るユ ニ ッ ト ・ロー ド化が,最 も能 率的 で あ

る。 さ らに,単 位店 で の陳 列補充 を,陳 列台 で1ケ ース のアキの あ る商 品 を確認 し

た上 で,補 充要 求 と して集配 送 セ ン ターへ集 め て くるよ うにす れば,セ ン ター にお

～351～



け る集 品 か ら陳 列補 充 までの一 貫 ユ ニ ット ・ロー ド輸送 を実 現 で ぎ る。

配 送 車 の回転 率 が倍増す る こ と と,集 配送 セ ンター と単 位店 におけ る荷役 作業 の

工 数 が大 幅 に節 減 で きる こ とか ら,経 費率 で少 くとも0.5%の コス トダウン と,約

20%の 商 品在 庫回 転率 の向上 とを実現 で き る。・

集 配 送 セ ンター を核 に して,こ のよ うなユ ニ ット ・ロー ド方式 を軸 に商品補 充 し

て ゆ くシ ステム で最 も進 んで方式 が,SLIM方 式(StoreLabourIhventory'

Management:店 作業 の省 力化+単 品 管理)で あ る。

このよ うな 「荷 や っか いな商 品 を荷 や っか いで な くす る 」ユニ ット ・ロー ド方式

の開発 は,「 お客 が 買 い安 く,売 上 を伸 せ,売 場 の省 力化 と在 庫 の圧 縮 も実現 で き

る 」陳列 器具 との ドッキ ング とも合 せ てすす め るこ とが大切 で あ る。

② 定 石2:ダ イヤ グラム配送

まず,集 配送 セ ンター の集 荷 ・分 荷機能 を核 に,各 単位店 へ の 「一括定時 配送 」

を軌道 に のせ る ことが 第1歩 で ある。

これ は,各 単位店 の 作業合 理化 の出発点 で あ る。

さらに,配 送車 の台数 が数10台 程 度以 上 に達 した ら,配 送車 を効果的 に休 み な

く切 り回 してゆ くこ とが重要 にな る。

配車 係 の経 験 とカンだけ でな く,コ ン ピ ュー タ による綿密 な配 車割 当 を活 用 して

ゆ くこ とも大切 にな って くる。

ア メ リカの大 チ ェー ンでは,す で に,VSP(VehicleSchedulingProgram)

と して,こ の面 の研究 も進 ん でお り,ア メ リカ最大 の ボラ ンタ リ ・チ ェー ンで あ る

ス ーパー ・バ リ ュー社 で は,配 送 費 を さ らに1～2割 下 げ られ る見 通 しだ と して い

る。

とこ ろで,値 づ け,陳 列補 充 作業 な どの店 作業 を,最 も集 中 して能 率的 にゃ れ る

よ うにす る には,早 朝 お客 に中断 され な い時 間帯 にす む よ うに一斉 にや るこ とで あ

る。 それ に は,配 送 をそ れ まで にす ませ る必要 が あ る。

③ 定 石3:店 作業 の タイ ム ・スケ ジ ュー ル化,作 業改 善 の徹底

① と② の路 線 が敷 けた ら,つ ぎ に これ を キ ック ・オ フ ・ポ イ ン トに して,店 作業
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の徹底 した合理化 を はか る。

④ 定 石4:パ ックルー ム をま とめて もつ

⑤ 定石5:集 配 送セ ンター の流 通 工場化

⑥ 定 石6:産 地 よ り消費 地 へ の 「大量 」 「高速 」 「一貫 」輸送

東 名 高速道路 も全 線 開通 し,国 鉄 自慢 の フ レー ト・ライナー も東京 ・大 阪間 で営

業 を開 始 した;定 ① ～⑤ の改善 が軌道 にのれば,産 地 か ら集 配送 セ ン ター ま での大

量 ・高速 ・一貫 輸送 で最 後 の しめ くく りが で き るよ うに,産 地,仕 入先 の開拓 に努

め るべ きで あ る。

2.1.4.通 信費 削減 の定石 一 流通 の最 尖端情 報提 供 業 者 へ

今 後,流 通業 界 にお け る通 信費削減 の定 石は,っ ぎの2っ が急 所 とな る。

① 物流 改善 にっ なげ た商 品補充 方式

② 技 術革新 をふ まえた,将 来計 画立 案 の必 要性

とくに,今 春 に入 ってか ら,端 末 装置 とデ ー タ伝送面 の技 術革 新 が,矢 っ ぎ早 に

登 場 しつつ あ る。 いず れ も,専 門家 を必要 とせ ず に・ ホ ットな商 品 の動 きを,「 安 」

く 「早 」く 「正確 」に,コ ンピ ュー タにイ ンプ ットで き る こ とを可能 にす る革新 ば

か りであ る。

スーパー マー ケ ッ トで 開発 され た端末機 とデー タ伝 送 方式 とは,デ ー タ輸 送 の

「マガジ ン ・ポ ン化 」を実 現 して い る点 に注 目され たい。

2.1.5.情 報化 時 代へ の布 石

以上 の運輸 費 削減 の定 石 と,通 信費 削減 の定 石 とをかみ合 せ てゆ くスー パー ・マ

ー ケ ・トの 商品補 充 シ ステ ムを ,ア メ リカでは,sLIM方 式(StoreLabour

inventoryManagement)と 命 名 して いる。

とくに,情 報 化時 代へ と突入 して い る現在,こ の よ うな省 力化 シ ステ ムのな かで

と られ る情報 が,す で にア メ リカで は,マ ス コ ミへ も有 利 な条 件 で売 られて い る点

に注 目 しなけ れば な らな い。

社 内 におい ては,情 報化 時 代 のマ ーチ ャンダイ ジ ン グ面 と顧 客 へ の販売促進 面 と

に 今後 欠か せぬ戦 力 と して 活 用 され てゆ くであ ろ う。
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仕入先,メ ー カ へ も売 れ る情 報 とな ろ う。

通 信費 の5%と い うの は,情 報時 代 の流通業 に必 要 なデ ー タ を十 二分 に確保 で き

る体制 で の コス トで は なか った。2.1.4.で 研究 した新 しい販売 情報取 得 システ ムに

っ いて は,コ ス トダ ウンよ りも,む しろ,こ れ までつ かめ なか った ホ ットな情 報 を

細 か くっ かめ るよ うにな・る積 極面 で の改善 効 果 の方 が重要 で あ ろ う。

2.2.プ ラ ン ニ ン グ 情 報

わ が国 のスーパー ・チ ェー ン の プラ ンニ ング情報 に は,つ ぎ の3つ が柱 とな る。

① 新規 商 品部門へ の進 出計 画

② 出店 計 画

③ 人事採 用計画

と くに,ま す ます人 手 不足 が深 刻化 してきて いる折柄,ワ ー カー の確 保 が長期 計画

の 目標達成 を支 え る最重要 の柱 とな りつつ あ る。

2.21.年 度 計画,長 期 計 画

年 度計画 の たて方,必 要 な情報 の種 類 は,第1図 葉 スー パー ・チェーンにおけ る

年 度計 画PERTに ま とめ られ て い る通 りで あ る。

長 期計 画 の場合 もほ ぼ同 じ手順 で,同 じ種 類 のデー タを用 いて進 め るが,計 画 サ

イ クル のスパー ンが長 くな る。

必要 人 員 にっいて は,従 業 員1人 当 りの荒利益高,従 業者1人 当 りの担 当す る売

場坪 数,従 業者1人 時 当 りの処理 作業 量 な どの生産 性 の指標 を細 か くき めてゆ こ う

とい うのが,合 理化 を目指 す 各 チ ェー ンでの 大勢 で あ る。

2.2.2.出 店 計画

出店 時 の 日程 計画 のや りか た は,第2図 開店 業務 のPERT図 表 に示す 通 りで

あ る。 出店 計画 時 に,95%き め手 とな る情 報 は,商 圏 内 のつ ぎの4つ の情報 で あ

る。
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第1図 葉 スーパ ー ・チ ェー ンにお ける年 度 計画 PERT
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第2図 開店 業務 のPERT図 表(一 つ の母 型)
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①

②

③

④

人 口または世帯数 一 併せて購買力,社 会経済的水準,年 令層な ど

主要道路 と交通の通れのパターン

その地域 の小売の構造実体

その地域 の競合状態 一 競合店 の業態 と数,'商 品構成,強 さなど

2.5.オ ペ レ ー シ ョナ ル 情 報

現 在,わ が 国 のスー パ ー ・チ ェー ンで,コ ン ピ ュー タ を用いて オペ レー シ ・ナ ル な

情 報 をつ か んで い る例 と しては,レ ジか らの イン プ ットで っか んで い る例 と,タ グ値

札か らつかん で いる例 との2っ があ る。 ただ し,い ず れ も,衣 料 品 部門 であ り,食 品

部門 では,や りた いの では あ るが採 算 に の らない こ とか ら,部 分的 に しか採 用 され て

い ない。.

2.3.L商 品管 理情報

第3図(NCR社MERITシ ステ ムよ り引 用)の よ うに,つ ぎの よ うな情報 が必

要 で あ る。

① 本 部計 画 商 品(要 単 品管 理商 品)

○ 単 品 別店 別 商品動 向(週 報)

○ 単 品別店 別期 間 動 向(8週 報)

○ マーチ ャン ダイザ ー活動 報告(週 報)

② 全商 品

○ 店 別 プ ライ ス ライ ン別動 向(週 報)

○ 店別群 番 別利益 管 理

○ 店 別 品番 別ABC分 析(2ヵ 月報)

○ 店 別 売上 報告(日 報,週 報)

○ 品番 別,売 上,在 庫 状況 報告(週 報)

③ 経 費
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○ 店 別部 門別損 益計算(月 報)

○ 品番 別利 益 管理報 告(週 報,月 報)

と くに,衣 料 部門 の要単 品管 理商 品 につ いて は,第4図(KIMDALL社Datatag

シ ステ ムよ り引用)の よ うに,さ らに細 部 の情報 をっ か んで い る例 が あ る。

食 品部門 で は,以 上 の レポー トの うち,7分 類に よ る レジ売上 記録 をも とに,'店

別 部門 別の 売上 高報 告,ま た は売上在 庫 状況 報告 まで を作成 して い る ところが大 部

分 で あ る。

単 品 別商 品動 向 に つい ては,商 品 カ ットま たは フ ェイ シ ン グ設定 を行 いた い とき,

週 別 の実地 棚卸 しを数 ヵ月続 け る こ とによ って,プ ロジ ェ ク ト的 に特 別 調査 を行 っ

て っか んで いるのが大勢 で あ る。

衣料品部 門,雑 貨 部門 で も,大 勢 は同 じであ る。

あ との2.4.2.の 一括 表 で は,こ の大勢 の 姿 を と りあ げ る。
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第3図 商品管理情報例(NCR社) MERITシ ス テ ム ・ フ ロ ー

O

O

O

O

O

O

O

。。,.,,発 注 書 発行・ 月,
問屋名:発 注書#納 期 月.日

io
d
6
0

0

0

0

0

♪

単 品
ゴード 品 名 単 価 xx店 xx店 xx店1 ×x店 . xx店 ×x店

1顯

致]丘
克単価 1

〃,

/
。{… 1

≠
一/ ＼ v ＼

、　 一

MERITシ ス テム で使用 す る原 始デ ー タは,報 告

書 ご とに 作成す る必要 は な く 最 初 にイ ン ブ ブ トさ

れた もの が使 用 され ます。 例 えば,本 部計 画商 品 の

売上 デー タは,単 品管理 に使 用 す る とともκ,金 額

管理 に も使 用 され ます ○

上 の部分 は,本 部 計 画商品 の 単品管 理を,下 の部

分は 全商品 の金 額 管理 を示 して い ます。

T/F

土
入
品
卸
費

画
他
部

の

売
仕
返
棚
経
販
そ

VALIDATE

BXTRACT・

&SORT

T/F… … トランザ クシ.ン ・フーアdル

M/F・ 一ー マス ター フ ・イル

本部計画商品

丁/P

OLS#

UNIT#

8TOR鴉#

TRANSCODE

その他商品

丁/F

STORE#本部計画商品

CLS#
・/FTRANSC。DE

stoAE'#'

OI.S#

TRANSCODE

経 費

T/F

STORE#

部 門#

8σMUP

MERGE

発 注

ファイル'

一チ ャンダ

イザ一別目標

管理ψ

イザ一別

目標管理

日
商 品動向

レポー ト

フ ァ.イル

別
同

報

店
動
用

品

単
簡

週

単品別席別

期間 動向

8週 報

マーチャンダイザー

活 動 報 告

週 報

品 番別ABq分 析 表

店名;昭 和 年'月 日～昭和 年 月 日

一

品 番
売 上 荒 利 在 庫
売上高 構成比 累計構成比 荒村額 構成比 累計構成比 平均在庫 構成比 累計標成比

o

o

o

o

o

『o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

〃 一 一
一＼ ノ ＼ / ＼ …≡

マーチ ャンダ

イザー別目標

管理ψ

店名;

部 門

品
番

F

商

/

全

分

T

店別部門別売上日報

店 別

部門 別

売 上

底 別部 門別

売 上 日 報

店 別

売 上 週 報

商品動向

レポー ト

ファイル

店別;ブ イイう別

動 向 週 報

EXTRACT

SUMUP

損益計 算

フ ァイル

店別群蕃別

利益 管理

店別辞番別
利 益 管 理

週

A.

分 析
・プア イル

品 番 別

ABC分 析

店 別品番 別
ABC分 析

2ヵ 月 報

損益計算

M/P

－ 一1

損益計算
M/F

唐別 部門 別

損 益 計 算

週 報

O期 間 動 向 報 告 書

O単 品コード:品 名;昭 和 年 月 日～昭和 年 月 日

・L

:

:

:

:

o店 名醐 %～% %一%w-% %～% %～% 蝶
:・ ・店

:

o

xx店

実所 悩

ノ

/
w ノ (04

～359～

「 ・





第4図 シ ステ ムによ るデー タの流 れ方
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2.3.2.集 配送 セ ンター在 庫管 理 情報

こ の在庫 管理情 報 と して,つ ぎ のよ うな もの が活 用 され る。

① 単位店 用

○ 店発注 表(日 報,た だ し週 間 の一定曜 日)

○ ウエ アハ ウス注 文集 品 リス ト(同 上)

○ 店 送 り状(同 上)

○ 欠 品 リス ト(同 上)

② マーチ ・ン ダイザ ー用

○

○

○

○

○

○

0

2.3.3.

商品 グルー プ別商 品動 向分析(週 報)

4週 間単 品別 商 品動 向分 析(月 報)

仕 入先 別商 品移動成 績(月 報)

提 案発 注 レポー ト(日 報)

過 剰在 庫 レポー ト(日 報)

供給 不足 レポー ト(日 報)

仕 入先 評価 レポー ト(月 報)

配送 スケ ジ ュー リン グ情報

集 配送 セ ンターか ら各店 への配送 の ため に必要 な情 報は,っ ぎの通 りで あ る。

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

各店への配送距離

正規作業時間 と残業時間 の賃金率

積荷のサイズ と重量

利 用できる設備 の容量

各店別最適荷受時間帯

道路,交 通量,天 候 の条件

日別,週 別,月 別,季 節別 の相対配送量

配送車の遊休時間

利 用可能総工数 とその利用度

利用できる帰 り荷の内容
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2.4.経 営 情報確 保 の 手段

2.4.1.情 報確 保 の現状

スー パ ー ・チ ェー ンの場合,外 部情 報確 保 の問題 も さる こ となが ら,プ ラン ニ ン

グ用,オ ペ レー シ ・ナル 用 ともに,必 要 な内 部情 報 を必 要 な細 か さで,「 タイ ム リ

ー 」に 「安 」く 「正 確 」に確 保す る手段 が これまで開発 されて いなか った ことが最

大 の問題 で あ った。

大型の単位店 といえ ども,毎 日の陳列補充要求の内容は,数 千 品目の陳列商 品の

なか か ら,た か だか100品 目までの端 数 に も満 た ない単位 の情報 にな るか らである。

ホ ッ トな売 れ数 の情報 を最 も早 くっ かむ とな る と,レ ジの とこ ろで売上 げ の都 度

つ かん で ゆ く方 法 で あ るが,ス ーパ ー ・チ ェー ンの場合,現 在 で は コス ト的 に引 き

合 わ ない 。

したが って,現 在 の ところは,LINCシ ステ ムやCPIシ ステ ムの よ うに,陳 列

棚への陳列補充の段階で,最 重要の単品別情報 をっかむよ うにす るのが,最 も理想

的 な ので ある。

しか し,ア メ リカで は,1980年 まで には.,レ ジで売 れ数 をっか んで ゆ く方式

が,コ ス ト的 に情報 の確 保 と情報 の利 用部 門につ い ては,別 表1参 照 。

この段階 で は,利 用 でき る情 報 も飛 躍的 に拡 大 され る こ とにな る。
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'
別表1情 報 の確i保と情報 の利用部門

プランニング'

・別
オペレーシ ョ

ナル
'

利 用 部 門

お よ び 階 層
情 報 の 種 類

情 報 形 態

(会 議,メ モ,レポー トな ど)
情 報 源

利 用

サイクル

充

足

度

プ ラ ン ニ ン グ 企画担当部門 新規商品部門への進出計

画

調 査 メ モ,レ ポー ト 消費支出 の伸び,仕 入先

情報,競 合店情報(以 上

外部);売 上 ・荒利益高予

想,収 支予算(以 上 内部

で作成)

企画の

都度

B

同 上 出店計画部門 出店商圏内人 口または世

帯数

レポ ー ト 市町村役場住民登録台帳

よ り(外 部)

出店計

画の都

度

B

同 上 同 上 出店商圏お よび南勢圏内

主要道路 と交通の流れの
パター ン

レポ ー ト 道路詳細地図+実 調(外

部)

同 上 A

同 上 同 上 出店商圏内小売店の構造

実体

レポ ー ト 既刊調査資料+補 足実調

(外 部)

同 上 B

同 上 同 上 出店商圏内競合状態 レポ ー ト 同 上 同 上 B

オペ レーシ ョナ ル 商 品 管理部門 ま

た はマー チ ャン

ダイ ザー

要 単品管理商品,単 品別

店別商品動向

レポ ー ト
'内 部実績 と くに必要 に

な った とき,実 地棚 卸 し

を続 けて つか む

週 報 C
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同 上 同 上 単品別席別期間動向 レポ ー ト 同 上 1ヵ 月

～

6ヵ 月

C

同 上 同 上 マー チ ャンダイザ ー 別

担当 商 品活動 報告

レ ポ ー ト 同 上

仕入伝票 を手集計 して作

成 して いるところがあ る

週 報

または

月 報

C

,同 上 同 上 店 別 プ ライ ス ライ ン別動

向

レ ポ ー ト 内部実績

レジ記録 を集計す る

週報で

つかみ

たいが

必要の

都 度

B

同 上 同 上 店別群番別利益管理 レポ ー ト 内部実績

月別実地 棚卸 しでっかん

でいるところがある

週 報

(月報)

C

同 上 同 上 店別品番別ABC分 析 レ ポ ー ト 同 上 1ヵ 月

～

6ヵ 月

C

同 上 同 上

または店長

店別売上報告 レポ ー ト 内部実績
'
日 報

また は

週 報

A

同 上 同 上 品番別,売 上,在 庫状況

報告

じ ポ_ト
'
内部 実績 たか だ か部

門 別で しかっかんでいない

週 報 B
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プ ラ ン ニ ン グ'

、別
才 ペ レー シ ョ

ナ ル
'

～

利 用 部 門

お よ び 階 層
情 報 の 種 類

情 報 形 態

(会 議,メ モ,レ ポー トな ど)』

情 報 源
利 用

サイクル

充

足

度

オペ レーシ ョナ ル 商品管理部門

または店長

店別部門別損益計算 レ ポ ー ト 内部実績 月 報 A

同 上 同 上 品番別利益管理報告 レポ ー ト 内部実績

たかだか部内別で しかっ

かんでいない

週 報

月 報

B

同 上 店発注担当者

集配送セ ンター

集品係

店別発注表 発 注伝 票 または

オ ー ダー ・ブ ックに よ る

メモ

内部 連絡 レポー ト 日 報

(指 定

曜 日の)

A

同 上 集 配送 セ ンター

集 品係

ウェ アハ ウス注文 集 品 リ

ス ト

発 注伝票 ま たは オーダー ・

ブックをそのまま集品 リストに

して いる とこ ろ多 し

店別発注表 同 上 B

同 上 商品管理部門

店発注担当者

店送 り状 発 注伝 票 をそ のま ま流 用

して いる ところ多 し

ウエアハ ウス注文 集 品 リ

ス トに よ る集 品実績

同 上 A

同 上

同 上

同 上

マーチ ャンダイザー

欠品 リス ト

商品 グループ別商品動向

分析

レ ポ ー ト

レポ ー ト

同 上

ウ エアハ ウス注文集 品 リ

ス トの実 績集計

同 上

'週 報

B

B
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同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上

配車計画担当者

同 上

同 上

4週 間単品別商品動向分

析

仕入先別商品移動成績

提 案 発注 レポー ト

過 剰在 庫 レポー ト

供 給 不足 レポー ト

仕入先 評価 レポー ト

配車計画 用準備資料

各店 への配送距離,

正規作業時間 と残業時

間の賃金率,利 用でき

る設備 の容量,各 店別

最適荷受時間帯,日 別,

週別,月 別,季 節別の

相対配送量,帰 り荷で

きる品目

積 荷のサイズ と重量

道路,交 通量,天 候の条

件

レ ポ ー ト

レ ポ ー ト

レ ポ ー ト

レ ポ ー ト

レ ポ ー ト

レ ポ ー ト

一 括 リス ト

レ ポ ー ト

メ モ

同 上

同 上

ウ エアハ ウス在庫 商 品の

在庫 管 理記録 よ り

同 上

同 上

1司 上 集 計

実測値 および社内規程,

実績集計

ウエ アハ ウス注 文集 品 リ

ス トの実績 集計

ラジオ放送,運 転手情報

月 報

月 報

日 報

日 報

日 報

月 報

変更の

都度内

容更新

日 報

その都

度

A

B

B

B

B

B

B

B

A

zn
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プ ラ ンニ ン グ 、

,別

オ ペ レー シ ョ

ナ ル ノ

利 用 部 門

お よ び 階 層
情 報 の 種 類

情 報 形 態

(会 議,メ モ,レ ポー トな ど)
情 報 源

利 用

サイクル

充

足

度

オペ レーシ ョナ ル 配車計画担当者 配送車の遊休時間 計画台帳 配送車稼働 計画および実

績

日 報 B

同 上 同 上 利 用可能総工数 とその利

用度

計画台帳 ウエ アハ ウス ・ワー カー

作 業割 当計 画 お よび実績

そ の都

度

A

～

ω

O
o。

～
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3.情 報 の充足度

スー パー ・チ ェー ンの あ らゆ るオペ レー シ ・ソに最 も核 とな る 「単位 店 別単 品別 の

売 れ数 」情 報 を,現 在 わ が国 の チ ェー ンで は,主 と して人手 によ る実 地 棚卸 し情 報

(短 いサ イ クルで週間実地 棚 卸 し)に よ って い るのが実情 で ある。

した が って,よ く売 る店 ほ ど過 剰在 庫,品 切れ,人 件費高 の3っ に,同 時 に悩 ま さ

れ が ちで ある。 この点 にっ いて は,ア メ リカで も大 半 の スー パー の実情 は同 じで,ニ

ールセ ン社 が昭和43年 度 に行 な った調査 に よ ると,ア メ リカのスー パー の グ ローサ

リ商品 の品切 れ率 の平均 は,な ん と5%に も達 してい る。

この問 題 を,店 の省 力化 と在 庫 高 の 削減 ともあわせ て,品 切れ 削減 も同時 に実 現 で

き るキ メ手 と して,LINCシ ステ ム とCPIシ ステ ム とが登場 したわけで あ る。

これ らの システ ム導入前 は,各 単位 店 か らオー ダー ブ ックを郵送 す るこ とに よ り本

部 の集 配 送 セ ン ター へ補 充注文情 報 を集め,そ れか らパ ンチまた は タイ プ によ りコ ン

ピ ュー タヘ イ ンプ ットして いた。 、

この場合,単 位店 で補 充要 求 を出 して か らそ の商品 が店 に届 くまで の調達 期 間 は,

サ ーテ イ フ ァイ ド ・グローサ ー ズ ・オ ブ ・カ リフ ォルニ アや スー パー ・バ リ。一社 な

どの大 チ ェー ン の場合,平 均5日 も要 して いた。

そ れ が,LINCシ ステ ム とCPIシ ステ ムの採 用 によ って,24時 間 以 内 に短縮 さ

れ た。 このLINCシ ステム とCPIシ ステ ムの採 用 によ って,単 に情 報化 や 品切 れ問

題 の点 だけ で な く,あ らゆ る点 で,お 客 へ のサ ー ビス ・ア ップ を実現 しつつ トー タル ・

コス トの削減 を大幅 に実現 して いる。

現在,わ が国 で は,ア メ リカの よ うに電 話回線 を一般 企業 内 のデ ー タ伝送 に使 用す

る ことは許 されて いな い。'

そ こで,わ が国 で現 在 最良 の方法 は,OMRを 利用 して情報 を集 め る方 法 であ る。

この採 用 によ って も,大 幅 な改善 効果 をあげ られ る。,しか し,わ が国 の流 通業 では,

～369～

」



ア メ リカ に比 べ 国土 が箱庭 的 に狭 い こ ともあ って,ま さに箱庭 的 な キメ細 いサ_ビ ス 、

をお客 に提 供 しなければ 競争 か ら脱落 して しま う可能 性 が大 きい。

したが って,LINCシ ステムやCPIシ ステ ムの よ うな情報収 集手 段 を,よ り徹底

した姿 で活 用 した い。 しか も,こ れ らの技 術 は,国 産 技術 で も最 も国 際 的 に強 い技 術

ば か りの よ うであ る。

立 ち遅 れ て いる と見 られ るわが国 の流 通部 門 を少 しで も早 く革新 して ゆ くため に も,

電 話 回線 の一般 企業 のデ ー タ伝送 へ の開放 と,国 産 技術 によ る端末 装置 の開 発 とが望

ま れ る。

、
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